
令和４年度　事務事業総点検表

保健福祉長寿

Ｒ３ Ｒ２ R1
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も
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活

躍
推
進
本
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1

静岡型地
域包括ケア
システム情
報発信事
業

H29 ～
市

（直営・委
託）

静岡型地域包括ケ
アシステムの周知を
図る。

健康長寿のまち専
用ウェブサイト「ま
るけあ」の運営

ウェブサイトの運
営 実施 実施

特
別

1,260 ― 1,210 0.6 0.0
専用ウェブサイト
月平均訪問者数

1,800
人

1,596
人

1,418
人

1,243
人

過去3年の実績を基に、訪問
者数1,800人を目標値として
設定した。

3158 Ｓ Ｓ

Ｒ4年度から市公式ＬＩＮＥとの
連携を開始したことにより、訪
問者数が増加し目標を上回っ
た。

さらに多くの訪問者を獲得するた
め、利用者の利便性向上のための
サイトの改修や市民ニーズに対応
した掲載内容の充実を図る。
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2

「自宅で
ずっと」在
宅医療・介
護連携推
進事業(退
院支援等
モデル事
業）

R 2 ～
市

（直営）

身近な地域で多職
種と地域住民が連
携し、チームで在宅
医療・介護を支える
体制の構築を図
る。

①地域包括支援
センターによる「自
宅でずっと」ミー
ティングの開催
②ＩＣＴ活用の退院
支援等モデル事
業の実施

①ミーティングの
実施
②モデル事業の
進捗管理や事業
評価のためのアン
ケートの実施

①全圏
域で実施
②３回

①28圏域で
実施
②３回

特
別

2,188 ― 1,400 0.8 0.0

参加者がＩＣＴの活
用により、退院支
援等在宅医療と介
護の連携が進んだ
と思う割合

80% 77.8% 75.0% ―

今までに実施した在宅医療
の提供と連携に関する実態
調査等の結果を踏まえ、目標
値を設定した。

83.3% A A 目標を達成することができた。
引き続き、ICT活用による退院支
援モデルを実施し、在宅医療と介
護の連携を進めていく。
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医療・介
護・福祉
スーパーバ
イザー人材
配置事業

H28 ～
市

（委託）

医療と介護と福祉
の連携をコーディ
ネートする。

①医療・介護・福
祉スーパーバイ
ザーの配置
②相談対応、報告

スーパーバイザー
の配置か所数

２か所 ２か所
特
別

8,797 ― 8,519 0.2 0.0
スーパーバイザー
の相談対応完了
割合

95% 100.0% 100.0% 98.4%

スーパーバイザーが受けた
相談に対し、ほぼ全ての対応
が完了できていることを目標
値として設定した。

98.4% A A 目標を達成することができた。

相談や関係機関との調整等が円
滑かつ効果的に実施できるよう、
連絡会や研修等を行い関係者間
の連携の充実を図る。
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4
在宅医療・
介護連携
推進事業

H25 ～
市

（直営）
在宅医療・介護の
連携を推進する。

①在宅医療・介護
連携協議会の運
営
②専門職向け研
修の開催
③市民啓発のため
の講演会、出前講
座の開催

①在宅医療・介護
連携協議会の開
催数
②専門職向け研
修の開催数
③市民公開講座
の開催数
④在宅医療出前
講座の実施

①３回
②１回
③１回
④実施

①３回
②２回
③２回
④実施

特
別

6,344 ― 3,595 0.6 0.2

在宅医療出前講
座で在宅医療
サービスについて
理解できた受講者
の割合

93% 90.5% 92.9% 95.8%

在宅医療出前講座を受講し
た市民がアンケートで「専門
職が提供できるサービスやケ
アの内容について理解できま
したか」の問いに「理解でき
た」「ある程度理解できた」と
回答することを、過去３年間
の平均値を踏まえ目標値とし
て設定した。

90.7% A A 目標を達成することができた。
引き続き、研修や講座等を実施
し、受講者の在宅医療・在宅介護
における理解の促進を目指す。
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認知症初
期集中支
援推進事
業

H27 ～
市

（直営・委
託）

認知症の人の早期
受診・早期対応に
向けた支援体制を
構築する。

①認知症初期集
中支援チーム検討
委員会の開催
②チーム数

①３回
②30チーム

①３回
②30
チーム

①３回
②30チーム

特
別

8,012 ― 4,337 0.8 0.2
認知症初期集中
支援チームによる
適切な支援

実施 実施 実施 実施

認知症初期集中支援チーム
検討委員会において、チー
ムによる支援が適切であると
評価を得ることを目標とした。

実施 A A

認知症初期集中支援チーム
検討委員会において、適切な
支援がされていることについ
て、評価を受けたため。

効果的な事業とするために、実施
手法等について引き続き検討して
いく。
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6

認知症疾
患医療セン
ター運営事
業

H25 ～
市

（直営・委
託）

認知症の人とその
家族等が適切な支
援を受け、安心して
安全に暮らすことが
できる環境を整備
する。

認知症疾患に関
する鑑別診断や専
門医療相談等を行
う認知症疾患医療
センターの運営

認知症疾患医療
センター運営箇所
数

３箇所 ３箇所
一
般
10,608 ― 10,361 0.4 0.0

認知症疾患医療
センターの適正な
運営

実施 実施 実施 実施

認知症対策推進協議会での
評価において、認知症疾患
医療センターが認知症の専
門医療機関として適正に運
営されることを目標として設定
した。

実施 A A

認知症対策推進協議会にお
いて、適切な運営が行われて
ることについて、評価を受け
た。

引き続き、センターの周知を強化
するとともに、センターへの指導・
助言を行い、適切な運営を行う。

⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容達
成
度

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

⑨人工 ⑩成果指標（アウトカム指標）

指標名
当該年度
の目標値

実績値

活動の状況（アウトプット）

指標名
当該年度
の目標値

⑪
評価

⑫評価理由
実績値

④事業の
実施主体

⑤事業目的 ⑥事業内容

⑦活動指標（アウトプット指標） ⑧事業費

局

①
所
属
名

№

事業概要（全体） 投入コスト（インプット）

予算額
（千円）

前年度
からの
繰越額
（千円）

決算額（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

会
計

成果（アウトカム） 評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

②事務事業名 ③期間
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⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容達
成
度

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

⑨人工 ⑩成果指標（アウトカム指標）

指標名
当該年度
の目標値

実績値

活動の状況（アウトプット）

指標名
当該年度
の目標値

⑪
評価

⑫評価理由
実績値

④事業の
実施主体

⑤事業目的 ⑥事業内容

⑦活動指標（アウトプット指標） ⑧事業費①
所
属
名

№

事業概要（全体） 投入コスト（インプット）

予算額
（千円）

前年度
からの
繰越額
（千円）

決算額（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

会
計

成果（アウトカム） 評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

②事務事業名 ③期間
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認知症施
策等総合
支援事業
（経常）

H 18 ～
市

（直営）

認知症の発症初期
から地域における
認知症の人への支
援体制の構築を図
る。

①かかりつけ医認
知症対応力向上
研修の開催
②認知症サポー
ターの養成

①かかりつけ医認
知症対応力向上
研修開催数
②認知症サポー
ター養成講座の開
催数

①１回
②110回

①１回
②90回

一
般

1,980 ― 973 0.4 0.5

①かかりつけ医研
修受講者数
②サポーター養成
数

①30人
②
4,500
人

①38人
②
2,226
人

①69人
②802
人

①82人
②
3,755
人

①認知症施策総合推進大綱
の目標令和7年度末までに、
受講累計目標540人を踏ま
え、目標達成までの1年間の
人数を算出し、目標値と設定
した。（令和3年度末受講者
累計419人）
②1回平均40人が受講する講
座を年110回開催することを
目指し、毎年度約4,500人程
度増加させていくことを目標
値として設定した。

①29人
②
2,404
人

B Ｂ

①目標を達成することができ
た。
②外部団体からの講座申込件
数はコロナ禍当初に比べ回復
したものの、コロナ禍以前の水
準にまでは達しておらず、ま
た、感染対策として1回の受講
者数も制限せざるを得なかっ
たため目標を下回った。

①対象者の医師に研修を受講し
てもらえるよう、引き続き研修の周
知を行っていく。
②サポーターを年齢別に見ると若
年層の割合が低い。一方、令和４
年度は子ども向け講座の申込が
増加し、ジュニア(小中学生）サ
ポーターの養成数が前年度比5倍
に増加。今後は特に若年サポー
ターの養成に力を入れ、幅広い世
代の認知症理解を促進する。
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認知症サ
ポート医養
成・活動支
援事業

H29 ～
市

（直営）

認知症の人の支援
に係る医療機関の
連携を推進する。

認知症サポート医
養成研修への参
加支援

認知症サポート医
の養成数

１人 ５人
一
般

593 ― 0 0.2 0.0
サポート医が配置
されている日常生
活圏域数

29圏域 29圏域 29圏域 29圏域
認知症サポート医の配置を
維持していくことを目標値とし
て設定した。

２９圏
域

A A 目標を達成することができた。
引き続き、認知症サポート医の養
成を行い、配置を維持していく。
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認知症カ
フェ普及促
進事業

H28 ～
市・補助等
（直営・交
付先）

市民の認知症への
正しい理解や介護
の知識・技術の向
上を図る。

①補助金交付事
務
②認証事務
③静岡オレンジカ
フェ（認知症カ
フェ）の普及啓発

認証及び補助金
交付事務

実施 実施
特
別

500 ― 41 0.2 0.0
認知症カフェを開
設している日常生
活圏域数

累計
18圏域

累計
17圏域

累計
16圏域

累計
15圏域

過去の3年の実績を基に目標
値を設定した。

累計
15圏域

Ｂ Ｂ

コロナ禍の影響で２か所が閉
鎖となり、また新規開設もな
かったことから目標を下回っ
た。

コロナの影響が落ち着き、地域の
居場所を求める声が高まっている
ので、今後は各圏域の認知症地
域支援推進員と共にカフェ開設意
欲のある事業者等の情報収集や
立ち上げ支援を行っていく。
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認知症地
域支援・ケ
ア向上事
業（認知症
ケア向上推
進事業、認
知症地域
支援推進
員設置事
業）

H 25 ～
市

（直営）

認知症の人やその
家族が、状況に応
じて必要な医療や
介護等のサービス
を早期に受け入れ
られるよう環境を整
備する。

①若年性認知症
フォーラムの開催
②多職種協働研
修（認知症ケアパ
ス作成圏域部会）
の開催

①若年性認知症
フォーラムの開催
数
②多職種協働研
修（認知症ケアパ
ス作成圏域部会）
の開催数

①１回
②１回

①１回
②１回

特
別

872 ― 289 0.4 0.2

フォーラムや研修
の内容についての
理解を深めること
ができた人の割合

80% ― ― ―

フォーラム及び研修を通した
認知症への理解の促進を図
るため、参加者アンケートに
おける「理解を深めることがで
きた人の割合」８０％以上を
目標値として設定した。

83.30% Ａ Ａ 目標を達成することができた。

①若年性認知症に関する理解が
さらに広がるよう、引き続きフォーラ
ムを中心に普及啓発を継続する。
②認知症支援においては世帯全
体への支援が必要となっているこ
とから、今後は高齢・介護分野の
多職種だけでなく、障害や児童分
野の専門職との連携強化にも資す
る内容を企画・実施する。
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認知症高
齢者見守り
システム事
業

H24 ～
市

（直営・委
託）

地域における日常
的な支え合い活動
の体制づくりを推進
する。

認知症しずメー
ル、見守りシール
による徘徊認知症
高齢者見守りネッ
トワークの運営

①行方不明情報
のメール配信
②普及のためのＰ
Ｒ

①実施
②実施

①実施
②実施

特
別

1,092 ― 770 0.4 0.0
認知症しずメール
新規登録者数

250人 138人 222人 250人

前年度実績に加えて、登録
方法がEメールとLINEの二種
類となることで登録者の増加
が見込まれることを踏まえて
目標値を設定した。

6,188
人

Ｓ Ｓ

登録方法として、新たに静岡
市LINE公式アカウントのメー
ル連携機能の利用を開始した
ことにより、新規登録者数が目
標値を大幅に上回った。

今後も、静岡市LINE公式アカウン
トのメール連携機能の利用及びパ
ンフレットの配架やイベント時の配
布等で周知を行い、登録者の増加
を図る。
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高齢者虐
待防止対
策事業

H18 ～
市

（直営・委
託）

高齢者の虐待を防
止し、また、虐待を
受けた人を保護す
る

①虐待を受けた高
齢者を一時的に保
護する施設の確保
②支援者向け研
修会の開催
③虐待防止ネット
ワーク運営委員会
の開催

①年間を通じた高
齢者虐待一時保
護ベッドの確保
②虐待防止研修
会・講演会の開催
数
③高齢者虐待防
止ネットワーク運営
委員会の開催数

①実施
②２回
③２回

実施
一
般

4,803 ― 3,901 0.9 0.2
一時保護が必要
な案件発生に対し
て対応できた割合

100% 100% 100% 100%
一時保護が必要な案件全て
に対応することを目標値とし
て設定した。

100% A A 目標を達成することができた。
今後とも一時保護を必要なときに
対応できるよう現体制を継続する。
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⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容達
成
度

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

⑨人工 ⑩成果指標（アウトカム指標）

指標名
当該年度
の目標値

実績値

活動の状況（アウトプット）

指標名
当該年度
の目標値

⑪
評価

⑫評価理由
実績値

④事業の
実施主体

⑤事業目的 ⑥事業内容

⑦活動指標（アウトプット指標） ⑧事業費①
所
属
名

№

事業概要（全体） 投入コスト（インプット）

予算額
（千円）

前年度
からの
繰越額
（千円）

決算額（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
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（人）

会
計
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・
誰
も
が
活
躍
推
進
本
部

13

地域包括
支援セン
ター運営事
業

H18 ～
市

（委託）

高齢者がいつまで
も住み慣れた地域
で生活することがで
きるよう、必要な援
助を行うことにより、
保健医療の向上及
び福祉の増進を包
括的に支援する。

地域包括支援セン
ター業務（包括的
支援事業（総合相
談支援事業、権利
擁護業務、介護予
防ケアマネジメント
事業）、多職種協
働による地域包括
支援ネットワークの
構築、地域ケア会
議）の実施。

①センター設置数
②相談業務実施
③地域ケア会議の
開催（圏域、ケー
ス対応型）

①29セン
ター
②実施
③実施

①29セン
ター
②実施
③実施

特
別
881,795 ― 881,672 0.6 0.4 実施 A A

運営協議会及び各部会にお
いて、適正な運営がなされて
いると評価を受けたため。

地域包括支援センターの適正な
運営を担保するための検討を引き
続き、運営協議会で実施する。

地
域
包
括
ケ
ア
・
誰
も
が
活
躍
推
進
本
部

14

地域包括
支援セン
ター運営協
議会

H18 ～
市

（直営）

地域包括支援セン
ターの公正・中立性
を確保する。

地域包括支援セン
ターの設置、運
営、評価及び地域
包括ケアに関する
ことについての協
議

①運営協議会の
開催数
②運営協議会区
運営部会の開催
数

①３回
②９回

①３回
②９回

特
別

1,733 ― 1,327 1.0 0.6 実施 A A
運営協議会及び各部会にお
いて、適正な運営がなされて
いると評価を受けたため。

地域包括支援センターの適正な
運営を担保するための検討を引き
続き、運営協議会で実施する。

地
域
包
括
ケ
ア

・
誰

も
が
活
躍
推
進
本

部

15

地域包括
支援セン
ター職員等
研修事業

H18 ～
市

（直営・委
託）

地域包括支援セン
ター職員等の必要
な知識の習得およ
び技術の向上を図
る。

経験年数や職種
に応じた研修会の
開催

①地域包括ケア研
修の開催数
②地域包括支援
センター職員研修
の参加回数
③介護予防ケアマ
ネジメント研修の
開催数

①１回
②２回
③１回

①１回
②２回
③１回

特
別

1,663 ― 1,155 0.8 0.2
介護予防ケアマネ
ジメントについて
理解できた者の割
合

95%以
上

85.5% 80.5% 83.0%

新しい総合事業の取り組み
強化を目指し研修内容の習
得度を測るものとして、前年
度までの実施状況を踏まえ
目標値として設定した。

89% A A

受講者へのアンケートの結
果、介護予防ケアマネジメント
について89.0％が理解できた
という回答であったため、目標
を達成することができた。

引き続き、アンケート等の結果を参
考に、研修内容を検討していく。

地
域
包
括
ケ
ア

・

誰
も
が
活
躍
推
進

本
部

16

ケアマネジ
メントリー
ダー活動
支援事業

H18 ～
市

（直営）

よりよいサービス提
供ができるよう、介
護支援専門員への
支援体制を強化
し、被保険者の自
立した生活の実現
を目指す

資質向上を目指し
た研修の実施

主任介護支援専
門員資質向上研
修の開催

実施 実施
特
別

231 ― 62 0.6 0.4
研修内容が業務
に活かせると思う
受講者の割合

80％以
上

― ― ―
介護支援専門員の資質向上
を目指し、研修内容の習得
度を目標として設定した。

100% S S

介護支援専門員の職能団体
や地域包括支援センターと相
談して、研修企画したことで実
践の課題に合う内容で研修を
開催することができ、目標を大
幅に上回ることができた。

研修内容を主任介護支援専門員
の実際の課題に沿った内容となる
ようにしていく。

地
域
包
括
ケ
ア
・
誰
も
が
活
躍
推
進
本
部

17
地域ケア会
議推進事
業

H29 ～
市

（直営・委
託）

高齢者の自立支
援・重度化防止を
図る。

多職種による地域
ケア会議の開催

自立支援プラン型
地域ケア個別会議
の開催

実施 実施
特
別

2,693 ― 1,996 0.6 0.2
多職種による検討
結果を利用者に提
案した割合

80%以
上

― ― ―

高齢者の自立支援・重度化
防止を図るため、検討結果が
支援に活用されている割合を
目標値として設定した。

83% A A

多職種を交えて検討した結果
を利用者に提案し、支援に活
用され、目標とする数値を達
成することができた。

利用者への提案を促進する会議
の運営を図っていく。

地

域
包

括

ケ

ア

・

誰

も
が

活

躍
推

進

本

部

18
Ｓ型デイ
サービス事
業

H 6 ～
市

（委託）

在宅高齢者の生き
がいの創出、社会
的孤立感の解消、
心身機能の維持向
上を図る。

介護予防、生きが
いづくり、地域交
流等のミニデイ
サービス（心身機
能の維持向上のた
めの体操、レクリ
エーション等）の実
施

実施会場数 281会場 2７３会場
特
別
67,689 ― 64,400 0.4 0.2 参加者実人数

6,000
人

4,577
人

3,974
人

6,731
人

一旦休止していた会場の再
開と新規会場立上げを見込
みつつ、前年度実績を考慮
し、目標値として設定した。

4,862
人

B Ｂ

新型コロナウイルス警戒レベル
に応じ、活動時間や会場の収
容人数等を制限したため、参
加者数が目標の81.0％にとど
まった。

新型コロナウイルス感染予防対策
に留意しながら、活動内容そのも
のに対する制限を解除するととも
に、このことを周知して、参加者の
増加を図っていく。

センターの適正な
運営

実施 実施 実施

地域包括支援センター運営
協議会での評価において、
継続して地域包括支援セン
ターが適正に運営されている
ことを目標として設定した。

実施
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⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容達
成
度

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

⑨人工 ⑩成果指標（アウトカム指標）

指標名
当該年度
の目標値

実績値

活動の状況（アウトプット）

指標名
当該年度
の目標値

⑪
評価

⑫評価理由
実績値

④事業の
実施主体

⑤事業目的 ⑥事業内容

⑦活動指標（アウトプット指標） ⑧事業費①
所
属
名

№

事業概要（全体） 投入コスト（インプット）

予算額
（千円）

前年度
からの
繰越額
（千円）

決算額（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

会
計

成果（アウトカム） 評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

②事務事業名 ③期間

地
域
包

括
ケ
ア

・

誰
も
が

活
躍
推

進
本
部

19
生活支援
体制整備
事業

H27 ～
市

（直営・委
託）

生活支援に係る多
様な主体間の情報
共有および連携・
協働による体制整
備を推進する。

①生活支援コー
ディネーターの配
置
②協議体の設置

①生活支援コー
ディネーターの配
置
②協議体の設置

１市３区
30圏域に
配置

１市３区
30圏域に配
置

特
別
106,130 ― 104,861 1.0 0.2

新たな支え合い活
動の創出

6か所 ― ― ―
各区に２箇所の創出を目標
値として設定した。

12か所 Ｓ Ｓ

新たな支え合い活動の創出に
向けた打合せの場に、生活支
援コーディネーターが積極的
に参画し、先進事例や視察先
の紹介、立ち上げ支援等に取
り組んだことにより、目標値を
上回ったため。

生活支援コーディネーターが、地
域の支援ニーズと支え合い活動に
支援意欲のある民間企業や団体
をマッチングする働きかけなどを実
施し、新たな支え合い活動の創出
を目指していく。

地

域

包

括

ケ

ア

・

誰
も

が

活

躍

推

進

本

部

20
地域支え
合い人材
養成講座

H27 ～
市

（委託）

介護予防・生活支
援の充実に向け新
たなサービスの担
い手を養成する。

人材養成講座の
実施

講座の実施 実施 実施
特
別

594 ― 589 0.2 0.0

講座受講により、
地域や社会のため
に行動したいと
思った割合

80%以
上

― ― ―
住民主体の介護予防活動に
関する担い手としての意欲向
上を目標として設定した。

100% S S

受講者を生活支援コーディ
ネーターに結び付け、実際の
地域の支え合いにつながるよ
うな内容にしたことで、目標を
達成できた。

講座を周知するとともに、受講者
の行動を促すような講座内容とす
る。

地

域
包
括

ケ
ア

・
誰

も
が
活

躍
推
進

本
部

21

地域支え
合い型・短
期予防
サービス事
業

H29 ～
市・補助等
（直営・交
付先）

介護予防、要介護
状態の軽減、悪化
の防止を図る。

①訪問型サービス
C、通所型サービ
スCの実施
②訪問型サービス
B、通所型サービ
スBの運営主体へ
の補助

支援が必要な人
へのサービス提供

実施 実施
特
別

2,520 ― 121 0.1 0.0
サービス利用者の
満足度

100% ― ― ―

サービス利用者が、サービス
について満足（満足・やや満
足）した割合を目標として設
定した。

100% A A 目標を達成することができた。

今後も、支援が必要とされる要支
援者等にサービスが提供できるよ
う、地域包括支援センターや生活
支援コーディネーター等の関係機
関を通じて、事業の周知を図って
いく。

地
域

包
括
ケ

ア

・
誰
も

が
活
躍

推
進
本

部

22
在宅医等
養成研修
事業

H30 ～
市

（直営）

在宅医療を担う医
師及び訪問看護師
の確保を図る。

①プログラムの検
討
②研修会の開催

研修会開催数 6回 6回
特
別

2,568 ― 603 0.2 0.0 研修会参加者数 170人 161人 118人 44人
前年度の実績をもとに目標値
を設定した。

138人 B Ｂ
準備に時間を要し周知の期間
が限られ、参加者が少なくなっ
たため、目標を下回った。

両医師会と連携し、研修内容の検
討を早期に実施し周知期間を十
分にとり、研修会参加者数の増加
を図る。

地

域
包
括
ケ

ア
・
誰
も

が
活
躍
推
進
本
部

23

徘徊認知
症高齢者
の捜索模
擬訓練事
業（徘徊認
知症高齢
者の捜索
模擬訓練
モデル事
業）

H 30 ～
市

（直営）

徘徊認知症高齢者
の捜索模擬訓練に
よる認知症への理
解と地域における
支え合い体制の構
築を図る。

徘徊認知症高齢
者の捜索模擬訓
練の実施

訓練試行に向けた
地域検討会の実
施

8地区で
実施

２地区で実
施

特
別

547 ― 10 0.6 0.0 訓練実施地区 ８地区 ０地区 ０地区 ４地区
前年度までの訓練実施意向
調査結果を踏まえ、8地区程
度の実施を目標とした。

２地区 C C

コロナ禍用に規模を縮小し、
認知症の方への声掛けや接し
方をロールプレイ方式で体験
的に学ぶ形式に工夫すること
で２地区で実施することができ
たものの、依然コロナ禍により
地域住民が一堂に会する本事
業の受け入れは難しく、目標
を下回った。

コロナ禍が落ち着きを見せ始めて
いることから、実施地区の増加が
期待できる。事業名称の変更や実
施手法を地域のニーズに合わせ
て柔軟に変更できるようにする等、
事業主旨を維持しながら実施しや
すくする工夫を行い実施地区の増
加に繋げる。

地

域

包

括

ケ

ア

・

誰

も

が

活

躍

推

進

本
部

24
フレイル予
防事業

H30 ～
市

（直営）

「フレイル（虚弱）
チェック」による高
齢者自身の健康、
介護予防の意識を
高める。

①講演会の開催
②フレイルチェック
の実施

フレイルチェック実
施会場数（回数）

150会場 16会場
特
別

1,656 ― 400 0.8 0.6
フレイルチェック参
加者数

2,250
人

174人 142人
2,932
人

1会場あたり15人の参加を見
込み目標値として設定した。

295人 C C

コロナ禍の影響で申込が少な
く、また、新型コロナウイルスの
感染予防対策のために１回あ
たりの規模も縮小した結果、目
標を下回った。

新型コロナウイルスの感染予防対
策に留意しながら、活動内容の制
限を解除し、参加者の確保を図っ
ていく。

地
域

包
括

ケ

ア
・

誰
も

が
活

躍
推
進

本
部

25
認知症ケア
推進体制
整備事業

H31 ～
市

（直営）

たとえ認知症になっ
ても希望を持って
暮らし続けることか
できるよう、認知症
本人や家族の支援
の充実と全世代に
向けた認知症の理
解促進を図る体制
を構築する。

認知症ケア推進セ
ンターにおける認
知症施策に係る業
務の実施

①相談支援
②関係機関への
つなぎ
③認知症に関する
普及啓発

実施 実施
特
別
17,036 ― 14,375 0.5 0.8

認知症ケア推進セ
ンター利用者数

5,000
件

1,822
件

586件 ―

前年度定休日だった日曜日
の開館や、イベントの強化、
体験ツアーの実施により、利
用者の倍増を見込む。

10,549
件

Ｓ Ｓ

施設の認知度を高めるため、
健康まち歩きツアーや各種イ
ベントの開催、関係課・関係機
関・地元商店街との連携による
事業の実施、各種媒体による
広報等を行い、利用者が大幅
に増加したため。

引き続き施設の認知度の向上に
努めるとともに、正規職員の配置、
ＶＲ体験機器の導入、出張体験・
相談会の実施等、認知症につい
ての啓発や相談対応の取組を強
化していく。
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№
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地
域
包

括
ケ
ア

・

誰
も
が

活
躍
推

進
本
部

26

認知症ケア
推進体制
整備事業
（若年性認
知症施策）

Ｒ 3 ～
市

（直営・委
託）

若年性認知症の方
やその家族がその
人らしく暮らすこと
ができるよう、様々
な相談に応じ、適
切な制度やサービ
スの紹介等を行う。

認知症ケア推進セ
ンターにおける若
年性認知症施策
に係る業務の実施

若年性認知症コー
ディネーターの支
援

実施 実施
一
般

229 ― 25 0.2 0.1

若年性認知症に
関することついて
支援が必要な人
への支援

実施 実施 ― ―

若年性認知症支援コーディ
ネーターによる適切な支援体
制を整えることを目標値とし
て設定した。

実施 A A 目標を達成することができた。

若年性認知症についての普及啓
発は引き続き行うが、若年性認知
症コーディネーターに係る取組に
ついては県事業との重複があるた
め廃止する。

地
域
包
括
ケ
ア
・
誰
も
が
活
躍
推
進
本
部

27

認知症ケア
推進体制
整備事業
（チームオ
レンジ運営
支援事業）

Ｒ 3 ～
市

（直営）

認知症の早期から
の継続的支援が行
えるよう、認知症の
人やその家族の
ニーズと認知症サ
ポーターを中心とし
た支援をつなぐ仕
組みを地域ごとに
整備し、「共生」の
地域づくりを推進す
る。

チームオレンジの
設置

ステップアップ講
座の開催

実施 実施
特
別

107 ― 0 0.2 0.0
チームオレンジ新
規活動地区数

１箇所 ０箇所 １箇所 ―
前年度までの活動状況を踏
まえて目標値を設定した。

３箇所 Ｓ Ｓ

圏域の認知症地域支援推進
員と密に連携しながら地域住
民への地道な働きかけを続け
た結果、目標を上回る数の
チームが立ち上がった。

今後も各圏域の認知症地域支援
推進員と連携し、地域の機運の醸
成のために働きかけを行っていく。

地
域
包
括
ケ
ア
・
誰
も
が
活
躍
推
進
本
部

28

認知症ケア
推進体制
整備事業
（かけこま
ち魅力発
信・強化事
業）

Ｒ 4 ～
市

（直営・委
託）

市民の認知症につ
いての意識を高
め、認知症の発症
予防・重症化予防
のための取組を広
める。

認知症ケアの拠点
である“かけこまち
七間町”の認知度
の向上・来場者の
増加を図るための
業務の実施。

①健康まち歩きツ
アー体験
②土日開館とイベ
ント強化による来
場促進

実施 実施
一
般

4,829 ― 2,287 1.0 0.0
認知症ケア推進セ
ンター利用者数

5,000
件

1,822
件

586件 ―
本事業の実施より、１日あたり
20人強の来場を見込む。

10,549
件

Ｓ Ｓ

施設の認知度を高めるため、
健康まち歩きツアーや各種イ
ベントの開催や関係課・関係
機関・地元商店街との連携に
よる事業の実施、各種媒体に
よる広報等を行い、利用者の
大幅な増加につながった。

引き続き、関係機関等と連携した
イベント等の開催により、市民に広
く認知症に関する啓発を行い、施
設への来場を促す。

地

域

包

括
ケ

ア

・

誰

も

が

活

躍
推

進

本

部

29

静岡型MCI
改善プログ
ラム研究事
業

Ｒ 4 ～
市

（直営）

市民の介護予防に
対する意識の向上
を図る。

MCIの改善効果の
ある静岡型プログ
ラムの作成

①プログラムの作
成
②プログラムの試
行
③DVDの作成

実施 実施
特
別

4,000 ― 3,133 0.2 0.0
MCIの改善効果の
ある静岡型プログ
ラムの作成

作成 ― ― ―
MCIの改善効果のある静岡
型プログラムを作成する。

作成 A A 目標を達成することができた。
今後は、作成したプログラムの普
及に努める。

地
域
包
括
ケ
ア
・
誰
も
が
活
躍
推
進
本
部

30

訪問サー
ビスＡ（基
準緩和型）
従事者養
成研修

H29 ～
市

（直営・委
託）

介護予防・生活支
援サービスの基盤
を整備する。

訪問サービスＡ
（基準緩和型）従
事者養成研修の
実施

研修の実施 実施 実施
特
別

790 ― 600 0.1 0.0
受講者の研修に
対する満足度

80%以
上

― ― ―

実際の従事に繋がるよう、受
講者向けアンケート調査によ
り、研修内容に満足（満足・
やや満足）した受講者の割合
を目標として設定した。

85.70% A A

実際の従事に繋がるよう、受講
者向けアンケート調査により、
研修内容に満足（満足・やや
満足）した受講者の割合が目
標を達成できた。

周知に努めているものの受講生は
予定者数の半数以下であり、当該
資格を条件とする求人は少ない。
また初任者研修等にかかる支援は
他で実施されているため、令和４
年度をもって当該事業を一時休止
する。今後は、国・県・他市の動向
を注視つつ必要時は事業再開を
検討していく。

福
祉
総
務
課

31
生涯活躍
のまち静岡
推進事業

H27 ～
市

（直営・委
託）

元気な高齢者を中
心に、地域の誰も
が生涯活躍できる
環境づくりに取り組
むことにより、「健康
長寿のまち」を推進
する。

２つのモデル地区
（葵おまち地区、
駿河共生地区）に
おいて、その拠点
となる施設を中心
に、産学官民の連
携により多様な取
組を総合的に展開
する。

生涯活躍のまち静
岡推進事業計画
の実施

実施 実施
一
般
16,908 ― 16,279 2.0 0.0

①アクティブシニ
アの移住者数
②連携事業数
③生涯活躍のまち
静岡推進協議会
会議開催数

①40人
②60回
③６回

①67人
②71回
③４回

①54人
②74回
③２回

①ー
②88回
③５回

①②③生涯活躍のまち静岡
推進事業計画で設定する成
果目標を基に目標値を設定
した。

①55人
②83回
③4回

①S
②S
③C

Ｓ

新型コロナウイルス感染症にも
かかわらず、積極的なイベント
広報や関係機関との連携を推
進した結果、①アクティブシニ
アの移住者数及び②地域交
流拠点連携事業数は目標を
大幅に上回った。③協議会会
議開催数は目標を下回ったも
のの、①及び②の実績を総合
的に勘案し、評価をSとした。

引き続き２つのモデル地区におい
て、地域・多世代交流やアクティブ
シニアの移住促進のため、多様な
事業を行う。また、連携事業を、清
水区へ横展開していく。



Ｒ３ Ｒ２ R1

⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容達
成
度

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

⑨人工 ⑩成果指標（アウトカム指標）

指標名
当該年度
の目標値

実績値

活動の状況（アウトプット）

指標名
当該年度
の目標値

⑪
評価

⑫評価理由
実績値

④事業の
実施主体

⑤事業目的 ⑥事業内容

⑦活動指標（アウトプット指標） ⑧事業費①
所
属
名

№

事業概要（全体） 投入コスト（インプット）

予算額
（千円）

前年度
からの
繰越額
（千円）

決算額（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

会
計

成果（アウトカム） 評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

②事務事業名 ③期間

福
祉
総
務
課

32
高齢者就
労促進事
業

H30 ～
補助等
（交付先）

人生100年時代と言
われる中、多くの元
気な高齢者が、健
康長寿で地域や経
済において活躍で
きる環境を整備し、
「健康長寿のまち」
の実現を目指す。

①マッチング支援
②重点分野雇用
創出

①支援企業数
②窓口相談件数
③出張相談会参
加者数

①70社
②700件
③45人

①139社
②1,156件
③68人

一
般
20,000 ― 4,768 2.4 0.0

①高齢求職者の
雇用・就業数
②シルバー人材セ
ンター新規会員登
録数
③窓口による事業
利用満足度
④公式LINE新規
登録者数

①160
人
②30人
③90％
④100
人

①123
人
②60人
③99％
④-

①183
人
②83人
③99％
④-

①206
人
②88人
③99％
④-

①前年度までの実績及び新
モデル事業によるボランティ
ア等参加者数等を含めて設
定
②月2～3人の登録を目指し
て設定
③前年度までの実績を基に
設定
④月８～10人の登録を目指し
て設定

①308
人
②105
人
③99％
④345
人

①S
②S
③S
④S

Ｓ

令和４年８月から厚労省モデ
ル事業「生涯現役地域づくり
環境整備事業」を受託し、企
業訪問、普及啓発の取組を進
め、その結果、目標値を超える
実績を上げることができたた
め。

引き続き、シニア向け就労サポート
窓口「NEXTワークしずおか」を中
心に、生涯現役地域づくり環境整
備事業」を実施していく。

福
祉
総
務
課

33
社会福祉
研修事業

H22 ～
市

（直営）

生活保護法等の施
行事務に従事する
職員の資質の向上
を図る。

資格認定通信課
程講習会を受講
し、業務に必要な
知識の習得に努め
る。

円滑な講習の受
講

遅滞なく
実施

遅滞なく実
施

一
般

844 ― 843 0.1 0.0
受講修了者の資
格取得率

100% 100% 100% 92%
受講修了者の最大の数値
（100％）を目標として設定し
た。

100% A A
目標どおり受講修了者全員が
社会福祉主事資格を取得する
ことができたtため。

有資格者の増加を図るため、資格
未取得者を把握するとともに必要
な予算を確保していく。

福
祉
総
務
課

34
健康福祉
審議会

H19 ～
市

（直営）

健康福祉の推進に
関する重要な事項
の決定や健康福祉
に関する計画の策
定等に当たり、専門
家や市民からなる
審議会の意見を聴
く。

静岡市健康福祉
審議会及び静岡
市社会福祉審議
会の開催、運営

審議会（専門分科
会を含む。）の開
催数

５回 ８回
一
般

1,633 ― 1,518 0.1 0.0

審議会に諮問した
事項について審議
会の意見が示され
た割合

100% 100% 100% 100%

諮問機関である審議会は、
市長から諮問を受けた事項
について確実に調査審議を
行い、会としての意見を示す
責務があるため、100％と設
定した。

100% A A

計画どおり審議会、専門分科
会を開催し、会議の中で十分
な意見交換を行い施策等へ反
映させることができたため。

審議会及び専門分科会で受けた
意見を的確に各種施策等に反映
させていく。

福
祉
総
務
課

35

福祉ボラン
ティア団体
連絡協議
会補助金

～
補助等
（交付先）

地域において活動
する各種ボランティ
ア団体の育成を図
る。

静岡市ボランティ
ア団体連絡協議
会が行うボランティ
ア活動振興、広報
啓発及びボラン
ティア団体支援等
に対する補助金交
付

円滑な補助金交
付事務

遅滞なく
実施

遅滞なく実
施

一
般

486 ― 486 0.1 0.0
ボランティア活動
振興事業実施回
数

２回 １回 ２回 ３回
昨年度の実績を基に、昨年
度の実績値以上を目標として
設定した。

２回 A A

広報普及啓発を目的とした刊
行物の発行などを通じてボラ
ンティア活動の振興を図ること
ができたため。

各種ボランティア団体の育成を図
るため、効果的な支援を実施して
いく。

福
祉
総
務
課

36
検察審査
協会補助
金

～
補助等
（交付先）

検察官の不起訴処
分の当否を審査し、
検察官の職務の上
に一般国民の良識
を反映させ、その適
正運営を図る制度
の啓発。

検察審査協会が
行う街頭キャン
ペーン等の啓発活
動に対する補助金
交付

円滑な補助金交
付事務

遅滞なく
実施

遅滞なく実
施

一
般

90 ― 90 0.1 0.0 啓発物品配布数
2,500
セット

2,000
セット

2,800
セット

2,500
ｾｯﾄ

過去３年の平均値を勘案し、
平均値以上を目標として設定
した。

3,500
セット

S A

啓発活動に必要な数の啓発
品を作成し、それを配布するこ
とで効果的な活動を行うことが
できたため。

審査会制度の普及・促進のため、
認知度の向上につながるよう、検
察審査協会との更なる連携を図っ
ていく必要がある。

福
祉
総
務
課

37
保護司会
補助金

～
補助等
（交付先）

青少年の健全な育
成及び更生保護活
動の円滑な実施に
より「やり直せる社
会」の推進を図る。

保護司会が行う更
生保護活動等に
対する補助金交付

円滑な補助金交
付事務

遅滞なく
実施

遅滞なく実
施

一
般

4,230 ― 4,230 0.1 0.0

社会を明るくする
運動啓発事業数
（会報等発行回
数）

17回 13回 17回 19回
昨年度の実績を基に、昨年
度の実績値以上を目標として
設定した。

19回 S A
会報発行等により保護司会活
動の周知や更生保護の啓蒙
は十分に実施できたため。

今後も保護司会と連携して、社会
を明るくする運動を効果的にPRで
きるように取り組んで行く。

福
祉
総
務
課

38

避難行動
要支援者
避難支援
等事業費

～
市

（直営・委
託）

高齢者や障害のあ
る方など、災害時の
避難に手助けを必
要とする方（避難行
動要支援者）を自
主防災組織などの
地域住民が主体と
なって支援する。

避難行動要支援
者のうち、民生委
員や自主防災組
織に自己の個人
情報を提供するこ
とについて同意し
た者の名簿等を作
成し、民生委員等
に提供する。

①避難行動要支
援者の抽出、名簿
等の作成
②地域への名簿
等の配付

①漏れの
ない抽出
と調査
②自主
防（78地
区）
民児協
（61民児
協）

①実施
②実施

一
般

8,503 ― 7,251 1.0 0.3

同意を得て作成し
た名簿等を地域に
提供することがで
きた割合

100% 100% 100% 100%

作成した名簿を民生委員等
に確実に提供する必要があ
るため、100％を目標として設
定した。

100% A A

対象者の抽出・同意調査を行
い、同意いただいた方の名簿
を作成し、全自主防災組織及
び民生委員児童委員協議会
の名簿を配布することができた
ため。

引き続き個別避難計画の策定を
進める。また、対象者の精査を行
う。
災害時に活用しやすい名簿等に
ついて、検討していく。



Ｒ３ Ｒ２ R1

⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容達
成
度

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

⑨人工 ⑩成果指標（アウトカム指標）

指標名
当該年度
の目標値

実績値

活動の状況（アウトプット）

指標名
当該年度
の目標値

⑪
評価

⑫評価理由
実績値

④事業の
実施主体

⑤事業目的 ⑥事業内容

⑦活動指標（アウトプット指標） ⑧事業費①
所
属
名

№

事業概要（全体） 投入コスト（インプット）

予算額
（千円）

前年度
からの
繰越額
（千円）

決算額（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

会
計

成果（アウトカム） 評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

②事務事業名 ③期間

福
祉
総
務
課

39
社会福祉
施設維持
管理経費

～
市

（直営・委
託）

地域福祉の推進に
寄与する活動場所
の提供。

施設の維持管理を
行うとともに、地域
福祉の推進に関
する各種業務を行
う。

①指定管理関係
事務（協定締結、
年度評価等）
②施設修繕実施

①利用
者満足
度の高い
施設運
営

①利用者満
足度の高い
施設運営

一
般
262,796 ― 216,577 0.3 0.3

施設における職員
の対応・設備の利
用者満足度

92% 89% 93% 93%
過去３年の平均値を勘案し、
平均値以上を目標として設定
した。

88% A A

目標をやや下回ったが、利用
者満足度は高く、利用者に対
する施設における職員の親切
で丁寧な対応ができていると
評価したため。

設備面において、施設の老朽化に
伴い修繕必要箇所が増加している
ため、計画的な修繕対応が必要と
なる。

福
祉
総
務
課

40

日常生活
自立支援
事業補助
金

～
補助等
（交付先）

日常生活を営むこ
とに支障がある認
知症高齢者、知的
障害者、精神障害
者等が地域におい
て安心して暮らせる
よう、福祉サービス
の利用援助等を行
い、その権利を擁
護する。

静岡市社会福祉
協議会が行う日常
生活自立支援事
業に対し、補助金
を交付する。

①補助金交付事
務の円滑な実施
②相談件数

①遅延な
く補助金
を交付
②10,000
件

①遅延なく
補助金を交
付

②11,878件

一
般
82,762 ― 82,762 0.3 0.0

事業契約件数（年
度末時点）

415件 423件 405件 418件
過去３年の平均値を勘案し、
平均値以上を目標として設定
した。

418件 A A

契約件数が目標を達成してお
り、日常生活自立支援事業を
必要としている利用者との契
約ができていると判断できるた
め。

利用ニーズが高まる中、事業の利
用希望があってから、実際に利用
開始までの期間を短縮する等、待
機者を生じさせないような事業運
営を図る必要がある。

福
祉
総
務
課

41

静岡市社
会福祉協
議会地域
福祉推進
事業補助
金

～
補助等
（交付先）

静岡市社会福祉協
議会が行う社会福
祉法109条に規定
する事業に対して
補助を行い、円滑
で安定した事業の
運営と地域福祉の
推進を図る。

静岡市社会福祉
協議会が行う地域
福祉推進事業に
対し、補助金を交
付する。

①補助金交付事
務の円滑な実施
②地域福祉推進
事業実施数

①遅延な
く補助金
を交付
②70件

①遅延なく
補助金を交
付

②65件

一
般
149,427 ― 86,801 0.3 0.0

アンケート調査
で、福祉への関
心・理解を深めた
人の割合

91% 90%

新型コ
ロナウ
イルス
感染拡
大防止
のた
め、ア
ンケー
ト調査
の実施
なし

95%

令和２年度は新型コロナウイ
ルスの影響によりアンケート
調査を実施できなかったた
め、令和３年度の目標値以上
を目標値として設定した。

95% A A

事業参加者に対するアンケー
ト調査の結果、福祉への関心・
理解を深めた人の割合が目標
どおりだったため。

地域福祉の推進のため、社協に期
待される役割を適切に捉え、地域
社会の状況に応じた効果的な事
業が実施されるよう、社協と連絡調
整を図り、適切な事業運営につな
げる。

福
祉
総
務
課

42
民生委員
推薦会経
費

～
市

（直営）

民生委員推薦会を
開催し、民生委員・
児童委員候補者の
適否を審査する。

民生委員・児童委
員候補者の適否
審査、および市長
への推薦

市長への推薦件
数（随時）

12件 20件
一
般

230 ― 92 0.1 0.1 定員充足率 97.2% 97.2% 97.3% 96.4%
前回改選年（R1年）の実績を
基に、前回実績値以上を目
標に設定した。

95.60% A A

一斉改選により地区によって
は欠員状態が続いている地区
もあるが、目標を達成できたた
め。

今後も継続して、経験年数や段階
に応じた研修を開催するとともに、
充足率を上げられるよう、取り組ん
で行く。

福
祉
総
務
課

43
民生委員
活動促進
費

～
市

（直営）

民生委員・児童委
員活動を支援す
る。

民生委員・児童委
員活動等に関する
事務経費の支出
処理

①委嘱解嘱事務
の円滑な実施
②厚生労働大臣
への推薦件数（随
時）

①円滑な
実施
②12件

①円滑な実
施②20件

一
般

5,200 ― 4,652 0.1 0.1 定員充足率 97.2% 97.2% 97.3% 96.4%

前回改選年（R1年）の実績を
基に、一斉改選の円滑な実
施と前回の定員充足率以上
を目標として設定した。

95.60% A A

一斉改選により地区によって
は欠員状態が続いている地区
もあるが、目標を達成できたた
め。

今後も継続して、経験年数や段階
に応じた研修を開催するとともに、
充足率を上げられるよう、取り組ん
で行く。

福
祉
総
務
課

44
民生委員
指導訓練
費

～
市

（委託）

民生委員法及び生
活困窮者自立支援
事業等実施要綱に
基づき民生委員・
児童委員の研修を
実施する。

民生委員・児童委
員の研修計画を策
定、実施

①研修等実施数
②研修等参加人
数

①40件
②4,000
人

①46件②
5,999人

一
般

4,922 ― 4,900 0.2 0.0
アンケート調査で
研修内容が理解
できた人等の割合

91% 91% 80% 90%
過去３年の平均値を勘案し、
平均値以上を目標として設定
した。

95.40% A A

段階に応じた研修を開催する
ことや、マニュアル及びＱ&Ａ
等を作成することにより、目標
値を達成することができたた
め。

委員活動の資質向上や負担軽減
に結びつく研修を実施していくた
め、今回のアンケート結果を参考
に、研修回数や内容等を、民児協
や委託先と協議しながら更に検討
する。

福
祉
総
務
課

45

市民生委
員・児童委
員協議会
補助金

～
補助等
（交付先）

市民生委員児童委
員協議会の事業活
動を補助し、地域
福祉の推進を図
る。

静岡市民生委員
児童委員協議会
へ補助金交付

①補助金交付事
務の円滑な実施
②各種事業・会議
の開催件数

①遅滞な
く補助金
を交付
②55回

①遅延なく
補助金を交
付②61回

一
般

2,248 ― 2,248 0.1 0.0
各種事業・会議の
開催数

55回 58回 54回 60回
民児協から提出される年次事
業計画より算出した。

61回 S A

民児協から提出された当該年
度の事業計画のとおり、事業
が適正に実施されていることを
確認し、補助金を執行したた
め。

引続き、協議会主催の定例会に参
加する等、会の事業内容を博する
とともに、連携して地域福祉の推
進を図っていく。

福
祉
総
務
課

46

地区民生
委員・児童
委員協議
会負担金

～
補助等
（交付先）

地域福祉推進に向
け委員活動の円滑
化を図る。

法定地区民生委
員児童委員協議
会へ負担金交付

①負担金交付事
務の円滑な実施
②区民児協活動
件数

①遅滞な
く負担金
交付
②33回

①遅延なく
負担金交付
②37回

一
般
134,506 ― 130,872 0.1 0.0 訪問活動日数

143,50
0日

146,26
0日

121,90
0日

162,29
8日

過去３年の平均値を勘案し、
平均値以上を目標として設定
した。

148,93
3日

A A
訪問による見守りや相談等、
必要な援助ができたため。

民生委員活動を通じた地域福祉
の更なる向上のため、委員活動に
支障のないよう、基準日の委嘱者
数に基づいた正確な負担金の交
付を行う。
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⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容達
成
度

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

⑨人工 ⑩成果指標（アウトカム指標）

指標名
当該年度
の目標値

実績値

活動の状況（アウトプット）

指標名
当該年度
の目標値

⑪
評価

⑫評価理由
実績値

④事業の
実施主体

⑤事業目的 ⑥事業内容

⑦活動指標（アウトプット指標） ⑧事業費①
所
属
名

№

事業概要（全体） 投入コスト（インプット）

予算額
（千円）

前年度
からの
繰越額
（千円）

決算額（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

会
計

成果（アウトカム） 評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

②事務事業名 ③期間

福
祉
総
務
課

47
成年後見
制度利用
促進事業

～
市

（直営・委
託）

認知症や知的障が
い、その他の精神
上の障がいにより、
財産の管理や日常
生活に支障がある
方を法律的に支え
る成年後見制度の
利用促進を図る。

成年後見支援セン
ターの運営(相談
支援、広報・研修、
市民後見人の養
成）等により、成年
後見制度の利用
促進を図る。

①専門職による相
談会開催数
②関係者向け研
修会の開催
③市民後見人養
成研修（基礎編）
の実施

①36回
（各区１
回×12か
月）
②３回
③11回
（全体研
修）

①36回（各
区１回×12
か月）
②３回
③11回（全
体研修）

一
般
26,213 ― 25,055 1.0 0.0

市内の後見等申
立数

259人 257人 254人 243人

国の後見申立件数の増加率
（過去５年間の平均増加率：
101％）を参考に、昨年度比
101％の件数を目標として設
定した。

228人 B A

市内の後見等申立数は目標
を下回っているが、成年後見
支援センター開所以降相談件
数は増加している。制度利用
の検討過程で、成年後見制度
よりも適切な制度が見つかる
場合もあり、成年後見制度を
真に必要としている人への利
用促進には寄与できていると
考えられるため。

制度利用に際し、R4年度から受任
者調整会議が始まり、また、制度
利用開始後、後見人も含めた関係
者で被後見人の生活を支える
チーム支援について体制を整えて
いくことで、成年後見制度利用促
進及び、利用開始後の権利擁護
が図られるよう取組を継続する。

福
祉
総
務
課

48
婦人相談
員活動費

～
市

（直営）

DV被害者等を保護
するなど安全を確
保し、自立に向けた
支援を行うことを目
的とする。

①各福祉事務所
に婦人相談員を配
置
②DV被害者等女
性相談の実施

婦人相談員の配
置数

3人 3人
一
般

377 ― 158 0.1 3.0

DV被害者等の安
全の確保及び自
立への支援の実
施

適切な
対応

適切な
対応
（953
件）

適切な
対応
（874
件）

1,067
件

配偶者暴力支援センターの
相談業務がより円滑に対応
できるよう目標を設定した。

891件 A A

各区配偶者暴力相談支援セ
ンターではDV被害者等に対
する相談・支援を実施してお
り、適切な対応が行われてい
ると評価するため。

関係機関と連携し配偶者暴力被
害者等の相談に対し適切な支援
の提供に取り組む。

福
祉
総
務
課

49
救護所運
営事業

H18 ～
市

（委託）

対象者を入所さ
せ、生活扶助を行う
ことを目的とする。

①指定管理者に
対しての指定管理
料の支出
②施設運営上の
助言指導等

新規受入者数 ９名 ６名
一
般
122,504 ― 114,271 0.1 0.0

空きなしを理由に
入所できなかった
者

0件 0件 0件 0件

心身の障害等を理由に居宅
生活が困難である者が入所
する施設であることから、入
所希望者に対して、空きがな
い事を理由に断ることがない
ことが必要であるため。

0件 A A
空きがないことを理由に入所
希望者を断ることがなかったた
め。

利用者の状態に応じた施設に異
動させる等、適切な措置を行い、
高い入所率を維持しつつ、入所の
受け入れができる体制を維持する

福
祉
総
務
課

50

静岡市救
護施設等
新型コロナ
ウイルス感
染拡大防
止事業

Ｒ 3 ～Ｒ 3
市

（直営）

救護施設を運営す
る社会福祉法人及
び静岡市社会福祉
協議会に対して、
新型コロナウイルス
感染拡大防止のた
めに要した経費に
対して補助し、施設
内の感染症対策等
を推進する

施設や個人がマス
クや消毒液等を購
入した際の経費、
新型コロナウイル
スが発生した際の
施設等の消毒に
係った経費、職員
が時間外等に消
毒や清掃を行った
際の時間外手当
等に対する補助

補助金の交付 実施 実施
一
般

7,314 ― 6,691 0.1 0.0
補助対象者への
適切な手続き等の
支援の実施

実施 実施 ― ―

施設の感染症対策の推進の
ために、補助手続き等の支援
を適切に実施することを目標
として設定した。

実施
（申請
率

100％）

A A

対象である、静岡市救護所、
葵寮、静岡市社会福祉協議会
への支払いが漏れなく実施で
きたため。（申請３件／対象施
設３施設）

令和５年度（令和５年６月補正予
定）においても実施のため、令和４
年度と同様に漏れなく対応する。

福
祉
総
務
課

51

生活保護
受給者就
労体験・職
業訓練事
業

H25 ～
市

（委託）

生活保護受給者で
就労経験が少ない
者の、自信・意欲・
能力を高め、就労
を支援する。

生活保護受給者
で就労経験が少な
い者等に対し、生
活訓練、就労体験
及び職業訓練を実
施する。

訓練受講者数 60人 52人
一
般
18,465 ― 18,465 0.1 0.0

訓練受講者の就
労意欲又は生活リ
ズムの改善が見ら
れた割合

80%以
上

81.10% 100% 88%

当事業が開始されたH27年
度の水準を保つため、達成
率80％以上を目標値に設定
した。

84.60% A A

目標どおりの訓練受講者が就
労意欲又は生活リズムを改善
させ、就労体験職業訓練事業
を完了することができたため。

訓練受講者数の目標未達が課題
であり、受講者数増加のため対象
者の掘り起こし状況を確認し受講
者数の増加に取り組む。

福
祉
総
務
課

52

要保護者
世帯向け
不動産担
保型生活
支援資金
補助金

～
補助等
（交付先）

要保護の高齢者世
帯が、その所有す
る居住用不動産に
住み続けながら安
定した生活を送れ
るようにする。

対象者に生活費
の貸付を実施する
県社会福祉協議
会に補助金を交付
する。

貸付対象世帯へ
制度説明を行う回
数

年4回以
上

４回
一
般
23,034 ― 3,601 0.1 0.0

貸付制度利用を
望む世帯への対
応率

100% 100% 100% 100%
制度対象世帯のうち、制度利
用を望む世帯へは全件対応
必要があるため。

100% A A

支援対象者の把握、制度説明
及び支援は適切に対応し、１
名に対して貸付の実施が行わ
れたため。

対象候補世帯の選定を確実に行
い、制度利用が可能である世帯が
候補からもれないようにし、貸付条
件を満たした場合は、事業実施に
繋げていく。

福
祉
総
務
課

53

生活困窮
者子どもの
学習意欲
向上事業

H27 ～
市

（委託）

生活保護費受給者
及び生活困窮者が
学習に対する習慣
づけや進学意欲を
持つことができるよ
う家庭支援員による
訪問を実施し、高
等学校進学等によ
る将来の就労条
件、就職率の向上
を助長し、「貧困の
連鎖」を防止する。

①事業の企画
②進行管理
③各福祉事務所と
受託業者の調整

家庭支援員の配
置数

６名以上 ６名
一
般

3,514 ― 3,514 0.1 0.0
生活保護受給世
帯等の子どもの貧
困の連鎖の防止

50世帯
程度

47世帯 53世帯 53世帯

委託事業者の人員体制から
支援世帯数を50世帯程度と
算出し、目標値として設定し
た。

47世帯 A A

家庭支援員による支援対象世
帯への訪問が計画的に実施さ
れており、当該世帯へのサ
ポートが適切に行われたと評
価されるため。

支援の掘り起こしに定期的に取り
組み、関係機関と連携して適切な
支援を提供していく。
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⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容達
成
度

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

⑨人工 ⑩成果指標（アウトカム指標）

指標名
当該年度
の目標値

実績値

活動の状況（アウトプット）

指標名
当該年度
の目標値

⑪
評価

⑫評価理由
実績値

④事業の
実施主体

⑤事業目的 ⑥事業内容

⑦活動指標（アウトプット指標） ⑧事業費①
所
属
名

№

事業概要（全体） 投入コスト（インプット）

予算額
（千円）

前年度
からの
繰越額
（千円）

決算額（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

会
計

成果（アウトカム） 評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

②事務事業名 ③期間

福
祉
総
務
課

54

生活困窮
者一時生
活支援事
業

H28 ～
市

（直営）

住居を持たない者
に一時的な宿泊場
所及び食事の提供
を行い、その間に
居住場所の確保
等、自立に向けた
支援を行う。

市と協定を結んだ
宿泊施設におい
て、宿泊場所及び
食事の提供を行う
とともに、自立相談
支援機関による支
援を実施する。

支援決定者数 39人 ７９人
一
般
14,604 ― 13,130 0.1 0.0

支援が必要な者に
対して、支援しな
かった件数

0件 0件 0件 0件

支援が必要な者に対して、支
援しなかった件数０件を目標
値として設定した。

0件 A A

各支援機関において事業の
対象者や要件などが理解され
ており、対象者に対して必要
な支援が行われているため。

支援対象者に適切な支援が実施
できるように静岡市社会福祉協議
会との連携を維持する。

福
祉
総
務
課

55
生活保護
法施行事
務費

～
市

（直営）

生活保護法に基づ
く最低限度の生活
の維持と自立助長
の支援をする。

生活保護法に基
づく保護の運営実
施に必要なケース
ワーク業務等

新任職員への研
修の実施

1回以上 1回
一
般
13,478 ― 12,318 0.1 0.0

生活保護法等の
適正な運用

実施 実施 実施 実施

生活保護扶助費の増額に対
し、必要な措置を行い、適正
に実施する必要があるため設
定した。

実施 A A

保護費の決定、新規申請の調
査及び家庭訪問等の実施によ
り生活保護制度の適切な運用
を行うことができたため。

生活保護制度の継続した適正な
運用を行うため、研修等で職員の
能力向上を図り、実施体制の整備
に努めていく。

福
祉
総
務
課

56
中国残留
邦人生活
支援事業

～
市

（直営）

対象者の自立の支
援を図ることを目的
とする。

対象者への支援
給付費の支給と対
象者に対する支援
相談業務を行う。

訪問・支援活動の
回数

3回以上 ３回
一
般
16,524 ― 14,031 0.1 0.0

事務監査の実施
率

100% 100% 100% 100%

支援給付対象者のいる葵福
祉事務所に対する監査を実
施し、業務が適正に実施され
ているか確認し、必要に応じ
て是正・改善を求める。
原則年１回実施することとさ
れていることから、監査実施
率100％を目標値として設定
した。

100% A A

令和４年8月に、葵福祉事務所
へ事務監査を実施できたた
め。また、事務監査を通じて葵
区福祉事務所の支援給付事
業が適正に実施されていること
を確認できたため。

支援給付受給者の高齢化に伴う
医療・介護サービスの需要増大が
想定されることから、支援相談員を
軸に、医療・介護機関等の連携を
密にし、適正な事業実施を行う。

福
祉
総
務
課

57

生活困窮
者住居確
保給付金
事業

H27 ～
市

（直営）

離職により住居を喪
失若しくは喪失する
おそれのある者に
対して住宅の確保
及び就労の機会の
確保に向けた支援
を行う。

対象者に住宅確
保給付金を３カ月
（最長９ヵ月まで延
長可）支給するとと
もに、就労に向け
た支援を行う。

支給決定者数 28人 15人
一
般

6,050 ― 3,971 0.1 3.0
受給者に対する就
職者数の割合

65% 34% ― ―

生活困窮者が抱える課題は
多様であり、本人の努力だけ
では就職若しくは就業機会の
回復しないことから、およそ３
人に２人が一般就労若しくは
就労機会が回復するものと
し、65％を目標値として設定
した。（R2.４月から対象者の
範囲が拡大したため指標を
変更）

62.50% A A
各区支援員の支援対象者に
対する支援が適正に行われた
ため。

各福祉事務所での受給者に対す
る適切な就労支援実施を維持す
る。

福
祉
総
務
課

58

生活困窮
者家計改
善支援事
業

Ｒ 2 ～
市

（委託）

生活困窮者自立支
援法に基づき、家
計の視点から必要
な助言等を行い、
相談者の家計管理
能力を高める支援
を実施する

家計の状況を正確
に把握し、家計改
善意欲を高める支
援を実施するた
め、各区１カ所ず
つ相談窓口を設置
する。

支給決定者数 ８人 10件
一
般

4,723 ― 4,722 0.1 0.0
家計が改善した者
の割合

65% 50% 55% ―

支援者のうち家計の把握が
困難で支援が中止となる者が
いると想定し、３人に２人が家
計が改善するとし、65%を目
標値として設定した。

100% A A
支援者終了者６名のうち、家
計が改善した件数が４件であ
り、目標を達成できたため。

各区暮らし・しごと相談支援セン
ターに対し、家計に不安があるも
のへ制度の利用を促すように助言
し利用者の増加を図っていく

福
祉
総
務
課

59

生活困窮
者自立相
談支援事
業

H27 ～
市

（委託）

生活困窮者自立支
援法に基づき、生
活困窮者が困窮状
態から早期に自立
するために必要な
支援を実施する。

伴走型の相談支
援を実施するた
め、各区１カ所ず
つ相談窓口を設置
する。

①相談受付件数
②支援プラン作成
件数

前年比
増
①2,700
件
②270件

①1,748件
②198件

一
般
43,577 ― 43,520 0.1 0.0

生活困窮から自立
した事による支援
終結件数

100件 96件 86件 86件

支援プラン作成件数につい
て、前年度比増を目標として
いることから、支援終結件数
についても、前年度比増を目
標値として設定した。

102件 A A
支援対象者に対し適切に相談
支援を実施し、目標を超える
実績を達成したため。

相談者に対して積極的に自立相
談支援事業による支援を促し、プ
ラン作成者を増やすとともに、生活
困窮状態から脱却できるように必
要な支援を行っていく。
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⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容達
成
度

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

⑨人工 ⑩成果指標（アウトカム指標）

指標名
当該年度
の目標値

実績値

活動の状況（アウトプット）

指標名
当該年度
の目標値

⑪
評価

⑫評価理由
実績値

④事業の
実施主体

⑤事業目的 ⑥事業内容

⑦活動指標（アウトプット指標） ⑧事業費①
所
属
名

№

事業概要（全体） 投入コスト（インプット）

予算額
（千円）

前年度
からの
繰越額
（千円）

決算額（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

会
計

成果（アウトカム） 評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

②事務事業名 ③期間

福
祉
総
務
課

60
生活保護
扶助費

～
市

（直営）

生活保護法に基づ
き最低限度の生活
の保障と自立の助
長を行う。

①生活保護法に
基づいた生活保護
費の支給（R4.3.1
時点で7,587世帯）
②就労支援等の
自立支援プログラ
ムの実施

就労支援による就
労支援者数

601人 646人
一
般

15,718,772 ― 15405503 1.2 0.0
就労支援による就
労者数

365人 365人 336人 347人

就労指導を要さない高齢世
帯の割合が増加し、就労指
導を要する世帯は減少傾向
であるが、稼働能力の活用を
推進するため、前年度実績を
目標値として設定した。

370人 A A
自立支援の観点から就労支援
に精力的に取り組み、目標を
超える実績を達成したため。

就労経験が少ないなど、就労阻害
要因がある場合は、就労体験など
を通じ、就労意欲の改善を図った
上で就労支援員及び庁内に設置
したハローワーク相談窓口と連携
した就労支援に引継ぎ、積極的な
就労支援を行っていく。

福
祉
総
務
課

61
緊急援護
事業費

～
市

（直営）

①緊急かつ一時的
に困窮した要保護
者に対する厚生、
医療等に要する経
費
②行旅死亡人取扱
いに要する経費
③ホームレス対策
にかかる経費

緊急かつ一時的
に困窮した要保護
者に応急的な食糧
費、旅費、医療費
等を支給する。ま
た、行旅死亡人の
葬祭を行う。

緊急援護金の支
給件数

657件 824件
一
般

8,015 ― 4,609 0.1 0.0

一時的に困窮した
要援護者の生活
の安定が確保され
た回数

657件 657件 713件 863件

緊急援護を要援護者の件数
等、予測不能なため、前年度
実績を目標値として設定し、
適正に業務を執行し、必要な
措置を行う。

824件 S A

コロナ禍に加え、物価高騰に
よる影響により、緊急援護金の
支給対象者が増え、それに対
し適切な対応を取ったため。

真に要援護者であるかの見極めが
難しいため、窓口において厳格に
対応し、適切な支給を実施する。

福
祉
総
務
課

62
生活保護
法事務経
費

～
市

（直営）

各福祉事務所にお
ける生活保護法の
適正実施

①生活保護法の
実施に必要な事業
の取りまとめや適
正な事務が実施さ
れているか、監査
を実施する。
②医療扶助・介護
扶助に係る内容審
査・支払業務

監査実施率
(国監査含む)

100% 100%
一
般
31,725 ― 29,801 2.5 0.0

監査実施率
(国監査含む)

100% 100% 100% 100%

生活保護の実施機関に対す
る監査を行い、事業の取りま
とめや適正な事務が実施され
ているか確認し、必要に応じ
て是正・改善を求める。
各福祉事務所への事務監査
について、原則年１回実施す
ることとされていることから、監
査実施率100％を目標値とし
て設定した。

100% A A

監査で指摘した是正改善の状
況把握や適切な指導を実施
し、効果的な監査ができたた
め。

厚生労働省や先進都市の監査手
法を情報収集し、より効果的な監
査事務の手法を検討する必要が
ある。

福
祉
総
務
課

63
就労自立
給付金事
業費

H26 ～
市

（直営）

就労により生活保
護廃止となる世帯
に対し、給付金を支
給することで、廃止
後直ちに困窮状態
に陥ることが無いよ
う支援する。

安定的な就労によ
る生活保護からの
自立を果たした世
帯に対し、一時的
に必要となる経費
（税・保険料等）分
として、一定額（単
身世帯２万、複数
世帯３万）に廃止
前６月間に収入認
定を行った金額の
内、10％を仮想的
に積み上げた額を
加算し支給する。

就労自立給付金
の支給件数

71件 87件
一
般

5,208 ― 4,651 0.1 0.0
生活保護廃止後
の生活の安定が
確保された件数

71件 71件 74件 75件

就労自立給付金については
就労を理由に保護廃止に
なったものが支給対象になる
が、対象者は景気や有効求
人倍率などに左右されるなど
見通しが難しいため、前年度
実績と同数とした。

87件 S S

就労自立給付金については
就労を理由に保護廃止になっ
たものが支給対象になるが、
今年度は支給対象者が多く、
それに対して適切な給付対応
を行ったため。

雇用情勢は新型コロナの影響によ
り悪化しているが、職業訓練事業
やジョブサポートコーナーと連携し
た就労支援を行っていく。

福
祉
総
務
課

64
被保護者
健康管理
支援事業

Ｒ 2 ～
市

（委託）

健康への取組が低
調な被保護者に対
し、保健指導や医
療受診支援等を行
い、被保護者の健
康の保持及び増進
を図る。

①レセプトによる
データ分析の実施
②家庭訪問を実施
し、保健指導、受
診支援、検診受診
等の支援を被保護
者の課題に応じて
実施する。

健康管理支援によ
る支援対象者数

120人 120人
一
般
27,910 ― 27,909 0.1 0.0

健康管理支援によ
る支援を受けた者
の数

120人 125人 88人 ―

健康管理支援員（計３名）１名
につき、前期20人、後期20人
を標準数とした委託契約とし
ており、合計120人とした。

12０人 A A

目標としている120人の被保護
者に対し、家庭訪問、病院受
診同行、他法活用などの支援
を行う事ができたため。

引き続き受託業者、各区福祉事務
所との連携を図りながら事業の質
の向上を目指していく。

福
祉
総
務
課

65

福祉トータ
ルシステム
維持管理
経費

S 63 ～
市

（直営・委
託）

保健福祉総合シス
テム（福祉トータル
システム分）の安定
稼働

保健福祉総合シス
テム（福祉トータル
システム分）の
サーバ・端末機器
の賃借、システム
の保守委託及び
消耗品の調達等を
行い、システムの
安定した運用を図
る。

システム委託業者
との打ち合わせ回
数

12回 12回
一
般
71,808 ― 69,066 0.8 0.0

計画外システム停
止回数

0回 0回 0回 0回

福祉システム使用課の業務
に支障を起こさないように、計
画停電以外でのシステム停
止を発生させないことが重要
であるため。

0回 A A

各課からの軽微なシステム改
修依頼や端末故障、端末移動
等の軽微なネットワーク変更に
関して業者と連携して早期に
対応することで、計画停電以
外でのシステム停止を発生さ
せなかったため。

引き続き、福祉システム使用課の
業務に支障を起こさないように計
画停電以外でのシステム停止を発
生させないようにする
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⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容達
成
度

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

⑨人工 ⑩成果指標（アウトカム指標）

指標名
当該年度
の目標値

実績値

活動の状況（アウトプット）

指標名
当該年度
の目標値

⑪
評価

⑫評価理由
実績値

④事業の
実施主体

⑤事業目的 ⑥事業内容

⑦活動指標（アウトプット指標） ⑧事業費①
所
属
名

№

事業概要（全体） 投入コスト（インプット）

予算額
（千円）

前年度
からの
繰越額
（千円）

決算額（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

会
計

成果（アウトカム） 評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

②事務事業名 ③期間

福
祉
総
務
課

66

介護保険
システム維
持管理経
費

S 63 ～
市

（直営・委
託）

保健福祉総合シス
テム（介護保険シス
テム分）の安定稼働

保健福祉総合シス
テム（介護保険シ
ステム分）のサー
バ・端末機器の賃
借、システムの保
守委託及び消耗
品の調達等を行
い、システムの安
定した運用を図
る。

システム委託業者
との打ち合わせ回
数

12回 12回
特
別
88,051 ― 85,645 0.8 0.0

計画外システム停
止回数

0回 0回 0回 0回

介護保険システム使用課の
業務に支障を起こさないよう
に、計画停電以外でのシステ
ム停止を発生させないことが
重要であるため。

0回 A A

各課からの軽微なシステム改
修依頼や端末故障、端末移動
等の軽微なネットワーク変更に
関して業者と連携して早期に
対応することで、計画停電以
外でのシステム停止を発生さ
せなかったため。

引き続き、介護保険システム使用
課の業務に支障をお粉差に用に
計画停電以外でのシステム停止を
発生させないようにする

福
祉
総
務
課

67

福祉トータ
ルシステム
維持管理
経費

～
市

（委託）

制度改正（臨時対
応）に伴うシステム
改修を行う。

システム改修の委
託契約を締結し改
修する。

システム改修にあ
たり委託業者との
定例会実施

12回 12回
一
般

8,440 ― 4,620 0.1 0.0 システム改修割合 100% 100% 100% 100%
制度改正への対応は、確実
に実施する必要があるため設
定した。

100% A A

国の制度改正によるシステム
の改修１件を実施し、計画通り
改修を行い、運用に問題がな
いことを確認できたため。

引き続き、制度改正への対応を確
実に実施していく

福
祉
総
務
課

68

介護保険
システム維
持管理経
費

～
市

（委託）

制度改正（臨時対
応）に伴うシステム
改修を行う。

システム改修の委
託契約を締結し改
修する。

システム改修にあ
たり委託業者との
定例会実施

12回 12回
特
別

5,940 ― 0 0.1 0.0 システム改修割合 100% － 100% 100%
制度改正への対応は、確実
に実施する必要があるため設
定した。

- - -
対象となる改修業務がなかっ
たため。

引き続き、制度改正への対応を確
実に実施していく

福
祉
総
務
課

69
社会福祉
施設等指
導監査

H17 ～
市

（直営）

社会福祉法等の関
係法令に基づき認
可された社会福祉
法人及び施設等に
対する指導監査を
行い、法人等の経
営・運営の適正な
実施を確保する。

社会福祉法人及
び施設等から提出
された指導監査資
料及び実地の審
査により、その経
営・運営について
関係法令に照らし
調査し、指導監督
する。

年間計画に基づく
監査の実施

①社会
福祉法
人32件
②社会
福祉施
設61件
③施行
事務監
査４課

①社会福祉
法人32件
②社会福祉
施設61件
③施行事務
監査４課

一
般

764 ― 410 4.0 0.0

法令違反等の不
適正な事項につい
て、法人等に対し
て是正改善を指導
することにより、適
正な運営等を確保
させる。

年度計
画に基
づく監
査を実
施し、
是正改
善を指
導する
ことに
より、
適正な
運営等
を確保
させ
る。

年間計
画に基
づく監
査を実
施し、
是正改
善を指
導する
ことに
より、
適正な
運営等
を確保
させ
た。

年間計
画に基
づく監
査を実
施し、
是正改
善を指
導する
ことに
より、
適正な
運営等
を確保
させ
た。

年間計
画に基
づく監
査を実
施し、
是正改
善を指
導する
ことに
より、
概ね適
正な運
営等を
確保さ
せた。

法人等に適正な運営等を確
保させるための実施内容

年間計
画に基
づく監
査を実
施し、
是正改
善を指
導する
ことに
より適
正な運
営等を
確保さ
せた。

A A

法令違反等の不適切な事項
について是正改善を求め、適
正な法人運営等を確保させた
ため。

社会福祉法人には、経営組織の
ガバナンス強化、事業運営の向
上、財務規律の強化等が求められ
ている。そのため、法人に対して、
通常の指導監査に加え、積極的
に情報提供を行う等、継続して各
法人が自律的に適正な運営を確
保することができるよう支援してい
く。

福
祉
総
務
課

70
再犯防止
相談支援
事業

Ｒ 3 ～
市

（直営・委
託）

静岡市再犯防止推
進計画に基づき「誰
一人取り残さない」
地域社会の実現に
向け、犯罪をした者
等の社会復帰のた
め切れ目のない支
援を行う。

①再犯防止推進
員の付添い支援
②再犯防止伴走
型支援
③次期再犯防止
推進計画の見直し

①付添い実施件
数
②相談件数
③計画策定

①20件
②15件
③実施

①５件
②４件
③実施

一
般

3,327 ― 2,768 1.0 0.0

付添い支援及び
伴走型支援を希
望する人への支援
の実施

100% 100% ― ―

希望者に対し、付添い支援
及び伴走型支援を確実に実
施し、既存の福祉サービスの
利用や継続的な見守りを通
じ、再犯を防止していくため。

100% A A
付添い支援・伴走支援ともに
全ての希望者に対して適切な
支援をすることができたため。

引き続き、関係機関と連携し希望
者に対して付添い支援・伴走型支
援を実施し、適切な福祉サービス
につなげ、見守りを継続すること
で、再犯防止に取り組む。

福
祉
総
務
課

71

重層的支
援体制整
備事業へ
の移行準
備事業

Ｒ 3 ～
市

（直営）

社会福祉法に基づ
き実施する重層的
支援体制整備事業
の実施を目指し、そ
の移行に向けた準
備や試行的取組を
行う。

①庁内連携会議
等の関係会議の
開催
②研修会の開催

①開催回数
②研修会開催

①４回
②実施

①４回
②実施

一
般

1,874 ― 106 1.0 0.0
モデルケース検討
件数

３件 ０件 ― ―

これまで各法の基で実施して
いた４分野（高齢、障がい、こ
ども、生活困窮）の支援体制
を一体的に行うための検討を
始めるものであり、またその関
係団体は委託先の民間事業
者等多岐にわたる。体制整
備の試行的取組として各区１
件以上計３件以上のモデル
ケース検討を行い、次年度に
向けた課題等を明らかとす
る。

３件 A A
目標どおりケース検討を行い、
事業の本格実施に向けた課題
の整理を行えたため。

重層的支援体制整備事業の関係
機関が多いため、事業の周知・協
力依頼を引き続き行い、また新規
に立ち上げる事業については、モ
デル地区において実施を進める
中で課題整理を行っていく。



Ｒ３ Ｒ２ R1

⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容達
成
度

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

⑨人工 ⑩成果指標（アウトカム指標）

指標名
当該年度
の目標値

実績値

活動の状況（アウトプット）

指標名
当該年度
の目標値

⑪
評価

⑫評価理由
実績値

④事業の
実施主体

⑤事業目的 ⑥事業内容

⑦活動指標（アウトプット指標） ⑧事業費①
所
属
名

№

事業概要（全体） 投入コスト（インプット）

予算額
（千円）

前年度
からの
繰越額
（千円）

決算額（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

会
計

成果（アウトカム） 評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

②事務事業名 ③期間

福
祉
総
務
課

72

新型コロナ
ウイルス感
染症生活
困窮者自
立支援金

Ｒ 3 ～Ｒ 4
市

（直営）

県社会福祉協議会
が実施する総合支
援資金が受けられ
ない者に対して支
援金を支給し、就
労による自立や生
活保護へ円滑につ
なげる。

県社会福祉協議
会が実施する総合
支援資金が受けら
れない者に対して
支援金を支給す
る。

支援金の支給 実施 実施
一
般
51,160 ― 26,090 0.1 0.0

支援対象者への
支援金の支給の
実施

実施 実施 ― ―

支給対象者へ支援金の給付
が適切に実施され、就労によ
る自立や生活保護等への円
滑な移行のために必要な支
援をしていく

実施 A A

対象者に自立支援金を支給
することで、就労による自立や
他制度への円滑な移行を支援
することができたため。

令和４年度にて終了

福
祉
総
務
課

73

救護施設
光熱費等
負担軽減
事業費補
助金

Ｒ 4 ～
市

（直営）

原油価格・物価高
騰による光熱費の
急増に対する施設
の安定的な財政運
営のための支援

原油価格・物価高
騰による光熱費の
急増に対する施設
への補助。

補助金の支給 実施 実施
一
般

2,739 ― 2,739 0.1 0.0
対象施設への補
助金の支給

実施 ― ― ―
補助金を支給することで、施
設の安定した財政運営がで
きるように支援する

実施
（対象
施設１
施設）

A A

対象施設である、葵寮へ補助
金を支給することができたた
め。（申請１件／対象施設１施
設）

令和５年度（令和５年６月補正予
定）においても、同施設への補助
を実施するため、適切に対応す
る。

健
康
づ
く
り
推
進
課

74
後期高齢
者医療関
係事業

H20 ～
市

（直営・委
託）

後期高齢者医療制
度被保険者を対象
とした健康診査及
び保健事業等を静
岡県後期高齢者医
療広域連合からの
委託を受けて実施
する。

①後期高齢者健
康診査の実施
②高齢者の保健
事業と介護予防事
業の一体的な実施

①後期高齢者健
康診査対象者へ
の受診券発送
②KDBシステム等
を活用した後期高
齢者の健康状態
の分析の実施
③個別支援対象
者への指導率
④通いの場等に
おけるフレイル予
防の健康教育・健
康相談の実施

①実施
②適正な
実施
③80%以
上
④10会
場実施

①実施
②適正な実
施
③100%
④10会場

一
般
318,238 0 238,054 2.0

①後期高齢者健
康診査受診率
②健康課題の情
報共有、説明の実
施
③医療機関受診
に繋がった者の割
合
④通いの場等に
おけるフレイル予
防健康教育受講
者数

①前年
度比増
②６回
以上
③40％
以上
④90人
以上

①
21.8%
②８回
③40％
④63人

①
23.5%
②-
③-
④-

①
23.6%
②-
③-
④-

①新型コロナウイルス感染症
流行以前の受診状況を鑑
み、前年度比増とした。
②③④については、委託元
の広域連合に提出した事業
計画に基づき算出、③はR3
実績に基づき算出、④につ
いては新型コロナウイルス感
染対策を考慮し算出した。

①
20.6%
(R5.5
月末時
点)
②10回
③
66.7%
④119
人

①A
②A
③A
④A

A

新型コロナウイルス感染症対
策を実施しながら、各事業を
計画通りに実施することができ
た。

　後期高齢者医療制度健康診査
については、コロナ渦以前の受診
率を目指し、事業を継続していく。
　高齢者の保健事業と介護予防の
一体的な実施に関しては、事業を
全市に拡大予定。効果的・効率的
な実施をしていく必要がある。

健
康
づ
く
り
推
進
課

75
健康爛漫
計画推進
事業

H15 ～
市

（直営）

静岡市健康爛漫計
画(第２次)に基づ
き、生涯を通じて生
きがいをもち、健康
な人が満ちあふれ
るまちを目指し、各
施策を推進してい
く。

健康爛漫計画の
啓発及び推進

①作業部会開催
数
②喫煙防止教室
開催校数
③イベント開催数

①2回
②77校
③12回

①2回
②76校
③12回

一
般

3,353 0 2,935 2.5 0.5

①喫煙防止教室
受講者数
②喫煙・受動喫煙
防止に関する周知
回数
③ウェルネスパー
ク静岡健康イベン
ト時の来場者数

①
8,500
人
②
25回
③
540人

①
8,730
人
②
25回
③
542人

①
6,500
人
②
13回
③
449人

①
9,928
人
②
10回
③
408人

①R元～R３の平均値より算出
した。
②禁煙週間、健康増進普及
月間、世界COPDデー、女性
の健康週間でのパネル展示
及び庁内放送での周知回
数、ウェルネスパーク静岡イ
ベントでの周知回数を計上し
た。
③イベントを予約制にする等
感染症対策しながら実施して
きたR3の実績値を目標値とし
た。

①
8,737
人
②
25回
③
486人

①A
②A
③A

A

コロナ禍でもリモート等を活用
し、感染症対策をした上で実
施する学校が増加したため目
標を上回った。
パネル展示等での周知は静
岡・清水庁舎で目標どおり実
施できた。イベントについては
市民の関心も高く、多くの市民
に参加してもらうことができた
が、新型コロナウイルス感染症
拡大防止のために１回中止と
なったため、参加人数を目標
を下回った。

新型コロナウイルスの５類への移
行をうけ、参加者の増加が期待さ
れる。感染拡大防止に配慮し、市
民のニーズに合ったイベントを検
討しながら、喫煙及び受動喫煙に
関する周知を継続していく。

健
康
づ
く
り
推
進
課

76

健康福祉
審議会健
康づくり専
門分科会
委員

H19 ～
市

（直営）

静岡市健康爛漫計
画の策定、進捗管
理、健康づくり施策
の推進等について
審議する。

健康づくり専門分
科会会議にて、健
康爛漫計画の進
捗状況の報告・評
価、健康づくり施
策について審議す
る

会議開催数 ２回 ２回
一
般

322 0 242 0.1 0.1
対象事業の目標
達成率（A評価の
割合）

75% 76.4% 72.9% 93.0%

新型コロナウイルス感染拡大
防止の観点から、イベントや
講習会等の事業は中止が見
込まれるが増加傾向のため、
R２・３の実績値から目標値を
設定した。

88.4% A A

新型コロナウイルス感染症の
影響は継続しているが、対応
策を工夫しながら事業を実施
したことによりA評価が増加し、
目標達成することができた

今後も、健康増進のための取組を
推進していくよう健康爛漫計画作
業部会で促し、進捗管理をしてい
く。

健
康
づ
く
り
推
進
課

77
がん対策
推進事業

Ｒ 3 ～
市

（直営）

喫煙及び受動喫煙
による市民の健康
被害を防止するた
め、禁煙に向けた
取組を支援する

禁煙外来治療が
完了した者に対し
て、治療費の一部
を補助

補助金の適正な
交付

適正な実
施

適正な実施
一
般

599 0 220 0.1 0.1 補助金申請者数 20人 26人 - -

薬の供給量が少なく、受診で
きる医療機関が限られている
ことから令和３年度実績を元
に目標値を申請者数に設定
した。

21人 A A

一部治療薬の供給量が限られ
ている中、代替治療方法によ
る周知を行い、目標値を達成

することができた。

一部治療薬の限定的供給が続く
中、代替治療方法の周知等による
更なる申請者の増加を目指す。
また、治療完了者増加に向けた
フォローアップ強化等を検討する。



Ｒ３ Ｒ２ R1

⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容達
成
度

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

⑨人工 ⑩成果指標（アウトカム指標）

指標名
当該年度
の目標値

実績値

活動の状況（アウトプット）

指標名
当該年度
の目標値

⑪
評価

⑫評価理由
実績値

④事業の
実施主体

⑤事業目的 ⑥事業内容

⑦活動指標（アウトプット指標） ⑧事業費①
所
属
名

№

事業概要（全体） 投入コスト（インプット）

予算額
（千円）

前年度
からの
繰越額
（千円）

決算額（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

会
計

成果（アウトカム） 評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

②事務事業名 ③期間

健
康
づ
く
り
推
進
課

78

保健福祉
センター等
管理運営
事業（一般
管理費）

H 19 ～
市

（直営・委
託）

市内各保健福祉セ
ンターの適正な施
設管理及び業務運
営

施設の管理運営
に必要となる各種
修繕、健康推進シ
ステムの維持管理
業務の実施

①施設の適正な
維持管理
②健康推進システ
ム保守業務の適正
な実施

①②適
正な維持
管理

適正な実施
一
般
226,222 0 225,350 2.0 1.0

①安定した施設運
営
②健康推進システ
ムの安定稼働

①②保
健福祉
セン
ター業
務の安
定した
運営

実施 実施 実施

①②各保健福祉センターに
おいて、施設もシステムも安
定して運営する必要があるこ
とから目標値として設定した。

実施 A A

定期点検や修繕を確実に実
施することで、年間を通じて施
設を安全に維持管理すること

ができた。

今後も計画的に保守点検や修繕
を行うなど施設の安全な維持管理

に努めていく。

健
康
づ
く
り
推
進
課

79
保健委員
活動費補
助金

S 63 ～
補助等
（交付先）

清水区域における
住民の自発的な健
康づくりを推進を図
るため、市内の各
地区等で保健委員
活動を行う団体に
対し補助金を交付
する。

①身近な地域での
健康づくり推進活
動
②各種健康診査
の普及啓発に関
する活動

補助金の適正な
交付

適正な実
施

適正な実施
一
般

1,907 0 1,888 0.1 0.0

①21地区で開催
のイベント参加者
数、相談者数
②保健委員だより
等啓発チラシ発行
回数

①
3,100
人
②60回

①
3,093
人
②58回

①
1,801
人
②53回

①
12,874
人
②62回

①②前年度同様、新型コロナ
ウイルス感染予防対策を講じ
た上で活動を実施していくた
め現状を考慮して算出した。

①4502
人

②56回

①S
②A

A

感染予防を徹底しながら健康
講座や地区まつりを実施した
ことにより、イベントの参加者
数、相談者数は目標値を上
回った。啓発チラシ発行数は
目標値よりやや下回ったが例
年並みの発行が出来た。

健康に関する知識の発信をした
り、地域の健康課題を解決するた

めの活動を考えていく。
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80
歯科保健
推進事業

H15 ～
市

（直営・委
託）

乳幼児期から高齢
期までの各ライフス
テージに起こりうる
歯と口の疾患や機
能発達・機能低下
の状態に応じた取
組を進める。

①希望するこども
園、幼稚園、保育
園の園児等への
歯科保健･フッ化
物洗口法の実施
②40歳以上の市
民を対象とした歯
周病検診の実施
③オーラルフレイ
ル予防の歯科保
健講座（予算は介
護予防普及啓発
事業）

①歯みがき巡回指
導実施園数
②歯周病検診受
診者数
③歯つらつ健口講
座実施回数

①165園
②1,460
人以上
③13回

①163園
②1,807人
③20回

一
般
32,998 0 28,826 3.0 3.0

①３歳児むし歯有
病者率
②デンタルフロス
など歯と歯の間を
清掃するための器
具を使っている者
の割合（40歳以
上）
③何でも噛んで食
べることができる者
の割合（女性：70
～74歳）
④アンケートの回
収率

①6.9%
未満
②70%
以上
③
80.1%
以上

①6.9%
②
70.0%
③
80.1%
④
52.2%

①
10.0%
②
62.0%
③
79.8%
④-

①8.5%
②
60.8％
③
80.1%
④-

①～③歯と口腔の健康づくり
推進計画と実績に基づき設
定
④アンケート調査は令和３年
度のみ実施

①6.1%
②
72.1%
③
80.1%
④-

A A

ホームページや紙媒体を用い
た歯科保健に関する情報提供
が奏功していると考えられ、目
標はおおむね達成できた。

ポストコロナ時代に向けて、各事業
の見直し、改善を図る。
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81

歯と口腔の
健康づくり
推進会議
委員

H31 ～
市

（直営）

静岡市歯と口腔の
健康づくり推進計
画の策定及び進
捗、施策の推進。

歯と口腔の健康づ
くり推進会議の開
催

会議開催回数 ２回 ２回
一
般

322 0 219 2.0 0.0
①対象事業の目
標達成率（A評価
の割合）

80%以
上

83.3% - -
歯と口腔の健康づくり推進計
画と実績に基づき設定

（現在
集計
中）

― ― ― ―
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82
むし歯予防
事業補助
金

H23 ～
補助等
（交付先）

歯と口の健康週間
にあわせ口腔保健
の向上を目的とした
事業を実施する歯
科医師会への補助
金交付

口腔保健向上の
啓発事業の実施
（図画ポスターコン
クール、８０２０コン
クール、母と子のよ
い歯のコンクール）

補助金の適正な
交付

適正な実
施

適正な実施
一
般

2,200 0 400 1.0 0.0

①図画ポスターコ
ンクール応募数
②8020コンクール
参加者数

①250
点
②36人

①227
点
②27人

①149
点
②15人

①271
点
②48人

新型コロナウイルス感染症の
影響を見込んで設定。

①208
点

②29人
A A

新型コロナウイルス感染拡大
の影響により、一部中止があっ
たが、業務は概ね期待どおり
実施できた。

市民の関心を高められるよう啓発
事業を行う。実施方法についても
ポストコロナ時代に適合したものと
なるよう補助金交付団体に働きか
けていく。
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83
訪問歯科
診療支援
事業

～
市

（委託）

寝たきり等により歯
科診療を受けること
が困難な市民への
歯科診療・歯科保
健指導を実施す
る。

対象者の申込に
対する在宅での診
療を行うための調
査、歯科医師の手
配、保健指導等

①訪問歯科医師
の調整

①132人 ①150人
一
般
30,318 0 30,318 2.0 3.0

①訪問歯科診療
の実施件数

①627
件

①735
件

①626
件

①520
件

直近３か年の実績値の平均
に基づき設定した。

①761
件

S S

訪問歯科診療に関する患者や
家族、介護従事者の理解が深
まってきたためか、件数は目標
を大きく上回った。

今後も要介護者は増加傾向と予
想されるため、対応可能な歯科医
療従事者を増やしておく必要があ
る。歯科医師会との協議を続けて
いく。



Ｒ３ Ｒ２ R1

⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容達
成
度

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

⑨人工 ⑩成果指標（アウトカム指標）

指標名
当該年度
の目標値

実績値

活動の状況（アウトプット）

指標名
当該年度
の目標値

⑪
評価

⑫評価理由
実績値

④事業の
実施主体

⑤事業目的 ⑥事業内容

⑦活動指標（アウトプット指標） ⑧事業費①
所
属
名

№

事業概要（全体） 投入コスト（インプット）

予算額
（千円）

前年度
からの
繰越額
（千円）

決算額（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

会
計

成果（アウトカム） 評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

②事務事業名 ③期間
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84

障害者歯
科保健セン
ター管理運
営事業

H17 ～
市

（直営）

地域の歯科診療所
では治療が困難な
障がい者の診療機
会の確保及び歯科
保健の推進を行う。

①歯科診療の実
施
②かかりつけ歯科
医を持つことを促
進する歯科健診
③かかりつけ歯科
医を持つことを促
進する歯科保健活
動
④支援者への研
修会の開催
⑤障がい者歯科
保健推進会議の
開催

①初診予約待ち
日数
全身麻酔予約待
ち日数
②事業所歯科健
診等実施数
③事業所歯科保
健活動実施数
④研修会開催数
⑤会議開催数

①初診
予約待ち
55日
全身麻
酔予約
待ち
124日
②51ヵ所
③51ヵ所
④４回
⑤2回

①初診予約
待ち36日
全身麻酔予
約待ち　131
日
②58ヵ所
③53ヵ所
④４回
⑤2回

一
般
25,529 0 25,526 3.0 6.0

①受診者数
②障害福祉サービ
ス等事業所歯科
健診保健活動事
業参加者のかかり
つけ歯科医を持つ
人の割合（かかり
つけ歯科医受診
率）

①
3,080
人
②67％

①
3,351
人
②70％

①
3,225
人
②64％

①
3,505
人
②66%

①診療者数は直近３か年の
実績値の平均値を基に、歯
科医師１名減の5か月間を平
均の8割とする計算で設定し
た。
②かかりつけ歯科医受診率
は直近３か年の実績値の平
均に基づき設定した。

①
3,167
人

②63％

A A

感染対策を徹底した上で安全
に歯科診療及び歯科健診歯
科保健活動を行い概ね期待ど
おりであった。

全身麻酔下歯科治療の予約待ち
が減少しないという課題があるた
め、実施できる施設の増加等に取
組んでいく。
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85
食育推進
事業

H19 ～
市

（直営）

食育推進計画に基
づき「食」に関する
知識と「食」を選択
する力を習得し健
全な食生活を実践
する施策を推進す
る。

①食育応援団の
派遣
②食育等の周知
啓発
③食育推進意見
交換会の開催

①食育応援団派
遣回数
②食育啓発用資
料の作成
③食育推進意見
交換会の開催

①50回
②10,000
冊
③２回

①51回
②10,000冊
③２回

一
般

4,063 0 2,179 0.8 0.0

①食育応援団事
業参加者数
②食育啓発用まん
がの配付学校数

①
1,000
人
②27校

①
1,138
人
②―

①542
人
②―

①
1,981
人
②―

①新型コロナウイルスの影響
を引き続き受けている令和３
年度の実績から設定した。
②令和３年度に市内の高校
へ配付した実績から設定し
た。

①
1,020
人

②27校

A A

①食育応援団は調理実習が
再開し始めたことから、定員を
少なくして開催したこともあり前
年度より参加者数は減少した
が、目標は達成できた。
②市内高校２年生を対象に３
月までに配布した。市民から
募集した簡単朝食レシピの
リーフレットを同時に配布し、ま
んがの学びから食への興味を
高めることができた。

①食育応援団の活動についても
引き続きPRしていく。応援団のパ
ンフレットの表紙のデザインを目を
引くものに変更し、派遣数を増や
していく。
②高校生のアイデアを取り入れて
作成した食育啓発用まんがを引き
続き高校生等の若い世代へ配布
する。
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86
食育推進
会議委員

H19 ～
市

（直営）

食育推進計画の策
定及び進捗･施策
の推進について

食育推進会議の
開催

会議開催回数 ２回 ２回
一
般

299 0 173 0.5 0.0
対象事業の目標
達成率（A評価の
割合）

70.5％
以上
（99事
業）

70.5％
（99事
業)

61.4%
(101事
業)

86.5％
（111事
業）

新型コロナウイルスの影響に
より、大規模イベント等は引き
続き開催が難しいが、開催方
法等を工夫して少しずつ事
業を再開しているため、前年
度のA評価より増加することを
目標値とした。

81.0%
(99事
業)

A A

コロナの影響により内容変更
等、工夫しながら事業を実施し
たことによりA評価が増加し、
目標達成することができた。

今後も食の取組を推進するため関
係課・関係団体と連携していく。
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87
栄養指導
改善事業

～
市

（直営）

地域の健康づくりを
推進する食生活改
善推進員の育成を
行う。

養成講座の実施 講座実施回数 ８回 ８回
一
般

147 0 40 0.1 0.0
食生活改善推進
員の育成人数

15人 13人 23人 16人

令和３年度に引き続き、調理
実習を含まないなど内容を変
更して開催するため、令和３
年度の実績を参考に設定し
た。

14人 A A

講座の申し込み数は定員に達
しなかったが、参加者の支援
を行いながら養成し、目標は
おおむね達成できた。

令和５年度からは静岡シチズンカ
レッジこ・こ・にの講座「食育ボラン
ティア人材養成講座」として定員を
30人に増やして開催し、食育の推
進に関わるボランティアの数を増
やしていく。
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88
食生活改
善推進事
業補助金

H22 ～
補助等
（交付先）

食生活改善に関す
る知識の普及活動
等を行う静岡市食
生活改善推進協議
会への補助金の交
付

・生活習慣病予防
や健康増進等を図
るための食生活改
善事業。
・食事についての
望ましい習慣を学
ぶための事業

補助金の適正な
交付

適切な実
施

適切な実施
一
般

700 0 700 0.1 0.0
教室への参加者
数

1,000
人

1,760
人

1,066
人

1,993
人

令和４年度は調理実習や試
食を再開する予定で計画をし
ているが、新型コロナウイルス
の影響により会場定員の半
数での実施となることを考慮
し、算出した。

1,959
人

S S

新型コロナウイルスの影響を受
けた時期もあったが、食育キャ
ンペーンや健康まつり等が一
部で再開した。１回当たりの教
室参加人数がR３は13.8人から
R４は16.6人に増えたこともあり
目標を上回った。

調理実習や試食を含む体験型の
教室の実施により家庭での実践に
つなげていく。

健
康
づ
く
り
推
進
課

89
健康マイ
レージ推進
事業

H27 ～
市

（直営）

市民の健康意識を
高め、健康づくりへ
の取組を促す。

①マイレージリー
フレットの発行、配
布
②事業参加に係る
普及啓発

①マイレージリー
フレットの配布数
②協力企業・市内
保険者を訪問し従
業員に参加を依頼
する回数

①20,000
枚
②３回

①23,874枚
②３回

一
般

681 0 572 1.0 0.0

①働き盛り世代
（30歳～50歳代）
の参加者数の割
合
②働き盛り世代
（30歳～50歳代）
の参加者のうち、
参加者アンケート
で新たな健康づく
りを始めた者の割
合

①
35%以
上
②
60%以
上

①
50.7%

②
68.8%

①
49.4％

②
60.9％

①
35.1％

②
62.9％

①②新型コロナウイルスの影
響が落ち着いてきたことにより
高齢者の参加する教室等も
再開され、そこでPRしている
マイレージ参加者が戻りつつ
ある中で高齢者の参加の増
加が見込まれたため、新型コ
ロナウイルスの影響のないR
元年度の実績をもとに算出し
た。

①
45.2％
②
71.1％

①S
②S

S

若い世代の取組拡大のため、
市内の企業・保険者に配布す
る等働きかけを行ったり、Logo
フォームによる申請を可能にし
たりすることで、カード発行総
数に占める働き盛り世代(30～
50代)の割合は目標を上回っ
た。また、健康課題についての
PRをし、生活習慣の見直しを
呼びかけたことで、新たな健康
づくりの取組を始めた者の割
合も目標を上回った。

働き盛り世代の参加者数増加に向
けて、紙申請に加えオンラインで
の申請が可能となったことのPRを
実施し、引き続き民間企業や保険
者等と連携し、働き盛り世代の参
加を促していく。
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90
健康教育
相談事業

～
市

（直営）

生活習慣病予防や
健康増進等、健康
に関する正しい知
識の普及を図り、必
要な指導や助言を
行う。

教室・相談等の実
施

適切な実施 実施 実施
一
般

4,460 0 2,775 9.5 0.0

①健康教育教室
実施回数
②健康相談延参
加者数

①79回
②473
人

①61回
②438
人

①97回
②508
人

①177
回
②
2,141
人

①②新型コロナウイルスの影
響を加味し、R２とR３年の実
績値の平均を目標値として設
定した。

①94回
②480
人

①S
②A

A

新型コロナウイルスの影響によ
り減少していた教室開催は以
前に戻りつつあり、計画どおり
に実施できたため。

新型コロナウイルスの影響により減
少した地域の活動が戻ってきてい
るため、実情に合わせた教室開催
回数、相談人数を見込む必要があ
り、それに合わせた事業の周知、
安心して参加できるるような体制を
整えていく。

健
康
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く
り
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91
がん検診
事業

～
市

（直営・委
託）

疾病の予防や壮年
期死亡の減少を目
指し、がんの早期
発見・早期治療に
結びつけるために、
健康増進法に基づ
くがん検診等を実
施する。

①勤務先等でがん
検診等の受診機
会のない人へのが
ん検診の実施
②不定期受診者
に対する勧奨通知
の送付

①各種がん検診
の実施
②受診勧奨通知
の送付件数(大腸
がん、乳がん、子
宮頸がん)

①
160,000
件
②12,000
件

①155,021
件

②7,691件

一
般
812,170 0 784,362 2.0 2.0

大腸がん検診受
診率
（対象年齢40～69
歳）

22% 23.8% 20.5% 20.4%

第１期　静岡市がん対策推進
計画（令和３年度～８年度）の
目標値による（現状値　令和
元年度実績20.4％に毎年
0.8％増を目標）

24.4% S S

計画どおりに実施できたため。
（がん検診の対象者数は、国
勢調査のデータを基に算出。
令和３年度実績値から、令和２
年度国勢調査のデータを基に
対象者数を算出）

対象者が検診の必要性を感じ受
診するよう、引き続き、効果的な個
別勧奨を検討、実施する。また、
今後は特定健診との同時受診等
の制度を検討し、更なる受診率の
向上に向け取り組む。

健
康
づ
く
り
推
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92
特定健康
診査等事
業

～
市

（直営・委
託）

特定健康診査の受
診により生活習慣
病を予防･早期発
見する。また、健診
後の特定保健指導
により、生活習慣病
の発症を予防す
る。

①40歳から74歳ま
での国民健康保
険加入者に対し特
定健康診査を実施
する。
②特定健診受診
者のうち、生活習
慣病の発症予防
が必要な者に対し
て特定保健指導を
実施する。

①特定健康診査
の実施
②特定健康診査
の受診勧奨

③特定保健指導
の実施
④特定保健指導
の利用勧奨

①受診
者数
38,793人
(Ｒ５.５月
末時点)
②勧奨
通知の発
送１回

③629人
(R5.５月
末時点)
④勧奨
通知の発
送12回

①30,525人
（R5.5月末
時点）
②勧奨通知
の発送１回
③400人
（R5.5月末
時点）
④勧奨通知
の発送１回

特
別
469,049 399,374 2.5 2.0

①特定健康診査
受診率

②特定保健指導
実施率

①
35.3%
（35.7%
）

②
18.0％
(34.3
％)

①
31.5%
（34.9%
）

②
17.7％
(34.0
％)

①
32.5％
(33.4
％)

②
16.0％
(29.2
％)

①
33.7％
(34.1
％)

②
20.4％
(33.7
％)

特定健康診査受診率及び特
定保健指導実施率は、R4年
11月に法定報告値が確定す
ることから、目標値を当該年
度５月末時点で設定。（）内は
確定後の実績値及びデータ
ヘルス目標値。
①②新型コロナウイルス感染
症流行以前の受診率上昇状
況を鑑み、データヘルス計画
の目標値に合わせ、前年度
より特定健康診査受診率は
0.8ポイント、特定保健指導受
診率は0.3ポイント上昇とし
た。

①
32.3％
（R5.5
月末時
点）

②
14.4%
（R5.5
末時
点）

①A

②C
B

①引き続き新型コロナウイルス
の影響はあったが、目標は概
ね達成できた。
②新型コロナウイルス感染症
の影響の長期化で実施率は
目標値に達しなかった。しか
し、初回面接実施数は昨年度
と同様であるため、今後実施
率は昨年度並みになると見込
まれる。

①受診間隔や年齢等で未受診者
をパターン分けし、各パターン別
の効果的な受診勧奨を実施し、受
診率の向上を目指す。
②指導時、訪問時不在や電話不
通が多いため効果的な支援方法
について衛生部門と検討してい
く。
委託実施率を上げるため、委託実
施機関と積極的に連携していく。
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93 保健事業 ～
市

（直営・委
託）

特定健診受診後の
保健指導により、生
活習慣病の発症や
重症化を予防す
る。

特定保健指導の
対象外で、健診結
果の値または所見
で受診勧奨が必
要と判断された者
に対して保健指導
を実施する。

健康相談（受診勧
奨・保健指導）の
実施回数

健康相
談108回

115
特
別
25,101 0 15,614 2.0 2.0

受診勧奨・保健指
導実施率

90％以
上

99.8% 99.1% 97.8%
データヘルス計画の目標値
に合わせ、目標値を設定し
た。

99.4 S S

コロナ禍においても消毒や換
気など感染予防に配慮し安全
に実施でき、目標を大きく上回
る実施率となった。

確実な対象者抽出を行い、対象者
の受療行動に結びつけられるよう
きめ細やかな保健指導を実施す
る。

健
康
づ
く
り
推
進
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94
介護予防
普及啓発
事業

～
市

（直営・委
託）

講座や講演会、個
別相談等の実施に
より、介護予防に関
する知識や取組方
法の普及啓発を行
うことで、自発的な
介護予防の取組を
促す。

各保健福祉セン
ター等における講
座や講演会等の
実施

講座等の開催 83回 83回
特
別

9,489 0 5,745 0.1 0.0
講座等の参加人
数

870人 726人 376人
1,999
人

新型コロナウイルス感染防止
対策のため、講座等を中止、
規模の縮小等で対応すること
を考慮し算出した。

1134人 S S
地域団体の活動が再開し申し
込みが増えたため、参加者数
が目標値を上回った。

新型コロナウイルス感染防止対策
を講じながら取組を継続していく。

障
害
福
祉
企
画
課

95
障害者施
策推進協
議会

H17 ～
市

（直営）

静岡市における障
がい者に関する施
策の総合的、計画
的な推進のために
必要な事項を審議
する。

①障害者施策推
進協議会の開催
（委員定数15名）
②「静岡市障がい
者共生のまちづく
り計画」の進捗状
況の審議

①障害者施策推
進協議会の開催
②「静岡市障がい
者共生のまちづく
り計画」の進捗管
理

①３回
②実施

①２回
②実施

一
般

449 0 253 0.5 0.0

「静岡市障がい者
共生のまちづくり
計画」の進捗管理
とりまとめ

市ＨＰ
での公
表

市ＨＰ
での公
表

計画策
定完了

市ＨＰ
での公
表

計画に掲げる事業の進捗状
況について、毎年度点検及
び事業目標の達成状況の評
価を行うことで、事業の着実
な進捗を図るため。

市HP
での公
表

A A

協議会の開催回数は目標回
数を下回ったが、令和３年度
の計画の実施結果を評価し、
市HPでの公表を行うことがで
きたため。

計画の一層の推進に向け、協議
会の運営と議論を継続して実施す
る必要がある。
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⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容達
成
度

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

⑨人工 ⑩成果指標（アウトカム指標）

指標名
当該年度
の目標値

実績値

活動の状況（アウトプット）

指標名
当該年度
の目標値

⑪
評価

⑫評価理由
実績値

④事業の
実施主体

⑤事業目的 ⑥事業内容

⑦活動指標（アウトプット指標） ⑧事業費①
所
属
名

№

事業概要（全体） 投入コスト（インプット）

予算額
（千円）

前年度
からの
繰越額
（千円）

決算額（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

会
計

成果（アウトカム） 評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

②事務事業名 ③期間

障
害
福
祉
企
画
課

96

心の輪を
広げる障害
者理解促
進事業

H12 ～
市

（直営）

障がいの有無に関
わらず、誰もが相互
に人格と個性を尊
重し支えあう共生社
会を目指し、障がい
や障がいのある人
に対する理解と認
識を深める。

①「心の輪を広げ
る体験作文」及び
「障害者週間のポ
スター」の公募
②各部門で最も優
れた１作品を静岡
市の推薦作品とし
て内閣府に送付
③入賞作品を市と
して表彰
④静岡市入賞作
品の展示

①作品募集
②作品審査及び
優秀作品の選定
③入賞作品の表
彰
④入賞作品を各
区にて展示

①実施
②実施
③表彰
式開催
④実施

①実施
②実施

③表彰式開
催

④実施

一
般

16 ― 16 0.2 0.0 合計応募作品数 15作品 12作品 14作品 21作品

小中学校の夏季休暇の課題
に選ばれるかどうかによっ
て、応募数の増減が大きく、
年々応募数が減少している。
過去３年間の平均程度を目
標とし、課題に選出されるよう
な工夫を検討する。

24作品 S S
予定どおり事業を実施し、応
募作品数も目標を大きく上回
ることができたため。

障がいや障がいのある人に対する
理解と認識を深めるため、引き続
き事業を継続するとともに応募者
数増加につながる募集の周知方
法について検討していく。

障
害
福
祉
企
画
課

97
発達障害
者支援事
業

H19 ～
市

（直営・委
託）

自閉症、ｱｽﾍﾟﾙｶﾞｰ
症候群、注意欠陥
多動性障害、学習
障害などの発達障
がい者への支援と、
関係機関の連携体
制の整備・強化を
図る。

①「発達障害者支
援センター」の運
営により、発達障
がい児者に関する
各搬の問題につい
て相談に応じ、適
切な指導又は助
言を行うとともに、
関係機関と連携す
る。
②乳幼児から成人
期までの一貫した
支援体制を整備す
るとともに、発達障
がいについての理
解・啓発を促進す
る。

①発達障害者支
援センター運営会
議開催回数
②静岡市発達障
害者支援地域協
議会開催回数
③ペアレントメン
ター等養成研修開
催回数

①12回
②２回
③６回

①12回
②２回
③６回

一
般
56,659 - 56,109 0.4 0.0

①相談件数（延件
数）

②ペアレントメン
ター総認定者数

①
2,731
件
②89人

①
2,904
件
②86人

①
2,357
件
②83人

①
2,932
件
②79人

①相談件数については、そ
の時の状況により変動するた
め、３年間の平均値を目標値
とする。
②ペアレントメンターとして支
援者が増えることは、支援体
制強化につながるため、総認
定者数を指標として設定。認
定者数は過去３年度分の平
均から対前年度比３人増を目
標値とする。

①
3,498
件

②90名

①S
②A

A

①コロナ禍の影響を受け減少
していた相談件数が回復し、よ
り多くの相談業務を実施したた
め。
②各年度3人増の目標値を上
回る4人増となり、ペアレントメ
ンター総認定者数が増加し、
支援体制の強化につながった
ため。

①引き続き支援が必要な方の相
談業務を行う。相談件数が増加し
ても相談の質を確保する必要があ
る。
②認定者数の増加に努める。

障
害
福
祉
企
画
課

98
障害者団
体補助金

S 49 ～
補助等
（交付先）

障がいのある人の
自立と社会参加を
促進し、障がい者
等の福祉の向上を
図ることを目的とす
る活動を行う障がい
者団体に対して補
助金を交付し、障が
い者等の福祉の増
進を図る。

障がい当事者４団
体が行う障がいの
ある人の地域生活
に対する支援や社
会参加促進事業
に対して補助金を
交付

補助金交付申請
受付、検査、交付

実施 実施
一
般

2,574 ― 2,574 0.1 0.1
①会員数
②活動実施件数

①
1,655
人
②177
件

①
1,618
人
②156
件

①
1,626
人
②120
件

①
1,724
人
②195
件

過去３年間の会員数平均値
及び新型コロナウイルス感染
症の影響前のH29～R1年度
の活動件数の平均値を、活
動実施件数の目標として設
定した。

①
1,543
人
②185
件

①A
②A

A
①会員数は減少したが概ね目
標値を達成したため。
②目標値を達成したため。

①当事者団体の既存会員の高齢
化に伴い人数減少傾向にあるた
め、新会員加入促進を促す。
②新型コロナウイルス感染症の影
響前の活動数を目指す。

障
害
福
祉
企
画
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99

全国障害
者スポーツ
大会選手
派遣事業

H17 ～
市

（委託）

全国障害者スポー
ツ大会にむけて静
岡市選手団を編
成・派遣し、障がい
のある方がスポーツ
の楽しさを体験する
ことで、障がいのあ
る方の社会参加を
促進する。

「全国障害者ス
ポーツ大会」への
静岡市選手団の
編成及び派遣

①全国大会への
選手派遣業務
②全国大会同行
回数

①20人
分
②１回

①１３人分
②１回

一
般
11,313 0 10,125 0.3 0.0

選手選考会参加
者数

383人 85人 152人 383人

新型コロナウイルス感染症の
影響により選手選考会の全
面開催ができていない状態
が続いているため、コロナ禍
以前（令和元年度）相当の参
加者数を目標とする。

274人 B B

令和元年度以来となる、選考
会の全面開催をしたが、新型
コロナウイルス感染症の行動
制限下であったことから、目標
値には届かなかったため。

より多くの方にスポーツの楽しさを
実感していただくとともに、人との
交流や社会参加を促進していくた
め、引き続き参加増を図っていく。

障
害
福
祉
企
画
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100

災害情報
一斉ファッ
クス送信業
務

H17 ～
市

（直営）

同法無線による災
害情報が聞き取れ
ない、聴覚障がい
のある人への情報
保障を行う。

気象警報等発表
時に、聴覚障がい
のある人に対し
て、ファックスにて
情報を提供

気象警報等発表
時送信

実施 実施
一
般

130 ― 110 0.1 0.0

気象警報等発表
件数に対する
ファックス送信回
数の割合

100%
100％
(20/20
)

100%
(30/30
)

100%
(23/23
)

気象警報等が発表された
際、確実にファックスによる情
報提供を行う。

100％
（34件）

A A
漏れなく情報提供することがで
きたため。

今後も引き続き情報提供を行う。、
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⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容達
成
度

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

⑨人工 ⑩成果指標（アウトカム指標）

指標名
当該年度
の目標値

実績値

活動の状況（アウトプット）

指標名
当該年度
の目標値

⑪
評価

⑫評価理由
実績値

④事業の
実施主体

⑤事業目的 ⑥事業内容

⑦活動指標（アウトプット指標） ⑧事業費①
所
属
名

№

事業概要（全体） 投入コスト（インプット）

予算額
（千円）

前年度
からの
繰越額
（千円）

決算額（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

会
計

成果（アウトカム） 評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

②事務事業名 ③期間

障
害
福
祉
企
画
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101

静岡市型
人材養成
事業

H25 ～
市

（委託）

本市に在住する重
症心身障がい児
（者）の方への支援
体制を充実させる
ため、事業所職員、
看護師の他、当事
者の保護者にも講
師に加わってもら
い、利用者目線を
重視した「静岡市型
人材養成事業」を
実施する。

重症心身障がい
児（者）対応の既
存施設、親の会等
との連携により、利
用者目線の実践
的な支援技術を身
に着けるための研
修等を実施

人材養成講座の
開催

実施 実施
一
般

329 - 327 0.2 0.0 講座実施回数 ８回 ８回 ０回 ８回

過去３年間の実績値より目標
値を設定した。（コロナ禍によ
り実施できなかった令和２年
度を除く）

11回 S S

講座の周知が各学校に広が
り、講座実施回数が増え、より
多くの学生が講座を受講する
ことができたため。

引き続き講座を実施し、周知を行
い、講座を実施する学校の新規開
拓をしていく。

障
害
福
祉
企
画
課

102

障害者相
談員設置
事業費

H18 ～
市

（直営・委
託）

身体・知的障がい
のある人への相談
支援を行うことで、
障がいのある人の
地域活動を推進
し、福祉の増進を図
る。

①各障がい者団
体の会員に業務を
委託し、身近な地
域での相談に応じ
る
②聴覚障がいのあ
る相談員を毎月定
例日に各区役所
へ設置

①障害者相談員
の設置
②相談員研修会
の開催

①実施
②実施

①実施
②実施

一
般

1,850 - 1,770 0.2 0.0
相談対応率100％
（関係機関への紹
介を含む）

100% 100%

①215
件
②506
件
③26件

①347
件
②695
件

③55件

令和２年度までは相談件数。
相談件数については、その
時の状況により変動するた
め、３年間の平均値を目標値
とする。令和３年度より、相談
対応率100%とする。

100％
（34件）

A A 目標通り実施できたため。
相談員の高齢化、減少に伴い、事
業実施のあり方を検討していく。

障
害
福
祉
企
画
課

103

福祉ショッ
プ運営事
業補助金

H11 ～
補助等
（交付先）

市内障害者就労施
設等で作られた製
品の展示・販売・仲
介を通して、障がい
のある人の社会参
加と、市民の障がい
や障がいのある人
に対する理解を促
進する。

特定非営利活動
法人オールしずお
かベストコミュニ
ティに対して、イ
トーヨーカドー静
岡店１階に設置さ
れている「テルベ」
の運営費用を助成

補助金交付申請
受付、検査、交付

実施 実施
一
般

4,647 - 4,647 0.1 0.0 売上金額
4,647
千円

3,580
千円

5,537
千円

4,338
千円

売上金額が補助金額を上回
るよう、目標金額を設定する。

3,371
千円

B B

補助金交付事務を適正に実
施。季節商品の企画やイベン
ト時のイトーヨーカドーとの連
携を運営先に促したものの、
新型コロナウイルス感染症拡
大防止の時期には馴染まず、
売上金額が補助金額を上回る
ことができなかったため。

令和２年度にてマスク等の商品を
売り出すことによって売上金額が
目標を大きく上回ったように、消費
者のニーズを捉えた商品展開が必
要である。

障
害
福
祉
企
画
課

104

障害者虐
待防止対
策支援事
業

H24 ～
市

（直営・委
託）

障がいのある方へ
の虐待を防止し、早
期に支援を図ること
で障がい者の権利
利益を擁護すること
を目的とする。

円滑な虐待防止
対策支援事業のた
めの関係機関連
携体制整備、周
知・啓発のための
研修会開催等

①権利擁護・虐待
防止部会の開催
②迅速なコアメン
バー会議の開催
③研修会等開催

①2回
②実施
③１回

①2回
②実施
③１回

一
般

3,519 ― 2,888 0.5 0.0
虐待死亡または重
篤な傷害事件の
発生件数

０件 ０件 ０件 ０件
コア会議後の関係機関の連
携不足による虐待死亡、重篤
な傷害事件の発生件数

０件 A A

関係各課及び虐待防止セン
ターが、マニュアルで定めた通
報後の対応フロー等を徹底す
ることで、虐待死亡または重篤
な傷害事件の発生件数が０件
であったため。

引き続き事業を実施していくこと
で、虐待防止に取り組んでいく。

障
害
福
祉
企
画
課

105

市立施設
の運営及
び維持管
理

H18 ～
市

（直営・委
託）

市立障がい者施設
の設置条例に基づ
き各施設の運営を
行い、施設利用者
の福祉の増進を図
る。

市立の全11施設
の運営については
指定管理者に委
ね、また施設の状
況（建築年数等）
により修繕等を行
い、利用者が高品
質なサービスを受
けられるようにする

①指定管理者の
評価
②修繕の実施

実施 実施
一
般
403,288 - 361,398 0.5 0.0

利用者アンケート
調査による利用者
の満足度

全施設
平均
80%以
上

全施設
平均
85.9%

全施設
平均
85.2%

全施設
平均
84.8%

施設の管理運営が適正に行
われ、利用者が適切なサー
ビスの提供を受けているか把
握し、サービスの質の向上を
図る。

全施設
平均
86.8%

S S

各施設において、施設の利用
者へ適正かつ効率的なサービ
スの提供をすることができたた
め。

一部施設の民営化など、施設の適
切な運営や在り方を検討する。



Ｒ３ Ｒ２ R1

⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容達
成
度

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

⑨人工 ⑩成果指標（アウトカム指標）

指標名
当該年度
の目標値

実績値

活動の状況（アウトプット）

指標名
当該年度
の目標値

⑪
評価

⑫評価理由
実績値

④事業の
実施主体

⑤事業目的 ⑥事業内容

⑦活動指標（アウトプット指標） ⑧事業費①
所
属
名

№

事業概要（全体） 投入コスト（インプット）

予算額
（千円）

前年度
からの
繰越額
（千円）

決算額（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

会
計

成果（アウトカム） 評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

②事務事業名 ③期間

障
害
福
祉
企
画
課

106

障害者福
祉施設整
備費助成

H 2 ～
補助等
（交付先）

障害者支援施設等
の施設整備に係る
費用を助成し、障が
い福祉計画に基づ
く施設整備を促進
するとともに、施設
利用者の福祉の向
上を図る。

障害者支援施設
等の施設整備を行
う社会福祉法人等
に対して、施設整
備に係る費用を助
成

①施設整備審査
会への附議
②国庫補助協議
への案件提出
③補助金申請に
係る書類審査及び
立会い検査

実施 実施
一
般
206,510 35,889 94,012 0.5 0.0

①障がい福祉計
画及びニーズに即
したサービス提供
施設の整備
②緊急性の高い
整備事業の実施

①医療
型児童
発達支
援セン
ターの
創設
１件
②生活
介護事
業所の
創設
１件
③緊急
性の高
い整備
事業の
実施

①共同
生活援
助事業
所創設
１件
②大規
模修繕
（新型
コロナ
ウイル
ス感染
防止対
策整
備）
１件

①共同
生活援
助事業
所創設
１件
②生活
介護事
業所の
創設１
件
③大規
模修繕
（非常
用自家
発電設
備整
備）１
件

重症心
身障が
い者対
応生活
介護事
業所の
創設１
件

静岡市障がい者共生のまち
づくり計画の基盤整備計画に
おいて、整備が遅れている施
設及び緊急性の高い案件に
ついて整備を行う。

①医療
型児童
発達支
援セン
ターの
創設
1件
②令和
５年度
へ繰越
③放課
後等デ
イサー
ビス事
業所の
耐震化
整備
1件

①Ａ
②Ｂ
③Ａ

A

生活介護事業所の創設につ
いては、新型コロナウイルス感
染症の影響により資材の入手
が困難となり、令和５年度へ繰
越となったが、他の事業につ
いては計画どおり実施したた
め。

サービスの需要見込み、緊急性を
勘案し、優先順位を付けたうえで
計画的に整備を実施する。

障
害
福
祉
企
画
課

107

富士見エリ
ア福祉拠
点整備事
業

H29 ～
市・補助等
（直営・交
付先）

現在のニーズにお
いて不足している
児童発達支援及び
重症心身障害児者
対応の生活介護の
提供のため、富士
見エリアにおける福
祉拠点整備におい
て、民間施設整備
を推進する。

①児童発達支援
センターの創設
（障害者支援施設
等整備費補助金
活用・完了）
②重症心身障が
い者対応生活介
護事業所の創設
（障害者支援施設
等整備費補助金
活用・完了）
③共同駐車場整
備
②駐車場の運営
方法検討

児童発達支援セン
ター及び重度心身
障がい者対応生
活介護事業所の
運営状況の確認
の実施

各1回 各１回
一
般

― ― ― 0.1 0.0

①児童発達支援
センター稼働率
②重度心身障が
い者対応生活介
護事業所利用者
満足度

①96%
②80%

継続

参考
①96％
②－

継続

参考
①87％
②－

100%
（整備
進捗
率）

令和元年度に工事を完了し
たため、令和２、３年度は安
定的な運営の継続を目標値
に設定した。令和４年度以降
は、児童発達支援センターに
ついては稼働率、重度心身
障がい者対応生活介護事業
所については利用者満足度
を目標値として設定した。

①90％
②95％

A A 概ね目標値を達成したため。
市と事業者が連携しながら、利用
率の維持（向上）等により更なる安
定的運営を目指す。

障
害
福
祉
企
画
課

108

心のバリア
フリーイベ
ント

H 12 ～
市・補助等
（直営・交
付先）

障がいや障がいの
ある人についての
理解を深め、障が
いのある人の社会
参加の促進を図
る。

①障がいに対する
理解を深めるイベ
ントの実施
②障害者週間
（12/３～９）におけ
る啓発活動の実施

①実行委員会開
催
②イベント開催

①３回
②１回

①３回
②中止

一
般

1,450 ― 1,028 0.5 0.1

①イベント実施回
数
②イベント来場者
へのアンケート回
答で、共生社会へ
の理解が深まった
人の割合

①１回
②80
パーセ
ント

①例年
と開催
形式が
異なる
ため計
測不可
②97％

新型コ
ロナウ
イルス
感染症
拡大防
止のた
め中止

新型コ
ロナウ
イルス
感染症
拡大防
止のた
め中止

令和３年度策定した「障がい
者共生のまちづくり計画」を
踏まえ、コロナ禍においても
イベントを開催すること、共生
社会についての理解を深め
るイベントとすることを目標と
した。

悪天に
よりイ
ベント
中止

― ―

当日の悪天によりイベントを実
施できなかったため。なお、障
害者週間における啓発活動は
実施した。

新型コロナウイルス感染症の拡大
防止や昨年度の悪天により令和元
年から開催が見送られているが、
イベントから人が離れて社会参加
の場を失うことがないように、継続
して周知等に取り組んでいく必要
がある。

障
害
福
祉
企
画
課

109
点字講習
会事業

S 49 ～
市

（委託）

視覚障がい者を支
える点訳ボランティ
アを養成する。

初心者向けの点
字講習会を実施

点字講習会の開
催

実施 実施
一
般

192 - 191 0.1 0.0 受講者数 30人 9人 28人 28人

新型コロナによる受講者減少
の影響を排除するため、H30
（36人）～R2の３年の受講者
数の平均値を目標値として設
定した。

35人 S S 目標値を大きく上回ったため。
今後も効果的な事業周知を図り、
受講者確保に努めていく。

障
害
福
祉
企
画
課

110

アイボラン
ティア入門
講座事業

H 6 ～
市

（委託）

視覚障がい者への
理解とコミュニケー
ションを深め、視覚
障がい者を支える
人材を育成する。

視覚障がい者との
交流や点訳、音
訳、ガイドヘルプ、
パソコン点訳を通
じ視覚障がい者へ
の理解を深め、ボ
ランティアを養成

アイボランティア入
門講座の開催

実施 実施
一
般

162 - 162 0.1 0.0 受講者数 15人 15人 13人 16人

安定した受講者数の確保を
目指すため、過去３年の受講
者数の平均値を目標値として
設定した。

14人 A A
目標値にはわずかに及ばな
かったものの、予定通りに実施
できたため。

今後も効果的な事業周知を図り、
受講者確保に努めていく。



Ｒ３ Ｒ２ R1

⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容達
成
度

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

⑨人工 ⑩成果指標（アウトカム指標）

指標名
当該年度
の目標値

実績値

活動の状況（アウトプット）

指標名
当該年度
の目標値

⑪
評価

⑫評価理由
実績値

④事業の
実施主体

⑤事業目的 ⑥事業内容

⑦活動指標（アウトプット指標） ⑧事業費①
所
属
名

№

事業概要（全体） 投入コスト（インプット）

予算額
（千円）

前年度
からの
繰越額
（千円）

決算額（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

会
計

成果（アウトカム） 評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

②事務事業名 ③期間

障
害
福
祉
企
画
課

111
相談支援
事業費

H 8 ～
市

（委託）

障がいのある人等
が抱える問題につ
いて、相談に応じ必
要な情報提供・助
言等を行うことで、
自立した日常生活・
社会生活の実現を
図る。

委託による相談支
援事業の実施と相
談支援の中で顕
在化した課題の解
決に向け、障害者
自立支援協議会
において協議を実
施

①実施事業所数
②事業評価にお
ける利用者満足度

①８か所
②90％
以上

①８か所
②90.1％

一
般
111,331 - 110,072 0.5 0.0 利用者満足度

90%以
上

93.60% ― 100%

過去３年間の利用者満足度
は90％前後で推移しており、
引き続き安定して相談支援
体制を確保するため、90％以
上と設定した。

90.10% A A

プライバシーへの配慮や丁寧
な傾聴などを行うことで、目標
値の利用者満足度90％以上
を達成しているため。

目標値を常に達成するよう、事業
所と連携して取り組んでいく。

障
害
福
祉
企
画
課

112

成年後見
制度利用
支援事業

H19 ～
市

（直営）

障がい福祉サービ
スの利用等の観点
から、成年後見制
度の利用が有効と
認められる知的障
がい者に対し、成
年後見制度の利用
を支援することによ
り、権利擁護を図
る。

成年後見審判等
申立てにあたり、
申立人不在の障
がいのある人に対
し、市が申立てを
行うとともに、それ
に係る経費を支出

①市長申立
②報酬助成

①実施
②実施

９件
21件

一
般

7,072 - 3,450 0.2 0.0 市長申立件数 ３件 ６件 ５件 ２件
各区１件以上の申立てを見
込み、設定した。

９件 S S 目標値を上回ったため。
目標値を常に達成するよう、各区
障害者支援課及び事業所と連携
して取り組んでいく。

障
害
福
祉
企
画
課

113

登録手話
通訳者・要
約筆記者
派遣事業

S 49 ～
市

（直営）

聴覚障がい、また
は言語機能に障が
いがある人（聴覚障
がい者等）とその他
の者とのコミュニ
ケーションを支援す
る。

社会生活上必要
な各場面へ手話
通訳者、要約筆記
通訳者を派遣

①登録手話通訳
者・要約筆記者数
②研修会実施回
数
③関係機関との連
携

①手話：
57人
要約筆
記：19人
②２回
③実施

①手話：56
人

要約筆記：
19人
②２回
③実施

一
般

9,971 - 6,626 0.2 3.9

申請に対する派遣
件数の割合
（手話・要約筆記
派遣件数）

100%
(1,000
件)

100%
(1,363
件)

100%
(1,122
件)

100%
(998
件)

通訳申請すべてに対し派遣
するため。

100%
(1,087
件)

A A

派遣申請件数は、年度により
変動があり、主に医療分野に
おいて減少が見られたが、す
べての申請に対して派遣でき
たため。

社会生活におけるアクセシビリティ
の確保を図るため、派遣体制につ
いて関係団体と連絡調整等するこ
とで、利用者からの申請に対し、確
実に通訳者を派遣していく。

障
害
福
祉
企
画
課

114

手話奉仕
員養成研
修事業

S 49 ～
市

（直営・委
託）

聴覚障がい、また
は言語機能に障が
いがある人（聴覚障
がい者等）のコミュ
ニケーションを支援
する手話通訳者を
育成するための人
材（手話奉仕員）を
養成する。

手話通訳者を養成
するため、その基
礎となる手話奉仕
員養成講座を開催

手話奉仕員養成
講座の開催

50回（昼
の部25回
夜の部25
回）

56回
（昼の部28
回、夜の部
28回）

一
般

1,198 - 1,187 0.3 0.0 受講者数 47人 51人 57人 52人

令和４年度の受講者は全員、
令和３年度からの継続となっ
ているため、令和３年度講座
終了時点の受講者数を目標
値として設定した。

47人
（昼の
部16
人、夜
の部31
人）

A A 目標値に達したため。
今後も受講生確保のための周知
と、修了生に向けた県講座への受
講に繋げるべく働きかける。

障
害
福
祉
企
画
課
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地域活動
支援セン
ター事業費

H21 ～
補助等
（交付先）

障害のある人の日
中活動の場の確保
（自立した日常生
活、社会生活の支
援）および、事業者
の安定した運営基
盤を確保。

地域活動支援セン
ターを運営する事
業者の運営費の
補助

補助金交付審査
件数

２件 ２件
一
般
25,652 - 25,495 0.1 0.0 登録利用者数

37人
（２施
設）

35人
/37人
（２施
設）

37人
/37人
（２施
設）

35人
/37人
（２施
設）

２施設の定員数の合計値を
目標値として設定した。

32人
/37人
（２施
設）

B B
登録利用者数は目標を下回っ
たが、補助金交付事務を適正
に実施したため。

適正な運営をするよう引き続き指
導していくとともに、定員に達して
いない施設に対して利用者増に
努めるよう指導する。

障
害
福
祉
企
画
課

116

福祉ホーム
運営費補
助

H16 ～
補助等
（交付先）

住居を求めている
障がい者に低料金
で居室、他の設備
を利用させるととも
に、日常生活に必
要な便宜を供与し、
障がい者の地域生
活を支援する。

福祉ホーム運営事
業を実施する社会
福祉法人に、補助
金の交付

補助金交付審査
件数

３件 ３件
一
般

8,062 - 8,062 0.1 0.0 入居者数 21人
14人
/21人

17人
/21人

16人
/21人

補助金交付施設の合計定員
数の８割以上を目標値として
設定した。

13人 C B
入居者数は目標値を下回った
が、補助金交付事務を適正に
実施したため。

引き続き適正な運営について指導
するとともに、定員に達していない
事業所と今後の運営について協
議を行う。



Ｒ３ Ｒ２ R1

⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容達
成
度

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

⑨人工 ⑩成果指標（アウトカム指標）

指標名
当該年度
の目標値

実績値

活動の状況（アウトプット）

指標名
当該年度
の目標値

⑪
評価

⑫評価理由
実績値

④事業の
実施主体

⑤事業目的 ⑥事業内容

⑦活動指標（アウトプット指標） ⑧事業費①
所
属
名

№

事業概要（全体） 投入コスト（インプット）

予算額
（千円）

前年度
からの
繰越額
（千円）

決算額（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

会
計

成果（アウトカム） 評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

②事務事業名 ③期間

障
害
福
祉
企
画
課

117

訪問入浴
サービス事
業費

H15 ～
市

（委託）

家庭で入浴を行うこ
とが困難な身体障
がい者（児）の健康
を保つとともに、そ
の家族の身体的・
精神的な負担の軽
減を図る。

身体障がい者
（児）の自宅を訪問
し、自宅にて洗
体、洗髪、清拭等
の入浴サービスの
実施

委託料支払事務 実施 実施
一
般
56,000 - 54,393 0.4 0.1 登録利用者数 80人 75人 69人 62人

安定して事業を実施するた
め、現登録利用者数を目標
値を設定した。

83人 A A
実績値がR4年度目標値を上
回っているため。

引き続きサービスを必要としている
利用者が利用できるよう各区支援
課と協力して取り組んでいく。

障
害
福
祉
企
画
課

118

強度行動
障がい者
支援施設
サポート事
業

H28 ～
市

（直営）

強度行動障がいの
ある人を支援するた
め、地域における
指導的な役割を担
うことができる拠点
施設を整備し、行
動障がいのある人
に対する適切かつ
安定した支援と保
護者の介護負担の
軽減を図る。

①通所施設へのア
ドバイザー派遣
②入所施設へのコ
ンサル派遣
③検証会の実施

①アドバイザー及
びコンサル派遣件
数
②検証会の開催
回数

①10件
②１回

①11件
②１回

一
般

1,232 - 641 0.2 0.0
アドバイザー及び
コンサル派遣件数

10件 10件 11件 ９件
通所施設への派遣８件、入所
施設への派遣２件の実施を
見込み、計10件とする。

11件 A A
通所９件、入所２件の派遣を実
施し目標を達成したため。

通所施設サポート事業について、
実施個所数増加に向け、引き続き
対象事業所へ周知を行う。

障
害
福
祉
企
画
課

119

スポーツ教
室開催事
業

H 2 ～
市

（委託）

障がいのある人の
健康維持向上、社
会参加の促進及び
障がいや障がい者
に対する理解啓発
を図る。

スポーツ教室の開
催

①教室開催
②障がいのない人
への開催通知・参
加依頼

①開催
②実施

①開催
②実施

一
般

209 ― 253 0.1 0.1 参加者数 235人 221人 225人 160人

　「静岡市障がい者共生のま
ちづくり計画」策定時に、過
去の実績から、令和３年度か
ら令和５年度の目標値を「230
人」「235人」「240人」と設定し
た。
※静岡市障がい者共生のま
ちづくり計画：3年毎見直し

374人 S S

新型コロナウイルス感染症対
策の
ため、開催回数を増やし実施
し、目標どおりの参加者数を達
成できたため。

放デイなど団体は15人単位で複
数回を希望。また、個人も全回参
加や兄弟、家族全員での参加等
の希望があり、回数（定員）が足り
ていないため、令和５年度より開催
回数を15回に増やした。

障
害
福
祉
企
画
課

120

点字・声の
広報等発
行事業

H15 ～
市

（委託）

視覚障がいのある
方に対して、市制
度について情報提
供する。

障がい者（児）福
祉のしおりの点字
版・音声版を作成
し、希望者に配布

点字版及び音声
版（デイジーＣＤ）
の作成、送付

実施 実施
一
般

517 - 410 0.1 0.0
希望者全員に配
布

完了

完了
（点字
版：９
月、音
声版：
９月）

完了
（点字
版：10
月、音
声版：
10月）

完了
（点字
版：10
月、音
声版：
10月）

送付希望の申し出があった
希望者全員に配布する。

完了
（点字
版：９
月、音
声版：
９月）

A A
希望者に漏れなく提供できた
ため。

今後も希望者に漏れなく提供する
とともに、定点的な設置など効果
的な方法の検討をする。

障
害
福
祉
企
画
課

121

盲人ホーム
運営費補
助

S 61 ～
補助等
（交付先）

あん摩マッサージ
指圧師免許等を有
する視覚障がい者
へ技術指導を行
い、自立更生を図
る。

あん摩マッサージ
指圧師免許等を有
する視覚障がい者
を通所又は入所の
方法で必要な技術
指導を行い、技術
の向上と自立を支
援

補助金交付審査
件数

１件 1回
一
般

3,000 - 3,000 0.1 0.0 自立更生者数 2人 4人 1人 2人
過去３年の平均値を目標値と
して設定した。

1人 B B 目標値を下回ったため。
今後もホームのあり方や、多面的
な就労支援について関係機関と
検討を行う必要がある。

障
害
福
祉
企
画
課

122

要約筆記
者養成研
修事業

H 8 ～
市

（直営）

聴覚に障がいのあ
る人のコミュニケー
ションを支援する人
材（要約筆記者）を
養成する。

要約筆記を行う人
材を養成する講座
の開催（R4～県共
同）

講座開催数
R3まで36
回
R4から23
回

23回
一
般

781 - 781 0.1 0.0
受講者数

20人 1人 ３人 ４人

受講生の減少により事業の
見直しを行い、令和４年度よ
り県との共催事業となったた
め、R4～県講座の定員数を
目標値とした。

19人
（県内）

A A
目標値にはわずかに及ばな
かったものの、予定通りに実施
できたため。

R4年度から県との共同実施とし、
受講希望者への訴求力を高めると
ともに、事業実施の効率性を高め
る。

障
害
福
祉
企
画
課

123

専門性の
高い意思
疎通支援
事業

H27 ～
市

（委託）

聴覚等の障がい、
視覚・聴覚の重複
障がいをもつ者の
コミュニケーション
や移動を支援し、
障がい者の地域生
活を支援する。

　①手話通訳者②
盲ろう者向け通訳
介助者、③失語症
者向け意思疎通
支援者等専門性
の高い技術を持つ
者の養成および④
盲ろう者向け通訳
介助者の派遣

負担金支払事務
の確実な執行

実施

①69人
②26人
③15人
④1,180件

一
般

3,790 - 3,752 0.0 0.0

①受講者数
②受講者数
（補講者除く）
③受講者数
④年間派遣件数

①124
名
②19名
③17名
④
2,068
件

完了 完了 完了

新型コロナによる受講者減少
の影響を排除するため、①は
H29～R1、②はH30、R1、
R3、③はR1、R3の受講者数
の平均値、④はH30、R1、R3
の派遣件数の平均値とした。

①69人
②26人
③15人
④
1,180
件

B B
①～④の達成度の平均が
84.4％だったため

引き続き静岡県、浜松市と情報共
有を図りながら実施していく。



Ｒ３ Ｒ２ R1

⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容達
成
度

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

⑨人工 ⑩成果指標（アウトカム指標）

指標名
当該年度
の目標値

実績値

活動の状況（アウトプット）

指標名
当該年度
の目標値

⑪
評価

⑫評価理由
実績値

④事業の
実施主体

⑤事業目的 ⑥事業内容

⑦活動指標（アウトプット指標） ⑧事業費①
所
属
名

№

事業概要（全体） 投入コスト（インプット）

予算額
（千円）

前年度
からの
繰越額
（千円）

決算額（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

会
計

成果（アウトカム） 評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

②事務事業名 ③期間

障
害
福
祉
企
画
課

124

市民向け
手話講習
会

H30 ～
市

（直営）

市民を対象とした初
歩的な手話講習会
を開催し、聴覚障が
い・手話についての
理解を深める。

市民（小学生）に
対して初歩的な手
話講座を実施

講座開催 実施 実施
一
般

90 - 80 1.0 1.0 受講者数 21人
0人
（中止）

18人 16人

新型コロナによる受講者減少
の影響を排除するため、H30
（26人）、R1の受講者数の平
均値を目標値として設定し
た。

15 B B
受講者数が目標をやや下回っ
たため

共同実施している生涯学習セン
ターと協力し、一層の周知を図っ
ていく。

障
害
福
祉
企
画
課

125
発達早期
支援事業

H29 ～
市

（委託）

1歳半健診から発達
の気になる子を超
早期に発見し、アセ
スメントを行い、子
どもに応じた支援の
場につなぐ体制を
整備することで、就
学前までの切れ目
のない発達早期支
援体制を構築す
る。

１歳半健診から発
達の気になる子に
対し、遊びを中心
として小規模集団
活動を体験的に行
い、子どもの発達
を見極める、アセ
スメントの場「あそ
びのひろば」（子ど
も未来局）、「あそ
びのひろば」から
引き続き支援が必
要な子に対し、子
の特性に合わせた
支援を行う場「ぱ
すてるひろば」（保
健福祉長寿局）を
実施する。

整備か所数 ６か所 ６か所
一
般

9,241 - 8,605 0.3 0.0
「ぱすてるひろば」
の適正実施

完全実
施（６
か所）

完全実
施（６
か所）

完全実
施（６
か所）

完全実
施（６
か所）

「ぱすてるひろば」に参加した
子のアセスメントと支援を確
実に実施することを目標とし
た。

完全実
施（６
か所）

A A 目標どおり実施できたため。

関係課と連携し、支援が必要な子
が当該事業を適切に利用できるよ
う、必要実施箇所数の検証及び制
度の仕組み等を検討していく。

障
害
福
祉
企
画
課

126

「静岡市障
がい者共
生のまちづ
くり計画」進
捗管理業
務

H31 ～
市

（委託）

「静岡市障がい者
共生のまちづくり計
画 （令和３～ ５年
度 ） 」の推進のた
め、進捗管理を行
う。

計画推進のため①
計画の普及・啓
発、②長期的な課
題（福祉人材確
保、親亡き後問
題）への解決に向
けた取組を実施す
る。

①静岡市障害者
施策推進協議会
での協議
②市政出前講座
の開催
③静岡市障がい
者共生のまちづく
り計画策定等懇話
会での協議

①３回
②３回
③４回

①２回
②８回
③４回

― 0.2 0.0

①8050ハンドブッ
クの作成
②福祉大学生向
けアンケート調査
の実施

①作成
②実施

― ― ―

令和２年度に決定した当該
計画推進のために必要な方
針に基づく取組の実施を目
標として設定した。

①作成
②実施

A A

計画推進に向けた取組の１つ
として設定した8050ハンドブッ
クは、関係団体等の意見を踏
まえ、リーフレットに形式を変え
はしたが、完成に至ったため。
また、福祉人材確保に向けた
基礎資料として、アンケートも
実施できたため。

令和４年度までの計画推進状況を
踏まえ、次期計画を策定する必要
がある。

障
害
福
祉
企
画
課

127

医療的ケア
児等支援
事業

H31 ～
市

（直営）

医療的ケア児等
（重度心身障害児
者を含む）とその家
族が心身の状況に
応じた適切な支援
を受け地域におい
て安心して生活で
きる体制を整備す
る。

「静岡市医療的ケ
ア児等支援協議
会」の設置・運営

静岡市医療的ケア
児等支援協議会
の開催回数

４回 ４回
一
般

480 － 270 0.3 0.0 支援体制の検討 実施 実施 実施 ―
医療的ケア児等への支援体
制を整備するため、協議会内
で検討する必要があるため。

実施 A A 予定通り業務を実施したため。
災害時における医療的ケア児等
への支援及び看護師の配置につ
いて検討。

障
害
福
祉
企
画
課

128

障害者ス
ポーツ国際
競技大会
出場報奨
金

H23 ～
市

（直営）

障がい者スポーツ
の振興並びに障が
い及び障がい者に
対する市民の理解
の促進を図るため、
障がい者スポーツ
国際競技大会に出
場する者に対し、報
奨金を交付する。

市内に住所を有
し、障がい者ス
ポーツ国際競技大
会に出場する者に
対し、報奨金を交
付する。

①報奨金交付事
務

①実施 ①実施
一
般

153 ― 153 0.0 0.1
滞りなく事務を実
施する。

実施 実施 ― ―

国際競技大会に出場する選
手の有無について予測する
ことは困難であるため、数値
目標を設定せず、事務を実
施することとした。

実施 A A
該当者からの申請に対して報
奨金を
交付したため。

該当者に適宜報奨金を交付できる
ようにする。



Ｒ３ Ｒ２ R1

⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容達
成
度

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

⑨人工 ⑩成果指標（アウトカム指標）

指標名
当該年度
の目標値

実績値

活動の状況（アウトプット）

指標名
当該年度
の目標値

⑪
評価

⑫評価理由
実績値

④事業の
実施主体

⑤事業目的 ⑥事業内容

⑦活動指標（アウトプット指標） ⑧事業費①
所
属
名

№

事業概要（全体） 投入コスト（インプット）

予算額
（千円）

前年度
からの
繰越額
（千円）

決算額（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

会
計

成果（アウトカム） 評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

②事務事業名 ③期間

障
害
福
祉
企
画
課

129

地域生活
支援ネット
ワークコー
ディネー
ター配置業
務

H30 ～
市

（委託）

障害者の重度化・
高齢化や「親亡き
後」を見据え、入所
施設ではなく地域
で生活するための５
つ機能（相談、緊急
時の受け入れ、体
験の機会・場、専門
性、地域の体制づく
り）を整備し、障害
者の生活を地域全
体で支えるサービ
ス体制を構築する。

地域生活支援ネッ
トワークにおいて
本市が担う役割と
して、「相談」・
「サービス」の２つ
の視点を軸に、地
域全体で障がい児
者を支える体制整
備を行うための調
整役として宮前
ロッヂに「コーディ
ネーター」２名を配
置し、地域のネット
ワークづくりを促進
する。

コーディネーター
配置

２名 ２名
一
般

6,820 - 6,797 0.2 0.0

①ネットワーク会議
の開催
②地域生活支援
部会の開催
③自立支援協議
会との連携（協議
会、各区事務局会
議・連絡調整会
議、全市連絡調整
会議への参加）

①２回
②２回
③40回

①２回
②２回
③40回

①２回
②２回
③40回

①１回
②２回
③40回

令和３年度の実施状況を目
安に設定した。

①２回
②２回
③40回

①A
②A
③A

A

ネットワーク会議及び地域生
活支援部会の開催並びに自
立支援協議会との連携を目標
通り実施したことにより、各機
関とまいむまいむ相互の現状
把握と課題検討ができたた
め。

主に緊急時に支援が見込めない
世帯の把握や緊急時に短期入所
サービスを利用しやすくするため
の仕組み作りについて、障害福祉
サービス事業所連絡会、地域生活
支援部会、自立支援協議会等を
活用し引き続き検討を行っていく。

障
害
福
祉
企
画
課

130

授産品開
発・改良ア
ドバイザー
派遣事業

Ｒ 3 ～
市

（直営）

就労継続支援事業
所が製作する授産
製品の魅力を高
め、販売促進に繋
げ、工賃の向上を
図る。

就労継続支援事
業所に専門家をア
ドバイザーとして派
遣し、授産製品の
改良や、新商品の
開発を行う。

アドバイザーの派
遣

実施 実施
一
般

384 - 264 0.0
アドバイザー派遣
の事業所数

２事業
所

２事業
所

― ―
令和３年度に派遣した事業
所数を目標として設定した。

２事業
所

A A
目標である２事業所にアドバイ
ザー派遣を行い、新規商品を
完成させることができたため。

事業の成果（工賃向上等）につい
て実施事業所へ確認し、事業の効
果検証する必要がある。
成果報告の周知による効果が充
分に見られない。周知の場を拡
大、周知方法の検討を行い、次年
度の応募につなげることが必要。

障
害
福
祉
企
画
課

131
就フェス開
催事業

H30 ～
市

（直営）

市内企業に向け、
障害者雇用の理解
促進を図る。

関係機関、関係団
体と連携し、市内
企業向けに就フェ
スを開催する。

就フェスの開催 １回 １回
一
般

80 - 61 0.0

就フェス参加企業
において今後の障
害者雇用に対する
理解促進に繋がっ
たとする回答の割
合

71% - 75% 67%
アンケートをとった過去２年間
の平均とした。

78% A A

企業が障がい者へ企業説明
し、参加者からの質疑応答に
対応するよう開催方法の見直
しを行ったことで、企業側が求
める人材について参加者が理
解を深め、一般就労を促進す
るための情報交換会を行うこと
で、相互に障害者雇用の理解
促進を図ることができたため。

コロナ禍の影響により、開催方法
を２部制としたが、今後の状況に
応じて開催方法や会場等につい
て、さらなる見直しを行う必要があ
る。また、参加者向けのアンケート
の回収率が低いため、アンケート
の実施方法の見直しを行う必要が
ある。

障
害
福
祉
企
画
課

132

医療的ケア
児等コー
ディネー
ター配置事
業

Ｒ 3 ～
市

（直営・委
託）

医療的ケア児等
（重度心身障害児
者を含む）とその家
族が心身の状況に
応じた適切な支援
を受け地域におい
て安心して生活す
るためのコーディ
ネーターを配置す
る。

①個別相談
②普及・啓発、研
修

医療的ケア児等
コーディネーター
配置

２名 ２名
一
般
13,103 － 13,007 0.0

①研修会の開催
②医療的ケア児等
支援協議会４回開
催

①９回
以上
②４回

①９回
②４回

― ―

①保育教育機関：各区２回、
他職種連携：１回、障害福祉
サービス：１回、加算型医療
的ケア児等コーディネー
ター：１回

①18回
②４回

①S
②A

S

医療的ケアへの理解やコー
ディネーターとの連携に関す
る研修を障害福祉サービス事
業所中心に手厚く実施し、活
動を協議会にて報告できてい
るため。

適切なコーディネーターの配置に
ついての検討や、地域の医療的ケ
ア児等コーディネーターへ個別支
援・引継ぎ・フォローを行い、地域
との連携を強化する。

障
害
福
祉
企
画
課

133

障害者福
祉施設等
光熱費等
負担軽減
事業費助
成

Ｒ 4 ～Ｒ 4
補助等
（交付先）

障害福祉サービス
等事業所の安定的
な運営及び障害福
祉サービスの質の
維持・確保を支援
する。

物価高騰の影響を
受けている障害福
祉サービス事業所
等に対し、障害福
祉サービス等の安
定的な供給のため
の財政支援

支援金交付申請
受付、検査、交付

実施 実施
一
般
101,200 － 43,806 0.3 0.0

交付対象者への
交付率

100% ― ― ―

速やかに事業運営の支援を
受けられるよう、迅速かつ的
確に交付することが目的であ
ることから交付対象者への交
付率を目標とした。

90% A A

交付対象者への交付を概ね
実施することができたため。
（全対象者へ申請意思の確認
を実施）

物価高騰の影響は継続しており、
令和６年度の基準改定まで給付費
の増額は予定されていないため、
令和５年度についても支援を検討
する必要がある。
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⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容達
成
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直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

⑨人工 ⑩成果指標（アウトカム指標）

指標名
当該年度
の目標値

実績値
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指標名
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⑪
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⑤事業目的 ⑥事業内容
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所
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名

№
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職
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障
害
者
支
援
推
進
課

134

障害支援
区分認定
等審査会

H18 ～
市

（直営）

障害福祉サービス
の必要性を明らか
にするために障害
者に必要とされる標
準的な支援の度合
を示す「障害支援
区分」の判定等を
中立・公正な立場
で専門的な観点か
ら行う。

障害支援区分認
定等に係る審議

①早期資料送付
②審査会開催

①実施
②41回

①実施
②53回

一
般

5,400 ― 4,860 0.4 0.0

二次判定における
①上位区分変更
率
②下位区分変更
率

①
5.2％
②
0.4％

①
1.3％
②0％

①
1.2％
②0％

①
2.54％
②0％

認定における市町村格差を
できるだけ少なくすることが、
障がい支援区分認定の目的
の一つであるため、昨年度の
全国平均値を目標値とした。

①1.0%
②0％

①S
②S

S

概ね、コンピューターによる一
次判定どおりに最終的な区分
認定がされ、変更率が最少減
に抑えられ、期待を大きく上回
る成果をあげることができたた
め。

審査会委員が十分な確認時間を
とれ、正確な区分認定ができるよう
に、今後も精度の高い資料の早期
送付に努める。

障
害
者
支
援
推
進
課

135

心身障害
者扶養共
済制度施
行事務

S 45 ～
市

（直営）

心身障がい者の生
活安定の一助と福
祉の増進に資する
とともに、心身障が
い者の将来に対
し、保護者が抱く不
安の軽減を図る。

心身障がい者を扶
養する保護者が毎
月掛金を支払うこ
とで、保護者が死
亡した場合等に障
がい者へ終身一
定の年金を支給す
る任意加入制度

①新規申請事務
②年金支給事務

①実施
②実施

①実施
②実施

一
般
119,708 ― 116,024 0.2 0.2

①新規申請
②年金受給者数

都度
①３件
②271
件

①３件
②267
件

①３件
②265
件

制度の利用を希望する心身
障がい者の保護者（扶養者）
を対象とする事業であり、成
果指標を設定することは困難
であるため、数値目標の設定
はしない。

①3件
②265
件

A A
適正に事務を実施することが
できたため。

今後も、納付が困難な加入者に対
して、掛金の減免制度の案内や脱
退一時金の支給等について説明
を行い、制度の継続利用を促す。

障
害
者
支
援
推
進
課

136

緊急通報
システム整
備事業（重
度障害者
在宅安心
システム事
業）

H 15 ～
市

（直営）

緊急の事態が発生
したときに自ら速や
かな対応を行うこと
が困難である人の
救済と、在宅生活
における不安軽減
を図る。

対象者の自宅に
緊急通報・火災異
常通報・ガス漏れ
異常通報の設備を
設置し、緊急事態
の把握と速やかな
対応を行う。

委託契約業務の
支払手続

実施 実施
一
般

560 ― 383 0.1 0.0

①委託契約業務
の実施。
②契約業者への
委託契約料の支
払い

都度 10件 14件 12件

当事業は、利用者が安心し
て暮らすことができるよう、緊
急事態に対応できる体制を
作ることを目的としており、成
果指標を設定することは困難
であるため、数値目標の設定
はしない。

８件 A A
適正に業務を完了することが
できたため。

今後も、現利用者の通報が救命に
つながるよう適切な対応に努めると
ともに、潜在的な利用希望者の意
向に答えるため、制度の周知を図
る。

障
害
者
支
援
推
進
課

137

重症心身
障がい児
（者）ライフ
サポート事
業

H25 ～
補助等
（交付先）

本市に在住する重
症心身障がい児
（者）の方の在宅生
活での安全・安心
の確保、介護者（家
族等）の負担軽減
に繋げる。

既存の通所施設
等を活用し、宿泊
または日帰りショー
トステイを実施した
事業所に対し補助
金を交付する。

集団指導等での
新規事業所参入
の働きかけ

実施 実施
一
般

1,294 ― 173 0.2 0.2
当該事業実施事
業所数

３事業
所

３事業
所

３事業
所

４事業
所

過去３年間の実績の平均値
を目標とする。

２事業
所

B B

新型コロナウイルス感染症の
影響により、利用事業所数は
目標に届かなかったが、その
影響を除いた場合、適正に助
成事務を実施することができた
ため。

今後も、新規参入事業所の開拓に
向け、働きかけを行うとともに、利
用希望者に対し、制度の周知を図
る。

障
害
者
支
援
推
進
課

138

自動車運
転免許取
得費等助
成事業

H15 ～
市

（直営）

身体障がい者の自
立更生、社会参加
を図る。

運転免許取得費
及び自動車改造
にかかる費用の一
部を助成

①運転免許取得
費用の適正な支
給
②自動車改造費
用の適正な支給

①実施
②実施

①実施
②実施

一
般

800 ― 900 0.1 0.0

①運転免許取得
費用支給件数
②自動車改造費
用支給件数

都度
①２件
②６件

①２件
②８件

①１件
②７件

本事業は、助成金の支給に
より、障がいを有する者の自
立更生、社会参加を図ること
を目的としており、受給者
個々の自立更生、社会参加
の達成について成果指標を
設定することは困難であるた
め、数値目標の設定はしな
い。

①１件
②８件

A Ａ
助成金を必要とする方に、適
切に補助金の交付ができたた
め。

今後も、身体障がい者の自立更生
を図るため、適切に補助金を交付
していく。

障
害
者
支
援
推
進
課

139

福祉トータ
ルシステム
維持管理
事業

H26 ～
市

（委託）

移動支援利用費・
日中一時支援費の
助成業務を円滑に
行うため。

紙媒体で提出され
る移動支援・日中
一時支援の請求
内容を審査し、利
用費等明細書をコ
ンピュータ処理用
に電子化するため
のデータパンチ作
業を委託

①個人情報の適
切な管理
②年間計画に基
づく審査・委託事
務の実施

①実施
②実施

①実施
②実施

一
般

657 ― 411 0.2 0.2 審査・委託件数 都度
8,050
件

7,747
件

10,345
件

本事業は、サービス提供事
業者から請求があった場合
に内容の審査、明細書の
データ化を行うこが求められ
ており、成果指標を設定する
ことは困難であるため、数値
目標の設定はしない。

7,943
件

A A
適正に事務を実施することが
できたため。

今後も、適切な費用助成に努め
る。
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⑦活動指標（アウトプット指標） ⑧事業費①
所
属
名

№

事業概要（全体） 投入コスト（インプット）

予算額
（千円）

前年度
からの
繰越額
（千円）

決算額（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

会
計

成果（アウトカム） 評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

②事務事業名 ③期間

障
害
者
支
援
推
進
課

140

軽度・中等
度難聴児
補聴器購
入費助成
事業

H25 ～
市

（直営）

聴覚に軽度又は中
等度の障がいを有
する児童の言語の
習得及びコミュニ
ケーション能力の向
上を図り、もって難
聴児の健全な育成
を支援する。

身体障害者手帳
の交付対象となら
ない18歳未満の難
聴児に対し、補聴
器購入費用の一
部を助成

①制度の周知
②補聴器購入費
用の適正な支払い

①実施
②実施

①実施
②実施

一
般

900 ― 627 0.1 0.0 支給件数 都度 12件 27件 13件

本事業は、助成金の支給に
より、難聴児の健全な育成を
支援することを目的としてお
り、受給者個々の健全な育成
について成果指標を設定す
ることは困難であるため、数
値目標の設定はしない。

18件 A A
適正に事務を実施することが
できたため。

今後も、補助事業の適正な実施に
努める。

障
害
者
支
援
推
進
課

141

ロボット等
導入支援
事業費補
助事業

Ｒ 2 ～
補助等
（交付先）

障害福祉の現場に
おけるロボット技術
の活用により、新型
コロナウイルス感染
症の感染拡大防止
や介護業務の負担
軽減等を図る。

障害者支援施設
及び共同生活援
助事業所における
ロボット等の導入
に要する経費に対
して助成を行う。

①制度の周知
②補助金の適正
な交付

①実施
②実施

①実施
②実施

一
般

― 1,717 1,716 0.1 0.0 導入事業所数 都度
６事業
所

３事業
所

―

感染防止や介護事務軽減を
図るため、申請のあった事業
所に対して助成する事業で
あり、個々の事業所の状況に
ついて成果指標を設定する
ことは困難であるため、数値
目標は設定しない。

２事業
所

Ａ Ａ
要望のあった全ての事業所に
対して、補助事業を適正に実
施することができたため。

今後も、補助事業の適正な実施に
努める。

障
害
者
支
援
推
進
課

142

障害福祉
サービス継
続支援事
業費補助
事業

Ｒ 2 ～
補助等
（交付先）

新型コロナウイルス
感染症の感染者等
が発生した障害福
祉サービス事業所
等において、障害
福祉サービス等を
継続して提供する
取組を支援する。

障害福祉サービス
事業所等が、障害
福祉サービスを継
続して提供するた
めに必要な経費に
対して助成を行う。

①制度の周知
②補助金の適正
な交付

①実施
②実施

①実施
②実施

一
般
23,100 ― 18,950 0.1 0.0 実施事業所数 都度

20事業
所

４事業
所

―

新型コロナウイルス感染症拡
大の影響を受けている中、障
がい福祉サービスを継続して
提供する際に要した経費に
対して助成する事業であり、
個々の事業所の状況につい
て目標値を設定することが困
難であるため、数値目標の設
定はしない。

24事業
所

Ａ Ａ
要望のあった全ての事業所に
対して、補助事業を適正に実
施することができたため。

今後も、補助事業の適正な実施に
努める。

障
害
者
支
援
推
進
課

143

ICT導入モ
デル事業
費補助事
業

Ｒ 2 ～
補助等
（交付先）

ICT機器の活用に
より新型コロナウイ
ルス感染症の拡大
を防止し、併せて生
産性向上の取り組
みを促進することに
より、安全・安心な
障害福祉サービス
の提供等を推進す
る。

障害福祉サービス
等事業所における
ICT導入に要する
経費に対して助成
を行う。

①制度の周知
②補助金の適正
な交付

①実施
②実施

①実施
②実施

一
般

― 6,583 5,739 0.1 0.0 導入事業所数 都度
32事業
所

２事業
所

―

ICT機器の活用により生産性
向上図るため、申請のあった
事業所に対して助成する事
業であり、個々の事業所の状
況について成果指標を設定
することは困難であるため、
数値目標は設定しない。

10事業
所

Ａ Ａ
要望のあった全ての事業所に
対して、補助事業を適正に実
施することができたため。

今後も、補助事業の適正な実施に
努める。

障
害
者
支
援
推
進
課

144

生産活動
拡大支援
事業費補
助事業

Ｒ 4 ～
補助等
（交付先）

新型コロナウイルス
感染症の影響によ
り生産活動が停滞
している就労継続
支援事業所が、新
たな生産活動への
転換等、生産活動
を拡大する事業の
実施を支援し、その
利用者の賃金及び
工賃の確保を図
る。

就労継続支援事
業所が実施する新
たな生産活動への
転換等、生産活動
を拡大する事業に
要する経費に対し
て助成を行う。

①制度の周知
②補助金の適正
な交付

①実施
②実施

①実施
②実施

一
般

― 4,200 1,666 0.1 0.0 実施事業所数 都度 ― ― ―

生産活動の拡大を支援する
ため、申請のあった事業所に
対して助成する事業であり、
個々の事業所の状況につい
て成果指標を設定することは
困難であるため、数値目標は
設定しない。

６事業
所

Ａ Ａ
要望のあった全ての事業所に
対して、補助事業を適正に実
施することができたため。

今後も、補助事業の適正な実施に
努める。

障
害
者
支
援
推
進
課

145

身体障害
者住宅相
談事業

H15 ～
市

（委託）

身体障がい者が、
自立し安心して暮ら
しやすい生活がで
きることを目的とす
る。

身体障がい者が安
心して暮らすことが
できるよう、住宅改
造に関する相談支
援を実施

相談受付事務 実施 実施
一
般

1,711 ― 1,694 0.1 0.0 相談件数 都度 57件 43件 49件

本事業は、身体障がい者が
安心して暮らすことができるよ
う、住宅改造について相談で
きる体制を作ることを目的とし
ており、成果指標を設定する
ことは困難であるため、数値
目標の設定はしない。

111件 A A
相談を希望する方に対して、
住宅改造に関する適切な相談
支援対応ができたため。

今後も、委託先の静岡市社会福祉
協議会と連携し、住宅改造につい
て相談しやすい環境をつくる。



Ｒ３ Ｒ２ R1

⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容達
成
度

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

⑨人工 ⑩成果指標（アウトカム指標）

指標名
当該年度
の目標値

実績値

活動の状況（アウトプット）

指標名
当該年度
の目標値

⑪
評価

⑫評価理由
実績値

④事業の
実施主体

⑤事業目的 ⑥事業内容

⑦活動指標（アウトプット指標） ⑧事業費①
所
属
名

№

事業概要（全体） 投入コスト（インプット）

予算額
（千円）

前年度
からの
繰越額
（千円）

決算額（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

会
計

成果（アウトカム） 評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

②事務事業名 ③期間

障
害
者
支
援
推
進
課

146

特別児童
扶養手当
支給事務

S 39 ～
市

（直営）

精神又は身体に障
がいを有する児童
を監護している者に
対して、手当を支給
することにより、障が
い児の福祉の増進
を図ることを目的と
する。障がいの程
度に応じて重度の
ものから１級、２級と
なる。

障がいおよび所得
の認定審査、資格
の管理を行い、該
当する者に対し手
当を支給
○１級　月額
52,400円
○２級　月額
34,900円

①認定、審査、通
知事務
②手当支給事務

①実施
②実施

①実施
②実施

一
般

2,567 ― 2,338 0.5 0.6 支給件数 都度
1,246
件

1,191
件

1,118
件

本手当は、手当の支給によ
り、障がいを有する児童の福
祉の増進を図ることを目的と
しており、受給者個々の福祉
の増進の達成について成果
目標を設定することは困難で
あるため、数値目標は設定し
ない。

1,298
件

A A
公平に滞りなく確実に事務処
理を行ったため。

今後も、滞りなく事務処理を行う。

障
害
者
支
援
推
進
課

147

特別障害
者手当等
支給事業

S 61 ～
市

（直営）

精神又は身体に重
度の障がいを有す
る者又は児童につ
いて、手当を支給
することにより、生
活の向上と福祉の
増進を図ることを目
的とする。

各種手当の障害
および所得の認定
審査、資格の管理
を行い、手当を支
給
○特別障害者手
当　月額27,300円
○障害児福祉手
当　月額14,850円
○経過的福祉手
当　月額14,850円

①認定、審査、通
知事務
②手当支給事務

①実施
②実施

①実施
②実施

一
般
377,214 ― 371,024 0.6 0.8 支給件数 都度

1,278
件

1,287
件

1,262
件

本手当は、手当の支給によ
り、障がいを有する者又は児
童の福祉の増進を図ることを
目的としており、受給者個々
の福祉の増進の達成につい
て成果指標を設定することは
困難であるため、数値目標の
設定はしない。

1,283
件

A A
公平に滞りなく確実に事務処
理を行ったため。

今後も、滞りなく事務処理を行う。

障
害
者
支
援
推
進
課

148

重度障害
児扶養手
当支給事
業

H15 ～
市

（直営）

精神又は身体に重
度の障がいを有す
る児童について、
手当を支給すること
により、これらの児
童の生活の向上と
福祉の増進を図る
ことを目的とする。

20歳未満の在宅
の重度障がいのあ
る児の保護者に対
して手当を支給
○月額3,000円
○月額5,000円（特
別児童扶養手当
が所得制限により
支給停止の場合）

①認定、審査、通
知事務
②状況に応じた額
改定と手当支給事
務

①実施
②実施

①実施
②実施

一
般
29,100 ― 28,043 0.2 0.8 支給件数 都度 684件 714件 716件

本手当は、手当の支給によ
り、障がいを有する児童の福
祉の増進を図ることを目的と
しており、受給者個々の福祉
の増進の達成について成果
指標を設定することは困難で
あるため、数値目標の設定は
しない。

689件 A A
公平に滞りなく確実に事務処
理を行ったため。

今後も、滞りなく事務処理を行う。

障
害
者
支
援
推
進
課

149

重度心身
障害者医
療費助成
事業

S 48 ～
市

（直営）

重度障がい者の医
療費の負担を軽減
することを目的とす
る。

疾病等により医療
機関で治療した場
合に、医療費保険
診療にかかる自己
負担額及び訪問
看護基本料を助成
する。

医療費の審査支
払事務

実施 実施
一
般
1,249,156 ― 1,170,267 1.2 2.0 助成件数 都度

134,10
0件

134,01
7件

148,15
4件

本事業は、医療費の助成に
より、障がいを有する者の医
療費負担等の軽減を図ること
を目的としており、受給者
個々の医療費軽減の達成に
ついて成果指標を設定する
ことは困難であるため、数値
目標の設定はしない。

132,74
5件

A A
助成金支払事務を確実に執
行し、滞りなく支払いを行った
ため。

今後も、重度心身障害者医療費
助成金の適正な支給に努める。

障
害
者
支
援
推
進
課

150

障害者タク
シー料金
助成事業

H15 ～
市

（直営）

重度障がい者の生
活圏の拡大及び社
会参加の促進を図
り、障がい者福祉の
増進に寄与する。

タクシー利用料金
の一部を助成
〇普通タクシー券
24枚（１枚550円）
〇車いす用タク
シー券48枚（１枚
500円）

①交付申請があっ
た助成対象者へ
のタクシー券の交
付事務
②利用されたタク
シー券に係る扶助
費の支払事務

①実施
②実施

①実施
②実施

一
般
25,140 ― 21,769 0.1 0.2

①タクシー券交付
者数
②扶助費の支払
い件数

①都度
②都度

①
3,664
人
②
38,244
件

①
3,553
人
②
39,338
件

①
3,358
人
②
44,843
件

当事業においては、助成対
象者から交付申請があった
場合に速やかにタクシー券を
交付することと利用者が使用
したタクシー券に係る扶助費
を遅滞なく支払うことが求めら
れており、成果指標を設定す
ることは困難であるため、数
値目標の設定はしない。

①
3,644
人
②
38,244
件

A A
公平に滞りなく確実に事務処
理を行ったため。

今後も、滞りなく事務処理を行う。



Ｒ３ Ｒ２ R1

⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容達
成
度

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

⑨人工 ⑩成果指標（アウトカム指標）

指標名
当該年度
の目標値

実績値

活動の状況（アウトプット）

指標名
当該年度
の目標値

⑪
評価

⑫評価理由
実績値

④事業の
実施主体

⑤事業目的 ⑥事業内容

⑦活動指標（アウトプット指標） ⑧事業費①
所
属
名

№

事業概要（全体） 投入コスト（インプット）

予算額
（千円）

前年度
からの
繰越額
（千円）

決算額（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

会
計

成果（アウトカム） 評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

②事務事業名 ③期間

障
害
者
支
援
推
進
課

151

福祉電話
利用料金
助成事業

H15 ～
市

（直営）

障がい者の生活圏
の拡大及び社会参
加の促進を図る。

福祉電話を無料で
貸与し、基本使用
料を助成する。

対象者の確認及
び支払事務

実施 実施
一
般

148 ― 148 0.1 0.0 助成件数 都度 ７件 ７件 ７件

福祉電話利用者に対し、遅
滞なく利用料を助成すること
が求められており、成果指標
を設定することは困難である
ため、数値目標の設定はしな
い。

７件 A Ａ
適正に事務を実施することが
できたため。

今後も、福祉電話助成金の適正な
給付に努める。

障
害
者
支
援
推
進
課

152

重度身体
障害者住
宅改造費
補助事業

H15 ～
市

（直営）

身体障がい者が、
自立して安心して
暮らしやすい生活
ができることを図る。

身体障がい者の住
宅改造について補
助金を交付するこ
とにより、身体障が
い者が住み慣れた
住宅で安心して健
やかな生活ができ
るようにする。

補助金の審査・決
定・交付事務

実施 実施
一
般

2,000 ― 1,507 0.1 0.0 補助金交付件数 都度 ２件 ２件 ０件

本事業は、住み慣れた住宅
で継続して生活できるように
住宅改造するための補助金
を交付する事業であり、達成
について成果指標を設定す
ることは困難であるため、数
値目標の設定はしない。

２件 A A
申請者に対し、適切な補助金
を交付することができたため。

今後も、適切に補助金を交付す
る。

障
害
者
支
援
推
進
課

153

外国人障
害者福祉
金支給事
業

H15 ～
市

（直営）

国籍要件があった
ため、無年金状態
におかれている外
国人障がい者に対
し、障害福祉基礎
年金等に代わる経
済的援助を目的と
し、手当金を支給
する。

〇月額27,000円
〇３，７，11月の25
日に４か月分を対
象者に給付

①認定、審査、通
知事務
②手当支給事務

①実施
②実施

①申請なし
②該当なし

一
般

324 ― 0 0.0 0.0 支給件数 都度 ０件 ０件 ０件

本手当は、手当の支給によ
り、障がいを有する者の福祉
の増進を図ることを目的とし
ており、受給者個々の福祉の
増進の達成について成果指
標を設定することは困難であ
るため、数値目標の設定はし
ない。

０件 ‐ ‐
市外からの転入者に対象はい
なかったため事務処理なし。

対象となる外国人が他自治体から
転入してくる場合があるため、今後
も予算措置をする。

障
害
者
支
援
推
進
課

154

重度障害
者紙おむ
つ支給事
業

H15 ～
市

（直営）

障がい者児の経済
的な負担を軽減す
ることによって、障
がい者等の衛生管
理及び自立を図
る。

紙おむつ券を交付
し、経済的負担を
軽減
〇交付枚数：対象
者１人１年度につ
き120枚を限度

①交付申請があっ
た助成対象者へ
の紙おむつ券の
交付事務
②利用された紙お
むつ券に係る扶助
費の支払事務

①実施
②実施

①実施
②実施

一
般

7,132 ― 6,866 0.1 0.2

①紙おむつ券交
付者数
②扶助費の支払
い件数

①都度
②都度

①307
人
②
30,344
件

①300
人
②
30,102
件

①290
人
②
28,186
件

当事業においては、助成対
象者から交付申請があった
場合に速やかに紙おむつ券
を交付することと利用者が使
用した紙おむつ券に係る扶
助費を遅滞なく支払うことが
求められており、成果指標を
設定することは困難であるた
め、数値目標の設定はしな
い。

①343
人
②
32,700
件

A A
申請者に対して滞りなく事務
処理を行ったため。

今後も、滞りなく事務処理を行う。

障
害
者
支
援
推
進
課

155

自立支援
給付費支
給事業

H18 ～
市

（直営）

障害福祉サービス
の利用を通じ、障害
のある方が自立し
た日常生活や社会
生活を営むことがで
きるよう支援する。

障害者総合支援
法に基づく、身体
障害者・知的障害
者の自立支援給
付費の支給

自立支援給付費
支給事務の実施

実施 実施
一
般

11,308,595 ― 11,229,426 0.8 1.2

サービス提供事業
者からの請求に対
する適正な審査支
払処理の実施率

100% 100% 100% 100%

毎月のサービス提供事業所
からの請求について、正確に
処理する必要があることから
実施率100％を目標値とし
た。

100% A A
適正に事務を実施することが
できたため。

今後も、国民健康保険団体連合
会との連携を図り、遅滞なく適正な
審査支払を行う。

障
害
者
支
援
推
進
課

156

給付費審
査支援ソフ
ト維持管理
事業

H29 ～
市

（直営）

市が実施する国民
健康保険団体連合
会より送信される請
求内容の審査事務
の軽減を図る。

請求内容の審査を
行うための審査補
助ソフトの借入

審査補助ソフトの
管理の実施

実施 実施
一
般

1,980 ― 1,980 0.8 1.2
ソフトの不具合に
よる、審査誤りの
件数

０件 ０件 ０件 ０件

適正な事務の実施のため、１
件でも誤りがあると支障をきた
すことから目標値を設定し
た。

０件 A A
不具合がなく、適正な審査が
できたため。

今後も、ソフト提供業者と連携を図
り、適正な審査を行う。



Ｒ３ Ｒ２ R1

⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容達
成
度

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

⑨人工 ⑩成果指標（アウトカム指標）

指標名
当該年度
の目標値

実績値

活動の状況（アウトプット）

指標名
当該年度
の目標値

⑪
評価

⑫評価理由
実績値

④事業の
実施主体

⑤事業目的 ⑥事業内容

⑦活動指標（アウトプット指標） ⑧事業費①
所
属
名

№

事業概要（全体） 投入コスト（インプット）

予算額
（千円）

前年度
からの
繰越額
（千円）

決算額（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

会
計

成果（アウトカム） 評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

②事務事業名 ③期間

障
害
者
支
援
推
進
課

157

自立支援
医療費給
付費支給
事業
（更生医
療）

H 18 ～
市

（直営）

心身の障害を除
去・軽減するための
医療費について、
自己負担額を軽減
する。

受給者が、対象と
なる医療を指定自
立支援医療機関
で受診した場合の
医療費について給
付する。

①医療費の審査
支払事務
②福祉行政報告
例の作成、提出

①実施
②国１件
　県１件

①実施
②国１件
　県１件

一
般
801,673 ― 736,706 0.2 0.0 助成件数 都度

6,809
件

6,934
件

6,686
件

本事業は、医療費の助成に
より、障がいを有する者の医
療費負担等の軽減を図ること
を目的としており、受給者
個々の医療費軽減の達成に
ついて成果指標を設定する
ことは困難であるため、数値
目標の設定はしない。

6,779
件

A Ａ
適正に事務を実施することが
できたため。

今後も、公費の適正な支給を図る
ため、レセプト点検業務を行う。

障
害
者
支
援
推
進
課

158

自立支援
医療費給
付費支給
事業
（療養介護
医療費）

H 18 ～
市

（直営）

療養介護受給者の
医療費部分を助成
することで、受給者
の負担軽減を図
る。

療養介護の支給
決定を受けた障害
者が、療養介護事
業所より受けた医
療行為について、
療養介護医療費を
給付する。

医療費の審査支
払事務

実施 実施
一
般
104,762 ― 99,081 0.1 0.0 助成件数 都度

1,337
件

1,302
件

1,279
件

本事業は、医療費の助成に
より、障がいを有する者の医
療費負担等の軽減を図ること
を目的としており、受給者
個々の医療費軽減の達成に
ついて成果指標を設定する
ことは困難であるため、数値
目標の設定はしない。

1,362
件

A Ａ
適正に事務を実施することが
できたため。

今後も、公費の適正な支給を図る
ため、レセプト点検業務を行う。

障
害
者
支
援
推
進
課

159

補装具給
付費支給
事業

S 25 ～
市

（直営）

身体障害児者に必
要な車椅子、義足
等の補装具費を支
給することにより、そ
の更生を援助す
る。

身体障害者の失
われた機能を補
い、日常生活を円
滑にするため、障
害に適した用具の
購入、又は修理の
費用を助成する。

補装具の適正な
支給事務

実施 実施
一
般
85,368 ― 85,354 0.8 0.2 交付件数 都度 803件 774件 804件

当事業においては、助成対
象者から助成申請があった
場合に支給を行うものであ
り、当事業の実施により交付
件数の増減を左右できるもの
ではないため、数値目標の設
定はしない。

746件 A A
適正に支給事務を実施するこ
とができたため。

今後も、助成対象者からの請求が
あった際、遺漏ない支払い事務に
努める。

障
害
者
支
援
推
進
課

160

障がい福
祉施設等
指定・指導
事業

H24 ～
市

（直営）

障害福祉サービス
事業所等に対し、
制度改正や順守す
べき法令等を説明
し、サービスの質の
向上を図る。

障害福祉サービス
事業所等に対する
制度説明会及び
指導会の開催

①説明会開催
②指導会開催

①１回
②１回

①１回
②１回

一
般

117 ― 0 3.0 0.0
①説明会参加率
②指導会参加率

①90％
②90％

①90％
②90％

①
84.4%
②
84.4%

①100%
②100%

障がい福祉サービス事業所
等のサービスの質の向上を
図るため、事業所参加率
90％以上の確保を目標値と
する。

①90％
②90％

A A

目標どおりの参加率を達成す
ることができたため。

※説明会及び指導会の参加
率は、出席者アンケートにより
集計した。

新型コロナウイルスの感染状況を
踏まえ、会場開催とするかオンライ
ン開催とするか開催方法を検討す
る。

障
害
者
支
援
推
進
課

161

障害福祉
サービス事
業者等管
理システム
保守業務

Ｒ 2 ～
市

（委託）

障害福祉サービス
事業所、障害児施
設等の事業者情報
を適切に管理する
とともに、自立支援
給付の適正化を図
る。

障害者と障害児の
２種類の事業者管
理システムの保守
業務について、委
託。

委託業務の適正
な実施

実施 実施
一
般

429 ― 429 0.2 0.0

システムの不具合
による、国保連へ
のデータ伝送エ
ラー件数

０件 ０件 ０件 ―

自立支援給付費等に係る一
次審査及び支払業務の委託
先である静岡県国民健康保
険連合会への事業者台帳
データ伝送において、システ
ムの不具合によるエラーが１
件でも発生した場合、適正な
審査及び支払が困難となり、
サービス提供事業者の円滑
な運営に支障をきたすため。

０件 A A
システムの不具合が発生する
ことなく、適正な審査及び支払
ができたため。

今後も、委託先事業者と連携を図
り、適正な保守を実施していく。

障
害
者
支
援
推
進
課

162

日常生活
用具給付
等事業

H18 ～
市

（直営）

障がいのある人に
各種生活用具費を
助成し、円滑な日
常生活を促進す
る。

障がいの種類と程
度に応じて各種の
生活用具の費用を
助成

日常生活用具の
適正な支給事務

実施 実施
一
般
211,236 ― 205,686 0.5 0.5 交付件数 都度

8,580
件

9,330
件

8,550
件

当事業においては、助成対
象者から助成申請があった
場合に支給を行うものであ
り、当事業の実施により交付
件数の増減を左右できるもの
ではないため、数値目標の設
定はしない。

9,113
件

A A
適正に支給事務を実施するこ
とができたため。

今後も助成対象者からの請求が
あった際、遺漏ない支払い事務に
努める。



Ｒ３ Ｒ２ R1

⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容達
成
度

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

⑨人工 ⑩成果指標（アウトカム指標）

指標名
当該年度
の目標値

実績値

活動の状況（アウトプット）

指標名
当該年度
の目標値

⑪
評価

⑫評価理由
実績値

④事業の
実施主体

⑤事業目的 ⑥事業内容

⑦活動指標（アウトプット指標） ⑧事業費①
所
属
名

№

事業概要（全体） 投入コスト（インプット）

予算額
（千円）

前年度
からの
繰越額
（千円）

決算額（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

会
計

成果（アウトカム） 評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

②事務事業名 ③期間

障
害
者
支
援
推
進
課

163
移動支援
事業

H18 ～
市

（直営）

障がい者等が自立
した日常生活又は
社会生活を営むた
めに屋外等の移動
が困難な障がい者
等に対して移動支
援の利用に要する
費用の一部を助成
する。

社会生活上必要
不可欠な外出又
は余暇活動のため
の一連の支援（外
出準備、食事、排
せつ介助、代筆、
代読等)の実施

新規事業所登録 実施 実施
一
般
159,500 ― 135,103 0.6 0.8 延べ利用者数

5,301
人

5,950
人

5,870
人

7,639
人

過去２年間の伸び率の平均
を令和３年度の実績に乗じて
目標値を設定した。

6,305
人

S S
利用者数は令和３年度より増
加しており業務は適正に実施
することができたため。

今後も、移動支援事業の適正な
サービス提供に努める。

障
害
者
支
援
推
進
課

164
日中一時
支援事業

H18 ～
市

（直営）

障がい者等が自立
した日常生活又は
社会生活を営むた
めに日中の一時的
な見守りその他の
支援に要する費用
の一部を助成す
る。

日中活動の場を提
供する支援

新規事業所登録 実施 実施
一
般
21,600 ― 12,678 0.6 0.8 延べ利用者数 785人 958人

1,056
人

1,442
人

過去２年間の伸び率の平均
を令和３年度の実績に乗じて
目標値を設定した。

960人 S S
利用者数は令和３年度より増
加しており、業務は適正に実
施することができたため。

今後も、次年度の目標に向け必要
なサービスの提供に努める。

障
害
者
支
援
推
進
課

165

障害児施
設給付費
支給事業

H24 ～
市

（直営）

障がいのある児童
が障害特性に応じ
た療育、サービスを
受けられるよう支援
することを目的とす
る。

児童福祉法に基
づく施設給付費
（通所）支給

障害児施設給付
費支給事務の実
施

実施 実施
一
般
5,388,137 ― 5,315,734 0.8 1.5

サービス提供事業
者からの請求に対
する適正な審査支
払処理の実施率

100% 100% 100% 100%

毎月のサービス提供事業所
からの請求について、正確に
処理する必要があることから
実施率100％を目標値とし
た。

100% A A
適正に事務を実施することが
できたため。

今後も、国民健康保険団体連合
会との連携を図り、遅滞なく適正な
審査支払を行う。

障
害
者
支
援
推
進
課

166

重度心身
障害者医
療費助成
事業（精
神）

H 24 ～
市

（直営）

重度障がい者の医
療費の負担を軽減
することを目的とす
る。

疾病等により医療
機関で治療した場
合に、医療費保険
診療にかかる自己
負担額及び訪問
看護基本料を助成
する。

医療費の審査支
払事務

実施 実施
一
般
43,190 ― 40,171 0.1 0.2 助成件数 都度

2,862
件

3,144
件

2,951
件

本事業は、医療費の助成に
より、障がいのある人の医療
費負担等の軽減を図ることを
目的としており、受給者個々
の医療費軽減の達成につい
て成果指標を設定することは
困難であるため、数値目標の
設定はしない。

3,124
件

A A
助成金支払事務を確実に執
行し、滞りなく支払いを行った
ため。

今後も、重度心身障がい者医療費
助成金の適正な支給に努める。

障
害
者
支
援
推
進
課

167

自立支援
給付費支
給事業
（精神）

H 23 ～
市

（直営）

精神障がい者の日
常生活を支援する
とともに、自立と社
会参加を促進す
る。

障害福祉サービス
の支給決定及び
支払

自立支援給付費
給付事務の実施

実施 実施
一
般
2,377,464 ― 2,373,042 0.2 0.4

サービス提供事業
者からの請求に対
する適正な審査支
払処理の実施率

100% 100% 100% 100%

毎月のサービス提供事業所
からの請求について、正確に
処理する必要があることから
実施率100％を目標値とし
た。

100% A A
適正に事務を実施することが
できたため。

今後も、国民健康保険団体連合
会との連携を図り、遅滞なく適正な
審査支払を行う。



Ｒ３ Ｒ２ R1

⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容達
成
度

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

⑨人工 ⑩成果指標（アウトカム指標）

指標名
当該年度
の目標値

実績値

活動の状況（アウトプット）

指標名
当該年度
の目標値

⑪
評価

⑫評価理由
実績値

④事業の
実施主体

⑤事業目的 ⑥事業内容

⑦活動指標（アウトプット指標） ⑧事業費①
所
属
名

№

事業概要（全体） 投入コスト（インプット）

予算額
（千円）

前年度
からの
繰越額
（千円）

決算額（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

会
計

成果（アウトカム） 評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

②事務事業名 ③期間

障
害
者
支
援
推
進
課

168

自立支援
医療費給
付事業
（精神通
院）

H 17 ～
市

（直営）

精神障がい者の適
正な医療を提供し、
経済的負担の軽減
を図る。

精神科通院医療
費のうち、保険診
療にかかる自己負
担分が１割になる
よう公費負担を実
施

医療費の審査支
払事務

実施 実施
一
般
984,097 ― 1,029,670 0.2 0.2 助成件数 都度

11,326
件

8,530
件

10,579
件

本事業は、医療費の助成に
より、障がいのある人の医療
費負担等の軽減を図ることを
目的としており、受給者個々
の医療費軽減の達成につい
て成果指標を設定することは
困難であるため、数値目標の
設定はしない。

11,512
件

A A
適正に事務を実施することが
できたため。

今後も、公費の適正な支給を図る
ため、レセプト点検業務を行う。

障
害
者
支
援
推
進
課

169

移動支援
事業（精
神）

H 18 ～
市

（直営）

障がい者等が自立
した日常生活又は
社会生活を営むた
めに屋外等の移動
が困難な障がい者
等に対して移動支
援の利用に要する
費用の一部を助成
する。

社会生活上必要
不可欠な外出又
は余暇活動のため
の一連の支援（外
出準備、食事、排
せつ介助、代筆、
代読等)の実施

新規事業所登録 実施 実施
一
般
16,000 ― 15,716 0.6 0.6 延べ利用者数

1,145
人

1,078
人

955人 960人
過去２年間の伸び率の平均
を令和３年度の実績に乗じて
目標値を設定した。

1,150
人

A A
利用者数は令和３年度より増
加しており業務は適正に実施
することができたため。

今後も、移動支援事業の適正な
サービス提供に努める。

高
齢
者
福
祉
課

170

外国人高
齢者福祉
手当支給
事業

H14 -
市

（直営）

公的年金が支給さ
れない対象者に手
当を支給すること
で、外国人高齢者
の福祉の増進を図
る。

外国人高齢者へ
の福祉手当の支
給
※月額11,000円
３期

審査件数 都度 都度（６件）
一
般

1,188 ― 792 0.1 0.1
申請者に対する確
実な支給

100% 100% 100% 100%

支給対象人数が事前に把握
できないため、支給要件を満
たす者全員に支給することを
目標とした。

100% A A
支給要件を満たす申請者全
員に確実に支給できたため。

引き続き、支給要件を満たす申請
者全員に適正に支給する。

高
齢
者
福
祉
課

171 敬老事業 S 27 -
市・補助等
（直営・交
付先）

長年にわたり社会
に尽くしてきた高齢
者を敬愛し、長寿を
祝う。

①敬老行事補助
金交付
②敬老祝金贈呈
③敬老祝品贈呈
（新100歳）

①交付申請書の
審査件数
②贈呈事務委託
件数
③祝品贈呈件数
（新100歳）

①394件
②386件
③247件

①393件
②384件
③223件

一
般
294,564 ― 226,062 1.3 3.0

敬老事業対象者
における、敬老事
業の参加率

95.9% 95.7% 96.0% 96.0%
敬老事業への参加率を維持
するため、直近３か年の平均
を目標値とした。

95.4% A A

敬老事業の実施について、各
地域と連携をとりながら支援し
た結果、目標値を達成できた
ため。

敬老事業の参加者を維持していく
ため、各地域と連携し、主催者に
対する支援等の検討を行ってい
く。

高
齢
者
福
祉
課

172

高齢者の
生きがいと
健康づくり
推進事業
費補助事
業

-
補助等
（交付先）

「ねんりんピック」を
通して、生きがいと
健康づくりの推進を
図る。

①選手団派遣業
務
②美術展出展業
務
③予選会の実施
支援

①派遣種目数
②美術展出品数
③予選会の実施
数

①29種
目
②12作
品
③26種
目

①24種目
②12作品
③26種目

一
般
11,738 ― 8,093 0.6 0.1

選手団の派遣実
施

派遣実
施

派遣中
止

派遣延
期

派遣実
施（126
人）

開催地に派遣すべき選手の
派遣実施を目標とした。

派遣実
施
（143
人）

A A
開催地に派遣すべき選手を派
遣することができたため。

引き続き選手の派遣等を適切に
行っていく。
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⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容達
成
度

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

⑨人工 ⑩成果指標（アウトカム指標）

指標名
当該年度
の目標値

実績値

活動の状況（アウトプット）

指標名
当該年度
の目標値

⑪
評価

⑫評価理由
実績値

④事業の
実施主体

⑤事業目的 ⑥事業内容

⑦活動指標（アウトプット指標） ⑧事業費①
所
属
名

№

事業概要（全体） 投入コスト（インプット）

予算額
（千円）

前年度
からの
繰越額
（千円）

決算額（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

会
計

成果（アウトカム） 評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

②事務事業名 ③期間

高
齢
者
福
祉
課

173

単位老人ク
ラブ補助事
業

-
補助等
（交付先）

地域の高齢者の生
きがいと健康づく
り、交流の場として
活動する単位老人
クラブを支援する。

各単位老人クラブ
への補助金交付

①交付申請書の
審査
②実績報告書の
審査

①実施
②実施

①実施
②実施

一
般
15,705 ― 14,390 0.3 0.0 単位老人クラブ数

336クラ
ブ

336クラ
ブ

354クラ
ブ

375クラ
ブ

単位老人クラブの数は減少
傾向にあるため、前年度実績
を維持することを目標とした。

311クラ
ブ

A A

単位老人クラブ数の減少が続
いているが、連合会やクラブへ
の支援により、単位老人クラブ
数が概ね目標値を達成できた
ため。

各クラブへ補助金を適切に交付
し、単位老人クラブ数の減少が続
いていることへの対策を含め、活
動の支援をしていく。

高
齢
者
福
祉
課

174

老人クラブ
連合会補
助事業

-
補助等
（交付先）

地域で活動する老
人クラブを全市的
にとりまとめ、さまざ
まな事業を展開し
ている市老人クラブ
連合会を支援す
る。

市老人クラブ連合
会への補助金の
交付

①交付申請書の
審査
②実績報告書の
審査

①実施
②実施

①実施
②実施

一
般
32,808 ― 32,808 0.2 0.0

市老人クラブ連合
会会員数

13,340
人

13,340
人

14,454
人

15,406
人

市老人クラブ連合会の会員
数は減少傾向にあるため、前
年度実績を維持することを目
標とした。

12,010
人

A A

単位老人クラブ会員数の減少
が続いているが、連合会やクラ
ブへの支援により、単位老人ク
ラブ会員数が概ね目標値を達
成できたため。

静岡市老人クラブ連合会に対し、
適切に補助金を交付し、活動を支
援していく。

高
齢
者
福
祉
課

175

老人つどい
の家設置・
運営補助
事業

S 50 -
補助等
（交付先）

公民館などを老人
つどいの家に指定
し、地域の高齢者
が気軽に集える場
所として活用する。

老人つどいの家の
設置、運営費に対
する補助金の交付

①交付申請書の
審査
②実績報告書の
審査

①実施
②実施

①実施
②実施

一
般
10,350 ― 7,606 0.3 0.1

補助金を交付した
老人つどいの家の
数

172件 184件 196件 200件
年度当初の団体件数を目標
値とした。

160件 A A
補助金を交付した老人つどい
の家の数が概ね目標値を達成
できたため。

引き続き、支給要件を満たす申請
団体すべてに支給し、運営を支援
する。

高
齢
者
福
祉
課

176

高齢者生き
がいセン
ター設置補
助事業

H 8 -
補助等
（交付先）

地域の高齢者が、
教養の向上及びレ
クリエーション活動
等に利用し、心身
の健康と生きがい
の増進を図るため、
高齢者生きがいセ
ンターを設置する
団体に対し、補助
金を交付し活動を
支援する

高齢者生きがいセ
ンター設置費補助
金の交付

①交付申請書の
審査
②実績報告書の
審査

①実施
②実施

①実施
②実施

一
般

4,000 ― 3,661 0.1 0.0
申請団体に対する
適正な支給

100% 100% 100% 100%

申請団体数が事前に把握で
きないため、支給要件を満た
す団体全てに支給することを
目標とした。

100% A A
支給要件を満たす申請団体
全 てに確実に支給できたた
め。

引き続き、支給要件を満たす申請
団体全てに支給する。

高
齢
者
福
祉
課

177

浄見荘運
営管理事
業

S 53 -
補助等
（交付先）

高齢者の教養向
上、レクリエーション
等のために利用さ
れる浄見荘の運営
管理に対し補助を
行うことで、高齢者
の心身の健康増進
を図る。

浄見荘の管理運
営に対し補助金を
交付

①補助金交付事
務の円滑な実施
②補助金の審査
件数

①遅延な
く補助金
を交付
②１件

①実施
②１件

一
般

810 ― 389 0.1 0.0 施設利用者数 869人 869人 831人 2715人
新型コロナウイルス感染症の
影響があることから、前年度
数値を目標値とした。

400人 C C

新型コロナウイルス感染症の
影響等もあり、シニアクラブの
利用がなく、目標値を下回っ
たため。

令和５年度はシニアクラブの利用
も令和３年度水準まで戻る見込み
と補助団体から聞き取っているた
め、引き続き、確実な補助を継続
する。
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⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容達
成
度

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

⑨人工 ⑩成果指標（アウトカム指標）

指標名
当該年度
の目標値

実績値

活動の状況（アウトプット）

指標名
当該年度
の目標値

⑪
評価

⑫評価理由
実績値

④事業の
実施主体

⑤事業目的 ⑥事業内容

⑦活動指標（アウトプット指標） ⑧事業費①
所
属
名

№

事業概要（全体） 投入コスト（インプット）

予算額
（千円）

前年度
からの
繰越額
（千円）

決算額（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

会
計

成果（アウトカム） 評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

②事務事業名 ③期間

高
齢
者
福
祉
課

178

高齢者社
会参加促
進事業

H 9 -
補助等
（交付先）

高齢者が健康で生
きがいのある生活を
送ることができるよ
う、その積極的な地
域活動を促進す
る。

高齢者と他世代の
者との交流促進事
業に対する補助金
の交付

①交付申請書の
審査
②実績報告書の
審査

①実施
②実施

①実施
②実施

一
般

1,209 ― 912 0.1 0.0 事業実施団体数 11団体 11団体 13団体 18団体
新型コロナウイルス感染症の
影響があることから、前年度
数値を目標値とした。

13団体 S S

新型コロナウイルス感染症や
台風15号の影響で事業を中止
した地区はあったが、目標値
を上回る申請があり、業務を適
正に行えたため。

引き続き支給要件を満たす地区す
べてに適正に支給する。

高
齢
者
福
祉
課

179

老人憩の
家運営事
業

S 56 -
市

（直営・委
託）

老人に対し、教養
の向上、レクリエー
ション等の為の場を
提供し、老人の心
身の健康増進を図
る。

①各種相談事業、
健康増進、教養の
向上、レクリエー
ションに関する事
業の実施
②施設の維持管
理

①モニタリング、指
定管理者との協議
②施設修繕実施

①随時
②随時

①随時実施
②随時実施

一
般
25,375 ― 24,628 0.1 0.1 利用者満足度 90.0% 99.1% 95.2% 90.6%

すでに一定の評価を得てい
る利用者満足度を今後も維
持するため、静岡市健康長
寿のまちづくり計画と合わ
せ、利用者満足度90.0％を
目標値とした。

98.3% S S

高齢者のフレイル予防につな
がるよう感染対策を行った上で
の各種講座の実施や、閉じこ
もりを防ぐための居場所の提
供など、適切な施設運営を行
うことで利用者の満足度の維
持を図ることができ、利用者満
足度が目標値を大幅に上回っ
たため。

更なるサービス向上のため、指定
管理者と連携し、適切な管理運営
を行っていく。

高
齢
者
福
祉
課

180

しずおか
ハッピーシ
ニアライフ
事業

H28 -
市

（直営）

団塊の世代を含む
元気高齢者が、い
つまでも健康で生き
生きと暮らしていく
ために、地域活動
やグループ活動、
趣味や就労などの
社会参加を促すこ
とを目的とする。

①社会参加活動
の見学・体験型イ
ベントの実施
②社会参加促進
ハンドブックの配
布

①イベントの開催
回数
②社会参加促進
ハンドブックの配
布

①２回
②実施

①４回
②実施

一
般

830 ― 612 1.5 0.0

「新たな社会活動
に参加してみた
い」とアンケートに
回答した来場者の
割合

80.0% 89.3% 93.6% 90.9%

見学体験イベントの効果を図
るため、「新たな社会活動に
参加してみたい」と回答した
来場者の割合を指標とし、直
近の高い実績値を今後も維
持するため、過年度３か年の
平均値を基に設定した静岡
市健康長寿のまちづくり計画
と合わせ、80.0％を目標値と
した。

96.7% Ｓ Ｓ

地元の大学や企業等と連携
し、文化芸術活動や歴史、運
動等様々なニーズに対応した
イベントを実施することで、社
会活動への参加について、よ
り興味を持ってもらうことができ
たため。

更なる向上を目指し、他団体・大
学・民間企業等と連携しながら、事
業の実施時期や実施内容の検討
を行っていく。

高
齢
者
福
祉
課

181

はり・きゅう
マッサージ
施術費助
成事業

H15 -
市

（委託）

高齢者の健康の保
持と福祉の増進を
図るため。

はり・きゅう・マッ
サージの施術費の
一部を助成
※3,000円相当の
施術を1,000円程
度で受けられる助
成券を発行。１人６
枚

①関係課への事
務説明回数
②事業者への支
払事務回数
③交付人数

①14回
②年４回
③都度

①14回
②年４回
③都度
　（2,607人）

一
般

8,964 ― 8,621 0.2 0.1
利用者への確実
な助成券の交付

100% 100% 100% 100%
利用者に対して確実に助成
券を交付する必要があるた
め、目標値を100％とした。

100% A A
利用を希望した対象者に対し
て確実に助成券を交付できた
ため。

引き続き確実な助成券の交付を継
続する。

高
齢
者
福
祉
課

182

ひとりぐらし
高齢者等
緊急通報
体制整備
事業

S 60 -
市

（委託）

ひとり暮らし又は高
齢者世帯等に生じ
る緊急事態に対す
る不安の軽減を図
るとともに、緊急事
態に迅速に対応す
る。

ペンダント型等の
緊急通報システム
を設置し、緊急時
には委託した警備
会社が駆付け等の
対応を行う。

①新規申込審査
件数
②委託契約件数

①都度
②７件

①都度
    (124件）
②７件

一
般
19,776 ― 17,575 0.2 0.0 対応率 100% 100% 100% 100%

通報への対応を確実に実施
する必要があるため、目標値
を100％とした。

100% A A
通報があったケースについて
確実に対応することができたた
め。

引き続き、通報があったケースに
ついて確実に対応する。
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実施主体

⑤事業目的 ⑥事業内容

⑦活動指標（アウトプット指標） ⑧事業費①
所
属
名

№

事業概要（全体） 投入コスト（インプット）

予算額
（千円）

前年度
からの
繰越額
（千円）

決算額（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

会
計

成果（アウトカム） 評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

②事務事業名 ③期間

高
齢
者
福
祉
課

183

高齢者生
活福祉セン
ター運営事
業

H11 -
市

（直営・委
託）

山村地域の高齢者
に居宅サービス機
能、居住機能及び
交流機能を総合的
に提供し、もって当
該高齢者の福祉の
増進を図る。

①施設の維持管
理
②通所介護事業、
介護予防、生活支
援型居室事業
③居宅介護支援
事業(井川のみ）
④短期入所生活
介護等事業（井川
のみ）

①月次報告書の
確認件数
②出納金事務の
管理、指導件数
③施設修繕実施

①36件
②36件
③随時

①36件
②36件
③随時

一
般
84,473 ― 81,665 0.2 0.0 利用者満足度 95.0% 94.5% 92.1% 96.5%

すでに一定の評価を得てい
る利用者満足度を今後も維
持するため、静岡市健康長
寿のまちづくり計画と合わ
せ、利用者満足度95.0％を
目標値とした。

95.5% A A
指定管理業務が適正に実施さ
れたことにより、利用者満足度
が目標値を達成できたため。

利用者満足度を維持するため、指
定管理者と連携し、適切な管理運
営を行っていく。

高
齢
者
福
祉
課

184

高齢者福
祉電話料
金助成事
業

S 48 -
市

（直営）
高齢者の日常生活
の便宜を図る。

電話加入権の貸
与、回線使用料、
屋内配線使用料、
電話機使用料を市
が負担

①貸与件数
②回線使用料等
の支払回数

①３件
②年12
回

①３件
②年12回

一
般

101 ― 61 0.1 0.0
対象者への確実
な貸与

100% 100% 100% 100%
対象者に対して確実に貸与
する必要があるため、目標値
を100％とした。

100% A A
対象者に対して確実に貸与し
たため。

引き続き、対象者に対し確実に貸
与強いていく。

高
齢
者
福
祉
課

185
配食型見
守り事業

S 52 -
市

（委託）

在宅において健康
で自立した生活を
送ることを支援す
る。（井川地区限
定、要介護等の要
件無し）

配食を通した安否
確認の実施
（井川地区分H13
～実施）

①見守り回数
②委託契約件数

①都度
②１件

①都度
　 (384件)
②１件

一
般

372 ― 253 0.1 0.0
仕様書どおりの確
実な見守りの実施

100% 100% 100% 100%
利用者に対して確実に見守り
をする必要があるため、目標
値を100％とした。

100% A A
利用者に対して確実に見守り
ができたため。

引き続き、利用者に対し確実に見
守りをしていく。

高
齢
者
福
祉
課

186

高齢者等
住宅改造
費補助事
業

H 7 -
補助等
（交付先）

日常生活を営むの
に支障がある高齢
者が住み慣れた住
宅で安心して健や
かな生活ができるよ
うにする。

居室等における手
摺の取付、段差解
消、滑り防止、便
器や浴槽の取り替
え等の費用に対す
る補助

補助件数 都度 都度(７件)
一
般

3,894 ― 3,845 0.2 0.0
確実な補助の実
施

100% 100% 100% 100%
申請者に対して確実に補助
する必要があるため、目標値
を100％とした。

100% A A
申請者に対して確実に見守り
ができたため。

引き続き、確実な補助を継続す
る。

高
齢
者
福
祉
課

187

理容・美容
サービス事
業

H12 -
市

（委託）

訪問理容・美容
サービスを提供す
ることにより、心身に
安らぎを与え、利用
者及びその家族の
福祉の向上を図
る。

理容師、美容師が
利用者の自宅を訪
問し、頭髪カットの
サービスを実施

①委託契約件数
②交付枚数

①３件
②都度

①３件
②都度
    (361枚)

一
般

1,268 ― 1,268 0.2 0.1
確実なサービスの
提供

100% 100% 100% 100%
利用者に対して確実にサー
ビスを提供する必要があるた
め、目標値を100％とした。

100% A A
利用を希望した対象者に対し
て確実にサービスを提供する
ことができたため。

引き続き、利用者に対し確実に
サービスを提供していく。



Ｒ３ Ｒ２ R1

⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容達
成
度

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

⑨人工 ⑩成果指標（アウトカム指標）

指標名
当該年度
の目標値

実績値

活動の状況（アウトプット）

指標名
当該年度
の目標値

⑪
評価

⑫評価理由
実績値

④事業の
実施主体

⑤事業目的 ⑥事業内容

⑦活動指標（アウトプット指標） ⑧事業費①
所
属
名

№

事業概要（全体） 投入コスト（インプット）

予算額
（千円）

前年度
からの
繰越額
（千円）

決算額（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

会
計

成果（アウトカム） 評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

②事務事業名 ③期間

高
齢
者
福
祉
課

188

自動消火
器設置事
業

S 61 -
市

（直営）

自動消火器を給付
することにより、当
該対象者に不安の
ない日常生活を保
障する。

台所のガスコンロ
の上部位置に自
動消火器を設置

①設置申込みの
受付件数
②設置申込みの
審査件数

①都度
②都度

①都度
　（12件）
②都度
　（12件）

一
般

321 ― 255 0.1 0.0
自動消火器の確
実な設置

100% 100% 100% 100%
設置申込者に対して確実に
設置する必要があるため、目
標値を100％とした。

100% A A
利用を希望した対象者に対し
て確実にサービス提供をする
ことができたため。

引き続き、利用者に対し確実に
サービスを提供していく。

高
齢
者
福
祉
課

189
老人保護
措置事業

-
市

（直営・委
託）

老人に対し、その
心身の健康の保持
及び生活の安定の
ために必要な措置
を講じ、老人の福祉
の増進を図る。

①施設等への入
所措置事業
②施設の維持管
理

①入所判定委員
会の開催回数（個
別審議含む）
②福祉事務所から
の相談、打合せ

①６回
②随時

①６回
②随時実施

一
般
463,762 ― 412,131 0.5 0.0 入所者満足度 85.0% 96.5% 82.1% 86.7%

すでに一定の評価を得てい
る入所者満足度を今後も維
持するため、静岡市健康長
寿のまちづくり計画と合わ
せ、入所者満足度85.0％を
目標値とした。

89.3% S S

入所者に対し、食事面での配
慮などを行ったことにより、入
所者満足度が目標値を大幅
に上回ったため。

引き続き、入所者の満足が得られ
るサービスを提供していく。

高
齢
者
福
祉
課

190

高齢者生
活支援
ショートス
テイ事業

H25 -
市

（委託）

要介護状態を予防
し、居宅において自
立した日常生活を
営むことができるよ
うに支援する。

養護老人ホームへ
入所させ、入浴、
食事、日常生活訓
練等を実施

①委託契約件数
②支払処理回数
③各高齢介護課と
の連絡調整

①２件
②24回
③随時

①２件
②24回
③随時実施

一
般
33,049 ― 26,979 0.2 0.0

確実な支援の実
施

100% 100% 100% 100%
支援対象となる高齢者を確
実に支援する必要があるた
め、目標値を100％とした。

100% A A
支援対象となる高齢者に対し
て確実に支援ができたため。

引き続き、確実な支援の実施を継
続していく。

高
齢
者
福
祉
課

191

民間特別
養護老人
ホーム等運
営費補助
事業

S 63 -Ｒ 4
補助等
（交付先）

社会福祉法人が建
設に要した費用の
借入に係る元利分
を補助する。これに
より施設の安定した
運営及び入所者の
福祉の増進を図
る。

市内に設置する老
人福祉施設等の
整備に関する借入
金の元利に対して
補助金を交付

①補助金の交付
件数
②補助金の審査
件数

①２件
②２件

①２件
②２件

一
般

3,991 ― 3,991 0.5 0.0

施設が維持してい
るベッド数324床／
324床（稼働／整
備計画）

100% 100% 100% 100%

入所者の福祉の増進のため
には、補助金交付により早期
に整備された施設のベッド数
が計画どおり継続して維持さ
れていることが必要であるた
め目標値を100％とした。

100% A A
適正に補助金を交付し、施設
のベッド数が計画どおり継続し
て維持されたため。

令和４年度をもって当事業は完了
したが、今後も健全な施設運営が
維持されるよう、施設の運営状況
を注視していく。

高
齢
者
福
祉
課

192

軽費老人
ホーム事務
費補助事
業

-
補助等
（交付先）

事務費の補助を行
うことで、施設の安
定した運営及び入
居者の費用負担軽
減を図る。

軽費老人ホームを
設置し運営する者
（社会福祉法人）
に対し、補助金を
交付

①補助金の申請
件数
②補助金の交付
件数
③補助金の精算
業務件数

①７件
②７件
③７件

①７件
②７件
③７件

一
般
234,812 ― 213,713 0.2 0.0

施設の受入可能
居室430人分の確
保

100% 100% 100% 100%

入所者の福祉の増進のため
には、施設の居室が全て受
け入れ可能である必要がある
ため、目標値を100％とした。

100% A A
適正に補助金を交付し、施設
の受入可能居室430人分を確
保できたため。

施設の受入可能居室430人分を確
保するため、引き続き、適正に補
助金を交付する。



Ｒ３ Ｒ２ R1

⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容達
成
度

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

⑨人工 ⑩成果指標（アウトカム指標）

指標名
当該年度
の目標値

実績値

活動の状況（アウトプット）

指標名
当該年度
の目標値

⑪
評価

⑫評価理由
実績値

④事業の
実施主体

⑤事業目的 ⑥事業内容

⑦活動指標（アウトプット指標） ⑧事業費①
所
属
名

№

事業概要（全体） 投入コスト（インプット）

予算額
（千円）

前年度
からの
繰越額
（千円）

決算額（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

会
計

成果（アウトカム） 評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

②事務事業名 ③期間

高
齢
者
福
祉
課

193

軽費老人
ホーム光熱
費等負担
軽減事業

Ｒ 4 -Ｒ 4
補助等
（交付先）

原油価格及び物価
の高騰の影響を受
けている社会福祉
施設等の事業の継
続を支援することに
より、社会福祉サー
ビスの安定した運
営及び維持を図る

軽費老人ホームを
設置し運営する者
（社会福祉法人）
に対し、支援金を
交付

①支援金の申請
件数
②支援金の交付
件数

①７件
②７件

①７件
②７件

一
般
11,880 ― 10,989 0.1 0.0

交付対象者の交
付率

100% ― ― ―

速やかに事業運営の支援を
受けられるよう、迅速かつ的
確に交付することが目的であ
ることから交付対象者への交
付率を目標とした。

100% A A
交付対象者に対して確実に支
援金を交付することができたた
め。

物価高騰の影響は継続しているた
め、令和５年度についても支援を
検討する必要がある。

高
齢
者
福
祉
課

194

高齢者施
設等設備
整備事業
費補助金

H31 ～
補助等
（市・交付
先）

高齢者施設の防
災・減災対策を推
進するとともに、新
型コロナウイルス感
染症の感染拡大防
止を図る。

事業継続に必要な
非常用自家発電
設備、給水設備の
設置、及び新型コ
ロナウイルス感染
症の感染が疑われ
る者が発生した場
合に備えた換気設
備の設置に対する
経費を助成する。

適切な交付申請
に対する助成実施
結果

都度
都度
(１件)

一
般
60,206 ― 0 0.3 0.0

確実な防災・減災
対策及び新型コロ
ナウイルス感染症
の感染拡大防止
策の実施

100.0% 100.0% 100.0% ―

入所者の安心・安全のために
は、申請に対して確実な補助
の実施の必要があるため、目
標値を100％とした。

― ― A

補助金交付に係る国からの内
示発出時期が例年より遅く、交
付決定時期が遅くなった。ある
程度工期を必要とする事業で
あり、令和４年度中に事業が完
了まで至らなかったが、事業
実施施設への補助金交付決
定や、補助金に係る国への手
続き等、適宜行うことができた
ため。

引き続き、確実な防災・減災対策
を実施していく。

高
齢
者
福
祉
課

195

世代間交
流センター
管理運営
事業

H10 -
市

（直営・委
託）

世代間の交流活動
を通じて、豊かな地
域社会の形成に資
する。

①高齢者と地域住
民等が相互に交
流することを促進
し、地域の伝統文
化を承継する事業
及び世代間の交
流に係る教養の向
上、レクリエーショ
ン等の場を提供す
る事業の実施
②施設の維持管
理

①モニタリング、指
定管理者との協議
②施設修繕実施

①随時
②随時

①随時実施
②随時実施

一
般
60,489 ― 59,655 0.2 0.1 利用者満足度 90.0% 98.4% 90.0% 90.6%

すでに一定の評価を得てい
る利用者満足度を今後も維
持するため、静岡市健康長
寿のまちづくり計画と合わ
せ、利用者満足度90.0％を
目標値とした。

99.1% S S

高齢者のフレイル予防につな
がるよう感染対策を行った上で
の各種講座の実施や、閉じこ
もりを防ぐための居場所の提
供など、適切な施設運営を行
うことで利用者の満足度の維
持を図ることができ、利用者満
足度が目標値を大幅に上回っ
たため。

更なるサービス向上のため、指定
管理者と連携し、適切な管理運営
を行っていく。

高
齢
者
福
祉
課

196

高齢者福
祉施設維
持管理事
業

H -
市

（直営）

所管施設の維持管
理等を行い、効率
的、効果的な活用
を図る。

①施設の修繕
②目的外使用許
可件数

①施設修繕実施
②目的外使用許
可件数

①随時
②２件

①随時
②２件

一
般

1,500 ― 1,300 0.2 0.0
施設の瑕疵による
事故件数

0件 0件 0件 0件

適正な維持管理を行うこと
で、施設の瑕疵による事故を
発生させないことを目標値と
して設定した。

0件 A A

適正な維持管理のため、施設
修繕を適宜行い、利用者の安
全確保を図ることができたた
め。

引き続き、利用者の安全確保を図
るため、必要な修繕を確実に実施
し、施設の瑕疵による事故を未然
に防ぐ。

高
齢
者
福
祉
課

197

老人福祉
センター運
営事業

S 38 -
市

（直営・委
託）

老人に対し、各種
相談に応ずるととも
に、健康増進、教
養の向上及びレクリ
エーションのための
便宜を総合的に供
与し活動の指導及
び推進を図る。

①各種相談事業
及び健康増進、教
養向上及びレクリ
エーションに関す
る事業の実施
②施設の維持管
理

①モニタリング、指
定管理者との協議
②施設修繕実施

①随時
②随時

①随時実施
②随時実施

一
般
262,018 ― 260,060 0.5 0.1 利用者満足度 90.0% 97.1% 90.4% 95.4%

すでに一定の評価を得てい
る利用者満足度を今後も維
持するため、静岡市健康長
寿のまちづくり計画と合わ
せ、利用者満足度90.0％を
目標値とした。

96.7% S S

高齢者のフレイル予防につな
がるよう感染対策を行った上で
の各種講座の実施や、閉じこ
もりを防ぐための居場所の提
供など、適切な施設運営を行
うことで利用者の満足度の維
持を図ることができ、利用者満
足度が目標値を大幅に上回っ
たため。

更なるサービス向上のため、指定
管理者と連携し、適切な管理運営
を行っていく。
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⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容達
成
度

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

⑨人工 ⑩成果指標（アウトカム指標）

指標名
当該年度
の目標値

実績値

活動の状況（アウトプット）

指標名
当該年度
の目標値

⑪
評価

⑫評価理由
実績値

④事業の
実施主体

⑤事業目的 ⑥事業内容

⑦活動指標（アウトプット指標） ⑧事業費①
所
属
名

№

事業概要（全体） 投入コスト（インプット）

予算額
（千円）

前年度
からの
繰越額
（千円）

決算額（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

会
計

成果（アウトカム） 評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

②事務事業名 ③期間

高
齢
者
福
祉
課

198

シルバー
人材セン
ター事務事
業

S 58 -
補助等
（交付先）

県シルバー人材セ
ンター事業協会等
の賛助会員として
の負担金の支出

県シルバー人材セ
ンター連合会負担
金の支出

負担金支払件数 １件 １件
一
般

200 ― 200 0.2 0.0

高
齢
者
福
祉
課

199

シルバー
人材セン
ター補助事
業

S 58 -
補助等
（交付先）

高齢者の就業機会
の増大と福祉の増
進を図るため、当該
団体に補助金を交
付する。

当該団体の運営
費に対する補助金
の交付

①交付申請書の
審査件数
②補助金支払処
理回数
③実績報告書の
審査件数

①１件
②23回
③１件

①１件
 ②23回
③１件

一
般
46,258 ― 46,258 0.1 0.1

高
齢
者
福
祉
課

200

シルバー
人材セン
ター貸付金

S 58 -
補助等
（交付先）

（公社）静岡市シル
バー人材センター
の事業運営に必要
な資金の貸付を行
う。

（公社）静岡市シ
ルバー人材セン
ターが、年度を通
じて円滑な運営が
できるよう貸付を実
施

貸付金の支払事
務の実施件数

１件 １件
一
般
30,000 ― 30,000 0.1 0.0

高
齢
者
福
祉
課

201

要支援者
向け配食
型見守り事
業費

H24 -
市

（委託）

日常的に食事の準
備に支障がある高
齢者の自立を図る
ため、その居宅に
食事を配達すること
により、その安否確
認を行う。（要支援
1・2の方及び総合
事業対象者）

事業者が食事を配
達する際に、安否
の確認を行うこと
で、見守りを実施

①見守り回数
②委託契約件数

①都度
②16件

①都度
(46,932回)
②16件

特
別
13,676 ― 12,376 0.3 0.0

仕様書どおりの確
実な見守りの実施

100% 100% 100% 100%
利用者に対して確実に見守り
をする必要があるため、目標
値を100％とした。

100% A A
希望する対象者に対し配食を
確実に行い、見守りをすること
ができたため。

引き続き、利用者に対し確実に見
守りをしていく。

高
齢
者
福
祉
課

202

介護支援
者育成事
業

H15 -
市・補助等
（直営・交
付先）

市と市社協が共催
で介護支援者の育
成研修を開催す
る。

主体的に活動でき
る、介護者を支え
るボランティアの育
成を目的とした研
修会の開催

研修会の開催コー
ス数

３コース ３コース
特
別

250 ― 250 0.1 0.0 研修会参加者数 58人 69人 45人 59人
年度により参加者数に増減
があるため、直近３か年の平
均を目標値とした。

41人 B B

各区で介護者を支えるボラン
ティアの育成を目的とした研修
会を開催したが、目標の参加
者数をやや下回っているた
め。

新しい企画等を行い、参加者数の
増加に取り組んでいく。

高
齢
者
福
祉
課

203
紙おむつ
支給事業

S 52 -
市

（直営・委
託）

高齢者及び介護者
の経済的負担軽減
のため、紙おむつ
引換券を支給し、
対象世帯の福祉の
向上を図る。

引換券を要介護度
に応じて支給
・要介護５　月額
6,500円
・要介護４　月額
6,000円
・要介護３のうち特
に必要であると認
められる者　月額
5,500円
・要介護１、２のう
ち特に必要である
と認められる者
月額1,500円

①委託契約件数
②支払事務回数

①１件
②６回

①１件
②６回

特
別
70,373 ― 70,262 0.2 0.1 確実な支給 100% 100% 100% 100%

利用者に対して確実に紙お
むつ引換券を支給する必要
があるため、目標値を100％と
した

100% A A
希望する対象者に対して確実
に紙おむつ引換券を支給する
ことができたため。

国の動向を注視し、事業の方向性
を検討していく。

高
齢
者
福
祉
課

204

家族介護
慰労金支
給事業

H 2 -
市

（直営）

在宅において、寝
たきり等の高齢者を
介護する家族の経
済的負担を軽減
し、当該高齢者の
在宅生活の維持、
向上を図る。

65歳以上の在宅
介護高齢者１人に
つき、年額10万円
を支給

交付申請書の審
査件数

都度 都度（５件）
特
別

800 ― 500 0.1 0.0 確実な支給 100% 100% 100% 100%
利用者に対して確実に慰労
金を支給する必要があるた
め、目標値を100％とした

100% A A
対象者に対して確実に慰労金
を支給できたため。

引き続き、対象者に対し確実に支
給していく。

高齢者の就労ニーズが高まってい
るため、シルバー人材センターが
高齢者の就業機会を確保できるよ
う、支援していく。

前年度は、新型コロナ感染症
の影響もあったが、会員数が
増加した。
シルバー人材センター第２次
中期計画の成果目標におけ
る前年度増加数分（160人）を
令和３年度の実積（約2,650
人）に加え、目標値とした。

2,744
人

A A

自治会への組回覧や市民向
け出張説明会を行ったことによ
り、目標値であるシルバー人
材センターの会員数が概ね達
成できたため。

シルバー人材セン
ターの会員数

2,810
人

2,649
人

2,581
人

2,741
人
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⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容達
成
度

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

⑨人工 ⑩成果指標（アウトカム指標）

指標名
当該年度
の目標値

実績値

活動の状況（アウトプット）

指標名
当該年度
の目標値

⑪
評価

⑫評価理由
実績値

④事業の
実施主体

⑤事業目的 ⑥事業内容

⑦活動指標（アウトプット指標） ⑧事業費①
所
属
名

№

事業概要（全体） 投入コスト（インプット）

予算額
（千円）

前年度
からの
繰越額
（千円）
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正
職
員
(人)

会計
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任用
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（人）

会
計

成果（アウトカム） 評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

②事務事業名 ③期間

高
齢
者
福
祉
課

205

成年後見
制度利用
支援事業

H18 -
市

（直営）

成年後見制度の市
長申立て手続き及
び後見人に対する
報酬の助成を実施
することで、被後見
人となる高齢者の
権利擁護を図る。

各福祉事務所高
齢介護課が実施
する認知症高齢者
の成年後見制度
市長申立て手続き
及び後見人に対
する報酬助成の取
りまとめを行う。

①地域支援事業
実施計画書、実績
報告書の作成、提
出
②他自治体、関係
機関との連絡調整

①実施
②実施

①実施
②実施

特
別
20,467 ― 15,481 0.1 0.0

制度利用を必要と
する認知症高齢者
の市長申立手続
及び申請に基づく
後見人報酬の助
成の実施

100% 100% 100% 100%
相談者に対して確実に対応
する必要があるため、目標値
を100％とした。

100% A A

制度利用を必要とする対象者
に対し、市長申立ての手続を
行うことができた。また、後見人
報酬助成の申請に対して、確
実に助成することができたた
め。

成年後見人の報酬助成対象者が
拡大されたため、制度を周知し確
実に実施する。

高
齢
者
福
祉
課

206

高齢者住
宅相談事
業

H18 -
市

（委託）

日常生活を営むの
に支障がある高齢
者が、住み慣れた
住宅で安心して健
やかな生活ができ
るようにする。

高齢者が住宅の
一部を改造する際
の補助制度や工
事内容の相談対
応

①委託契約件数
②支払回数
③相談件数

①１件
②４回
③都度

①１件
②４回
③都度
　(446件)

特
別

6,777 ― 6,776 0.1 0.0 確実な相談対応 100% 100% 100% 100%
相談者に対して確実に対応
する必要があるため、目標値
を100％とした。

100% A A
相談者に対して確実に対応す
ることができたため。

引き続き、確実に相談対応を実施
していく。

高
齢
者
福
祉
課

207

シルバー
ハウジング
生活援助
員派遣事
業

H17 -
市

（委託）

高齢者向け市営住
宅に入居している
高齢者が、自立し
て安全かつ快適な
生活を営むことがで
きるよう、生活援助
員を派遣する。

生活援助員が入
居者に対し、一時
的な生活指導、相
談、安否確認、緊
急時の対応等の
サービスを提供

①委託契約件数
②生活援助員によ
る見守り日数
③生活援助員との
連絡会回数

①２件
②365日
③８回

①２件
②365日
③８回

特
別
11,354 ― 10,906 0.1 0.0

生活援助員による
シルバーハウジン
グ棟入居世帯の
確実な見守り

100%
100％
（59世
帯）

100％
（59世
帯）

100％
（59世
帯）

全世帯に対して確実に見守り
をする必要があるため、目標
値を100％とした。

100％
（59世
帯）

A A
シルバーハウジング棟の全世
帯に対して確実に見守りを行う
ことができたため。

引き続き、全世帯に対して確実に
見守りをしていく。

高
齢
者
福
祉
課

208

要介護者
向け配食
型見守り事
業費

H24 -
市

（委託）

日常的に食事の準
備に支障がある高
齢者の自立を図る
ため、その居宅に
食事を配達すること
により、その安否確
認を行う。（要介護1
～5の方）

事業者が食事を配
達する際に、安否
の確認を行うこと
で、見守りを実施

①見守り回数
②委託契約件数

①都度
②16件

①都度
 (154,019
回)
②16件

特
別
50,080 ― 44,734 0.3 0.1

仕様書どおりの確
実な見守りの実施

100% 100% 100% 100%
利用者に対して確実に見守り
をする必要があるため、目標
値を100％とした。

100% A A
希望する対象者に対し配食を
確実に行い、見守りをすること
ができたため。

引き続き、利用者に対し確実に見
守りをしていく。

高
齢
者
福
祉
課

209

居宅介護
サービス計
画費

H11 -
市

（委託）

民間事業者が参入
しにくい井川地域で
の在宅介護サービ
ス計画事業を実施
し、市街地とのサー
ビス提供体制の均
衡を図る。

在宅介護サービス
計画作成

収入金調定件数 12件 12件
特
別

5,512 ― 5,312 0.1 0.0
井川高齢者生活
福祉センター利用
者満足度

95.0% 99.1% 93.1% 99.4%

すでに一定の評価を得てい
る利用者満足度を今後も維
持するため、高齢者生活福
祉センターで実施される事業
であることから、静岡市健康
長寿のまちづくり計画の「高
齢者生活福祉センター運営
事業」と合わせ、利用者満足
度95.0％を目標値とした。

98.3% A A
指定管理業務が適正に実施さ
れたことにより、利用者満足度
が目標値を達成したため。

利用者満足度を維持するため、指
定管理者と連携し、適切な管理運
営を行っていく。

高
齢
者
福
祉
課

210
デイサービ
ス事業費

H11 -
市

（委託）

民間事業者が参入
しにくい山村地域で
のデイサービス事
業を実施し、市街
地とのサービス提
供体制の均衡を図
る。

デイサービス事業

①利用許可件数
②月次報告書の
確認件数
③出納金報告書
及び受払簿の管
理・指導件数

①都度
②36件
③36件

①都度
②36件
③36件

特
別
50,133 ― 47,832 0.1 0.0

高齢者生活福祉
センター３館（井
川、大川、梅ケ島）
の利用者満足度

95.0% 94.5% 92.1% 96.5%

すでに一定の評価を得てい
る利用者満足度を今後も維
持するため、高齢者生活福
祉センターで実施される事業
であることから、静岡市健康
長寿のまちづくり計画の「高
齢者生活福祉センター運営
事業」と合わせ、利用者満足
度95.0％を目標値とした。

95.5% A A
指定管理業務が適正に実施さ
れたことにより、利用者満足度
が目標値を達成したため。

利用者満足度を維持するため、指
定管理者と連携し、適切な管理運
営を行っていく。

高
齢
者
福
祉
課

211
ショートス
テイ事業費

H11 -
市

（委託）

民間事業者が参入
しにくい井川地域で
のショートステイ事
業を実施し、市街
地とのサービス提
供体制の均衡を図
る。

ショートステイ事業

①利用許可件数
②月次報告書の
確認件数
③出納金報告書
及び受払簿の管
理・指導件数

①都度
②12件
③12件

①都度
②12件
③12件

特
別

9,175 ― 8,998 0.1 0.0
井川高齢者生活
福祉センター利用
者満足度

95.0% 99.1% 93.1% 99.4%

すでに一定の評価を得てい
る利用者満足度を今後も維
持するため、高齢者生活福
祉センターで実施される事業
であることから、静岡市健康
長寿のまちづくり計画の「高
齢者生活福祉センター運営
事業」と合わせ、利用者満足
度95.0％を目標値とした。

98.3% A A
指定管理業務が適正に実施さ
れたことにより、利用者満足度
が目標値を達成したため。

利用者満足度を維持するため、指
定管理者と連携し、適切な管理運
営を行っていく。
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介
護
保
険
課

212

山間地介
護報酬加
算補助金

H15 ～
補助等
（交付先）

地理的な条件によ
り、事業者の参入が
困難な山間地域に
居住する利用者に
必要な介護サービ
スの確保を図る。

対象地域に居住
する利用者に訪問
介護サービス等を
提供した事業者に
補助金を交付す
る。

事務処理の円滑
な実施

実施 実施
一
般

4,327 ― 3,202 0.5 0.5
不適正な支給決
定件数

0件 0件 0件 0件

適正な事務執行を行うため、
審査を適正に行い不適正な
支給がないよう目標値を設定
した。

０件 A A

毎月の申請内容と給付実績の
照合を行い、対象事業所への
補助金交付が円滑に行われた
ため。

今後も山間地域に居住する利用
者に必要な介護サービスの確保を
図るため、適正な事務の執行に努
めていく。

介
護
保
険
課

213

利用者負
担軽減対
策事業費
補助金

H15 ～
補助等
（交付先）

低所得者に対する
利用者負担軽減を
図る。

介護保険サービス
の利用料、食費、
居住費の一部を社
会福祉法人等が
負担した場合に補
助金を交付する。

事務処理の円滑
な実施

実施 実施
一
般
37,508 ― 46,327 0.5 0.5

不適正な支給決
定件数

0件 0件 0件 0件

適正な事務執行を行うため、
審査を適正に行い不適正な
支給がないよう目標値を設定
した。

０件 A A
毎月のデータのチェックを行
い、対象法人への補助金交付
が円滑に行われたため。

今後も低所得者に対する介護
サービス利用料の負担軽減を図る
ため、適正な事務の執行と共に、
対象となる法人が全て申請できる
よう周知を行う。

介
護
保
険
課

214

がん末期
在宅介護
支援事業
補助金

H30 ～
補助等
（市・交付
先）

在宅で介護を受け
る末期がんの方
が、安心して過ごせ
るように支援する。

要介護認定申請
の結果、非該当に
なった末期がんの
方が在宅介護
サービスを利用し
た場合に費用の一
部について補助金
を交付する。

事務処理の円滑
な実施

実施 実施
一
般

465 ― 22 0.1 0.0
不適正な支給決
定件数

0件 0件 0件 0件

適正な事務執行を行うため、
審査を適正に行い不適正な
支給がないよう目標値を設定
した。

０件 A Ａ
申請に対し、補助金要件を満
たしているか審査し、適正に補
助金の交付が行われたため。

対象者が発生した場合は適切な
事務処理を行う。

介
護
保
険
課

215

介護サー
ビス利用促
進事業費
補助金

H15 ～
補助等
（市・交付
先）

低所得者に対する
利用者負担軽減を
図る。

居宅サービス利用
に係る利用者負担
額について補助金
を交付する。

事務処理の円滑
な実施

実施 実施
一
般

500 ― 315 0.3 0.0
不適正な支給決
定件数

0件 0件 0件 0件

適正な事務執行を行うため、
審査を適正に行い不適正な
支給がないよう目標値を設定
した。

０件 A A

各区高齢介護課において申
請内容を確認し、対象者への
補助金交付が円滑に行われた
ことを確認したため。

申請・交付事務は各区高齢介護
課において実施していることから、
各区における処理状況を随時確
認していく。

介
護
保
険
課

216

高齢者施
設等感染
拡大防止
対策事業
費補助金

Ｒ 3 ～
補助等
（交付先）

介護施設における
陰圧装置設置の経
費を助成することで
感染拡大防止を図
る。

施設の居室への
陰圧装置設置等
に要する経費につ
いて補助金を交付
する。

事務処理の円滑
な実施

実施 実施
一
般

9,000 ― 3,300 0.5 0.0
不適正な支給決
定件数

0件 ― ― ―
審査を適正に行い、不適正
な支給がないよう目標値を設
定した。

０件 A A
適正に審査及び支払を実施し
た
ため。

今後も適正に審査及び支払を実
施する。

介
護
保
険
課

217

介護保険
施設防災
改修等事
業費補助
金

Ｒ 4
補助等
（交付先）

介護施設に自家発
電設備、給水設備
の整備費用を助成
し、防災、減災対策
を推進する。

施設の自家発電
設備、給水設備の
整備費用について
補助金を交付す
る。

事務処理の円滑
な実施

実施 実施
一
般
33,407 ― 6,050 0.5 0.0

不適正な支給決
定件数

0件 ― ― ―
審査を適正に行い、不適正
な支給がないよう目標値を設
定した。

０件 A A
適正に審査及び支払を実施し
た
ため。

今後も適正に審査及び支払を実
施する。

介
護
保
険
課

218

認知症施
策総合支
援事業

H15 ～
補助等
（交付先）

認知症介護実践者
研修等を担当でき
る指導者を養成し、
地域密着型サービ
ス事業者の人材の
確保と質の向上に
つなげる。

事業所が認知症
介護指導者養成
研修へ受講生を派
遣する経費の一部
を助成する。

事業者へ研修開
催の周知、事務処
理の円滑な実施。

実施 実施
一
般

628 ― 509 0.3 0.0
地域密着型サービ
ス事業所の従業者
の受講

1人 0人 0人 1人

認知症介護実践者等養成研
修を担当する指導者を、毎年
１人以上増やすことを目標値
として設定した。

0人 A A

新型コロナウイルス感染症の
影響で研修が中止となり、目
標値に届かなかったが、その
影響を除けば、申込者はおり
推薦は完了していたことから、
業務は適正に実施できたた
め。

今後も指導者を、毎年１人以上増
やすよう実施していく。

介
護
保
険
課

219

認定調査
員等研修
事業

H15 ～
市

（直営）

認定調査員等が事
業を、公平・公正か
つ適正に実施する
ために必要な知識・
技能の習得・向上
を図る。

認定調査や審査
判定する者を対象
に研修会や適正
実施のための会議
を開催する。

①調査員研修（新
任・現任）の開催
②審査会委員研
修（新任・現任）の
開催

①７回
②５回

①７回
②９回

一
般

4,217 ― 785 3.0 0.0
①調査員の人数
②審査会委員の
人数

①567
人
②221
人

①567
人
②217
人

①622
人
②217
人

①657
人
②219
人

①減少傾向にあるため令和３
年度実績値を目標値とした。
②48合議体を編成する人数
を設定した。

①619
人
②221
人

①S
②Ａ

Ａ

①調査員の質の向上と、人数
の増加を狙い、各種研修を開
催し、目標値を達成したため。
②適正な委員の人数を確保す
るために、各種研修を開催し、
目標値を達成したため。

①②研修受講者の増加を目指し、
研修方法や研修内容の見直しを
図る。



Ｒ３ Ｒ２ R1

⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容達
成
度

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

⑨人工 ⑩成果指標（アウトカム指標）

指標名
当該年度
の目標値

実績値

活動の状況（アウトプット）

指標名
当該年度
の目標値

⑪
評価

⑫評価理由
実績値

④事業の
実施主体

⑤事業目的 ⑥事業内容

⑦活動指標（アウトプット指標） ⑧事業費①
所
属
名

№

事業概要（全体） 投入コスト（インプット）

予算額
（千円）

前年度
からの
繰越額
（千円）

決算額（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

会
計

成果（アウトカム） 評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

②事務事業名 ③期間

介
護
保
険
課

220

介護サー
ビス事業
所・施設指
導等経費

H18 ～
市

（直営）

介護サービス事業
所等に対し、サービ
ス提供を行うために
遵守すべき制度内
容の周知徹底等の
支援を行い、サー
ビスの質を確保す
る。

介護サービス事業
所等の指導監督

①運営指導
②集団指導

①350事
業所
②１回

①386事業
所
②１回

一
般

3,022 ― 2,137 10.0 1.0

介護サービス事業
所等への助言・指
摘等の指導（支
援）件数

350件
以上

69件 248件 422件
事業所に対し指定期間中に
１回以上は指導（支援）を行う
よう目標値を設定した。

386件 A A 目標どおり実施できたため。

新型コロナウイルス感染症をはじ
めとする感染症に留意しながら感
染拡大前の指導体制に戻してい
く。

介
護
保
険
課

221

介護人材
確保推進
事業

H23 ～
市

（直営）

介護人材の確保に
係る事業は、広域
的な課題であること
から、県が中心とな
り基金を用いて事
業を実施してきた
が、今後ますます
進展する高齢化に
対応するため、市と
しても県と事業のす
み分けを行いなが
ら、介護職員の定
着等の施策を実施
し人材確保につな
げていく。

介護職員のスキル
アップ研修や市民
向け介護講座、資
格取得支援のため
の助成、要介護度
の改善につながる
効果的な取組の表
彰等を行う。

①研修の実施
②適正な事務処
理
③要介護度改善
評価事業の実施

実施 実施
一
般

1,610 ― 1,476 1.0 0.4

介護従事者研修
受講者の従事継
続率
（R4年3月末時点）

95% 91.6% 86.4% 91.7%
健康長寿のまちづくり計画の
計画値による。

93.2% A A
令和５年３月末時点の従事継
続率が目標の90％を達成した
ため。

介護職員の研修参加に係る事業
者の理解促進とともに、様々な広
報を通じて、介護職員の定着化に
努める。

介
護
保
険
課

222

健康福祉
審議会介
護保険専
門分科会
運営経費

H15 ～
市

（直営）

介護保険の運営に
関する重要事項等
について調査審議

介護保険専門分
科会の開催、運営

専門分科会の開
催

２回 ３回
特
別

21 ― 15 0.8 0.1
専門分科会による
調査審議

実施 実施 実施 実施

専門分科会では、介護保険
事業計画の策定や進捗状況
等について調査審議を行っ
ているため。

実施 A A
８期計画の進捗状況等につい
て調査審議を実施することが
できた。

８期計画の進捗状況と合わせて、
９期計画の策定について審議を行
う。

介
護
保
険
課

223

介護保険
料の賦課・
徴収

H 15 ～
市

（直営・委
託）

介護保険制度の運
営に要する財源を
確保する。

介護保険被保険
者の資格管理及
び第１号被保険者
保険料の賦課・徴
収

①催告書の発送
②口座振替勧奨
通知の発送
③預金調査

 ①６回
 ②10回
③300件

①６回
②10回
③1,153件

特
別
19,025 ― 15,962 4.0 3.0

第１号被保険者介
護保険料収納率

①現年
99.41%
②滞繰
24.28%

①現年
99.44%
②滞繰
21.92%

①現年
99.43%
②滞繰
23.81%

①現年
99.35%
②滞繰
22.17%

第３次行財政改革後期実施
計画の計画値による

①現年
99.53%
②滞繰
27.05%

①A
②S

A

現年分・滞納繰越分ともに分
納監視及び財産調査を強化し
滞納整理に努めたことにより目
標値を上回った。

更なる収納率の向上に向けて、新
規滞納の早期対応、財産調査及
び滞納処分を強化し納付指導を
徹底していく。

介
護
保
険
課

224

介護認定
審査会事
業

H15 ～
市

（直営）

介護認定審査会の
開催により、公平・
公正な審査判定を
実施する。

各合議体の審査
判定により要介護
認定等の決定を行
い、対象者に結果
を通知する。

①合議体開催数
②審査件数

①1,200
回
②38,000
件

①1,050回
②32,302件

特
別

2,447 ― 1,969 6.0 25.0
認定結果までの処
理日数

36日 37.7日 34.2日 41.5日
給付適正化計画の目標値を
設定した。

39.9日 Ａ Ａ

更新申請件数が増加した影響
もあり、処理日数が目標値に
達していないが、概ね目標を
達成したため。

更なる業務改善の実施等により、
処理期間の短縮を図る。

介
護
保
険
課

225
認定調査
等事業

H15 ～
市

（直営・委
託）

要介護認定等に必
要な認定調査票及
び主治医意見書を
作成する。

認定調査実施に
係る委託料及び主
治医意見書記載
に係る手数料の支
払いを行う。

①調査委託件数
②意見書支払件
数

①21,500
件
②38,000
件

①13,664件
②33,625件

特
別
307,263 ― 239,267 15.0 25.0

①調査依頼から調
査実施までの日数
②意見書依頼から
回収までの日数

①16.4
日
②16.2
日

①12.0
日
②16.4
日

①10.9
日
②15.1
日

①16.4
日
②16.2
日

申請件数が前年度より増加
する見込みのため、直近３か
年で最も申請件数が多い令
和元年度の実績値を目標値
とした。

①13.3
日
②17.3
日

①S
②Ａ

Ａ

更新申請件数が増加した影響
もあり、意見書回収までの日数
は目標値に達していないが、
概ね目標を達成したため。

更なる業務改善の実施等により、
処理期間の短縮を図る。

介
護
保
険
課

226
制度普及
啓発事業

H15 ～
市

（直営）

市民や介護サービ
ス事業者にとって必
要な情報の提供や
制度内容等の周知
を図る。

①パンフレットの作
成
②ホームページの
更新
③出前講座の実
施

令和5年度版パン
フレットの作成

45,000部 45,000部
特
別

1,735 ― 1,478 0.3 0.1
パンフレットを希望
者に配布できた割
合

100% 100% 100% 100%

市民や介護サービス事業者
にとって必要な情報の提供
や制度内容等の周知を図る
ことは、保険者としての市の
責務であるため100％を目標
値とした。

100% A A 目標どおりに実施できたため。
介護保険制度の更なる周知のた
め、パンフレットの配架場所の拡大
を図る。
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⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容達
成
度

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

⑨人工 ⑩成果指標（アウトカム指標）

指標名
当該年度
の目標値

実績値

活動の状況（アウトプット）

指標名
当該年度
の目標値

⑪
評価

⑫評価理由
実績値

④事業の
実施主体

⑤事業目的 ⑥事業内容

⑦活動指標（アウトプット指標） ⑧事業費①
所
属
名

№

事業概要（全体） 投入コスト（インプット）

予算額
（千円）

前年度
からの
繰越額
（千円）

決算額（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

会
計

成果（アウトカム） 評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

②事務事業名 ③期間

介
護
保
険
課

227
介護サー
ビス給付費

H15 ～
市

（直営）

要介護者が利用し
たサービス費用を
適正に給付する。

審査機関である国
保連に提供する受
給者台帳を作成
し、適正に給付費
を支払う。

事務処理の円滑
な実施

実施 実施
特
別

62,119,045 ― 61,217,125 0.5 0.2
毎月提供する受給
者台帳データのエ
ラー発生件数

0件 0件 0件 0件
国保連へ提供する受給者台
帳データを適正に作成するこ
とを目標値とした。

０件 A A
データ処理を適正に執行した
ため。

今後も国保連と連携し、適正に保
険給付を行う。

介
護
保
険
課

228

介護予防
サービス給
付費

H18 ～
市

（直営）

要支援者が利用し
たサービス費用を
適正に給付する。

審査機関である国
保連に提供する受
給者台帳を作成
し、適正に給付費
を支払う。

事務処理の円滑
な実施

実施 実施
特
別
1,738,157 ― 1,648,175 0.5 0.0

毎月提供する受給
者台帳データのエ
ラー発生件数

0件 0件 0件 0件
国保連へ提供する受給者台
帳データを適正に作成するこ
とを目標値とした。

０件 A A
データ処理を適正に執行した
ため。

今後も国保連と連携し、適正に保
険給付を行う。

介
護
保
険
課

229
審査支払
手数料

H15 ～
市

（直営）

介護給付費の適正
な審査と事業所へ
の円滑な支払いを
行う。

審査支払業務を国
保連に委託して手
数料を支払う。

事務処理の円滑
な実施

実施 実施
特
別
51,508 ― 51,277 0.5 0.0

支払遅延発生件
数

0件 0件 0件 0件
国保連より請求される手数料
を遅滞なく正確に処理するこ
とを目標値とした。

０件 A A
適正に支払事務を執行したた
め。

今後も国保連と連携し、支払事務
を遅延なく実施する。

介
護
保
険
課

230

高額介護
サービス等
費

H15 ～
市

（直営）

介護保険サービス
利用者が負担した
サービス費用の軽
減を図る。

要介護者等の支
払った世帯ごとの
介護サービス費等
の合計金額が基
準を超えた場合、
その超えた額につ
いて支給する。

事務処理の円滑
な実施

実施 実施
特
別
1,709,263 ― 1,531,009 0.5 0.2

支払遅延発生件
数

0件 0件 0件 0件
遅滞なく正確に給付事務を
毎月実施することを目標値と
した。

０件 A A
適正に遅延なく支払事務を執
行したため。

今後も支払事務を遅延なく実施す
る。

介
護
保
険
課

231

特定入所
者介護
サービス等
費

H15 ～
市

（直営）

介護保険サービス
利用者が負担する
食費・居住費の軽
減を図る。

審査機関である国
保連に提供する受
給者台帳を作成
し、低所得者等が
負担した食費・居
住費の保険給付を
行う。

事務処理の円滑
な実施

実施 実施
特
別
1,745,101 ― 1,247,283 0.5 0.0

支払遅延発生件
数

0件 0件 0件 0件
遅滞なく正確に給付事務を
毎月実施することを目標値と
した。

０件 A A
適正に遅延なく支払事務を執
行したため。

今後も支払事務を遅延なく実施す
る。

介
護
保
険
課

232

高額医療
合算介護
サービス等
費

H21 ～
市

（直営）

医療保険及び介護
保険サービス利用
者が負担したサー
ビス費用の軽減を
図る。

世帯内で1年間の
医療及び介護保
険制度における自
己負担額の合計
金額が基準を超え
た場合、その超え
た額について給付
を行う。

事務処理の円滑
な実施

実施 実施
特
別
252,301 ― 197,568 0.5 0.2

支払遅延発生件
数

0件 0件 0件 0件
遅滞なく正確に給付事務を
毎月実施することを目標値と
した。

０件 A A
適正に遅延なく支払事務を執
行したため。

今後も国民健康保険所管課・国保
連と連携し、支払事務を遅滞なく
実施する。

介
護
保
険
課

233

指定事業
者サービス
事業費

H29 ～
市

（直営）

事業対象者等が利
用したサービス費
用を給付する。

受給者台帳の情
報更新を行い、国
保連が審査した第
１号事業支給費を
支払う。

事務処理の円滑
な実施

実施 実施
特
別
1,807,314 ― 1,714,719 0.5 0.0

支払遅延発生件
数

0件 0件 0件 0件
遅滞なく正確に給付事務を
毎月実施することを目標値と
した。

０件 A A
適正に遅延なく支払事務を執
行したため。

今後も支払事務を遅延なく実施す
る。

介
護
保
険
課

234

第１号介護
予防支援
事業費

H29 ～
市

（直営）

介護予防及び日常
生活支援を目的と
して適切なサービス
が提供できるように
援助を行う。

受給者台帳の情
報更新を行い、国
保連が審査した第
１号事業支給費を
支払う。

事務処理の円滑
な実施

実施 実施
特
別
172,701 ― 163,083 0.5 0.0

毎月提供する受給
者台帳データのエ
ラー発生件数

0件 0件 0件 0件
国保連へ提供する受給者台
帳データを適正に作成するこ
とを目標値とした。

０件 A A
データ処理を適正に執行した
ため。

今後も国保連と連携し、適正に保
険給付を行う。



Ｒ３ Ｒ２ R1

⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容達
成
度

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

⑨人工 ⑩成果指標（アウトカム指標）

指標名
当該年度
の目標値

実績値

活動の状況（アウトプット）

指標名
当該年度
の目標値

⑪
評価

⑫評価理由
実績値

④事業の
実施主体

⑤事業目的 ⑥事業内容

⑦活動指標（アウトプット指標） ⑧事業費①
所
属
名

№

事業概要（全体） 投入コスト（インプット）

予算額
（千円）

前年度
からの
繰越額
（千円）

決算額（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

会
計

成果（アウトカム） 評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

②事務事業名 ③期間

介
護
保
険
課

235

高額介護
予防サー
ビス費相当
事業費

H29 ～
市

（直営）

指定訪問・通所事
業サービス利用者
が負担したサービ
ス費用の軽減を図
る。

事業対象者等の
支払った世帯ごと
のサービス費用の
合計金額が基準を
超えた場合、その
超えた額について
支給する。

事務処理の円滑
な実施

実施 実施
特
別

3,492 ― 3,083 0.5 0.2
支払遅延発生件
数

0件 0件 0件 0件
遅滞なく正確に給付事務を
毎月実施することを目標値と
した。

０件 A A
適正に遅延なく支払事務を執
行したため。

今後も支払事務を遅延なく実施す
る。

介
護
保
険
課

236

高額医療
合算介護
予防サー
ビス費相当
事業費

H30 ～
市

（直営）

医療保険及び指定
訪問・通所事業の
利用により生じた利
用者負担額の軽減
を図る。

世帯内で1年間の
サービス費用の自
己負担額の合計
金額が基準を超え
た場合、その超え
た額について給付
を行う。

事務処理の円滑
な実施

実施 実施
特
別

4,288 ― 1,733 0.5 0.2
支払遅延発生件
数

0件 0件 0件 0件
遅滞なく正確に給付事務を
実施することを目標値とした。

０件 A A
適正に遅延なく支払事務を執
行したため。

今後も支払事務を遅延なく実施す
る。

介
護
保
険
課

237

元気いきい
き！シニア
サポーター
事業

H27 ～
市

（委託）

・健康寿命を延伸
する（介護予防・孤
立防止）。
・地域包括ケアの担
い手を養成する。
・介護給付費の伸
びを抑制する。

市内65歳以上のシ
ニア世代がＳ型デ
イサービス等でボ
ランティア活動を
行うと、静岡市の
地場産品と交換で
きるポイントを付与
する。

①サポーター登録
数
②受入施設登録
数

①7,220
人
②856ヵ
所

①6,489人
②853箇所

特
別
59,047 ― 43,997 0.8 0.0 サポーター満足度 92% 93% 93% 92%

直近３か年の実績値の平均
を基に算出

94% A A
実績値が目標値を上回ったた
め。

新規登録サポーター増加のため、
新たな交換品導入に向けた検討
や、より効果的なＰＲ（マスコミの活
用）等を実施する。

介
護
保
険
課

238

介護給付
費等費用
適正化事
業

H18 ～
市

（直営）

事業者の不適切な
請求を防止するとと
もに、介護サービス
の質の向上を図る。

全利用者を対象と
して給付費通知を
送付する。

事務処理の円滑
な実施

実施 実施
特
別

5,425 ― 5,270 0.5 0.2
給付費通知発送
回数

2回 3回 2回 2回
適切なサービスの利用に繋
げるための通知回数を目標
値とした。

２回 A Ａ
計画どおり通知を発送したた
め。

国の介護給付適正化主要５事業
から本事業が外れる方針が発表さ
れたことから、今後の国や県の方
針を注視しながら、現行の静岡市
第５期介護給付適正化計画どおり
の実施を行なっていく。

介
護
保
険
課

239

家族介護
者支援事
業

H18 ～
市

（委託）

在宅で介護を支え
る家族の身体的、
精神的負担を軽減
する。

①介護者同士の
交流会の実施
②介護に関する相
談活動の実施

事業委託の発注
件数

２件 ２件
特
別

1,000 ― 1,000 0.2 0.0
介護者交流会の
参加者数

384人 333人 385人 434人
直近３か年の実績値の平均
を基に算出

350人 A A 目標の90％を達成したため。

在宅で介護を支える家族の身体
的、精神的負担を軽減するため、
今後も着実に事業を継続するとと
もに、事業内容を充実させ、参加
者の増加を図る。

介
護
保
険
課

240

住宅改修
支援事業
補助金

H15 ～
補助等
（市・交付
先）

住宅改修支援事業
の円滑な利用を図
る。

居宅介護支援事
業者等と契約して
いない要介護認定
者等の住宅改修
理由書作成業務
について補助金を
交付する。

事務処理の円滑
な実施

実施 実施
特
別

150 ― 120 3.0 0.0
不適正な支給決
定件数

0件 0件 0件 0件

適正な事務執行を行うため、
審査を適正に行い不適正な
支給がないよう目標値を設定
した。

０件 Ａ Ａ

各区高齢介護課において申
請内容を確認し、対象者への
補助金交付が円滑に行われた
ことを確認したため。

申請・交付事務は各区高齢介護
課において実施していることから、
各区における処理状況を随時確
認していく。

介
護
保
険
課

241

介護相談
員派遣等
事業

H15 ～
市

（直営）

利用者の疑問や不
満の解消を図り、苦
情に至る事態の未
然防止等を通じて
サービスの質の向
上を図る。

介護相談員の資
質向上を図りつ
つ、介護施設に派
遣し、利用者の相
談に応じる。

①派遣施設数
②介護相談員研
修回数

①145施
設
②２回

①派遣中止
②２回

特
別
12,264 ― 636 0.6 0.2

介護相談員情報
交換会開催回数

３回
以上

２回 ３回 ３回
直近３か年の実績値を基に
算出

2回 C C

新型コロナウィルス感染症予
防のため、施設派遣の中止
し、相談員の資質向上を図る
情報交換会の開催についても
２回中止となり、目標を達成で
きなかった。

希望する全ての事業所に介護相
談員を派遣できるよう、相談員の
確保及び訪問再開に向けて取り
組む。

介
護
保
険
課

242

審査支払
手数料（地
域支援事
業費）

H 29 ～
市

（直営）

総合事業サービス
費の適正な審査と
事業所への円滑な
支払いを行う。

審査支払業務を国
保連に委託して手
数料を支払う。

事務処理の円滑
な実施

実施 実施
一
般

4,938 ― 4,747 0.5 0.0
支払遅延発生件
数

0件 0件 0件 0件
国保連より請求される手数料
を遅滞なく正確に処理するこ
とを目標値とした。

0件 A A
適正に支払事務を執行したた
め。

今後も国保連と連携し、支払事務
を遅延なく実施する。



Ｒ３ Ｒ２ R1

⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容達
成
度

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

⑨人工 ⑩成果指標（アウトカム指標）

指標名
当該年度
の目標値

実績値

活動の状況（アウトプット）

指標名
当該年度
の目標値

⑪
評価

⑫評価理由
実績値

④事業の
実施主体

⑤事業目的 ⑥事業内容

⑦活動指標（アウトプット指標） ⑧事業費①
所
属
名

№

事業概要（全体） 投入コスト（インプット）

予算額
（千円）

前年度
からの
繰越額
（千円）

決算額（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

会
計

成果（アウトカム） 評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

②事務事業名 ③期間

介
護
保
険
課

243

介護施設
光熱費等
負担軽減
事業費助
成

Ｒ 4 ～
補助等
（交付先）

介護事業所の安定
的な運営及び介護
サービスの質の維
持・確保を支援す
る。

物価高騰の影響を
受けている介護
サービス事業所に
対し、サービスの
安定的な供給のた
めの財政支援

支援金交付申請
受付、検査、交付

実施 実施
一
般
442,181 ― 270,622 0.3 0.0

交付対象者への
交付率

100% ― ― ―

速やかに事業運営の支援を
受けられるよう、迅速かつ的
確に交付することが目的であ
ることから交付対象者への交
付率を目標とした。

95% A A
交付すべき対象者に概ね交付
することができたため。

令和６年度の報酬改定まで給付費
の増額は予定されていないため、
令和５年度についても支援を検討
する必要がある。

保
険
年
金
管
理
課

244

後期高齢
者医療制
度運営及
び負担金
業務(一般
会計）

H 20 ～
市・補助等
（直営・交
付先）

後期高齢者医療業
務の円滑実施

①後期高齢者医
療の資格、給付及
び保険料業務等
②静岡県後期高
齢者医療広域連
合に負担金を支出

①全ての被保険
者への被保険者
証及び保険料納
入通知書の適正
交付
②負担金の適正
支出

①全ての
被保険
者への適
正交付
②適正
支出

①適正交付
②適正支出

一
般
7,308,652 ― 7,197,379 3.5 6.0

全ての被保険者
への被保険者証
及び保険料納入
通知書の適正交
付

100% 100% 100% 100%

被保険者証及び保険料納入
通知書は、全ての被保険者
に適正交付すべきものである
ため、100%適正交付を目標
値として設定した。

100 A A
全ての被保険者に被保険者
証及び保険料納入通知書を
適正に交付した。

今後も、二重チェックを徹底すると
ともに、書類等の保管状況につい
て係全員で再確認し、適正交付に
努めていく。

保
険
年
金
管
理
課

245

後期高齢
者医療制
度保険料
収納及び
納付金業
務(特別会
計）

H 20 ～
市・補助等
（直営・交
付先）

後期高齢者医療保
険料の収納率向上

①後期高齢者医
療の保険料収納
業務
②静岡県後期高
齢者医療広域連
合に保険料等納
付金を支出

①保険料未納者
への督促、催告等
の実施
②納付金の適正
支出

①未納
者全員
への実施
②適正
支出

①実施
②適正支出

特
別

10,832,600 ― 10,010,099 1.5 1.0
保険料収納率
(現年度分）

99.45% 99.39% 99.39% 99.24%

「静岡県後期高齢者医療保
険料収納推進計画」中の市
町における令和４年度予定
収納率を設定した。

99.36% A A

福祉債権収納対策課と連携
し、短期証の発行数や催告書
の発送回数を増やして滞納対
策を実施したが、新規加入者
の増加に比例して普通徴収の
未納金が増加したため目標と
していた99.45％を0.09％下
回ってしまった。

新規加入者が納付忘れをしないよ
うに周知方法を改善する。
福祉債権収納対策課との連携を
強化して、下記の収納対策を実施
し、収納率向上に努める。
・納付相談の機会を増やす
・口座振替の勧奨
また、コンビニ収納の導入につい
て検討する。

保
険
年
金
管
理
課

246

静岡市食
品国民健
康保険組
合補助金
事業

S 52 ～
補助等
（交付先）

静岡市食品国民健
康保険組合に対す
る補助金

静岡市食品国民
健康保険組合に
対する補助金の交
付

対象人数に対し一
人当たり3,000円
及び保健事業に
要する費用の１/3
の額の範囲におい
て、予算の範囲内
の額を交付

年度内
交付

年度内交付
一
般
12,600 ― 11,530 1.0 0.0 補助金の支払い

年度内
交付

12,162
千円年
度内完
了

12,542
千円年
度内完
了

11,778
千円年
度内完
了

静岡市食品国民健康保険組
合補助金交付要綱の第３条
に、組合は補助金の交付の
申請をしようとするときは必要
な書類を市長に提出しなけ
ればならないとある。当市とし
ては、申請を受け、年度内に
支払いを完了する必要がある
ことから、年度内の完了を目
標としている。

年度内
交付

A A
補助金を年度内に適正に交
付できたため。

補助金を適正に交付するため、被
保険者数の把握と必要な補助金
の確保を行っていく。

保
険
年
金
管
理
課

247

国民健康
保険運営
協議会業
務

H15 ～
市

（直営）

国民健康保険事業
の運営に関する重
要事項の審議

運営協議会の開
催

①協議会の開催
②協議会への諮
問

①４回
②１回

①４回
②１回

特
別

1,552 ― 826 3.0 0.0
翌年度保険料率
の決定

１回 １回 １回 １回

翌年度の保険料率の決定に
あたっては協議会での協議
が必要であり、協議を経て行
われる答申に基づき保険料
率を決定することから、答申
回数に合わせて目標値を設
定した。

１回 A A

協議会から、十分な協議を経
たうえでの答申があり、これを
もとに翌年度保険料率を決定
することができたため。

被保険者の急激な負担増とならな
いように基金等を計画的に活用し
つつ、県国保運営方針に則った保
険料率を設定していく。

保
険
年
金
管
理
課

248

井川診療
所運営業
務

S 44 ～
市

（直営）
井川地区における
地域医療の確保

診療所の運営
①診療日数
②委託契約事務
の全完了

①280日
②16件

①279日
②19件

特
別
40,368 ― 41,990 3.0 5.0 診療日数 280日 280日 278日 276日

静岡市国民健康保険診療所
条例第４条により、年間の診
療日数を算出している。

279日 A A 目標水準で運営できたため。

井川地区の人口減少に伴う診療
報酬の減少等により、施設や医療
機器の経年劣化による修繕費用
や看護師の確保が課題。計画的
な施設修繕・医療機器更新及び
人材募集を行っていく。

保
険
年
金
管
理
課

249
保険給付
事業

～
市

（直営）
国保給付費の支給

療養給付費、療養
費、高額療養費、
高額介護合算療
養費、出産育児一
時金、葬祭費等の
支給

被保険者等からの
申請に基づき給付
費を支給

遅滞なく
実施でき
ている
（12回）

支給回数12
回

特
別

47,850,365 ― 46,501,510 6.0 1.0
給付費の適正な
支給

支給回
数12回

支給回
数12回

支給回
数12回

支給回
数12回

給付費の支給は月単位で行
われることから、年間の支給
回数は12か月＝12回となるた
め。

12回 A A 目標どおり達成できたため
医療機関からの請求が適切である
か確認し、請求内容の点検を行
う。（過誤調整事務）



Ｒ３ Ｒ２ R1

⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容達
成
度

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

⑨人工 ⑩成果指標（アウトカム指標）

指標名
当該年度
の目標値

実績値

活動の状況（アウトプット）

指標名
当該年度
の目標値

⑪
評価

⑫評価理由
実績値

④事業の
実施主体

⑤事業目的 ⑥事業内容

⑦活動指標（アウトプット指標） ⑧事業費①
所
属
名

№

事業概要（全体） 投入コスト（インプット）

予算額
（千円）

前年度
からの
繰越額
（千円）

決算額（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

会
計

成果（アウトカム） 評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

②事務事業名 ③期間

保
険
年
金
管
理
課

250 保健事業 ～
市

（直営・委
託）

医療費の適正化
ジェネリック医薬品
の利用促進

ジェネリック医薬品
差額通知の発送

３回以上
発送

差額通知を
年３回発送

特
別

2,215 ― 586 0.1 0.0

ジェネリック医薬品
数量ベースの普及
率（１月調剤分に
て測定）

80.9% 80.6% 80.3% 78.1%

普及率は26年度から順調に
上昇しているが、28年度後半
から上昇率が頭打ちの傾向と
なっており、月0.025％増の年
間0.3％増を目標値として算
出。

82.20% A A 目標どおり達成できたため

現在、ジェネリック医薬品メーカー
の不祥事により、大規模な医薬品
の供給不足が続いていることから、
国が示している80％以上の維持も
難しい。今後も利用促進を普及の
ために、ジェネリック医薬品差額通
知の発送、ジェネリック促進シール
の配布を継続的に行う。

保
険
年
金
管
理
課

251
資格賦課
業務

～
市

（直営）
国民健康保険の安
定した運営

国民健康保険被
保険者の資格管
理及び保険料の
賦課事務

①新規資格取得
者等届出の正確
な受付と登録
②未申告者の所
得把握と賦課額の
確認

①資格
入力時の
点検
②所得
不明者
への所得
申告書の
一斉送
付と、窓
口での所
得の聞き
取り

①資格入力
時の点検
②所得不明
者への所得
申告書の一
斉送付と、
窓口での所
得の聞き取
り

特
別
173,548 ― 152,528 4.0 0.0

①更新保険証の
送付
②納付通知書の
送付

①１回
②13回

①１回
②13回

①１回
②13回

①１回
②13回

①国保保険証の更新回数
②当初納付及び更正通知発
送回数

①１回
②13回

①A
②A

A

・更新時期までに保険証を送
付できたため。
・納付通知書に記載の所得不
明表示や同封チラシにより所
得申告を促すなど所得の把握
に努めたうえで、納付通知書
を目標どおり送付できたため。

・マイナンバーを活用したオンライ
ン資格確認制度への対応を含め、
正確な資格管理や令和６年秋の
保険証廃止に向けた準備を進め
ていく。

福
祉
債
権
収
納
対
策
課

252

国民健康
保険料徴
収業務

～
市

（直営）

安定的な国民健康
保険料収入の確保
を図るため、収入未
済額の削減を進
め、収納率の向上
を目指す。

①新規滞納の抑
制
②滞納国民健康
保険料の早期解
決

①滞納整理強化
期間

②給与照会、給与
差押及び滞納処
分の執行停止

①１回／
年　夜間
電話催
告等を実
施

②職員
10名　照
会、差
押、停止
件数815
件

①夜間電話
催告１回／
年（延べ実
施日数16
日）

②822件

特
別

7,872 － 5,349 24.0 22.0
国民健康保険料
収納率

86.87% 86.75% 85.82% 82.93%
第３次行財政改革後期実施
計画による

87.13% A A 目標収納率を達成できたため

　機能別分担制を導入。納期限後
半年以内初期滞納者を担当し滞
納が膨らまないうちから滞納整理
に早期着手する量的整理（初期滞
納）班と納期限後半年以降の滞納
を扱い長期累積事案の解決を目
指す質的整理班に分かれて滞納
整理を行う。

福
祉
債
権
収
納
対
策
課

253

移管３債権
（介護保険
料、保育
料、生活保
護費返還
金）の滞納
整理事務

～
市

（直営）

移管３債権の収入
未済の削減を進
め、整理率向上を
目指す。
（移管件数）
介護保険料　175件
保育料　65件
生活保護費返還金
89件

移管３債権の早期
解決

①文書催告や財
産調査の実施（介
護、保育）

②相続人調査や
文書催告（生活保
護）

移管案
件全件に
対し調査
実施

①介護
　175件
　保育
　　65件
②生活保護
　115件

一
般

965 － 290 4.0 4.0

①移管案件の滞
納繰越案件の整
理率※整理率＝
（収入済額＋処分
停止額）／受入滞
納額

②滞納整理手法
を確立する。調査
で判明した相続人
へ催告を発送す
る。

①介護
56.55
％
保育
51.93
％

上記整
理率を
超える

②生保
判明し
た相続
人へ催
告書発
送

①介護
44.11
％
保育
65.42
％

①介護
70.99
％
保育
50.70
％

①介護
56.19
％
保育
51.62
％

引受債権における過去５年
間の整理率実績の平均（生
活保護債権については、令
和４年度から対象）

介護
38.59
％
保育
92.49
％

生保
100％

C

S

A

A

　保育料については目標を達
成できたが、介護保険料は達
しなかったため。
　生活保護債権については、
判明した相続人への催告送付
は達成できた。

　保育料及び生活保護債権につ
いては、現在の取り組みを継続し
ていく。介護保険料については、
催告、財産調査、納付折衝、滞納
処分の流れを徹底していく。
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⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容達
成
度

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

⑨人工 ⑩成果指標（アウトカム指標）

指標名
当該年度
の目標値

実績値

活動の状況（アウトプット）

指標名
当該年度
の目標値

⑪
評価

⑫評価理由
実績値

④事業の
実施主体

⑤事業目的 ⑥事業内容

⑦活動指標（アウトプット指標） ⑧事業費①
所
属
名

№

事業概要（全体） 投入コスト（インプット）

予算額
（千円）

前年度
からの
繰越額
（千円）

決算額（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

会
計

成果（アウトカム） 評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

②事務事業名 ③期間

地
域
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー

シ

ョ
ン
推
進
セ
ン
タ
ー

254

障害程度
等審査事
業

H17 ～
市

（直営）

身体障害者手帳の
障害程度の審査を
行う。

社会福祉審議会
障害程度審査部
会による身体障害
者手帳の障害程
度の審査

障害程度の審査
審査の実
施

100%
一
般

1,909 0 1,840 2.0 0.0
適正な身体障害
者手帳の交付率

100% ― ― ―
障害程度審査部会の審査に
基づいた手帳の交付率 100% A A

障害程度審査部会員による審
査を行い、適正に身体障害者
手帳を交付することができた。

引き続き適正な審査に基づき手帳
を交付する。

地
域
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー

シ

ョ
ン
推
進
セ
ン
タ
ー

255

障害者更
生相談所
判定・相談
事業

H17 ～
市

（直営）

療育手帳・補装具
の判定及び専門的
支援を行う。

①心理判定員によ
る療育手帳の判定
及び交付
②作業・理学療法
士による補装具等
の判定及び技術
的助言並び専門
相談

①療育手帳の適
正な判定及び交
付
②補装具等の適
正な判定及び技
術的助言並び専
門相談

①適正な
判定に基
づいた療
育手帳
交付の実
施
②適正な
判定及
び助言の
実施

①100％
②100％

一
般

5,139 0 2,947 4.0 0.0

①適正な判定によ
る療育手帳の交付
率
②補装具等の適
正な審査による判
定・技術的助言の
実施率

①100%
②100%

①100%
②100%

①100%
②100%

①100%
②100%

①適正な判定に基づいた療
育手帳の交付率
②補装具等の適正な審査に
よる判定・技術的助言の実施
率

①
100％
②
100％

①A
②A

A

①静岡市知的障害程度判定
基準に基づいて療育手帳の
判定を行い、交付した。
②補装具等の申請内容に応じ
て、専門職及び嘱託医による
適正な判定・技術的助言を行
うことができた。

庁内関係課と情報共有を行いなが
ら、適切に審査・判定・助言業務を
実施していく。

地
域
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー

シ

ョ
ン
推
進
セ
ン
タ
ー

256

保健福祉
複合棟管
理業務

H17 ～
市

（直営・委
託）

子どもや障がい者
等の利用者が、保
健福祉複合棟を安
心して利用できるよ
う、安全な施設管理
を行う。

施設管理業務委
託の執行及び適
切な維持修繕等の
実施

①施設管理業務
委託の執行
②維持修繕の実
施

①業務
委託の実
施
②修繕の
実施

①６件
②４件

一
般
13,603 0 13,711 2.0 0.0

施設管理業務に
起因する重大な事
故件数

0件 0件 0件 0件
複合棟の利用者の安心・安
全のため目標値は事故件数
０件とした。

0件 A A

①滞りなく、適正に執行した。
②複合棟会議を12回開催する
とともに、施設の現状の情報共
有と安全管理意識向上を目的
とした施設内自主点検ツアー
を２回行い、施設内設備の安
全確認、長寿命化への課題等
について、各事業所と再確認
する機会を持った。

①年度毎、法改正や実態に合わ
せた仕様書等の修正を適宜行い、
引き続き適正な委託業務を執行し
ていく。
②担当者変更等により、各事業所
で認識のズレなどが出ないよう、詳
細な記録を保管し、引き続き適正
な会議運営をしていく。

地
域

リ
ハ
ビ

リ
テ
ー

シ

ョ
ン
推

進
セ

ン
タ
ー

257

地域リハビ
リテーショ
ン推進事
業

H17 ～
市

（直営）

日常生活動作に支
障のある人が自立
した生活を送ること
ができるよう健康・
福祉の両面からリハ
ビリの視点による専
門的な支援を行う。

自分らしく自立し
た生活を送るため
のニーズに対する
専門職員による相
談や助言及び講
座

①専門職向け講
座回数
②市民向け講座
回数
③福祉教育回数

①８回
②６回
③８回

①６回
②６回
③８回

一
般

1,150 0 994 1.0 0.2

講座アンケート回
答割合
①理解度
②活用したいと思
う人の割合

①96％
②97％

①92%
②94%

①98%
②98%

①97%
②98%

①②とも、直近３か年の実績
値の平均を目標値とした。

①95%
②94%

①A
②A

A
市民・専門職向け講座を開催
し、受講者の理解を深め、活
用意欲を高めることができた。

障がい者や高齢者の在宅支援に
関する技術向上を図るため実技体
験を中心に実践的な学びの場を
提供していく。

地
域
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー

シ

ョ
ン
推
進
セ
ン
タ
ー

258

介護予防
普及啓発
事業

H18 ～
市

（直営）

要介護状態になら
ないよう、介護予防
の知識を習得し、体
操により体力の維
持向上を図る。

介護予防に取り組
むきっかけ作りとし
て、介護予防に関
する各種健康講座
及び転倒予防のた
めの運動器機能
向上事業（しぞ～
かでん伝体操の普
及）を実施

①普及講座開催
数
②介護予防体操
DVD貸出

①講座の
開催
②貸出の
実施

①21回
②55人

特
別
54,502 0 11,813 1.5 2.0

①講座受講者数
②介護予防体操
　継続率

①340
人
②78%

①470
人
②71%

①227
人
②86％

①－
②－

①②とも、直近２か年の実績
値の平均を参考に目標値とし
た。

①323
人
②87%

①A
②S

A

講座の開催やＤＶＤの貸出に
より、介護予防に関する知識
の習得や取組への動機づけ、
活動の継続を促し体力の維持
向上を図ることができた。

介護予防に取り組むきっかけや継
続的な活動になるよう講座や教室
等を通じ引き続き介護予防を推進
していく。
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⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容達
成
度

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

⑨人工 ⑩成果指標（アウトカム指標）

指標名
当該年度
の目標値

実績値

活動の状況（アウトプット）

指標名
当該年度
の目標値

⑪
評価

⑫評価理由
実績値

④事業の
実施主体

⑤事業目的 ⑥事業内容

⑦活動指標（アウトプット指標） ⑧事業費①
所
属
名

№

事業概要（全体） 投入コスト（インプット）

予算額
（千円）

前年度
からの
繰越額
（千円）

決算額（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

会
計

成果（アウトカム） 評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

②事務事業名 ③期間

地
域
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー

シ

ョ
ン
推
進
セ
ン
タ
ー

259

地域介護
予防活動
支援事業

H18 ～
市

（直営）

地域において介護
予防に資する自発
的な活動が広く実
施されている状態を
目指す。

地域において、介
護予防に資する自
発的な活動を継続
するための手法を
習得する事業

①教室開催数
②講座開催数

①40回
②９回

①42回
②16回

特
別

3,686 0 1,722 0.5 0.5

教室参加前後の
効果判定の結果、
維持・改善した人
の割合

90% 82% 95% 93%
直近３か年の実績値の平均
を目標値とした。

83% A A

しぞ～かでん伝体操教室に住
民自ら参加し体操に取り組む
ことで参加者の体力等の維
持・改善状態は概ね目標どお
りであった。

健康維持を図るため、生活習慣等
について個別にアドバイスを行
い、継続的に機能低下を予防でき
るよう支援していく。

地
域
リ
ハ
ビ

リ
テ
ー

シ

ョ
ン
推
進
セ
ン
タ
ー

260

福祉用具・
住宅改修
支援事業

H18 ～
市

（直営）

高齢者の地域にお
ける自立した日常
生活を支援する。

自宅等で自分らし
く自立した生活を
送るため、自助具
の相談や提案、シ
ミュレーションを通
して住宅改修等の
助言実施

①相談対応
②自助具製作対
応
③福祉用具展示
数

①完全
対応
②完全
対応
③330点

①完全対応
②完全対応
③330点

特
別

310 0 212 0.2 0.8
相談者アンケート
における満足度

98% 98% 98% 98%
直近３か年の実績値の平均
を目標値とした。

98% A A

リハビリテーション専門職が相
談への適切な助言指導を行い
相談者の満足を得ることができ
た。

引き続き相談者のニーズを満足さ
せる説明をしていく。

地
域
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー

シ

ョ
ン
推
進
セ
ン
タ
ー

261

地域リハビ
リテーショ
ン活動支
援事業

H29 ～
市

（直営）

リハビリテーション
に関する専門的知
見を有する者が、
住民主体の通いの
場等の介護予防の
取組を総合的に支
援する。

①しぞ～かでん伝
体操の自主的な活
動を支援する人材
（サポーター等）を
養成する。
②介護予防への
参加を促すため、
体力測定を体験で
きる元気度測定会
の開催

①サポーター等養
成講座開催回数
②元気度測定会
開催回数

①12回
②12回

①13回
②26回

特
別

6,589 0 4,848 1.8 1.5

①サポーター登録
人数
②新規活動拠点
数(自主グループ
等)

①
1,462
人
②６箇
所

①
1,412
人
②4箇
所

①
1,356
人
②14箇
所

①
1,288
人
②14箇
所

新型コロナウイルス感染対策
として養成講座は定員数を見
直した目標値とした。また、令
和12年の高齢者人口１万人
に対し活動拠点10箇所の段
階的設置にむけ今年度６箇
所の目標値とした。

①
1,474
人
②９箇
所

①A
②S

S

養成講座を開催しサポーター
登録数は目標値を上回り、新
規活動拠点数も目標値を上回
ることができた。

引き続き地域での人材育成に取り
組み、活動拠点の新規立上げの
動機づけを行っていく。

保
健
衛
生
医
療
課

262

保健衛生
団体事業
費補助金

S 35 ～
補助等
（交付先）

保健衛生団体の公
益的な事業活動を
支援し、地域の公
衆衛生の向上、増
進を図る。

公益的事業を実施
する保健衛生団体
への補助金の交
付

補助金交付事務
の実施

4件 ４件
一
般

4,892 ― 4,892 0.2 0.0
各保健衛生団体
が実施した公益的
事業数

21事業 21事業 22事業 22事業
直近５か年の実績から21事業
を目標値として設定した。

21事業 A A

地域の公衆衛生の向上、増進
を図るための、各団体におけ
る講演会、電話相談事業など
の公益的事業が計画どおり実
施された。

引き続き、保健衛生団体への支援
を行い、市内の公衆衛生の向上、
推進を図っていく。

保
健
衛
生
医
療
課

263

山間地診
療所管理
事業

S 60 ～
補助等
（交付先）

山間地地域の住民
が安心して医療を
受けられる環境を
整備するため、山
間地診療所の維持
管理及び開設者へ
の支援を行う。

①開設者への補
助金交付
②施設・医療機器
等の整備・更新

補助金交付事務
の実施

５診療所
×12月

５診療所×
12月

一
般
58,797 ― 58,334 0.3 0.0

山間地診療所（５
か所）の開設状況

100% 100% 100% 100%
山間地の医療確保には、年
間を通じて滞りなく診療が行
われることが必要なため。

100% A A

各山間地診療所において診
療に支障をきたさないよう、施
設・設備の整備が滞りなく行わ
れた。

５診療所中、4診療所が設置30年
を超えており、経年劣化等から、突
発的な施設修繕が度々発生して
いる。診療に影響をきたさないよう
にするため、計画的な修繕が必要
である。

保
健
衛
生
医
療
課

264

災害時医
療対策事
業

H24 ～
市

（直営）

災害時における医
療救護に関する知
識の普及啓発を図
るとともに、災害時
を想定した医療救
護体制を整備す
る。

①災害医療に関
する意識・知識の
普及・啓発
②救護所資材の
充実
③医療救護本部
（支部）の体制強
化

会議や連絡会等
での災害医療に
関する意識・知識
の普及・啓発

10回 ９回
一
般

1,000 ― 607 1.0 0.0

①総合防災訓練
（医療救護訓練）
の実施
②地域防災訓練
（医療救護訓練）
の実施

①実施
②実施

①実施
②実施

①実施
②実施

①実施
②実施

訓練に参加することが成果で
はなく、３師会、自主防、行政
等とが必要な協議・調整等を
行い、その結果を踏まえて訓
練することにより、災害時医
療に関する知識等の醸成及
び定着が図られ、より効果的
な訓練となることから、適切な
訓練の実施を目標とした。

①実施
②実施

A A

目標どおり、訓練の事前連絡
会等で協議・調整等を行い、
その結果を踏まえて適切な訓
練が実施できた。

引き続き、災害時の医療救護に係
る課題を協議・調整しながら、３師
会、自主防、行政等の体制や連携
の強化を図ったうえで、訓練を実
施できるよう継続して取り組む。



Ｒ３ Ｒ２ R1

⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容達
成
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⑨人工 ⑩成果指標（アウトカム指標）

指標名
当該年度
の目標値

実績値
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指標名
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の目標値

⑪
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⑫評価理由
実績値

④事業の
実施主体

⑤事業目的 ⑥事業内容

⑦活動指標（アウトプット指標） ⑧事業費①
所
属
名

№
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予算額
（千円）
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からの
繰越額
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正
職
員
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会
計

成果（アウトカム） 評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

②事務事業名 ③期間

保
健
衛
生
医
療
課

265

救護病院
救急医療
体制整備
事業費補
助金

Ｒ 4 ～Ｒ 4
補助等
（交付先）

大規模災害時に備
えて、救護病院とし
ての機能を強化す
るとともに、重症患
者を受け入れる救
急医療体制の強化
を図る。

救護病院としての
機能強化を目的と
する施設・設備整
備を実施する対象
病院への補助金
の交付

補助金交付事務
の円滑な実施

２件 ２件
一
般
50,000 ― 50,000 0.3 0.0

本制度を利用し、
救護病院としての
機能強化の取組
みをした病院数

２病院 ― ― ―

本制度を利用して救護病院と
しての機能を強化することに
より、大規模災害時に備えた
救急医療体制の強化が図ら
れるため、取組みをした病院
数を目標値とした。

２病院 A A
救護病院機能を強化するため
の施設整備や医療機器の整
備が計画どおり実施できた。

特になし
（単年度事業）

保
健
衛
生
医
療
課

266

公的病院
事業補助
金

Ｒ 4 ～Ｒ 4
補助等
（交付先）

救急医療等の不採
算医療を担ってい
る公的病院の運営
経費を支援すること
により、救急医療等
の確保及び地域医
療の充実を図る。

救急告示病院の
維持に要する経費
の一部を補助金と
して交付

補助金交付事務
の円滑な実施

４件 ４件
一
般
60,000 ― 60,000 0.3 0.0

救急搬送患者受
入事業を24時間
365日実施した病
院数

４病院 ― ― ―

救急医療体制の確保には、
救急告示病院として24時間
365日救急患者を受入れるこ
とが重要であるため。

４病院 A A
目標どおり救急医療体制の確
保が行え、地域医療が維持で
きた。

特になし
（単年度事業）

保
健
衛
生
医
療
課

267
医師確保
対策事業

H21 ～
補助等
（交付先）

救急医療を担う公
的病院等の行う医
療関係職員確保を
支援することで、地
域医療体制を維持
する。

①医療職員求人
募集事業を実施す
る公的病院等への
補助金の交付
②看護職員修学
資金貸与事業を実
施し、貸与者に対
し償還免除する公
的病院等への補
助金の交付

補助金交付事務
の円滑な実施

遅滞なく
補助金を
交付①５
件②２件

①５件
②２件

一
般
14,857 ― 8,854 0.2 0.0

補助制度を活用し
て確保した医師数

５人 12人 ９人 ４人

3次総の成果指標に掲げる目
標値（毎年合計５人以上）を
考慮し、市内５か所の公的病
院各１人（５人）以上を目標値
とした。

７人 A A

補助制度を活用して確保した
医師数の合計が、目標値を上
回ったが、市内５箇所の公的
病院各１人以上ではなかった
ため。

医師等の確保については、各病
院の努力によるものが大きいが、
依然として厳しい状況が続いてい
るため、引き続き効果的な支援策
を検討していく。

保
健
衛
生
医
療
課

268

新型インフ
ルエンザ対
策事業

H27 ～
市

（直営）

新型インフルエンザ
等の感染症が発生
した場合に備え、必
要な資材等を整
備、備蓄する。

備蓄資材の更新
備蓄資器材の更
新

1回 1回
一
般

90 ― 89 0.1 0.0
サージカルマスク
の備蓄数

308,00
0枚

308,00
0枚

308,00
0枚

80,800
枚

市内病院における一か月の
サージカルマスク使用量
（308,000枚）を目標値とした。

308,00
0枚

Ａ Ａ

新型感染症の流行等の有事
に対処できるよう、市内病院に
おける１か
月間の必要量を確保すること
がで
きた。

マスクの耐用年数を考慮し、今後
も定期的に購入を続ける必要があ
る。

保
健
衛
生
医
療
課

269

急病セン
ター管理事
業

S 50 ～
市

（直営・委
託）

毎夜間における初
期救急医療体制を
確保する。

指定管理方式によ
る管理運営

①協定締結、年度
評価の実施
②督促状、催告書
送付率
③利用状況把握
率

①各１件
②100％
 100％

①各１件
②100％
 100％

一
般
287,445 ― 287,436 0.4 0.0 毎夜間の実施 365日

365日
（10,53
7人）

365日
（10,18
6人）

366日
（18,81
8人）

　患者数の多いことが成果と
は言えず、初期救急医療体
制は、年間を通じて確保する
必要があるため、年間での所
定日全日程を実施日とし目
標とした。※（　）は患者数の
参考値

365日
（11,37
8人）

A A
目標どおり毎夜間実施し、初
期救急医療の体制を確保し
た。

初期救急医療の体制を確保する
ため、引き続き指定管理者と連携
して適正な運営を行う。

保
健
衛
生
医
療
課

270

在宅当番
医制運営
事業

S 44 ～
市

（委託）

毎夜間（庵原地区
のみ）、土曜日の午
後、休日における
初期救急医療体制
の充実を図る。

各医師会に当番
医の運営を委託

委託契約締結 3件 ３件
一
般
66,993 ― 65,955 0.5 0.0

在宅当番医による
年間当番実施日
数
①毎夜間（庵原地
区のみ）
②土曜日
③日曜・祝日

①365
日
②50日
③71日

①365
日
②51日
③72日

①365
日
②51日
③71日

①366
日
②50日
③76日

初期救急医療体制は、年間
を通じて確保する必要がある
ため、年間での所定日全日
程を実施日とし目標とした。

①365
日

②50日
③71日

①A
②A
③A

A
すべての項目について、目標
どおり実施した

市民に対する救急医療確保のた
め、引き続き在宅当番医制維持に
ついて医師会との協議を継続する
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保
健
衛
生
医
療
課

271

病院群輪
番制運営
費補助金

S 52 ～
補助等
（交付先）

休日又は夜間にお
ける重症救急患者
に対する医療（第二
次救急医療）を確
保する。

市内の救急告示
病院が実施する病
院群輪番制運営
事業に対し補助金
を交付

補助金交付事務
の円滑な実施

延滞なく
補助金を
交付

遅滞なく補
助金を交付

一
般
304,000 ― 303,999 0.5 0.0

休日または夜間の
年間当番実施日
数
①静岡地域内科
②静岡地域外科
③清水地域内科
④清水地域外科
⑤市内小児科

①365
日
②365
日
③361
日
④300
日
⑤365
日

①365
日
②365
日
③331
日
④305
日
⑤365
日

①365
日
②365
日
③294
日
④253
日
⑤365
日

①366
日
②366
日
③275
日
④253
日
⑤365
日

二次救急体制は、1年間確保
する必要があり、暦どおりの
実施日数を目標値とした（外
科、内科は、清水区の不足を
静岡地区で1年間カバー。小
児科は静岡地区と清水地区
合わせて1日当たり１病院確
保する体制で１年間確保）。

①365
日
②365
日
③361
日
④313
日
⑤365
日

①A
②A
③A
④A
⑤A

A

３診療科（内科、小児科、外
科）全てにおいて、年間を通じ
て、病院群輪番制の円滑な運
営を実施できた。

内科の安定的な市内２病院体制
の構築及び外科の市内２病院体
制の確立に向けて、各病院と協議
を行い、連携していく。

保
健
衛
生
医
療
課

272

救急歯科
センター管
理事業

H 5 ～
補助等
（交付先）

静岡歯科医師会救
急歯科センターの
運営を支援すること
により、救急歯科患
者に対する医療の
確保と定着を図る。

①救急歯科セン
ター運営経費の不
足分への補助金
交付
②医療機器の整
備・更新

①補助金交付事
務の円滑な実施
②医療機器の整
備・更新

①遅滞な
く補助金
を交付
②100％

①遅滞なく
補助金を交
付

②100％

一
般

8,417 ― 8,416 0.2 0.0
日曜・祝日等にお
ける救急歯科診療
対応日数

72日 72日 72日 76日

初期救急医療体制は、年間
を通じて確保する必要がある
ため、年間での所定日全日
程を実施日とし目標とした。

72日 A A
目標どおり実施し、休日等に
おける救急歯科診療の体制を
確保した。

救急歯科センターの体制を確保す
るため、引き続き補助金を交付し
支援していく。

保
健
衛
生
医
療
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救急医療
啓発事業

H21 ～
市

（直営）

救急医療の適切な
利用や応急手当の
方法等について啓
発を行い、救急医
療についての市民
の理解を深める。

救急医療の適正
利用の啓発

①各種媒体による
啓発の実施
②子どもの救急講
座の開催

①１回以
上
②１回以
上

①２回
②１回

一
般

956 ― 847 0.2 0.0
①公共交通機関
へのポスター掲示
②講座開催回数

①１回
以上
②１回
以上

①２回
②１回

①２回
②１回

①１回
②なし

①②継続的な啓発が必要で
あることから、それぞれ１回以
上の実施を目標とした。

①２回
②１回

A A

①公共交通機関へのポスター
掲示を２回実施した。
②講座の開催と併せて、ガイド
ブック等を配布し、育児中の親
へ啓発できた。

継続的な啓発が必要であるため、
効果的な啓発方法を検討しなが
ら、引き続き啓発を行っていく。

保
健
衛
生
医
療
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地方独立
行政法人
静岡市立
静岡病院
評価委員
会運営事
業

H26 ～
市

（直営）

法人が行う業務の
効率性・公共性・透
明性の確保を図
る。

法人に係る業務実
績評価等に関する
審議と市長への意
見提出（地方独立
行政法人法等に
基づき実施）

評価委員会の開
催

5回 5回
一
般

483 ― 311 0.3 0.0

R3業務実績評価・
中期目標期間業
務実績（見込）評
価・第３期中期目
標策定・第３期中
期計画認可に関
する意見提出

実施 実施 実施 実施

直近３か年と同様に、法等に
定める事項を目標値とした。
＜直近３か年の目標値＞
【Ｒ１】H30業務実績評価・中
期目標期間業務実績評価
【Ｒ２】Ｒ１業務実績評価
【Ｒ３】Ｒ２業務実績評価

実施 A A

計画どおり評価委員会を開催
し、令和３年度の業務実績評
価、中期目標期間業務実績
（見込）評価、第3期中期目標
策定、第3期中期計画認可に
関する意見提出を受けた。

本事業は、地方独立行政法人法
等の法令に基づき適切に処理でき
ている。
引き続き適切に評価委員会を運
営し、法人の中期計画達成に向け
た適切な評価及び進捗管理を実
施していく。

保
健
衛
生
医
療
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がん対策
推進事業

Ｒ 1 ～
市

（直営）

市民誰もが、がん
への理解及び知識
を深め、予防や早
期発見に努めるとと
もに、がん患者が尊
厳を保ちつつ安心
して暮らすことので
きる社会を構築する
ための総合的なが
ん対策を推進す
る。

協議会の開催 協議会の開催 実施 実施
一
般

663 ― 575 1.0 0.0

本市のがん対策に
関する施策の実施
状況報告書（前年
度分）の作成

完了 完了 ― ―

静岡市がん対策推進協議会
の意見を聴取しながら、本市
のがん対策に関する施策の
総合的な推進を図る必要が
あるため。

完了 A A

静岡市がん対策推進協議会
の意見を踏まえ本市のがん対
策に関する施策を実施でき、
報告書の作成を完了できたた
め。

静岡市がん対策推進協議会の意
見を聴取しながら、「第１期　静岡
市がん対策推進計画」の中間評価
及び中間見直しを行う。

保
健
衛
生
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中山間地
における水
の安定供
給事業（飲
料水供給
施設等整
備費補助
事業）

S 63 ～
補助等
（交付先）

中山間地におい
て、最も重要な生活
用水を確保するた
め、自ら飲料水供
給施設を設置・運
営する団体の施設
整備を推進すること
で、住み続けられる
まちづくりを推進す
る。

飲料水供給施設を
運営する団体の施
設整備に対する補
助金の交付及び
施設整備内容へ
の助言

公営水道給水区
域外における安
心・安全な生活用
水確保のための施
設整備

７箇所 33箇所
一
般
61,298 ― 36,274 0.2 0.6

申請のあった施設
整備事業への補
助実施率

100% 100% 100% 100%
申請に対する飲料水供給施
設等整備事業への補助の完
全実施を目標とした。

100% A A

当初予定していたもののほ
か、台風15号で被害を受けた
施設の修繕要望に対応するた
め、補正予算を組み、全ての
補助申請に対して交付決定を
行い、中山間地域での安心・
安全な生活用水の確保を図る
ことができた。

施設老朽化や高齢化問題が顕在
化し、メンテナンスフリーの施設整
備需要が年々増加しているが、昨
今の物価上昇も相まって、補助金
要望額が予算を超過している。ま
た災害被害への緊急修繕に対応
する必要もあり、事業内容を精査
し、緊急性の高い事業への助成を
優先する。
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⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容達
成
度

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

⑨人工 ⑩成果指標（アウトカム指標）

指標名
当該年度
の目標値

実績値

活動の状況（アウトプット）

指標名
当該年度
の目標値

⑪
評価

⑫評価理由
実績値

④事業の
実施主体

⑤事業目的 ⑥事業内容

⑦活動指標（アウトプット指標） ⑧事業費①
所
属
名

№

事業概要（全体） 投入コスト（インプット）

予算額
（千円）

前年度
からの
繰越額
（千円）

決算額（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

会
計

成果（アウトカム） 評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

②事務事業名 ③期間
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がん患者
支援事業
費助成

Ｒ 1 ～
補助等
（交付先）

がん患者の治療と
社会参加等の両立
を支援するため、治
療、購入及びサー
ビス利用等を支援
する。

補助対象となる治
療、購入及びサー
ビス等に係る経費
を要するがん患者
等への補助金の
交付

補助金交付事務
の実施

遅滞なく
補助金を
交付

遅滞なく補
助金を交付

一
般
11,000 ― 10,621 1.0 0.0

申請のあった補助
対象となる治療、
購入及びサービス
等への補助実施
率

100% 100% 100% 100%

がん患者の治療、購入及び
サービス等を支援すること
で、がん患者の治療と社会参
加等の両立を支援することが
本事業の目的であるため、申
請に対する補助実施率100%
を目標値として設定した。

100% A A
滞りなく補助金の交付をし、補
助実施率100％を達成できた。

当事業はR1年度から開始され、継
続的な周知を図る必要がある。引
き続き、市民に対して周知を図っ
ていく。

保
健
衛
生
医
療
課
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清水区脳
梗塞予防
実証実験

Ｒ 3 ～
補助等
（交付先）

東京医科歯科大
学、静岡市清水医
師会及び静岡市の
三者が連携して実
施する脳梗塞予防
実証実験をもって、
本市の医療水準の
向上を図る。

リモートテクノロ
ジーとAIを活用し
た心房細動発症
検知予測による脳
梗塞予防事業に
必要な経費の一部
を負担

負担金交付事務
の円滑な実施

遅滞なく
負担金を
交付

遅滞なく負
担金を交付

一
般
27,530 ― 27,530 0.3 0.0

隠れ心房細動の
発見人数

10人 3人 - -
実証実験参加見込人数に、
隠れ心房細動の出現率を乗
じた数を目標値とした。

6人 C Ｂ

実証実験参加者が見込を下
回ったため隠れ心房細動の発
見人数は目標値に達していな
いが、実証実験参加者に占め
る隠れ心房細動発見人数の割
合は1.84％であり、目標値の
算出根拠である隠れ心房細動
の出現率1％を上回る結果と
なったため。

実証実験参加者を増やすため継
続的に市民への周知を図る必要
がある。
周知の取組として、清水区の各生
涯学習交流館においてミニ講演会
を開催する。
また、実証実験参加者の裾野を広
げるため、実証実験の手順の見直
しを行っていく。

保
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清水地域
医療人材
育成事業
費補助金
（鈴与基
金）

Ｒ 4 ～
補助等
（交付先）

清水区の医療人材
の育成を図り、清水
地域全体の医療の
向上を図る。

清水地域の公的
医療機関等へ補
助金を交付し、医
師・看護師等医療
スタッフの人材育
成を支援

補助金交付事務
の円滑な実施

遅滞なく
補助金を
交付

遅滞なく補
助金を交付

一
般

9,000 ― 5,111 0.2 0.0

補助制度を利用し
て人材育成を行っ
た医療スタッフの
人数

111人 - - -
各病院から申請された人材
育成を行う予定人数を目標
値とした。

135人 S S

当初計画よりも補助制度を利
用し、知識の向上やスキルアッ
プに取り組む医療スタッフが増
えたため、目標値を上回る成
果をあげることができた。

引き続き補助先である病院と連携
を取りながら、清水地域医療の人
材育成に資する補助事業を行って
いく。
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新型コロナ
ウイルス感
染症ワクチ
ン接種事
業

Ｒ 3 ～
市

（直営・委
託）

予防接種法等に基
づき予防接種を実
施し、新型コロナウ
イルス感染症のま
ん延及び重症化を
防ぐ。

①３回目接種に必
要な体制整備
②予約支援事業
③高齢者の移動
支援事業

①予防接種委託
業務の実施、集団
接種会場の確保、
ワクチン管理の実
施
②コールセンター
の運営
③補助金の交付

①実施
②実施
③実施

①実施
②実施
③実施

一
般
8,205,973 380,462 6,230,820 15.0 6.0

接種を希望する人
全員に接種機会を
確保

100% 100% - -

新型コロナウイルスワクチン
は臨時接種であり、限定され
た期間のうちに希望者全員
に接種を実施することが必要
であるため、100%を設定し
た。

100% A A 目標値どおり

継続して実施している接種に加
え、秋開始接種に向けて、接種の
実施体制の情報など国の動向を
注視し、引き続き関係機関との対
応・調整を行う。

こ
こ
ろ
の
健
康
セ
ン
タ
ー
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精神医療
審査会事
業

～
市

（直営）

精神科病院におけ
る措置入院など自
発的でない入院に
関して、精神障害
者の人権に配慮し
つつ、適正な医療・
保護を確保するた
め、「その入院が必
要か」「その処遇は
適当か」等を第三
者機関として審査
する。

・精神医療審査会
（全体会、３つの合
議体）の開催
・意見聴取の実施

①審査対象となる
書類の事前チェッ
ク等の件数
②専門委員が審
査等を行う会議の
開催回数
③退院等請求に
かかる意見聴取の
実施

①1,000
件程度
②20回
③随時
実施

①1,006件
②20回
③35回

一
般

6,116 0 5,822 1.5 0.0
退院等請求の受
付から審査結果送
付までの期間

平均
30.0日

平均
21.1日

平均
24.8日

平均
29.0日

法定受託事務として厚生労
働省から示されている標準処
理期間内（退院等請求の受
理から審査結果通知発送ま
で概ね１か月）に審査結果の
通知ができるよう設定した。

平均
27.3日

S A

審査会の審査対象となる書類
の事前チェック件数は目標値
を上回り、合議体・全体会とも
に計画どおり開催した。
コロナ禍にあって、退院等請
求に係る意見聴取において、
精神科病院内の感染により、
病院に立ち入ることができない
困難な時期があったが、審査
会委員の協力や予備委員の
活用により、平均処理期間は
27.3日となり、目標値を達成す
ることができた。

今後も積極的に予備委員を活用
するとともに、審査結果の発送を
行う保健所精神保健福祉課と連携
を密にし、適正な事務処理と標準
処理期間である30日以内の事務
完結を目指す。
また、令和６年４月の精神保健福
祉法の改正により、審査会におけ
る審査件数が大幅に増加すること
を見据え、審査体制の見直しを検
討する。
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⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容達
成
度

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

⑨人工 ⑩成果指標（アウトカム指標）

指標名
当該年度
の目標値

実績値

活動の状況（アウトプット）

指標名
当該年度
の目標値

⑪
評価

⑫評価理由
実績値

④事業の
実施主体

⑤事業目的 ⑥事業内容

⑦活動指標（アウトプット指標） ⑧事業費①
所
属
名

№

事業概要（全体） 投入コスト（インプット）

予算額
（千円）

前年度
からの
繰越額
（千円）

決算額（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

会
計

成果（アウトカム） 評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

②事務事業名 ③期間
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の
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康
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精神障害
者保健福
祉手帳及
び自立支
援医療費
支給認定
判定事業

～
市

（直営）

精神障害者への各
種支援や社会復帰
の促進と自立等を
図ることを目的とし
た手帳の等級及び
自立支援医療費支
給の可否について
判定するとともに、
精神障害者保健福
祉手帳の交付決定
事務を行う。

・精神障害者保健
福祉手帳等判定
会の開催
・精神障害者保健
福祉手帳の交付
決定及び手帳の
作成
・自立支援医療
（精神通院医療）
の可否についての
決定

①精神障害者保
健福祉手帳及び
自立支援医療費
支給認定判定会
の開催回数
②精神障害者保
健福祉手帳診断
書総判定件数
③自立支援医療
（精神通院）診断
書総判定件数

①24回
②2,000
件程度
③ 4,000
件程度

①24回
②2,756件
③6,773件

一
般

1,349 0 1,204 0.7 3.0

精神保健福祉手
帳交付申請書（診
断書添付）の進達
から各区役所への
判定結果送付まで
の期間

平均19
日以内
（土・
日・祝
含む）

16.1日 16日 15.8日

厚生労働省から示されている
標準処理期間内（申請から交
付まで１か月以内）に手帳の
交付ができるよう、申請・交付
窓口である各区役所障害者
支援課での所要日数を加味
して設定した。

15.9日 S A

判定会は計画どおり開催し、
手帳及び自立支援医療の診
断書総判定数も目標値を上
回った。
各区障害者支援課との綿密な
連絡調整の下、手帳等の交付
決定及び手帳作成等の事務
処理を迅速に進めたことによ
り、平均処理期間は15.9日とな
り、目標値を達成することがで
きた。

今後も判定会委員の確保に努め
るとともに、各区障害者支援課との
文書収受が遅滞なく行えるよう連
絡調整を密にし、適正な事業の実
施と目標とする処理期間内の事務
処理を目指す。

こ
こ
ろ
の
健
康
セ
ン
タ
ー
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こころの健
康センター
運営経費

～
市

（直営・委
託）

市民の精神保健福
祉の向上を図るた
め、精神保健及び
精神障害者福祉に
関する法律第６条
に規定する精神保
健福祉センターとし
ての運営を確保す
るとともに、施設の
適正な維持管理を
行う。

こころの健康セン
ターの運営・東静
岡保健衛生複合
施設の維持管理
及び設備保守点
検等の業務委託
の実施

①委託業務の実
施件数
②自主的な施設
の巡回・点検回数

①13件
②随時
実施

①11件
②随時実施
済

一
般
16,191 0 14,531 2.0 0.0

施設の管理瑕疵
による事故件数

0件 0件 0件 0件

施設の維持管理に係る保守
点検をはじめ、修繕や日常管
理を適切に実施することで、
管理瑕疵による事故が起こら
ず、来所者が安心して安全
に施設を利用できるよう設定
した。

0件 A A

設備保守点検や警備に係る委
託業務を計画どおりに実施す
るとともに、建物の自主点検の
実施による早期の修繕を行う
など、施設の適正な運営と維
持管理に努めた結果、管理瑕
疵による事故はなく、目標値を
達成することができた。

令和４年度をもって築10年となり、
今後、建物・設備の劣化等による
修繕経費の増加が見込まれるた
め、優先順位を付した中長期の修
繕計画を立て、計画的に修繕を実
施する。

こ
こ
ろ
の
健
康
セ
ン
タ
ー
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精神保健
相談診療
事業

～
市

（直営）

こころの健康問題に
関する複雑で解決
が困難な事例に係
る相談診療を行
い、市民のメンタル
ヘルスの向上を図
る。

・精神保健福祉相
談の実施
・専門外来診療の
実施
・事例検討の実施

①関係機関への
事業周知の箇所
数
②専門外来診療
の実施回数
③事例検討の実
施回数

①120箇
所
②90回
③20回

①120箇所
②139回
③20回

一
般

4,622 0 3,230 2.0 0.0

治療終了時の「う
つ病評価尺度」が
開始時と比較して
改善した人の割合

90% 88% ― ―

うつの改善を目指し、認知行
動療法に取り組む外来である
ため、抑うつ状態の程度を示
す「うつ病評価尺度」の改善
を指標とし、過去の実績を踏
まえて設定した。

90% A A

精神保健福祉相談実施の関
係機関への周知を計画どおり
実施し、専門外来診療の実施
回数は目標値を上回った。
専門外来診療は、利用者個々
の症状や特性に応じた対応に
努め、うつ病評価尺度が改善
した人の割合は90％となり、目
標値を達成することができた。

当センターの精神保健福祉相談
には、複雑で困難な問題を抱えた
市民が多く来所することから、相談
対応を担う職員のスキルの維持・
向上が求められる。このため、多職
種による事例検討会を定期的に行
い、職員が経験した課題や指導・
助言の内容についての情報を共
有することにより、引き続き職員の
対応力向上を図っていく。

こ
こ
ろ
の
健
康
セ
ン
タ
ー
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うつ病集団
回復プログ
ラム

～
市

（直営）

固定したメンバーで
週３回・約２か月半
にわたり認知行動
療法を主体とした集
団回復プログラムを
行ない、慢性化した
うつ病からの回復を
支援する。

慢性化したうつ病
の回復を支援する
デイケア事業の実
施

①集団回復プログ
ラム「しずここ」の
実施クール数（１
クール30回）
②医療機関や関
係機関への事業
周知の箇所数

①２クー
ル
②120箇
所

①２クール
②120箇所

一
般

868 0 649 2.7 0.0

集団回復プログラ
ム「しずここ」修了
時のアンケートで
「参加してよかっ
た」と回答した人の
割合

90% － － －

集団回復プログラム「しずこ
こ」の参加者が30回の通所を
通して満足感が得られたかど
うかを指標とし、他の事業の
実績値を参考に設定した。
（前年度の「うつ病の評価尺
度が改善した人の割合」から
変更した理由は、この尺度は
デイケア事業以外の要因から
も影響を受ける数値であるた
め）

93% A A

うつ病集団回復プログラム「し
ずここ」及び事業実施の関係
機関への周知を計画どおり実
施した。
プログラム終了後の参加者へ
のアンケートで、実施期間を
もっと長くして欲しいとの要望
があったが、「参加してよかっ
た」と回答した割合は93％とな
り、目標値を達成することがで
きた。

集団回復プログラム「しずここ」は１
クールが週３日、全30回で約２か
月半を要するため、仕事や育児等
を続けながらプログラムを受けたい
人のニーズに応えられていない。
このニーズに応えるため、令和５年
度は、認知行動療法カウンセリン
グ外来と「しずここ」を再編し、「し
ずここ」に新たにショートケアを導
入する。
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⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容達
成
度

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

⑨人工 ⑩成果指標（アウトカム指標）

指標名
当該年度
の目標値

実績値

活動の状況（アウトプット）

指標名
当該年度
の目標値

⑪
評価

⑫評価理由
実績値

④事業の
実施主体

⑤事業目的 ⑥事業内容

⑦活動指標（アウトプット指標） ⑧事業費①
所
属
名

№

事業概要（全体） 投入コスト（インプット）

予算額
（千円）

前年度
からの
繰越額
（千円）

決算額（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

会
計

成果（アウトカム） 評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

②事務事業名 ③期間

こ
こ
ろ
の
健
康
セ
ン
タ
ー
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精神保健
地域支援
事業

～
市

（直営）

関係機関等に対し
て、研修や技術的
助言を実施し、精
神保健福祉に関す
る知識水準・技術
水準の向上を図
る。

・技術的助言
・アウトリーチ支援
（多職種で編成し
たチームでの支
援）
・調査研究

①技術援助・組織
育成（多職種チー
ムによる支援を除
く関係機関への技
術的助言等）の実
施回数
②アウトリーチ支
援回数
③調査研究の件
数

①85回
②24回
③１件

①125回
②34回
③１件

一
般

228 0 15 1.7 0.0

①技術援助、組織
育成の実施回数
②アウトリーチ支
援参加者アンケー
ト「大変役に立っ
た」「役に立った」
と回答した人の割
合
③調査研究の件
数

①90回
②95％
③１件

①－
②100%
③－

①－
②94%
③－

―

技術援助及び調査研究につ
いては、満足度などの評価指
標を設定することが困難なた
め、件数を目標値とし、件数
については例年の実績を参
考に設定した。また、アウト
リーチ支援は役立ち度を指
標とし、過去の実績を踏まえ
て設定した。

①125
回
②99％
③１件

①S
②A
③A

A

技術援助・組織育成の実施回
数は目標値を上回り、調査研
究は計画どおり実施した。
アウトリーチ支援（多職種で編
成したチームでの支援）参加
者へのアンケートで、「役に
立った」と回答した割合は99％
となり、目標値を達成すること
ができた。

複雑で困難な問題を抱える人が増
加し、支援機関が多くの課題に直
面している中で、アウトリーチ支援
は限られた人的資源の中でチーム
を編成して実施するため、対応で
きる件数には限りがある。このた
め、相談の内容によっては、各支
援機関が集合して行なう形式だけ
でなく、個別の電話相談の中で必
要な指導・助言等を行うなど、柔軟
に対応していく。

こ
こ
ろ
の
健
康
セ
ン
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こころの健
康づくり事
業

～
市

（直営）

こころの健康づくり
に関する知識の普
及啓発等を行うこと
により、市民のメン
タルヘルスの促進
及び精神障がい者
の社会復帰の促進
を図る。

・摂食障害者対策
事業の実施
・「こころのバリアフ
リープロモーター
育成講座」の実施

①摂食障害家族
教室等の開催回
数
②こころのバリアフ
リープロモーター
育成講座の実施
回数

①4回
②６回

①４回
②５回

一
般

264 0 114 0.9 0.0

①摂食障害家族
教室参加者アン
ケートで「よく理解
できた」「まあ理解
できた」と回答した
割合
②こころのバリアフ
リープロモーター
育成講座で「よく
理解できた」「まあ
理解できた」と回
答した割合

①90％
②90％

①
100％
②－

①
100％
②－

①－
②－

対象者のニーズを踏まえ
テーマ設定することから、講
座の内容等の理解度を指標
とし、過去の実績を踏まえて
設定した。

①
100％
②
98.4％

S A

摂食障害やこころのバリアフ
リープロモーター育成に関す
る講座について、コロナ禍に
あって感染拡大防止の観点か
ら一部を中止したが、ほぼ計
画とおりに実施した。
講座参加者へのアンケートの
結果、理解度は90％を超え、
目標値を達成することができ
た。

摂食障害家族教室の実施にあ
たっては、各家族が抱えている問
題は多様で、指導・助言が必要な
タイミングも異なることから、静岡県
摂食障害支援拠点病院の助言を
受けるなど、個々のニーズにあっ
た内容にするとともに、ミニ動画講
座による普及啓発により市民がい
つでも気軽に摂食障害について
学ぶことができる環境を提供して
いく。

こ
こ
ろ
の
健
康
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ン
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うつ病・スト
レス対策事
業

～
市

（直営）

うつ病の予防と早
期発見・早期対応
を図るとともに、うつ
病からの回復や再
発予防を支援す
る。（事件、事故、
大規模災害発生時
におけるこころのケ
ア実施も含む。）

・専門相談時（電
話相談含む）にお
ける相談者へのう
つ病の普及啓発
・うつ病等予防対
策普及啓発・人材
育成
・事件・事故等発
生時におけるここ
ろのケアについて
の事業所等への
助言・介入

①普及啓発動画
アップロードの本
数
②認知行動療法
に関する動画の
アップロードの本
数
③依頼に基づく事
業所等への助言・
介入の回数

①２本
②１本
③依頼に
基づき随
時実施

①２本
②２本
③１件

一
般

3,254 0 2,892 0.3 0.0
当センターが所管
する動画の閲覧数
（アクセス回数）

10,000
回

8,961
回

－ －

当センターが所管する動画
の閲覧数について、過去の
実績を踏まえつつ、新規の動
画作成の周知による閲覧数
の増を加味して設定した。

62,152
回

S S

普及啓発動画等のアップロー
ドを計画どおり実施するととも
に、関係機関からの依頼に基
づく助言等を実施した。
当センターが作成したミニ講座
動画のアップロードについて、
積極的に周知・案内を行った
こともあり、閲覧数は６万回を
超え、目標値を達成することが
できた。

当センターが取り組む普及啓発に
おいて、ミニ講座動画のアクセス
回数が想定を大きく上回り、その
有効性が確認できたと同時に、多
くの市民がメンタル不調やこころの
悩みを抱えていることが認識でき
た。今後も動画を活用した効果的
な普及啓発事業に取り組んでい
く。

こ
こ
ろ
の
健
康
セ
ン
タ
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依存症対
策事業

～
市

（直営）

関係機関の支援者
や依存症当事者及
びその家族に対
し、依存症に関する
知識の普及や技術
援助、助言指導を
行い、依存症者の
早期発見、早期対
応を図るとともに、
当事者の回復プロ
グラムを実施し、早
期回復を支援す
る。

・依存症関連の研
修会の開催
・市民向け講座の
開催
・回復プログラムの
実施
・かかりつけ医に
対する研修会の開
催

①依存症問題研
修会の開催回数
②依存症家族教
室の開催回数
③ギャンブル依存
集団回復プログラ
ムの回数
④かかりつけ医依
存症対応力向上
研修会の開催回
数

①1回
②6回
③24回
④1回

①1回
②6回
③24回
④１回

一
般

1,244 0 526 1.2 1.0

①研修会参加者
アンケートで「役立
つ」と回答した割
合
②講座参加者アン
ケート「役立つ」と
回答した割合
③プログラム終了
時における改善者
の割合
④研修会参加者
アンケートで「役立
つ」と回答した割
合

①「役
立つ」
90％以
上
②「役
立つ」
90％以
上
③90％
以上
④「役
立つ」
90％以
上

①「役
立つ」
95.9％
②「役
立つ」
100％
③
100％
④－

①「役
立つ
（よ
かっ
た）」
99.2％
②「役
立つ
（よ
かっ
た）」
93.1％
③
100％
④－

①「役
立つ
（よ
かっ
た）」
93.6％
②「役
立つ
（よ
かっ
た）」
93.3％
③
88.2％
④－

対象者のニーズを踏まえつ
つテーマを設定することに加
え、過去の実績を加味し、前
年度と同じ目標値とした。

①
99.1％
②
100％
③
100％
④
88.8％

①S
②S
③S
④A

S

依存症対策事業において、研
修会等は、コロナ禍にあっても
オンライン形式を導入するなど
計画どおりに実施し、ギャンブ
ル依存集団回復プログラムも
年間を通して計画どおりに実
施した。
各種研修会は、参加者へのア
ンケートにおいて、「役立つ」と
回答した割合は総じて90％を
超え、また集団回復プログラム
では、改善者の割合は100％と
なり、目標値を達成することが
できた。

当センターは、依存症相談拠点と
して、引き続き、依存症問題の動
向や課題の把握に努めるととも
に、研修会の実施にあたっては、
支援機関や家族のニーズを踏まえ
た内容となるよう企画・運営してい
く。
また、市民の依存症の正しい理解
を促し、家族を支援するため、ミニ
動画講座を活用した普及啓発に
取り組む。
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⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容達
成
度

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

⑨人工 ⑩成果指標（アウトカム指標）

指標名
当該年度
の目標値

実績値

活動の状況（アウトプット）

指標名
当該年度
の目標値

⑪
評価

⑫評価理由
実績値

④事業の
実施主体

⑤事業目的 ⑥事業内容

⑦活動指標（アウトプット指標） ⑧事業費①
所
属
名

№

事業概要（全体） 投入コスト（インプット）

予算額
（千円）

前年度
からの
繰越額
（千円）

決算額（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

会
計

成果（アウトカム） 評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

②事務事業名 ③期間

動
物
指
導
セ
ン
タ
ー

290

狂犬病の
発生予防
及びまん延
防止

S 25 ～
市

（直営・委
託）

狂犬病の発生を予
防し、そのまん延を
防止し、及びこれを
撲滅することによ
り、安心・安全な市
民生活を維持す
る。

①狂犬病予防事
務
②犬の保護収容
業務
③不適切な飼養の
指導、咬傷事故対
応

①登録・予防注射
の適切な指導実
施
②広報による登録
鑑札・注射済票装
着義務の周知回
数
③咬傷事故調査
の実施

①随時
実施
②１回以
上
③100％

①随時実施
②１回
③100％

一
般

7,978 7,263 3.0 2.5
予防注射接種率
の向上

84.9% 84.7% 85.3% 84.6%

新型コロナ感染症の影響によ
り2年間集合注射を中止にし
たが接種率に影響がなかっ
たため、過去３年間の平均で
84.9%とした。

84.4% A A

令和４年度から予防接種の見
直しにより集合注射を廃止した
が、市獣医師会、各動物病院
との連携により目標とほぼ同じ
接種率を達成することができ
た。

集合注射廃止による接種率への
影響はほとんど見られなかった
が、今後も実績を注視しながら、引
き続き接種率向上に向けた取組を
市獣医師会と協議していく。

動
物
指
導
セ
ン
タ
ー

291

動物指導
センター運
営経費（経
常）

S 54 ～
市

（直営・委
託）

法令に基づく動物
の引き取り、譲渡、
処分、動物の適正
な飼養の指導を行
うことにより、動物愛
護精神の普及を図
る。

①不用動物の引き
取り、譲渡及び殺
処分
②動物取扱業登
録業務
③ペット防災ボック
スの設置

①成犬譲渡の実
施
②立入調査による
動物取扱業者へ
の適正飼養の周
知・指導
③ペット防災ボック
スの設置個所数

①100％
②随時
実施
③７５箇
所

①100％
②随時実施
③７６箇所

一
般
39,264 36,213 2.5 2.0

犬の殺処分数（た
だし、止むを得な
い状況（病死等）を
除く。）

０頭 ０頭 ０頭 ０頭

全国的に殺処分０を目標に
する自治体が増えている中で
静岡市は過去５年間、殺処
分０を達成しているため今後
も０を目指すように設定した。
殺処分0=譲渡率100%

０頭 A A

病気や噛み癖などで譲渡困難
なケースが増えているが、セン
ターで長期間に亘って飼養
し、丁寧な適正判断を行うこと
で目標を達成できた。

安易で無責任な飼育につながらな
いよう、動物取扱業者、ボランティ
ア及び関係部署との連携を図りな
がら終生飼養の責務を動物所有
者に促していく。

動
物
指
導
セ
ン
タ
ー

292

動物愛護
館運営経
費（経常）

H 6 ～
市

（委託）

指定管理者制度の
導入により、適正か
つ合理的な運営を
行い、動物の適正
な飼育管理、動物
愛護精神の普及を
図る。

①指定管理関係
事務（協定締結、
年度評価等）
②活動状況の把
握
③愛護館の修繕
及び備品購入

①広報掲載による
周知
②毎朝のミーティ
ングの実施
③利用者やＨＰへ
の周知

①広報
掲載回
数
10回
②100％
③実施

①広報掲載
回数
８回
②100％
③実施

一
般
10,213 10,025 1.0 0.5

①来館者数
②イベント・講座開
催回数
③子猫の譲渡数

①
9,000
人
②15回
③58頭

①
8,946
人
②13回
③55頭

①
8,471
人
②13回
③61頭

①
11,663
人
②15回
③71頭

①コロナ禍からの回復途上で
あることから、前年度（令和３
年度）を上回る9,000人に設
定した。
②指定管理仕様書記載事項
を目標値に設定した。
③コロナの影響が小さかった
令和元年度を除く直近２年間
の平均で58頭に設定した。

①
10,993
人

②14回
③57頭

①S
②A
③A

A

令和４年度は、新型コロナ感
染症の影響が小さくなったこと
もあり、来館者数は目標値を
22％上回った。また、イベント・
講座開催回数及び子猫の譲
渡数は、目標値にわずかに達
しなかったものの、イベント・講
座の参加者数は前年度の３倍
に達し、動物愛護精神の向上
を図ることができた。

利用者からは、イベント・講座の内
容や回数に関する要望・意見が多
いことから、ニーズに即したイベン
ト・講座を開催していく。また、施設
の維持・修繕等を適切に行うことに
より、来館者が安心して利用できる
ようにする。

動
物
指
導
セ
ン
タ
ー

293

動物慰霊
祭負担金
(政策）

S 48 ～
補助等
（交付先）

年に１度、動物の魂
を慰霊することによ
り、命の大切さを再
確認し、動物愛護
精神の普及を図
る。

動物慰霊祭の実
施

①実行委員会の
開催

①開催
回数
2回

①４回
一
般

300 9 1.0 0.3 慰霊祭の開催 開催 開催 開催 開催

静岡市では、昭和47年から
法で定めた動物愛護週間の
行事として毎年、市民文化会
館で1,000人もの参列者が参
加する動物慰霊祭を実施し
ている。昨年は新型コロナ感
染症の影響により規模を縮小
して開催した。命の大切さを
再確認する動物愛護週間に
開催することの意義が大きい
と考えるため、「開催すること」
を目標値とした。

開催 B A

コロナ感染拡大防止のため
に、動物慰霊祭は実行委員会
のみで動物愛護館にて実施し
た。毎年多くの市民が参加す
る行事のため、動物愛護週間
にあわせて葵区産女及び清水
区北矢部の慰霊碑の前に献
花台を設け、多くの市民に参
拝してもらった。

感染症の流行状況により対策を講
じ、令和５年度は静岡市民文化会
館での慰霊祭の開催を実現出来
るよう検討する必要がある。

動
物
指
導
セ
ン
タ
ー

294

猫不妊手
術事業補
助金（政
策）

H 6 ～
補助等
（交付先）

市獣医師会が実施
する猫不妊手術事
業を支援することに
より、無秩序に増え
ている野良猫を減
らし、地域の環境問
題の一因となって
いる猫の繁殖を抑
制し、合わせて殺
処分を減らす。

補助金の交付

①補助金交付事
務の実施
②広報紙への掲
載

①実施
②1回

①実施
②0回

一
般

7,976 4,519 1.0 0.5 猫処分頭数 ２３０頭 148頭 241頭 312頭

処分頭数は、引取数、譲渡
数の外、不妊手術数など
様々な要因により増減するこ
とから、過去３年間の平均を
目標値に設定した。

78頭 S S

野良猫に不妊手術をして地域
に返すＴＮＲ活動の推進によ
り、親のいない子猫の持ち込
み数を減少させた。また、保護
した猫を積極的に譲渡へつな
げた結果、猫処分頭数は目標
値の約３分の１に抑えることが
できた。
※TNRとは、①捕獲（Trap）し
て②避妊・去勢手術（Neuter）
して③元の場所に戻す
（Return）こと。

保護した猫が、一般市民向けの譲
渡に適さない場合、ボランティア団
体が引き取るケースも多いことか
ら、ボランティア団体が過度な負担
を追うことのないよう配慮しながら
連携を図っていく。



Ｒ３ Ｒ２ R1

⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容達
成
度

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

⑨人工 ⑩成果指標（アウトカム指標）

指標名
当該年度
の目標値

実績値

活動の状況（アウトプット）

指標名
当該年度
の目標値

⑪
評価

⑫評価理由
実績値

④事業の
実施主体

⑤事業目的 ⑥事業内容

⑦活動指標（アウトプット指標） ⑧事業費①
所
属
名

№

事業概要（全体） 投入コスト（インプット）

予算額
（千円）

前年度
からの
繰越額
（千円）

決算額（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

会
計

成果（アウトカム） 評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

②事務事業名 ③期間

動
物
指
導
セ
ン
タ
ー

295

地域猫活
動モデル
事業経費

H25 ～
補助等
（交付先）

市民ボランティアが
野良猫を増やさな
いためにTNR活動
を行っているが、こ
れを地域単位で
行っていくことで野
良猫の繁殖や環境
問題を解決する。

①モデル事業の
周知
②事業実施に関
する指導・助言

①ホームページへ
の掲載
②事前協議の実
施
③地元説明会へ
の出席

①1回
②2件
③2件

①1回
②2件
③０件

一
般

400 400 0.5 0.2 実施団体数 ２団体 2団体 2団体 2団体

地域が自ら野良猫を見守り、
野良猫による市民の住環境
への被害を軽減していくため
の事業として、指標を設定し
た。
　当事業は、次年度以降の
事業の継続性を求めており、
充分な事前協議と指導・助言
が必要であることから、予算
満額執行で対応可能な2団
体とした。

2団体 A A

　葵区と駿河区の2地区で、地
域猫活動を開始することがで
きた。
　新型コロナウイルス感染症の
蔓延防止のため、地域住民へ
の説明会が開催できなかった
が、駿河区では、以前からボラ
ンティアが猫の不妊手術を進
めていたため、スムーズに地
域住民に地域猫活動を受け入
れてもらうことができた。

　依然として、野良猫の被害に
困っている地域は多いが、自治会
等の理解が得られなかったり、活
動を行うボランティアがいないな
ど、地域猫活動につなげられない
ケースがあるため、積極的に当事
業の働きかけを行っていく必要が
ある。

静
岡
看
護
専
門
学
校

296

看護師養
成学校運
営事業

S 45 ～
市

（直営）

地域医療に貢献す
る看護師の養成を
目的として、保健師
助産師看護師法に
規定する看護師養
成所及び学校教育
法に規定する専修
学校として看護教
育を実施する。

地域医療に貢献
する看護師養成の
ための看護教育を
実施するとともに
看護師国家試験
の受験資格を取得
するための諸事業
を実施する。

①学校訪問数、
ｵｰﾌﾟﾝｷｬﾝﾊﾟｽ開
催数
②学会・研修会参
加人数
③取得単位数、履
修時間数
④看護師国家試
験対策時間数

①延30
校
２回
②延70
人
③98単
位3,015
時間
④120時
間

①延37校
３回

②延118人
③100単位
2965時間
④130時間

一
般
47,673 0 46,846 12.0 3.0

①新年度入学者
数
②看護師国家試
験合格率

①40人
②97％

①41人
②
100％

①37人
②
100％

①40人
②
100％

①新年度入学者数は、１学
年の定員40人の確保
②国家試験合格率は、昨年
度の新卒全国平均96.5％を
超える97%の達成

①40人
②
100％

A A

入学試験の志願者は、推薦入
試が34人と３人増、一般入試
は83人と前年と同人数となり、
補欠合格者３名を含めて40人
（定員どおり）の入学者を確保
することができた。
　卒業生40人の看護師国家試
験は全員が合格し、14年連続
合格率100％を達成した。

少子高学歴化が進み、高校生の
大学志向にますます拍車がかかる
とともに、大学の看護学部増設な
どの影響から、専門学校における
学生の安定的確保が課題となって
いる。
特に、入学試験における大学併願
者の増加により、一般入試合格者
の入学辞退率が上がり、受験生の
動向が見極めづらく、入学者数の
確保に苦慮している。
このため、今後も高校訪問や学校
説明会、ホームページ等を通じ、
受験生へ本校の魅力について情
報発信を行い、学生確保に努めて
いく。

静
岡
看
護
専
門
学
校

297
教務主任
養成事業

Ｒ 3 ～Ｒ 4
市

（直営）

【教務主任】看護学
教育における教育
課程・教育方法の
開発能力を養うとと
もに、看護教員に
対する指導的役割
を果たす能力を磨
く。

教務主任養成講
習会（日本看護学
校協議会主催）受
講（１人）

教務主任養成講
習会受講（１人）

受講単
位・時間
数
2単位55
時間

２単位55時
間

一
般

119 0 56 0.2 0.0
教務主任養成講
習会修了

１人 - - - 講習受講修了証の交付 １人 A A
看護教員１名が教務主任者養
成講習会を受講し、予定され
た単位すべてを修了した。

教務主任者を育成するために、今
後も継続して受講を要する状況で
ある。定年退職や育児休業などを
考慮し、長期的な視点から研修を
計画し、学校の運営に必要な人員
の確保に努める。

清
水
看
護
専
門
学
校

298

看護専門
学校運営
事業

H 7 ～
市

（直営）

看護師及び助産師
の養成を目的として
保健師助産師看護
師法に規定する養
成所及び学校教育
法に規定する専修
学校として看護教
育を実施する。

看護師養成及び
助産師養成のため
の教育及び国家
試験対策を実施す
るとともに学生確
保のための諸事業
を実施する。

①訪問学校・病院
数
②相談会参加回
数
③学校説明会
④学会・研修会参
加人数
⑤看護学科取得
単位数・履修時間
数
⑥助産学科取得
単位数・履修時間
数
⑦国家試験対策
時間数
⑧受胎調節実地
指導員講習会受
講

①44施
設
②10回
③計３回
④延70
人
⑤97単
位・3000
時間
⑥32単
位・990
時間
⑦300時
間
⑧修了・
指導員
認定

①60施設
②24回
③計8回
④延70人
⑤109単位・
3060時間
⑥32単位・
990時間
⑦316時間
⑧修了・指
導員認定

一
般
46,205
1,135

0 45,8632,225 18.0 3.0

①看護学科新年
度入学者数
②看護師国家試
験合格率
③助産学科新年
度入学者数
④助産師国家試
験合格率

①40人
②96.5
　　　％
③10人
④99.7
　　　％

①39人
②100
　　　％
③８人
④100
      ％

①42人
②100
　　　％
③８人
④100
      ％

①40人
②100
　　　％
③８人
④100
      ％

①静岡市立看護専門学校学
則に定める定員数40人の入
学者確保を目標値とする。
②令和３年度（前年度）の新
卒看護師国家試験全国合格
率平均を目標値とする。
③静岡市立看護専門学校学
則に定める定員数10人の入
学者確保を目標値とする。
④令和３年度（前年度）の新
卒助産師国家試験全国合格
率平均を目標値とする。

①29人
②100
　　　％
③7人
④100
　　　％

B B

①近隣校と受験日が重なった
こと等により一般入試の受験
者数が減少し、かつ大学や他
校併願等による辞退者も多く、
二次募集を行ったが29人の入
学者となった。
②卒業生35人が全員合格し、
合格率100％を達成できた。
③本校が求める合格基準に達
する受験者が少なかったた
め、入学者が７人となった。
④７人全員が合格し、合格率
100％を達成できた。

　＜看護学科＞
　少子化による若年人口の減少や
看護師養成大学の増加の影響に
より入学希望者が減少傾向にあ
り、学生の確保が課題となってい
る。このため、施設の整備、受験日
程の設定や広報により、より受験し
やすい環境整備や魅力的な情報
発信を引き続き実施する。
＜助産学科＞
　助産師は妊娠の診断から分娩介
助、産褥期のケア、新生児のケア
まで自立して行う能力が求められ
る。短い期間で技術や知識の修得
が必要なため、基礎能力の高い学
生の確保が課題である。引き続き
病院訪問等での周知及び市ホー
ムページ等による広報を行い、受
験者数の増加による優秀な学生確
保に努める。



Ｒ３ Ｒ２ R1

⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容達
成
度

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

⑨人工 ⑩成果指標（アウトカム指標）

指標名
当該年度
の目標値

実績値

活動の状況（アウトプット）

指標名
当該年度
の目標値

⑪
評価

⑫評価理由
実績値

④事業の
実施主体

⑤事業目的 ⑥事業内容

⑦活動指標（アウトプット指標） ⑧事業費①
所
属
名

№

事業概要（全体） 投入コスト（インプット）

予算額
（千円）

前年度
からの
繰越額
（千円）

決算額（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

会
計

成果（アウトカム） 評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

②事務事業名 ③期間

保
健
予
防
課

299
保健所運
営協議会

－ ～
市

（直営）

保健所の機能強化
及び管内の関係機
関等との連携を図り
つつ、保健所業務
の推進を図る。

①協議会の企画
及び開催

会議開催回数 １回 1回
一
般

150 - 138 0.1 0.0
委員からの改善提
案等に対する保健
所業務への反映

随時対
応

随時対
応（1
回）

随時対
応（1
回）

１回

様々な立場の委員からの意
見等について、必要性、有効
性が認められるものはすぐに
取り入れるよう努めている。し
かし、長期的な視野及び市
全体に係る改善提案等につ
いては、すぐに業務に反映で
きないこともあり、また、委員
から改善提案等の意見が出
ない場合も考えられるため、
随時対応を目標値として設定
した。

随時対
応（1
回）

A A 計画どおり協議会を開催した。

委員及び関係所属等から、保健所
運営に係る様々な協議事項等を
募集し、当協議会をさらに有効活
用していく。

保
健
予
防
課

300

保健所庁
舎管理事
業

H17 ～
市

（直営・委
託）

市民が、庁舎を安
全かつ便利に利用
できるよう、円滑な
庁舎運営を図る。

①施設の維持管
理及び設備保守
点検等の業務委
託の執行
②必要な維持修
繕等の実施
③市民からの改善
要望等への対応

①委託契約件数
②維持修繕実施
件数
③「市民の声」に
寄せられた提案・
意見等の件数

①11件
②随時
③随時

①11件
②随時
③随時

一
般
161,583 - 142,368 0.5 0.0

①施設管理業務
に起因する事故件
数
②市民からの提
案・意見等に対す
る庁舎管理業務へ
の反映

①０件
②随時
対応

①０件
②随時
対応(０
件)

①０件
②随時
対応(０
件)

①０件
②０件

①直近３か年の実績から０件
を算出。
②庁舎全体に係る事項及び
改修等のコストがかさむ場合
は、すぐに業務に反映するこ
とが困難であり、また、市民か
ら提案・意見等が出ない場合
も考えられるため、随時対応
を目標値として設定した。

①０件
②随時
対応(０
件)

①A
②A

A

計画どおり施設の維持管理及
び保守点検等の業務委託を
執行した。
必要な修繕等を行い、施設管
理業務に起因する事故の発生
はなかった。

今後も適正な施設管理を実施して
いく。

保
健
予
防
課

301

小児慢性
特定疾病
医療費給
付事業

H15 ～
市

（直営）

児童福祉法に基づ
き、慢性疾病にか
かり長期にわたって
療養を必要とする
児童の医療費を助
成し、もって児童の
健全な育成を図る。

①審査会にて事業
対象者と判定され
た者に、保険適用
となる対象疾病の
医療費、食事療養
費等の一部を助成
する。

給付事務の実施 実施 実施
一
般
167,850 - 145,367 0.5 1.0

申請に対する適正
な事務処理

100%
100%
(9,256
件)

100%
(9,229
件)

100%
(9,173
件)

対象者の申請に基づき、審
査等の公費負担事務を適正
に行うものであるため事務処
理100%で設定した。

100%
(8,496
件)

A A
対象者からの全ての申請に対
して、内容を審査、適正な給
付を実施した。

審査基準の適正な運用に努め、
申請に対して、遅滞ない給付に努
める。

保
健
予
防
課

302

未熟児医
療費給付
事業

H15 ～
市

（直営）

養育のため病院又
は診療所に入院す
ることを必要とする
未熟児に対し、医
療の給付を行うこと
により、乳幼児の健
康の保持増進を図
る。

①保険適用の入
院費及び食事療
養費を全額助成す
る。

給付事務の実施 実施 実施
一
般
39,509 - 35,314 0.2 0.5

申請に対する適正
な事務処理

100%
100%
(304
件)

100%
(348
件)

100%
(335
件)

対象者の申請に基づき、審
査等の公費負担事務を適正
に行うものであるため事務処
理100%で設定した。

100%
(311
件)

A A
対象者からの全ての申請に対
して、内容を審査、適正な給
付を実施した。

審査基準の適正な運用に努め、
申請に対して、遅滞ない給付に努
める。

保
健
予
防
課

303

特定疾病
医療費助
成事業

S 51 ～
市

（直営）

旧清水市が昭和51
年制定した市規則
により、大気汚染の
影響によると考えら
れる気道性疾患に
かかったと認定され
た者の健康保持及
び福祉の増進を図
る。

①特定疾病患者
の認定をし、その
医療費を助成す
る。

給付事務の実施 実施 実施
一
般

89 - 85 0.1 0.0
申請に対する適正
な事務処理

100%
100%
(10件)

100%
(13件)

100%
(10件)

対象者の申請に基づき、審
査等の公費負担事務を適正
に行うものであるため事務処
理100%で設定した。

100%
(11件)

A A
全て適正に事務処理を実施し
た。

今後も申請に対する適正な事務
処理を実施していく
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⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容達
成
度

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

⑨人工 ⑩成果指標（アウトカム指標）

指標名
当該年度
の目標値

実績値

活動の状況（アウトプット）

指標名
当該年度
の目標値

⑪
評価

⑫評価理由
実績値

④事業の
実施主体

⑤事業目的 ⑥事業内容

⑦活動指標（アウトプット指標） ⑧事業費①
所
属
名

№

事業概要（全体） 投入コスト（インプット）

予算額
（千円）

前年度
からの
繰越額
（千円）

決算額（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

会
計

成果（アウトカム） 評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

②事務事業名 ③期間

保
健
予
防
課

304

自立支援
医療費給
付事業（育
成）

H 15 ～
市

（直営）

対象児童の医療費
の自己負担額の一
部を公費負担する
ことにより、児童の
障がいの状況の改
善や保護者の経済
的負担の軽減を図
る。

①保険適用となる
対象障害に係る医
療費の一部を助成
する。

給付事務の実施 実施 実施
一
般

2,581 - 467 0.2 0.5
申請に対する適正
な事務処理

100%
100%
(117
件)

100%
(142
件)

100%
(148
件)

対象者の申請に基づき、審
査等の公費負担事務を適正
に行うものであるため事務処
理100%で設定した。

100%
(79件)

A A
対象者からの全ての申請に対
して、内容を審査、適正な給
付を実施した。

審査基準の適正な運用に努め、
申請に対して、遅滞ない給付に努
める。

保
健
予
防
課

305

小児慢性
特定疾病
児童等自
立支援事
業

H27 ～
市

（直営・委
託）

児童福祉法に基づ
き、長期にわたり療
養を必要とする児
童等の健全育成及
び自立支援を図
る。また、地域の支
援体制を確立する
ための協議会を設
置し、安心して暮ら
せる地域社会の実
現を図る。

①相談支援事業
②自立支援員によ
る支援
③慢性疾病児童
地域支援協議会
の開催

①委託事務の実
施
②地域支援協議
会開催回数

①実施
②１回

①実施
②１回

一
般

3,107 - 3,002 0.3 0.0

①相談のべ人数
②個別支援のべ
人数
※Ｒ２までは実人
数

①127
人
②17人

①127
人
②17人

①39人
②5人

①35人
②7人

Ｒ３からのべ人数としたことか
ら、前年度同数で設定した。

①169
人

②18人

①A
②A

A 計画通り事業を実施した。

相談内容の中で他機関への理解・
周知が必要なものがあり、関係者
からなる地域支援協議会での協議
等を通じて、対応につなげていく。

保
健
予
防
課

306

骨髄移植
推進交付
金

H29 ～
市

（直営）

骨髄・末梢血幹細
胞移植及びそのた
めのドナー登録の
推進並びに雇用主
の協力の促進を図
る。

①骨髄の移植を
行った者等へ申請
に基づき助成金を
交付する。

助成申請者への
助成金交付事務
の実施

実施 実施
一
般

1,260 - 490 0.1 0.0
申請に対する適正
な事務処理

100%
100%
(8件)

100%
(6件)

100%
(12件)

対象者の申請に基づき、審
査等の公費負担事務を適正
に行うものであるため、事務
処理100％で設定した。

100%
(４件)

A A
全て適正に事務処理を実施し
た。

今後も申請に対する適正な事務
処理をしていく。
また、県と連携し、ドナー登録者を
増加させる施策を別途実施してい
く必要がある。

保
健
予
防
課

307
難病患者
支援事業

H15 ～
市

（直営）

難病患者等の居宅
における療養生活
を支援し、難病対
策の推進を図る。

①難病患者等
ホームヘルパー養
成研修会の実施
②難病医療相談
会の実施
③難病患者在宅
療養支援計画・評
価委員会の開催

①難病患者等
ホームヘルパー養
成研修事業の開
催回数
②医療相談事業
の開催回数
③難病患者在宅
療養支援計画・評
価委員会の開催
回数

①１回
②３回
③３回

①１回
②3回
③3回

一
般

1,540 - 1,276 0.8 0.0

①ホームヘルパー
養成研修事業の
参加者数
②難病医療相談
会の参加者数
③難病患者在宅
療養支援計画の
策定件数

①34人
②35人
③8件

①25人
②72人
③8件

①26人
②15人
③8件

①50人
②64人
③9件

①過去3か年の平均値を目
標とする。
②過去3か年の平均値を目
標とする。
③過去3か年の平均値を目
標とする。

①19人
②27人
③8件

①Ｂ
②Ｂ
③Ａ

Ａ

コロナ禍のため、訪問や相談
事業は一部中止や定員を減
員して実施した。在宅療養支
援計画が必要な患者に対し
て、在宅療養支援計画策定・
評価委員会からの意見を反映
した計画を策定することができ
た。

研修会や相談会については、より
多くの方に参加してもらえるよう周
知に努める。支援計画について
は、今後も在宅療養支援計画が必
要な患者に対して、引き続き支援
計画を策定していく。

保
健
予
防
課

308

難病患者
介護家族リ
フレッシュ
事業

H15 ～
市

（委託）

難病患者等介護家
族に在宅支援、就
学支援を行い、介
護負担の軽減及び
介護力の回復を図
る。

①利用申請受付
及び利用決定事
務
②滞在型訪問看
護及び就学時に
おける医療的ケア
を提供する業務委
託の執行

①利用件数
②委託契約件数

①113件
②５件

①54件
②5件

一
般

2,675 - 1,210 0.4 0.1
申請に対する適正
な事務処理

100%
100％
（4人）

100％
（3人）

100％
（6人）

対象者の申請に基づき、審
査等の公費負担事務を適正
に行うものであるため事務処
理100％で設定した。

100%
（3人）

Ａ Ａ
対象者からの全ての申請に対
して、内容を審査、適正な給
付を実施した。

今後も申請に対する適正な事務
処理を実施していく。
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⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容達
成
度

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

⑨人工 ⑩成果指標（アウトカム指標）

指標名
当該年度
の目標値

実績値

活動の状況（アウトプット）

指標名
当該年度
の目標値

⑪
評価

⑫評価理由
実績値

④事業の
実施主体

⑤事業目的 ⑥事業内容

⑦活動指標（アウトプット指標） ⑧事業費①
所
属
名

№

事業概要（全体） 投入コスト（インプット）

予算額
（千円）

前年度
からの
繰越額
（千円）

決算額（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

会
計

成果（アウトカム） 評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

②事務事業名 ③期間

保
健
予
防
課

309

妊娠高血
圧症候群
等療養援
護費支給
事業

H15 ～
市

（直営）

母子保健法により、
出産時の危険の恐
れのある疾病がある
として、受診勧奨さ
れた妊産婦に対
し、療養援護費を
支給し、経済的負
担の軽減を図る。

①療養援護費の
支給

給付事務の実施 実施 実施
一
般

26 - 0 0.1 0.0
申請に対する適正
な事務処理

100%
0％
(0件）

0％(0
件）

0％(0
件）

対象者の申請に基づき、審
査等の公費負担事務を適正
に行うものであるため事務処
理100％で設定した。

0％
（0件）

― ―
申請がなかったため、事務処
理は実施しなかったが、申請
に対する体制は整っていた。

審査基準の適正な運用に努め、
申請に対して、遅滞ない給付に努
める。

保
健
予
防
課

310

指定難病
医療費給
付事業

H30 ～
市

（直営）

難病の患者に対す
る医療等に関する
法律に基づき、医
療費の一部負担額
を公費助成すること
により、対象患者の
経済的な負担の軽
減を図る。

①保険適用の医
療費の一部を助成
する。

医療費給付事務
の実施

実施 実施
一
般
955,589 - 934,965 4.2 4.4

申請に対する適正
な事務処理

100%
100%
（64,71
5件）

100%
（62,47
4件）

100%
（62,41
3件）

対象者の申請に基づき、審
査等の公費負担事務を適正
に行うものであるため事務処
理100％で設定した。

100％
（69,18
8件）

Ａ Ａ
対象者からの全ての申請に対
して、内容を審査、適正な給
付を実施した。

審査基準の適正な運用に努め、
申請に対して、遅滞ない給付に努
める。

保
健
予
防
課

311

難病相談
支援セン
ター事業

H30 ～
市

（委託）

市民の難病に対す
る理解を深めるとと
もに、難病患者及
びその家族等の相
談、交流活動、就
労の支援を行い、
難病患者及びその
家族の生活の質の
向上に資する。

①相談支援事業
②難病患者の交
流活動支援
③就労支援事業
④研修会の実施

委託事務の実施 実施 実施
一
般

4,525 - 4,090 0.2 0.0 ①相談利用件数 305件 318件 248件 349件
過去３年間の平均を目標値と
する。

191件 Ｃ Ｂ

指定難病更新に関する問合せ
が例年多数来ていたが、R4は
市のコールセンターを活用し
たため、結果としてセンターへ
の件数は減ったが、相談に対
して適正に対応した。

支援センターのチラシを活用し、
更なる事業周知に努める

保
健
予
防
課

312

難病対策
地域協議
会事業

H30 ～
市

（直営）

難病患者への支援
体制に関する課題
について情報を共
有し、関係機関等
の連携の緊密化を
図るとともに、地域
の実情に応じた体
制の整備について
協議する。

①協議会の開催、
運営

協議会の開催 ２回 2回
一
般

265 - 150 0.2 0.0 適正な運営 実施 実施 実施 実施

関係機関と緊密な連携を図
り、支援体制の整備に資する
機関として適正に運営されて
いることを目標とした。

実施 Ａ Ａ 全て適正に運営した。
引き続き適正な協議会運営に努
める。

保
健
予
防
課

313

在宅人工
呼吸器使
用患者支
援事業

H30 ～
市

（委託）

指定難病を主たる
要因として人工呼
吸器を使用してい
ることについて特別
の配慮を必要とす
る患者の在宅にお
いて適切な医療の
確保を図る。

①在宅で人工呼
吸を使用している
指定難病患者に
対して、医療保険
を超えた部分の訪
問看護費用を負担
する。

給付事務の実施 実施 実施
一
般

100 - 0 0.1 0.0
申請に対する適正
な事務処理

100%
0%
（0件）

0%
（0件）

0%
（0件）

対象者の申請に基づき、審
査等の公費負担事務を適正
に行うものであるため事務処
理100％で設定した。

実施 ― ―
申請がなかったため、事務処
理は実施しなかったが、申請
に対する体制は整っていた。

審査基準の適正な運用に努め、
申請に対して、遅滞ない給付に努
める。

保
健
予
防
課

314
結核住民
検診事業

－ -
市

（委託）

感染症法に基づ
き、住民を対象とし
た定期結核健康診
断の実施を図る。

①巡回検診車及
び診療所におい
て、結核又は肺が
んの早期発見、予
防に役立つ胸部レ
ントゲン撮影を実
施する。

①巡回検診実施
会場数
②診療所検診実
施施設数

①548会
場
②10施
設

①556会場
②10施設

一
般
87,274 - 84,973 1.0 0.0

住民検診受診者
数

47,745
人

48,905
人

45,527
人

48,803
人

過去３カ年の平均を目標値と
する。

46,843
人

A A

受診の機会が得られやすいよ
うに巡回検診の回数を増やし
たものの、新型コロナウイルス
感染症の影響により巡回検診
者数が減少し、目標値を達成
できなかった。

受診の機会が得られやすいよう
に、巡回バスや契約診療所での受
診機会を引き続き設ける。
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⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容達
成
度

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

⑨人工 ⑩成果指標（アウトカム指標）

指標名
当該年度
の目標値

実績値

活動の状況（アウトプット）

指標名
当該年度
の目標値

⑪
評価

⑫評価理由
実績値

④事業の
実施主体

⑤事業目的 ⑥事業内容

⑦活動指標（アウトプット指標） ⑧事業費①
所
属
名

№

事業概要（全体） 投入コスト（インプット）

予算額
（千円）

前年度
からの
繰越額
（千円）

決算額（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

会
計

成果（アウトカム） 評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

②事務事業名 ③期間

保
健
予
防
課

315

ＤＯＴＳ（服
薬指導）事
業

H 16 -
市

（直営）

結核患者の服薬支
援を行い治療の完
遂を図り、結核のま
ん延及び多剤耐性
結核の発生を防止
する。

①病棟連絡会、所
内ＤＯＴＳカンファ
レンスの開催
②地域ＤＯＴＳの
実施

①病棟連絡会及
び院内ＤＯＴＳの
参加回数
②所内ＤＯＴＳカン
ファレンスの実施
回数

①月1回
②月1回

①月1回
①月1回

一
般

1,829 - 1,212 1.0 1.0
服薬治療失敗・脱
落率

5%以下 1.6% 2.0% 0.6%
結核に関する特定感染症予
防指針における治療失敗脱
落率。（5%以下）

0% A A

各対象者に合わせた服薬支
援を継続することにより服薬治
療失敗・脱落者を出すことな
く、目標値を達成することがで
きた。

引き続き安全・安心に服薬支援を
継続することにより服薬治療失敗・
脱落者を防ぐ。

保
健
予
防
課

316

結核患者
接触者検
診

H26 -
市

（委託）

患者との接触による
結核感染を早期発
見し、医療につな
げることで、結核の
まん延を防止する。

①結核患者接触
者を選定し、保健
所検査又は委託
医療機関へ受診を
勧める

①検診対象者を
漏れなく選定
②対象者へ勧告
書・案内・受診券
送付と医療機関へ
依頼文送付
③結果の把握。未
受診者への連絡

①随時
実施
②随時
実施
③随時
実施

①随時実施
②随時実施
③随時実施

一
般

1,277 - 1,284 0.3 0.0 実施状況把握率 100%
100%
(208
件）

100%
（387
件）

100%
(285
件）

結核の二次感染やまん延防
止のために、全ての検診対
象者が検診を実施したことを
把握する必要があるため、把
握率100%で設定。

100% A A
全ての健診対象者に健診実
施について把握した。

結核の二次感染やまん延防止の
ため引き続き、全ての検診対象者
が検診を実施したことを把握する。

保
健
予
防
課

317

結核医療
費給付事
業

－ -
市

（直営）

結核患者の医療費
を助成し、早期の社
会復帰及び結核の
まん延防止を図る。

①感染症の予防
及び感染症の医
療に関する法律第
37条及び第37条
の２に基づく申請
書等の受付
②公費負担の決
定及び支払

医療費給付事務
の実施

実施 実施
一
般

9,534 - 1,806 0.5 0.0
申請に対する適正
な事務処理

100%
100%
(797
件)

100%
(1,029
件)

100%
(1,068
件)

対象者の申請に基づき、審
査等の公費負担事務を適正
に行うものであるため事務処
理100％で設定した。

100%
(767
件)

A A
対象者からの全ての申請に対
して、内容を審査、適正な給
付を実施した。

審査基準の適正な運用に努め、
申請に対して、遅滞ない給付に努
める。

保
健
予
防
課

318

学校等で
の結核検
診費用助
成

－ -
補助等
（交付先）

結核の予防と撲滅
を図るため、健康診
断を実施した施設
及び学校への助成
を行う。

①市内の施設及
び学校の長が行っ
た結核健康診断に
対し補助金を交付
する

対象施設に対し申
請案内発送実施

実施 実施
一
般
10,966 - 12,355 0.3 0.0

申請に対する適正
な事務処理

100%
100%
(14,90
8人)

100%
(14,17
8人)

100%
(13,96
4人)

申請に基づき公費負担事務
を適正に行うものであるため
事務処理100%で設定。

100％
(13,85
7人)

A A
全て適正に事務処理を実施し
た。

引き続き適正な事務処理に努め
る。

保
健
予
防
課

319
感染症診
査協議会

－ -
市

（直営）

感染症の予防及び
感染症の患者に対
する医療に関する
法律第24条に基づ
き、定められた内容
について審議す
る。

①協議会の開催
感染症診査協議
会の開催回数

24回 24回
一
般

1,920 - 1,824 0.4 0.0 答申への対応率 100%
100%
(24件)

100%
(24件)

100%
(24件)

諮問に対する答申を受けて
対応を適正に行うものである
ため対応率100%で設定。

100%
(24件)

A A
全ての答申に対し適正に対応
した。

引き続き答申に対し適正に対応し
ていく。

保
健
予
防
課

320

肝炎ウイル
ス検査事
業

H20 -
市

（直営・委
託）

肝炎患者を早期発
見し、治療の促進を
図る。

①検査を行う医療
機関との契約及び
委託料の支払。
②検査結果により
陽性が判明し、保
健所からの連絡に
同意した人に対す
るフォローアップ。

①委託契約件数
②陽性かつ受診
勧奨同意者に対
する受診勧奨

①26件
②実施

①28件
②実施

一
般
27,938 - 26,766 0.2 0.0

陽性者の受診勧
奨実施率

100%
100%
( 30人)

100%
( 34人)

100%
( 51人)

重症化予防のために全ての
陽性者を早期に医療へつな
げる必要があるため実施率
100%で設定。

100%
（20人）

A A
全ての陽性者への受診勧奨
が実施できた。

今後も引き続き、結果把握後は早
期に受診勧奨していく。
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⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容達
成
度

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

⑨人工 ⑩成果指標（アウトカム指標）

指標名
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実績値
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指標名
当該年度
の目標値

⑪
評価

⑫評価理由
実績値

④事業の
実施主体

⑤事業目的 ⑥事業内容

⑦活動指標（アウトプット指標） ⑧事業費①
所
属
名

№

事業概要（全体） 投入コスト（インプット）

予算額
（千円）
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（千円）

決算額（千円）

正
職
員
(人)
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年度
任用
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（人）

会
計

成果（アウトカム） 評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

②事務事業名 ③期間

保
健
予
防
課

321
風しん抗体
検査事業

H26 -
市

（直営・委
託）

風しん抗体価が低
い者に予防接種を
促すことにより、先
天性風しん症候群
の発生を防止す
る。

①保健所で無料
の抗体検査を実施
する。
②委託医療機関
での実施

風しん抗体検査実
施回数（保健所）

12回 ０回
一
般
15,775 - 10,068 0.5 0.0

先天性風しん症候
群の発生件数

0件 0件 0件 0件
発生防止を目的としているた
め、発生がないことを設定。

0件 A A
緊急風しん対策と先天性風し
ん症候群予防対策を適正に
実施することができた。

引き続き適正な検査を実施してい
く。

保
健
予
防
課

322

感染症発
生探知、拡
大予防事
業

－ -
市

（直営）

市内の感染症の発
生状況を把握し、
感染拡大防止を図
る。

①指定医療機関
からの情報収集、
検体回収など必要
な措置を講じる。
②感染症発生時
の報告受理及び
積極的疫学調査を
実施し、まん延防
止のための必要な
措置を講じる。
③COVID-19対応

①指定医療機関
からの検体回収の
実施
②社会福祉施設
等における積極的
疫学調査の実施
③感染症法での１
～４類感染症発生
時の積極的疫学
調査の実施

①随時
実施
②随時
実施
③随時
実施

①随時実施
②随時実施
③随時実施

一
般
1,506,755 - 1,176,409 3.0 0.0

社会福祉施設等
での大規模な感染
症（複数の死亡
者・重症者の発生
または100人以上
の感染者の発生）
発生件数

0件 0件 0件 0件
大規模な感染症発生防止を
目的としているため、発生が
ないことを設定。

０件 A A

疫学調査を適切に実施し、大
規模な感染症の感染拡大が
発生しなかったため。
また、新型コロナウイルス感染
症にも対応し、感染拡大防止
を図ったため。

引続き、積極的疫学調査を適切に
実施し、まん延防止に努める。

保
健
予
防
課

323
エイズ対策
促進事業

－ -
市

（直営）

エイズに対する正し
い知識の普及啓発
活動と検査により市
民の不安を解消す
る。

①中高生等を対象
とした性感染症予
防講座の開催。
②世界エイズデー
キャンペーン活動
③無料のＨＩＶ抗
体検査の実施

①予防講座開催
回数
②キャンペーンの
実施
③ＨＩＶ検査実施

①随時
実施
②1回
③25回

①０回（講
座申込無）
②２回
③11回

一
般

1,505 - 398 0.5 0.0
検査希望者に対
する検査実施率

100%
100%
(204
人)

100%
(386
人)

100%
(702
人)

検査を受けることで市民の不
安解消を図るため検査実施
100%で設定。

100％
（183
人）

A A

コロナ対応のため保健所での
検査実施を縮小したことから受
検者数が減少したが、希望者
全員に検査を実施できた。

引き続き適正な検査、定期的な啓
発活動を実施する。

保
健
予
防
課

324
A類予防接
種事業

－ -
市

（直営・委
託）

予防接種法等に基
づき予防接種を実
施し、感染の恐れ
がある疾病の発生
及びまん延を防ぐ。

①予防接種業務
委託契約
②接種者への通
知

①予防接種委託
業務の実施
②定期予防接種
のうち接種率の低
い定期予防接種
について周知を図
る。

①支払い
に関する
適正な処
理を実施
②対象
年齢の者
に年１回
個別通
知

①実施

②実施

一
般
2,179,647 - 1,464,612 1.5 1.0

MRワクチン２期の
接種率

93.9% 93.8% 92.2% 93.5%

接種率の向上を目指し、Ａ類
予防接種のうち、国が排除計
画を推進している麻しんにつ
いて、積極的な周知を図るこ
とにより、前年度を上回る接
種率を目標値とした。

92.2% A A
個別通知を行い周知を図った
ことにより、目標値をやや下
回ったものの、概ね達成した。

引き続き周知に努める。

保
健
予
防
課

325
Ｂ類予防接
種事業

－ -
市

（直営・委
託）

予防接種法等に基
づき予防接種を実
施し、感染の恐れ
がある疾病の発生
及びまん延を防ぐ。

①予防接種業務
委託契約
②接種者への通
知

①予防接種委託
業務の実施
②高齢者を対象と
した予防接種のう
ち接種率の低い予
防接種について更
なる周知を図る。

①支払い
に関する
適正な処
理を実施
②案内
チラシの
組回覧、
関係機
関への送
付(年１回
以上)

①実施

②実施

一
般
443,964 - 482,070 1.0 1.0

高齢者インフルエ
ンザ予防接種率

55.5% 55.4% 61.3% 51.5%

接種率の向上を目指し、Ｂ類
予防接種のうち、インフルエ
ンザ予防接種について、周
知方法を工夫することにより、
前年度を上回る接種率を目
標値とした。

55.0% A A

組回覧を行い全世帯に周知を
図ったことにより、目標値をや
や下回ったものの、概ね達成
した。

引き続き周知に努める。



Ｒ３ Ｒ２ R1

⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容達
成
度

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

⑨人工 ⑩成果指標（アウトカム指標）

指標名
当該年度
の目標値

実績値

活動の状況（アウトプット）

指標名
当該年度
の目標値

⑪
評価

⑫評価理由
実績値

④事業の
実施主体

⑤事業目的 ⑥事業内容

⑦活動指標（アウトプット指標） ⑧事業費①
所
属
名

№

事業概要（全体） 投入コスト（インプット）

予算額
（千円）

前年度
からの
繰越額
（千円）

決算額（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

会
計

成果（アウトカム） 評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

②事務事業名 ③期間

保
健
予
防
課

326

予防接種
モバイル
サービス

H28 -
市

（直営・委
託）

子どもの予防接種
スケジュールを作
成・管理できるサー
ビスを普及すること
により、予防接種の
打ち漏れ防止など
接種対象者の利便
性の向上を図る。

①モバイルサービ
スシステム業務委
託契約
②予防接種モバイ
ルサービスの普
及・啓発

①モバイルサービ
ス委託業務の実施
②チラシの配布等
周知啓発

①支払い
に関する
適正な処
理を実施
②月2回
以上

①実施

②実施

一
般

2,218 - 2,218 0.5 0.0 ０歳児の登録率 28.0% 27.9% 26.4% 28.4%
登録者数の増加を目指し、
前年度を上回る登録率を目
標値とした。

26.5% A A

主に出生者に対しモバイル
サービスの周知を継続した結
果、目標値をやや下回ったも
のの、概ね達成した。

引き続き周知に努める。

保
健
予
防
課

327

予防接種
健康被害
交付金

－ -
市

（委託）

予防接種により、疾
病等の健康被害が
発生した者に対し、
その疾病等につい
ての経済的負担の
軽減を図る。

①医療費、医療手
当の支払い
②申請の受付・健
康被害調査委員
会の開催

①医療費、医療手
当支払いの実施
②申請の受付及
び健康被害調査
委員会の適切な
開催

①随時
②随時

①４人

②１回

一
般
11,428 - 11,486 1.0 0.0 支給人数 ３人 2人 ３人 ３人

新たな認定は予見することが
できないため、支給中の案件
を遅滞なく行うことにより目標
達成に資すると考えたため。
（継続中３人）

4人 A A
支給申請のあった案件を遅滞
なく処理し、目標を達成した。

今後も適切な執行を務める。

保
健
予
防
課

328

感染症発
生探知、拡
大予防事
業

－ -
市

（直営）

感染症法に基づ
き、新型コロナウイ
ルス感染症の医療
費を全額公費負担
とすることで、対象
患者の経済的な負
担の軽減を図り、あ
わせて感染拡大防
止に資する。

医療費の全額を負
担する。

医療費給付事務
の実施

実施 実施
一
般
464,400 - 455,470 16.0 4.0

申請に対する適正
な事務処理

100% 100% 100% -

対象者を治療した医療機関
の申請に基づき、審査等の
公費負担事務を適正に行うも
のであるため事務処理100%
で設定した。

100% A A
対象者からの全ての申請に対
して、内容を審査、適正な給
付を実施した。

審査基準の適正な運用に努め、
申請に対して、遅滞ない給付に努
める。

生
活
衛
生
課

329

保健所電
算システム
整備費

H17 -
市

（直営・委
託）

保健所の所管業務
（食品衛生、薬務、
医務、生活衛生）を
電算化することによ
り確実性、迅速性、
永続性、一覧性の
向上を図る。

保健所の所管業
務（食品衛生、薬
務、医務、生活衛
生）における営業
許可施設及び従
業者等の台帳管
理、許可証の発行
等を行う。

①サーバーデータ
バックアップ
②システム保守委
託

①毎日
②１件

①毎日
②１件

一
般

1,600 0 1,431 0.1 0.0
電算システムの対
市民トラブル件数

0件 0件 0件 0件

電算システムを適正に維持
管理をすることにより、スムー
ズに業務を遂行することが本
事業の目的であるため、電算
システムの対市民トラブル発
生件数0件を目指し、目標値
として設定した。

0件 A A
電算システムを適正に維持管
理し、トラブルが発生していな
いため。

Windows10のサポート終了を見据
え、対応するシステムへの更新を
検討する。

生
活
衛
生
課

330

保健衛生
統計調査
費

-
市

（直営）

国や地方公共団体
の各種政策の基礎
資料とする為、統計
法に基づく基幹調
査を実施する。

基幹統計調査の
実施
・国民生活基礎調
査
・社会保障・人口
問題基礎調査

①調査員の確保
率
②調査員説明会
の実施率

①100％
②100％

①100％
②100％

一
般

4,180 0 3,994 0.6 0.8
各種統計調査実
施率

100% 100% 100% 100%

国から委託された各種統計
調査を適正に行うことが本事
業の目的であるため、調査対
象全てに対する実施を目指
し、目標値を設定した。

100% A A
予定された調査、審査をすべ
て実施できたため。

信頼に足る精度の確保のため、調
査員及び対象者に調査の意義を
理解してもらい協力依頼を継続す
る。

生
活
衛
生
課

331
医務監視
指導経費

S 49 ～
市

（直営）

医療法に基づき、
良質・適正な医療
提供体制の確保・
維持を図る

病院、診療所等の
許可・立入検査、
衛生検査所の登
録・立入検査及び
施術所の開設調
査並びに医療法
人の認可を行う。

①病院検査実施
数
②診療所等立入
検査実施数
③衛生検査所立
入実施数

①27施
設
②随時
40件
③４施設

①27施設
②68件
③４施設

一
般

1,332 0 453 3.7 0.5
立入時の指摘改
善率

100% 100% 100% 100%

医療法に基づき、良質・適正
な医療提供体制の確保・維
持を図ることが本事業の目的
であり、立入時に指摘した事
項が完全に改善されることを
目指し、目標値を設定した。

100% A A
立入等検査においてあった指
摘事項について全て改善を確
認したため。

国の事務連絡に基づき令和元年
度以前と同様に立入検査を実施
できるよう体制を整えていく。
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⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容達
成
度

直近３か年の実績値
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⑨人工 ⑩成果指標（アウトカム指標）

指標名
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実績値
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指標名
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⑪
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⑫評価理由
実績値

④事業の
実施主体

⑤事業目的 ⑥事業内容
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所
属
名

№
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予算額
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②事務事業名 ③期間

生
活
衛
生
課

332
薬務監視
指導経費

S 49 ～
市

（直営）

医薬品等の品質を
確保し、市民が適
切な医薬品等を使
用することができる
ようにする。
毒物劇物による危
害を防止する。

医薬品医療機器
等法・毒物及び劇
物取締法に基づく
製造販売業者、製
造業者及び販売
業者の許可・届出
に係る事務、監視
指導等を行う

①申請に伴う調査
（医薬品医療機器
等法）
一斉監視指導（薬
事法）
②申請に伴う調査
（毒劇法）
一斉監視指導（毒
劇法）

①随時
600件
②随時
100件

①639件
②73件
※コロナ感
染状況によ
る調整のた
め

一
般

2,819 0 1,677 2.5 0.5
立入時の指摘改
善率

100% 100% 100% 100%

医薬品等の品質を確保し、
市民が適切な医薬品等を使
用することができるようにする
こと及び毒物劇物による危害
を防止することが本事業の目
的であり、立入時に指摘した
事項が完全に改善されること
を目指し、目標値を設定し
た。

100% A A
立入等検査においてあった指
摘事項について全て改善を確
認したため。

効果的な監視指導を実施するた
め、法改正や新しい通知について
営業者に対してわかりやすい説明
を行っていく。

生
活
衛
生
課

333

食品検査
施設指導
経費

-
市

（直営）

食品検査を行うに
あたり、適切な検査
業務を行うための
管理を行う

環境保健研究所
及び食品衛生課
に対し、外部・内
部の精度管理、内
部点検を行い、必
要に応じて指導を
行う

①精度管理検査
の実施指示
②内部点検

①9回
②1回

①9回
②1回

一
般

486 0 378 0.3 0.0
検査時の指摘改
善率

100% 100% 100% 100%

食品検査を行うにあたり、適
切な検査業務を行うための管
理を行うことが本事業の目的
であり、立入検査時に指摘し
た事項が完全に改善されて
いることを目指し、目標値を
設定した。

100% A A

外部精度管理検査、内部点検
を実施し、評価基準を満たさな
い項目はなく、指導事項につ
いても改善を確認したため。

今後も継続して精度管理及び内
部点検を実施し、適切な検査業務
が行えているか確認する。

生
活
衛
生
課

334

健康危機
管理対策
費

H17 ～
市

（直営）

毒物劇物等を原因
とする中毒の発生
に際し、患者様が
搬送される場合を
想定し、解毒剤を
配布し危機管理体
制を高める

重金属などに対応
する解毒剤を配備
し、定期的な交
換、補充を行う

①救急告示病院
数

①8病院 ①8病院 一
般

655 0 489 0.2 0.0
解毒剤の更新業
務の実施率

100% 100% 100% 100%

毒物劇物等を原因とする中
毒の発生した場合に対し、速
やかに患者に投与できるよ
う、救急告示病院に解毒剤を
配布し危機管理体制を高め
ることが本事業の目的である
ため、解毒剤の更新業務の
完全実施を目指し、目標値と
して設定した。

100% A A
解毒剤を配備計画に基づいて
配備し、危機管理体制を整備
することができたため。

引き続き配備品の期限管理等を
行い緊急時に活用できる体制を整
えていく。

生
活
衛
生
課

335

医療安全
支援セン
ター事業費

H19 ～
市

（直営）

市民からの医療に
関する相談を受付
する他、意識啓発
のための出前講
座、医療従事者向
け研修の開催等を
通じて、よりよい医
療体制の構築を図
る

市民からの医療に
関する医療安全相
談窓口の運営、医
療安全推進協議
会、市民向け医療
安全講話、医療従
事者向け研修等を
開催する

①静岡市医療安
全推進協議会開
催
②出前講座の満
足度
③研修会

①2回
②90%以
上
③3回

①2回
②97%
③1回

※3回分準
備したがコ
ロナ感染状
況等により
直前キャン
セル2回

一
般

751 0 199 1.8 0.0

「理解できた」・「概
ね理解できた」とい
う評価があわせて
90％以上の講演
会、研修会の割合

100% 100% 100% 100%

市民からの医療に関する相
談を受付する他、意識啓発
のための出前講座、医療従
事者向け研修の開催等を通
じて、よりよい医療体制の構
築を図ることが本事業の目的
であるが、講演会等開催後の
アンケートでの「理解でき
た」・「概ね理解できた」という
評価があわせて90％以上と
なることを目指し、目標値を
設定した。

100% A A

相談窓口の運営や協議会・研
修会等の開催により、意識啓
発や医療への理解を深めるこ
とができたため。

今後も市民からの相談窓口の運営
や研修会等の開催を継続して取り
組む。

生
活
衛
生
課

336

生活衛生
監視指導
経費

-
市

（直営）

旅館、理・美容、ク
リーニング施設等、
生活衛生に関係す
る営業施設の衛生
の確保

旅館、理・美容、ク
リーニング施設
等、生活衛生に関
係する営業施設の
衛生管理指導

生活衛生関係施
設の立入検査数

600件 983件
一
般

2,825 0 1,703 4.1 0.5

営業施設の衛生
管理に起因する健
康被害の発生件
数

0件 0件 0件 2件

営業施設が適正な衛生管理
がされるよう監視指導すること
が本事業の目的であるため、
営業施設に起因する健康被
害の発生件数0件を目指し、
目標値として設定した。

０件 A A

活動指標にある生活衛生関係
施設の立入検査数600件につ
いて、目標施設数より多く実施
でき、また、成果指標である営
業施設に起因する健康被害の
発生件数0件の目標を達成し
たため。

継続的に取り組む

生
活
衛
生
課

337

家庭用品
安全対策
費

S 49 -
市

（直営）

家庭用品の有害物
質による健康被害
を防ぐために、検査
を行う

家庭用品を販売し
ている小売店より
購入し、検査を実
施する。違反に該
当した場合は、流
通しないよう措置
をする等、業者に
指導する。

検査件数 65検体 67検体
一
般

375 0 96 0.4 0.0
家庭用品の有害
物質による健康被
害の発生件数

0件 0件 0件 0件

家庭用品の有害物質による
健康被害が発生しないよう、
監視指導及び試買検査を実
施することが本事業の目的で
あるため、家庭用品の有害物
質による健康被害の発生件
数0件を目指し、目標値として
設定した。

0件 A A

幅広く試買を行い、監視指導
を実施した。違反検体１件を確
認し、適切な指導を行うことが
できた。また、家庭用品の有害
物質による健康被害の発生件
数０件の目標を達成したため。

継続的に取り組む。
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生
活
衛
生
課

338

衛生害虫
相談指導
費

-
市

（直営）

ネズミ・衛生害虫が
媒介する感染症の
予防及び環境衛生
の向上を図る。

ネズミ・衛生害虫
についての相談に
応じ、駆除方法の
指導等を行う。

衛生害虫及び不
快害虫駆除方法
相談への対応率

100% 100%
一
般

1,505 0 756 1.5 0.0
ネズミ・衛生害虫
に起因する感染症
発生件数

0件 0件 0件 0件

ネズミ・衛生害虫に起因する
感染症が発生しないよう、感
染症を媒介するネズミ・衛生
害虫に対する市民への正し
い理解の普及啓発及び駆除
相談の受付が本事業の目的
であるため、ネズミ・衛生害虫
に起因する感染症の発生件
数0件を目指し、目標値として
設定した。

0件 A A

衛生害虫及び不快害虫の相
談に対応し、ネズミ・衛生害虫
に対する市民の正しい理解の
普及啓発をすることができた。
また、ネズミ・衛生害虫に起因
する感染症の発生件数０件の
目標を達成したため。

職員の知識向上を図るとともに、ネ
ズミ・衛生害虫に対する市民の正
しい理解の普及啓発に努める。

生
活
衛
生
課

339

災害時救
護所管理
費

H 8 ～
市

（直営・委
託）

救護所等に配置し
た「災害時医療セッ
ト」を災害時の医療
救護活動に即時使
用できるよう適切な
状態にしておく。

市民が避難する救
護所等に医療用
セットを配備し、
セットの定期的な
交換、消毒を実施
する。

保守セット数の更
新配備

90施設 90施設
一
般
11,310 0 11,272 0.5 0.7

更新業務の実施
率

100% 100% 100% 100%

救護所等に配置した「災害時
医療セット」を災害時の医療
救護活動に即時使用できる
よう適切な状態にしておくこと
が本事業の目的であるため、
災害時医療セットの更新業務
の完全実施を目指し、目標
値として設定した。

100% A A
計画どおり保守セットの更新配
備を全施設(90施設)で実施で
きたため。

引き続き、適正な更新配備を実施
していく。災害等の現状を把握し
ながら、医療用セットの見直しを行
う。

生
活
衛
生
課

340

生活衛生
協会事業
補助金

-
補助等
（交付先）

生活衛生営業施設
の健全営業と会員
の福利厚生を図
る。

生活衛生施設の
巡回指導などで保
健所業務を補完し
ている協会に対し
財政面での支援を
する。

補助金執行率 100% 100%
一
般

790 0 790 0.1 0.0

認定指導員の巡
回指導、集団検診
事業等の事業計
画の実施率

巡回指
導：
88％実
施
集団検
診：
100％
実施

100% 100% 100%

生活衛生営業施設へ巡回指
導などの実施による施設の適
正な衛生状態の確保など保
健所業務を補完している協
会に対し財政面での支援を
することが本事業の目的であ
るため、予定された数の生活
衛生協会の認定指導員によ
る巡回指導及び会員の集団
検診事業等の完全実施を目
指し、目標値として設定した。

巡回指
導：
98％実
施

集団検
診：
84％実
施

A A

予定された数の生活衛生協会
の認定指導員による巡回指導
及び会員の集団検診事業等
の完全実施を達成したため

継続的に取り組む。

生
活
衛
生
課

341
スズメバチ
対策経費

H29 -
市

（委託）
スズメバチの刺傷
被害を防ぐ。

住宅に作られた営
巣中のスズメバチ
の巣を撤去する。

駆除の事務委託
件数

２件 ２件
一
般

6,488 0 6,285 0.4 0.0

駆除依頼のあった
駆除対象となるス
ズメバチ駆除の実
施率

100% 100% 100% 100%
市民から依頼があったスズメ
バチの巣の完全駆除

100% A A 目標通り駆除を実施した。
引き続き、依頼に対し速やかに巣
の撤去を実施していく。

食
品
衛
生
課

342
栄養改善
指導事業

～
市

（直営）

給食施設における
食中毒予防、栄養
管理の向上、従事
者の資質向上を図
る。

給食施設従事者を
対象に衛生講習
会及び栄養講習
会を開催する。

講習会回数 ５回 １回
一
般

186 0 56 0.5 0.0
講習会アンケート
における理解度

90% ― ― 98%
講習会参加者にアンケートを
実施し、理解度90％を目標
値としてと設定した。

100% A A

事前アンケートの結果から、一
番関心の高いテーマに設定す
ることで、「理解できた」「ある程
度理解できた」と答えた人の割
合が100％であったため。

講習会の回数をコロナウイルス感
染症前と同程度に戻すため、受講
者の関心のあるテーマ設定と内容
を検討し、講習会を開催する。

食
品
衛
生
課

343

栄養成分
表示促進
事業

～
市

（直営）

一般加工食品の栄
養成分表示は令和
２年４月から完全義
務化となった。
今後は食品表示関
係法令を所管する
関係機関と連携し
て、栄養成分表示
の適正化を推進す
る。
併せて市民が健康
的な食生活を実践
するため、栄養成
分表示活用に関す
る情報提供を図る。

①栄養計算・栄養
成分表示の講習
会開催
②栄養成分表示
に関するパンフ
レット作成及び配
布
③「栄養成分表示
のあるお店」のパ
ンフレット作成及び
配布

①講習会回数
②パンフレット作
成及び配布数
③パンフレット作
成及び配布数

①2回
②1,000
部
③4,000
部

①３回
②1,000部
③4,000部

一
般

416 0 280 1.0 0.0

①栄養計算・栄養
成分表示講習会
で、参加者が栄養
成分表示の知識
及び栄養計算の
方法を学び、栄養
計算ができた割合
②不適切（疑）な
栄養成分表示を
探知し、対象事業
者を指導し、適正
化できなかった件
数

①100%
②０件

①―
②０件

①100%
②０件

①100%
②０件

①講習会参加者全員が、そ
の場で栄養計算できることを
目標として100％に設定した。
②食品表示法が施行され、
原則として予め包装された一
般消費者向け加工食品及び
添加物において栄養成分表
示が義務付けられたため、目
標値を０件に設定した。

①100%
②０件

①A
②A

A

講習会については、講話に加
え栄養計算時は個別対応する
ことで、参加者の理解が深ま
り、参加者全員が栄養計算で
きるようになった。
栄養成分表示については、探
知した不適切表示を全て適正
化できた。

①若年層に関心を持ってもらうた
め、周知方法を検討する。
②事業者に対する表示相談や指
導を実施し、栄養成分表示の適正
化を推進する。
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⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容達
成
度

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

⑨人工 ⑩成果指標（アウトカム指標）

指標名
当該年度
の目標値

実績値

活動の状況（アウトプット）

指標名
当該年度
の目標値

⑪
評価

⑫評価理由
実績値

④事業の
実施主体

⑤事業目的 ⑥事業内容

⑦活動指標（アウトプット指標） ⑧事業費①
所
属
名

№

事業概要（全体） 投入コスト（インプット）

予算額
（千円）

前年度
からの
繰越額
（千円）

決算額（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

会
計

成果（アウトカム） 評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

②事務事業名 ③期間

食
品
衛
生
課

344

食品衛生
監視指導
事業

～
市

（直営）

飲食店等の食品取
扱い施設におけ
る、食品の危害発
生・食中毒防止を
図る。

飲食店の食品取
扱施設における、
監視指導を実施

①監視指導件数
②収去検査検体
数

①500件
②200件

①1545件
②215件

一
般

4,703 0 2,749 7.8 3.0

飲食に起因する大
規模食中毒(患者
数100人以上）の
発生件数

０件 ０件 ０件 ０件

大規模食中毒は静岡市健康
危機管理実施本部を設置す
る危機であるので目標は０件
に設定した。

0件 A A

食品関連事業への食中毒発
生リスクに基づいた立入検査
やＨＡＣＣＰに沿った衛生管理
による助言・指導、市民への食
品衛生知識の普及啓発などに
より、患者数100人以上の大規
模食中毒の発生件数が0件で
あったため。

小規模事業者が負担なく取り組む
ことができる手引書を活用し、ＨＡ
ＣＣＰの更なる推進を図る。

食
品
衛
生
課

345

流通食品
監視指導
事業

～
市

（直営）

市内の食品流通拠
点における食品の
危害発生・食中毒
防止を図る。

市内の食品流通
拠点における監視
指導及び収去検
査を実施

①監視指導回数
②収去検査検体
数(理化学・残留農
薬・放射能）

①5,000
件
②150件

①6487件
②137件

一
般

4,526 0 2,413 4.0 1.0

飲食(食品流通拠
点等）に起因する
大規模食中毒(患
者数100人以上）
の発生件数

０件 ０件 ０件 ０件

大規模食中毒は静岡市健康
危機管理実施本部を設置す
る危機であるので目標は０件
に設定した。

0件 A A

食品関連事業への食中毒発
生リスクに基づいた立入検査
やＨＡＣＣＰに沿った衛生管理
による助言・指導、市民への食
品衛生知識の普及啓発などに
より、患者数100人以上の大規
模食中毒の発生件数が0件で
あったため。

小規模事業者が負担なく取り組む
ことができる手引書を活用し、ＨＡ
ＣＣＰの更なる推進を図る。

食
品
衛
生
課

346

市食品衛
生推進事
業補助金

～
補助等
（交付先）

営業者の食品衛生
向上及び市民への
意識啓発を図る。

食品衛生指導員
による食品関係施
設への巡回指導・
相談対応、及び食
品衛生知識の普
及啓発事業に対
する助成を実施

①補助金の支出
②報告書の確認

①２回
②12回

①２回
②12回

一
般

3,766 0 3,766 1.0 0.0

飲食(協会会員関
係施設等）に起因
する大規模食中毒
(患者数100人以
上）の発生件数

０件 ０件 ０件 ０件

大規模食中毒は静岡市健康
危機管理実施本部を設置す
る危機であるので目標は０件
に設定した。

0件 A A

食品関連事業への食中毒発
生リスクに基づいた立入検査
やＨＡＣＣＰに沿った衛生管理
による助言・指導、市民への食
品衛生知識の普及啓発などに
より、患者数100人以上の大規
模食中毒の発生件数が0件で
あったため。

小規模事業者が負担なく取り組む
ことができる手引書を活用し、ＨＡ
ＣＣＰの更なる推進を図る。

食
品
衛
生
課

347

食の安全
対策推進
事業

～
市

（直営）

「食の安心の提供」
および「食の安全確
保」を図る。

食の安心・安全ア
クションプランに基
づいた業務を実
施。

リスク・コミュニケー
ションの申請に対
する実施率(マタニ
ティー・市政出前
講座等）

100%

100％実施
（マタニティ
教室19回、
市政出前講
座７回）

一
般

1,202 0 743 2.5 0.0
アンケートにおけ
る理解度

90％以
上

98.40% 100% 98.50%

講習会参加者にアンケートを
実施し、理解度90％以上を
目標値としてと設定した。(理
解度については、実際の参
加メンバーによる差が大きい
ため、理解度が90％以上とし
た。)

100% A A

講座ごとに参加者の年齢層等
に合わせた話題や言葉の選
び方を考慮したところ、「よくわ
かった」「わかった」と答えた人
の割合が100％であったため。

多くの方に参加していただけるよう
に、オンデマンド方式など多様な
形態に対応していく。

食
品
衛
生
課

348

食の安心・
安全ウェブ
サイト「たべ
しずネット」

～
市

（直営）
食の安全対策にか
かる理解を深める。

静岡市の食の安
心・安全に関する
情報を市民に提供
するためのウェブ
サイトの運営。

情報更新回数
150回／
年

200回
一
般

242 0 242 1.5 0.0 アクセス数 40,000 34,205 67,378 39,623

令和２年度は突発的に発生
した鳥インフルエンザの情報
により一時的に大きな増加が
あったため、令和２年度を除
く直近３か年（H30～R3）の最
高値（39,623）を上回るよう設
定した。

39,958 A A

食品検査結果やイベント情報
等の迅速な更新に加え、動画
等の新規コンテンツの充実を
図り、市のツイッター等でＰＲし
た結果、目標値をほぼ達成で
きたため。（99.9％）

動画配信など消費者の関心を引く
ようなコンテンツを増やし、アクセス
数の増加を図る。

精
神
保
健
福
祉
課

349

精神保健
福祉審議
会

H17 ～
市

（直営）

精神保健及び精神
障がい者福祉に関
する事項の調査審
議並びに諮問答申
及び意見具申を行
うことのできる審議
会を設置するととも
に、精神保健福祉
施策に係る必要な
協議等を行う。

審議会の運営
審議会の開催回
数

１回 １回
一
般

173 － 150 0.1 0.0
精神保健福祉施
策に係る必要な協
議等の実施

実施
案件な
し

実施 実施

本市精神保健福祉施策に係
る各分野からの意見を聴取
するとともに、法令に基づく審
議事項の審議や諮問答申等
が必要な際に、円滑な審議
等を行うため。

実施 A A

本市精神保健福祉施策に係る
各分野からの意見を聴取する
とともに、施策展開に必要な協
議等を行うことができたため。

精神保健福祉分野に関する継続
的な連携体制の構築に向け、必
要に応じ適宜実施する。

精
神
保
健
福
祉
課

350

地域生活
支援事業
費
(はーとぱ
る)

H 18 ～
市

（委託）

精神障がい者が地
域で自立した日常
生活、社会生活を
営むために必要な
支援を行い、障が
い者福祉の推進を
図る。

精神障害者地域
活動支援センター
事業、相談支援事
業等

①契約件数
②支払事務
③月次報告件数

①1件
②1件
③12回

①１件
②１件
③12回

一
般
31,449 － 31,409 0.1 0.0

①地域活動支援
センター事業年間
利用者数
②相談件数

①
2,504
人
②
2,795
件

①
2,140
人
②
3,053
件

①
2,521
人
②
2,706
件

①
2,852
人
②
2,627
件

直近３か年の実績値の平均
値とした。

①
1,684
人
②
2,631
件

①Ｃ
②Ａ

B

相談件数については、目標以
上の成果を上げることができた
が、地域活動支援センター事
業の利用者数は、目標を下
回ったため。

地域活動支援センター事業の新
規利用者の増加及び利用定着に
向けた取組を検討していく。
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⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容達
成
度

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

⑨人工 ⑩成果指標（アウトカム指標）

指標名
当該年度
の目標値

実績値

活動の状況（アウトプット）

指標名
当該年度
の目標値

⑪
評価

⑫評価理由
実績値

④事業の
実施主体

⑤事業目的 ⑥事業内容

⑦活動指標（アウトプット指標） ⑧事業費①
所
属
名

№

事業概要（全体） 投入コスト（インプット）

予算額
（千円）

前年度
からの
繰越額
（千円）

決算額（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

会
計

成果（アウトカム） 評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

②事務事業名 ③期間

精
神
保
健
福
祉
課

351

精神障害
者生活支
援センター
運営経費
（みらい）

H 30 ～
市

（委託）

精神障がい者が地
域で自立した日常
生活、社会生活を
営むために必要な
支援を行い、障が
い者福祉の推進を
図る。

精神障害者地域
活動支援センター
事業、相談支援事
業等

①協定締結件数
②支払事務
③定期報告件数

①1件
②1件
③４回

①１件
②１件
③４回

一
般
32,994 － 32,486 0.1 0.0

①地域活動支援
センター事業年間
利用者数
②相談件数
③利用者満足度

①
4,900
人
②
1,900
件
③
64.0％

①
2,175
人
②
2,973
件
③
64.0％

①
1,936
人
②
1,575
件
③
68.9%

①
2,883
人
②
2,297
件
③
75.3%

①、②については仕様に定
める目標値とした。
③については、前年度実績
以上を目標とした。

①
1,780
人
②
5,072
件
③68％

①C
②S
③A

A

地域活動支援センター事業の
利用者数は、目標を下回った
ものの、相談件数及び利用者
満足度については、目標以上
の成果を上げることができたた
め。

地域活動支援センター事業の新
規利用者の増加及び利用定着に
向けた取組を検討していく。

精
神
保
健
福
祉
課

352

精神障害
者生活支
援センター
運営経費
（なごやか）

H 18 ～
市

（委託）

精神障がい者が地
域で自立した日常
生活、社会生活を
営むために必要な
支援を行い、障が
い者福祉の推進を
図る。

精神障害者地域
活動支援センター
事業、相談支援事
業等

①協定締結件数
②支払事務
③定期報告件数

①1件
②1件
③４回

①１件
②１件
③４回

一
般
34,669 － 34,630 0.1 0.0

①地域活動支援
センター事業年間
利用者数
②相談件数
③利用者満足度

①
6,000
人
②
2,500
件
③
91.1％

①
4,198
人
②
3,544
件
③
91.1％

①
3,810
人
②
3,392
件
③
84.3%

①
5,015
人
②
2,383
件
③
76.0%

①、②については仕様に定
める目標値とした。
③については、前年度実績
以上を目標とした。

①
3,848
人
②
3,323
件
③
73.6％

①C
②S
③B

B

相談件数については、目標を
大幅に上回ったが、地域活動
支援センター事業の利用者数
及び利用者満足度は、目標を
下回ったため。

地域活動支援センター事業の新
規利用者の増加及び利用定着に
向けた取組を検討していく。
また、利用者満足度を高めるた
め、プログラムの実施に向けて、利
用者の声をより反映させるための
工夫を取り入れる。

精
神
保
健
福
祉
課

353

精神障害
者家族等
相談員相
談事業費
補助金

H18 ～
補助等
（交付先）

精神障がい者及び
家族からの相談に
対して、同じ家族の
立場から相談に応
じる体制を整備し、
障がい者福祉の増
進を図る。

事業を実施する家
族会への補助金
の交付

補助金交付事務
の円滑な実施

遅滞なく
補助金を
交付

遅滞なく補
助金を交付
した

一
般

126 － 126 0.1 0.0 相談件数 193件 165件 184件 230件
年度ごとの変動が激しいた
め、直近３か年の実績値の平
均値とした。

63件 Ｃ B
相談件数の実績は目標を大
幅に下回ったが、相談体制は
確保できたため。

引き続き適正に実施する。

精
神
保
健
福
祉
課

354
市断酒会
補助金

H14 ～
補助等
（交付先）

酒害相談や酒害予
防に取り組む団体
の事業を支援する
ことにより、精神保
健福祉の増進を図
る。

対象者である断酒
会への補助金の
交付

補助金交付事務
の円滑な実施

遅滞なく
補助金を
交付

遅滞なく補
助金を交付
した

一
般

1,224 － 1,224 0.1 0.0
①例会開催数
②例会への年間
延べ参加者数

①331
回
②
3,696
人

①333
回
②
3,567
人

①306
回
②
3,246
人

①356
回
②
4,275
人

直近３か年の実績値の平均
値とした。

①375
回
②
3,198
人

①S
②Ｂ

A

例会は目標以上に開催するこ
とができたが、新型コロナウイ
ルス感染症対策のため参加人
数を小規模にせざるを得ず、
結果として延べ参加者数が目
標を下回ったため。

引き続き適正に実施する。

精
神
保
健
福
祉
課

355
静心会補
助金

S 49 ～
補助等
（交付先）

地域における精神
障がいの理解促進
に取り組む家族会
の事業を支援する
ことにより、精神保
健福祉の増進を図
る。

対象者である家族
会への補助金の
交付

補助金交付事務
の円滑な実施

遅滞なく
補助金を
交付

遅滞なく補
助金を交付
した

一
般

607 － 607 0.1 0.0
地域交流・普及啓
発活動回数

12回 12回 12回 10回
毎月１回実施することを目標
値として設定した。

12回 A A

新型コロナウイルス感染症の
影響により、地域交流活動が
中止となったが、理事会を定
期的に開催し、会員に対する
普及啓発等を行ったため。

引き続き適正に実施する。

精
神
保
健
福
祉
課

356
心明会補
助金

S 49 ～
補助等
（交付先）

地域における精神
障がいの理解促進
に取り組む家族会
の事業を支援する
ことにより、精神保
健福祉の増進を図
る。

対象者である家族
会への補助金の
交付

補助金交付事務
の円滑な実施

遅滞なく
補助金を
交付

遅滞なく補
助金を交付
した

一
般

266 － 266 0.1 0.0
地域交流・普及啓
発活動回数

12回 13回 12回 9回
毎月１回実施することを目標
値として設定した。

13回 A A

新型コロナウイルス感染症の
影響により、地域交流活動が
中止となったが、理事会を定
期的に開催し、会員に対する
普及啓発等を行ったため。

引き続き適正に実施する。



Ｒ３ Ｒ２ R1

⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容達
成
度

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

⑨人工 ⑩成果指標（アウトカム指標）

指標名
当該年度
の目標値

実績値

活動の状況（アウトプット）

指標名
当該年度
の目標値

⑪
評価

⑫評価理由
実績値

④事業の
実施主体

⑤事業目的 ⑥事業内容

⑦活動指標（アウトプット指標） ⑧事業費①
所
属
名

№

事業概要（全体） 投入コスト（インプット）

予算額
（千円）

前年度
からの
繰越額
（千円）

決算額（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

会
計

成果（アウトカム） 評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

②事務事業名 ③期間

精
神
保
健
福
祉
課

357

Life（いの
ち）を守る
総合相談
会

Ｒ 3 ～
市

（直営）

医師、弁護士、社
会保険労務士等の
多職種が一堂に会
す相談会を行うこと
で、相談者の不安
を軽減する。

多職種の専門家
によるワンストップ
総合相談会の実
施
相談後も関係機関
等へのつなぎ支援
等を行う

開催回数 24回 19回
一
般

1,174 － 879 1.4 0.0
アンケートの満足
度

90％以
上

97.0% ― ―

支援が困難なケースもあり、
即時に解決できる問題ばかり
ではないため、90％以上とし
た。

96.0% Ｓ Ｓ

事前打ち合わせを通じた支援
機関同士の情報共有と進行内
容の確認により、当日の限られ
た時間で効率よく専門家の助
言が提供できるよう努めた結
果、目標以上の高い満足度が
得られたため。

新型コロナウイルス感染症対策と
して実施している事業であるため、
感染症の収束状況を注視しつつ、
今後の事業のあり方を検討する。

精
神
保
健
福
祉
課

358

障害者虐
待防止対
策費

H25 -
市

（直営）

障がい者の尊厳を
害する虐待を防止
し、養護者等に対
する支援をもって障
害者の権利を擁護
する。

①障害者虐待の
相談、通報等への
対応。
②障がい者の一時
保護等。

必要時措置等の
実施

実施

実施
※保護を要
する虐待案
件の発生は
なかった。

一
般

319 ― 0 0.1 0.0
措置等により適切
に措置対応できた
割合

100% 100% 100% 100%
通報等に対して、適切な対応
をとる必要があるため。

― ― ―
措置が必要なケースが発生し
ていないため。

引き続き適正に実施する。

精
神
保
健
福
祉
課

359
精神保健
定例相談

～
市

（直営）
こころの健康の保
持、増進

精神疾患やその
治療について、精
神科医が相談や
指導を行う定例相
談の開催

過去３年間の開催
回数実績の平均
値

30回 26回
一
般

807 ― 582 0.1 0.2
適切に相談対応し
た割合

100% 100% 100% 100%
相談内容に対して、適切な対
応をとる必要があるため。

100% A A

相談者が希望する日時に調整
し、相談日前に資料を作成し、
相談日当日の会場設営から相
談中の対応、相談後のフォ
ローまで適切に実施できたた
め。

引き続き適正に実施する。

精
神
保
健
福
祉
課

360

精神障害
者スポーツ
振興事業
費

H21 -
市

（委託）

スポーツを通じ、精
神障がい者の社会
参加を促進する。

全国障害者スポー
ツ大会（精神バ
レー）のブロック大
会への市代表
チームの選考、派
遣。

①契約件数
②支払事務

①2件
②2件

①０件
②０件

一
般

1,886 ― 0 0.1 0.0
①ブロック大会派
遣
②選手派遣人数

①１チ
ーム
②11人

― ―
①１チ
ーム
②11人

①１チームブロック大会に派
遣すること。
②昨年度も新型コロナウイル
スの影響により大会が中止と
なったため、令和元年度と同
様の目標値とした。

- - -

新型コロナウイルス感染症の
影響により、静岡市の選考会
参加希望チームがおらず中止
とした。

－

精
神
保
健
福
祉
課

361
自殺対策
事業費

H19 -
市

（直営・委
託）

静岡市自殺対策行
動計画に基づき、
自殺対策を総合的
に推進することによ
り、自殺死亡率を減
少させる。

①第３期静岡市自
殺対策行動計画
の進捗管理
②自殺対策連絡
協議会の開催
③普及啓発事業
の実施
④ゲートキーパー
研修の実施

①計画の実施
②協議会開催回
数
③自殺対策ホーム
ページを活用した
普及啓発の実施
④研修会開催回
数

①実施
②3回
③毎月
更新
④職員
向け５
回、関係
団体向け
３回

①実施
②３回
③毎月更新
④職員向け
３回、関係
団体向け５
回

一
般

4,460 ― 2,555 1.4 1.0
自殺死亡率（人口
10万人あたりの自
殺者数）

15.1
以下

14.6 15.0 17.7

第３期静岡市自殺対策行動
計画で定める数値目標を基
に設定した。
４年（2018～2021）平均15.1
以下

18.1 B A

目標を達成できなかったもの
の、関係機関等の連携、協力
のもと例年以上に普及啓発事
業を行うなど自殺対策の推進
を図ることができた。

新型コロナウイルス感染症は収束
しつつあるが、令和４年の本市の
自殺者数が急増し、予断を許さな
い状況にあるため、引き続きハイリ
スク者層を中心に情報提供等の支
援を行う。

精
神
保
健
福
祉
課

362

静岡いの
ちの電話
補助金

H18 -
補助等
（交付先）

こころの悩みに関す
る電話相談事業等
の経費を支援する
ことにより、自殺予
防を推進する。

社会福祉法人静
岡いのちの電話へ
の補助金の交付

補助金交付事務
の円滑な実施

遅滞なく
補助金を
交付

遅滞なく補
助金を交付
した

一
般

450 ― 450 0.1 0.0

電話相談窓口が
年間通して開設さ
れている相談体制
の維持

365日 365日 321日 365日

自殺に関する電話相談事業
は、相談件数の多寡ではな
く、相談の機会が確保されて
いることが重要であるため、
365日切れ目なく実施するこ
とを目標とする。

363日 A A

大型台風の影響で開設できな
かった２日間を除いて、電話相
談窓口を予定どおり開設し、
相談の機会を確保することが
できた。

引き続き適正に実施する。



Ｒ３ Ｒ２ R1

⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容達
成
度

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

⑨人工 ⑩成果指標（アウトカム指標）

指標名
当該年度
の目標値

実績値

活動の状況（アウトプット）

指標名
当該年度
の目標値

⑪
評価

⑫評価理由
実績値

④事業の
実施主体

⑤事業目的 ⑥事業内容

⑦活動指標（アウトプット指標） ⑧事業費①
所
属
名

№

事業概要（全体） 投入コスト（インプット）

予算額
（千円）

前年度
からの
繰越額
（千円）

決算額（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

会
計

成果（アウトカム） 評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

②事務事業名 ③期間

精
神
保
健
福
祉
課

363

精神科救
急医療対
策費

H23 ～
市

（委託）

24時間365日の精
神科救急医療体制
を確保

①休日夜間にお
ける受診体制の確
保
②24時間365日の
医療機関等に関
する情報提供
③身体合併症に
対応するための医
師や病床の確保
④休日夜間にお
ける医療相談窓口
の確保

①契約件数
②支払事務
③会議参加回数

①５件
②５件
③２回

①４件
②４件
③２回

一
般
23,935 ― 22,987 2.0 0.0

精神科救急医療
体制確保日数

24時間
365日

24時間
365日

24時間
365日

24時間
365日

当該事業は、24時間365日の
医療等相談及び情報提供
と、休日夜間における医療体
制を整えることで、緊急な医
療等を必要とする精神障が
い者等のために精神科救急
医療体制を確保する必要が
あるため。

24時間
365日

A A

県、浜松市及び関係機関と共
同し、24時間365日の精神科
救急医療体制を確保すること
ができた。

関係機関及び関係団体と協議し、
より充実した精神科救急医療体制
の確保を目指す。

精
神
保
健
福
祉
課

364

精神障害
者地域移
行支援事
業

H29 ～
市

（直営）

障がい者の地域移
行の推進や、安心・
安定した地域生活
を実現するための
支援体制の整備に
係る課題や手法等
を専門家を集めて
協議するための場
を設置する。

障害者自立支援
協議会地域移行
支援部会の運営

部会の開催 ２回
２回

一
般

220 ― 180 0.7 0.0
支援体制整備に
係る必要な協議の
実施

実施 実施 実施 実施

障害者総合支援法に基づ
き、障害者等への支援の体
制の整備を図るため、関係機
関や専門家、当事者及びそ
の家族等からの意見を聴取
し、支援体制整備に必要な
協議等を行うため。

２回 A A

計画どおりに地域移行支援部
会を開催し、支援体制整備に
必要な協議を行うことができ
た。

引き続き適正に実施する。

精
神
保
健
福
祉
課

365

精神障害
者交通費
助成

H15 ～
市

（直営）

精神障がい者の生
活圏の拡大による
社会参加の促進を
図る。

精神障害者保健
福祉手帳所持者
に対し、月6,000円
を上限に交通費を
助成

申請受付 実施 実施
一
般
10,236 ― 8,817 0.3 0.0

支払遅延等の事
故件数

0件 0件 0件 0件

当該事業は、申請のあった者
に対して速やかに助成金を
支給する制度であるため、目
標値は支払遅延等の事故件
数０件とした。

0件 A A
助成金の申請に対して、期限
を遅滞することなく適正に支払
い事務を実施したため。

申請内容に対する審査の強化をし
ていき、より適正な制度となるよう
に引き続き行っていく。

精
神
保
健
福
祉
課

366

精神障害
者入院医
療費

H15 ～
市

（直営）

精神障がい者の療
養の推進を図るとと
もに、精神障がい
者の経済的負担の
軽減を図る。

精神科病院に１か
月を超えて入院し
た精神障がい者に
対し、月１万円を
上限に助成

申請受付 実施 実施
一
般
34,314 ― 30,951 0.1 0.2

支払遅延等の事
故件数

0件 0件 0件 0件

当該事業は、申請のあった者
に対して速やかに助成金を
支給する制度であるため、目
標値は支払遅延等の事故件
数0件とした。

0件 A A
助成金の給付申請に対して、
期限を遅滞することなく適正に
支払い事務を実施したため。

より適正な制度運営ができるよう、
引き続き申請内容に対する審査の
強化を行う。

精
神
保
健
福
祉
課

367

精神障害
者
措置入院
費

H15 ～
市

（直営）

精神保健及び精神
障害者福祉に関す
る法律に基づく措
置入院医療費の公
費負担を行う。

①措置入院費の
支払
②請求確認の審
査及び確認

支払事務 実施 実施
一
般
47,815 ― 33,897 0.2 0.0

支払遅延等の事
故件数

0件 0件 0件 0件

当該事業は、措置入院者の
入院医療費に係る自己負担
分を公費で負担する制度で
あるため、目標値は支払遅延
等の事故件数0件とした。

100% A A

審査支払機関からの診療報酬
（公費負担分）の請求に対し
て、期限を遅滞することなく適
正に支払い事務を実施したた
め。

より適正な制度運営ができるよう、
引き続き請求内容に対する審査の
強化を行う。

精
神
保
健
福
祉
課

368
退院後支
援事業

～
市

（直営）

措置入院者が、退
院後に地域でその
人らしい生活を安
心して送れるように
する。

①措置入院者の
地域における支援
体制の整備
②措置入院者の
退院後支援

①代表者級会議
の開催
②実務者級会議
の開催
③退院後支援計
画の作成

①１回
②２回
③必要
時

①１回
②２回
③必要時

一
般

624 ― 190 1.5 0.2

①退院後支援計
画が必要かつ本
人の同意が得られ
た者の計画作成の
割合
②計画に基づく個
別支援の実施割
合

①100%
②100%

①100%
②100%

①100%
②100%

①100%
②100%

措置入院者が、退院後に地
域でその人らしい生活を安心
して送れるようにするために
は、個々のニーズに沿った退
院後支援計画を作成し、それ
に基づく個別支援が必須で
あるため、目標は計画の作成
割合、個別支援の実施割合
とした。

①
100％
②
100％

A A

退院後支援計画が必要かつ
本人の同意が得られた者の計
画作成ができ、計画に基づく
個別支援が実施できたため。

引き続き適正に実施する。



Ｒ３ Ｒ２ R1

⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容達
成
度

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

⑨人工 ⑩成果指標（アウトカム指標）

指標名
当該年度
の目標値

実績値

活動の状況（アウトプット）

指標名
当該年度
の目標値

⑪
評価

⑫評価理由
実績値

④事業の
実施主体

⑤事業目的 ⑥事業内容

⑦活動指標（アウトプット指標） ⑧事業費①
所
属
名

№

事業概要（全体） 投入コスト（インプット）

予算額
（千円）

前年度
からの
繰越額
（千円）

決算額（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

会
計

成果（アウトカム） 評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

②事務事業名 ③期間

精
神
保
健
福
祉
課

369
精神保健
指定医

～
市

（直営）

精神障がい者にお
ける適正な医療確
保のために、精神
保健指定医が診察
を行う。

診察の依頼調整
及び診察結果に
基づく措置入院等
の実施

措置診察依頼調
整実施率

100% 100%
一
般

1,785 ― 1,776 1.2 0.2
適切に措置診察
に げた割合

100% 100% 100% 100%

直近３年間の実績で100％の
目標は達成できているが、法
律の趣旨から精神障がい者
の医療及び人権等に資する
制度であるため、100％を達
成できないことは、精神障が
い者の医療及び人権が守ら
れていないという事態を表す
ため、法的趣旨を踏まえ、令
和４年度も100％を目標とす
る。

100% A A
必要時に適切に措置診察を
実施し、目標を100％達成でき
ているため。

引き続き適正に実施する。

清
水
病
院
総
務
課

370

清水病院
医学生修
学資金貸
与制度

H ～
市

（直営）

清水病院での勤務
を希望する医学生
に修学資金を貸与
することで、将来の
医師を確保する。

医学生への修学
資金の貸与

①修学資金の新
規貸与件数
②修学資金の継
続貸与件数

①５件
②12件

①１件
②13件

企
業
52,500 0 39,000 0.5 0.0

貸与医学生６年生
の翌年度の清水
病院での初期研
修実施率

100% 100% 100% 100%

修学資金は将来、市立清水
病院で勤務することを条件に
しており、卒業生は翌年度の
初期研修から市立清水病院
で研修医として勤務すること
が想定される。
貸与医学生のうち６年生５名
が令和４年度末に医師免許
を取得し、令和５年度から初
期研修医として勤務すること
を想定し、100％を目標値とし
た。

100% Ａ Ａ 年度目標どおりであったため

・毎年、新規の貸与者を確保する
こと。
・貸与者の少ない学年での新規貸
与を目指していく。

清
水
病
院
施
設
課

371

高度医療
機器整備
事業

H27 ～
市

（直営）

高度医療機器を計
画的に導入・更新
することで、市立病
院として医療機能を
充実する。

高度医療機器の
導入・更新

高度医療機器の
導入・更新

一式 一式
企
業
500,000 ― 322,021 0.8 0.2

高度医療機器の
導入・更新

100% 100% 100% 100%

医療機器は計画に従って導
入・更新しているが、医療機
能の充実のためには、常に
計画通りの整備が必要である
ため、整備率100%を目標にし
た。

100% A A

医療機器の導入・更新につい
ては、医療機器等購入委員会
の選定により計画的に購入し
た。
また、コロナ対策や緊急整備
（修理不能品対応）について
は、診療現場に支障のないよ
う迅速な対応をした。

当院の経営状況と市民ニーズ及
び高度医療機器の計画的更新の
バランスを考慮し、選択的な投資
をする。
仕様の作成において同等品の選
択を可能にする等、より安価な購
入に努め支出の抑制につなげる。

清
水
病
院
医
事
課

372
患者満足
度調査

～
市

（直営・委
託）

患者さんによる当院
の医療サービスに
対する評価、要望
を把握し、患者サー
ビスの向上を図る。

毎年１回アンケート
を実施し、結果を
分析して、改善策
について検討す
る。

アンケート調査票
の回収件数

前年度
以上

（前年度
回収件
数）
①入院
患者368
件
②外来
患者378
件

回収件数
①入院患者
196件

②外来患者
437件

企
業

229 - 426 4.0 1.0
平均満足度
（5.00点満点）

①入院
4.00点
以上
②外来
4.00点
以上

①入院
4.28点
②外来
4.20点

①入院
4.41点
②外来
4.22点

①入院
4.35点
②外来
4.12点

実績値の維持または向上を
目標に4.00点以上とした。

①入院
4.37点
②外来
4.22点

①A
 S

①
A

S

入院及び外来の平均満足度
実績値は目標値を上回った
が、アンケート調査票の回収
件数のうち、入院分について
は面会制限等の影響により目
標件数に達しなかった。

新型コロナウイルス感染症の影響
により、入院患者の面会制限等の
ため、目標としていた回収件数に
達しなかったが、引き続き、回収件
数を増加させるための取り組みを
関係部署と協議していく。


